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協議第３０号 

 

 

合併協定項目９ 

 

 

  一般職の職員の身分の取扱い 

 

 

 

 

 



山口県央部１市４町合併協議会事務局 

『一般職の職員の身分の取扱い』に関する資料 

 

(１)実職員数調べ (平成16年４月1日現在　単位：人）

区分 首長部局 議　会 選挙管理委員会 監査委員会 教育委員会 その他の委員会 消　防 水   道 計

山 口 市 720 10 5 4 170 7 - 47 963

小 郡 町 185 2 1 1 22 - - 15 226

秋 穂 町 78 1 1 1 13 1 - - 95

阿知須町 77 2 - - 14 - - 3 96

徳 地 町 113 2 - - 20 2 - - 137

合計 1,173 17 7 6 239 10 0 65 1,517

※本表には教育長を含まない。

 
 
 

（２）条例定数及び実職員数 (平成16年４月1日現在　単位：人）

条例定数 実職員数

998 963

230 226

100 95

96 96

145 137

1,569 1,517

阿　知　須　町

合　　　計

　一部事務組合関係業務（水道供給事業,下水道事業等）の職員は含まない。

徳　　地　　町

山　　口　　市

備           考

　一部事務組合関係業務（消防、ごみ・し尿処理、火葬事業、水道供給事業
等）の職員は含まない。

　一部事務組合関係業務（消防、ごみ・し尿処理、火葬事業、水道供給事業
等）の職員は含まない。

　一部事務組合関係業務（ごみ・し尿処理、火葬事業、水道供給事業等）の職
員は含まない。

小　　郡　　町

秋　　穂　　町

                                              
 
 

※参考資料　関係一部事務組合　(平成16年4月1日　単位：人)
定員 職員数 山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町 徳地町 その他

2 1 ○ ○ ○ ○ 防府市、阿東町、美東町、秋芳町

179 179 ○ ○ 阿東町

61 61 ○ ○ ○ 阿東町

7 5 ○ ○

20 13 ○ ○ ○ ○

24 23 ○ ○ ○ ○ ○ 美東町、秋芳町

13 12 ○ 宇部市

306 294

（組合構成団体）

養護老人ホーム秋楽園組合
宇部・阿知須公共下水道組合

計

山口地域消防組合
山口県中部環境施設組合
山口市・秋穂町水道企業団
山口・小郡地域広域水道企業団

山口防府地区広域事務組合

 
 
     
 

(３)年齢別職員数  ※本表には、教育長を含まない

年 齢 山 口 市 小 郡 町 秋 穂 町 阿知須町 徳 地 町 計

18歳 2人 2人

19歳 7人 7人

20歳 6人 6人

21歳 5人 1人 6人

22歳 11人 1人 3人 15人

23歳 16人 3人 3人 4人 26人

24歳 22人 7人 4人 33人

25歳 28人 6人 2人 4人 3人 43人

26歳 23人 10人 3人 4人 4人 44人

27歳 35人 4人 2人 2人 5人 48人

28歳 38人 5人 1人 11人 55人

29歳 41人 13人 6人 3人 4人 67人

30歳 50人 9人 5人 10人 74人

31歳 36人 9人 4人 4人 6人 59人

32歳 53人 5人 4人 4人 5人 71人

33歳 39人 10人 2人 4人 3人 58人

34歳 26人 4人 3人 4人 37人

35歳 29人 5人 4人 5人 3人 46人

36歳 32人 3人 1人 2人 2人 40人

37歳 26人 1人 2人 3人 2人 34人

38歳 26人 3人 4人 1人 3人 37人

39歳 25人 7人 1人 3人 2人 38人

40歳 19人 6人 1人 5人 1人 32人

41歳 34人 9人 1人 5人 49人

42歳 28人 10人 3人 1人 42人

43歳 23人 6人 3人 3人 1人 36人

44歳 18人 11人 2人 3人 34人

45歳 14人 11人 1人 1人 5人 32人

46歳 18人 4人 3人 1人 4人 30人

47歳 5人 4人 6人 1人 4人 20人

48歳 13人 6人 3人 1人 2人 25人

49歳 20人 9人 2人 1人 5人 37人

50歳 27人 5人 6人 2人 5人 45人

51歳 16人 5人 1人 2人 4人 28人

52歳 20人 5人 1人 3人 29人

53歳 27人 6人 3人 6人 5人 47人

54歳 27人 4人 9人 1人 5人 46人

55歳 15人 6人 3人 1人 5人 30人

56歳 28人 5人 5人 10人 3人 51人

57歳 14人 2人 1人 2人 4人 23人

58歳 11人 4人 1人 1人 17人

59歳 10人 3人 3人 2人 18人

60歳 0人

計 963人 226人 95人 96人 137人 1,517人

（平成16年4月1日現在）



山口県央部１市４町合併協議会事務局 

（４）職務上の地位別職員数(一般行政職） （平成16年４月１日現在　単位：人）

うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性 うち女性

山口市 13 0 18 0 77 8 102 31 139 50 614 281 963 370

小郡町 3 0 4 0 12 1 39 10 82 19 86 27 226 57

秋穂町 13 0 3 0 24 4 55 33 95 37

阿知須町 16 1 1 0 30 4 49 28 96 33

徳地町 13 1 11 1 28 12 85 35 137 49

計 16 0 22 0 131 11 156 42 303 89 889 404 1,517 546

部長級 部次長級 課長級 合計課長補佐級 係長級 その他の職員

 

 

 

（５）給料表、手当等の状況 （平成16年4月1日現在）

山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町 徳地町

   行政職〈一〉 ９級制 ９級制 ８級制 ８級制 ８級制

　　企業職　

　　技能労務職

  大     卒 177,400円 177,400円 170,700円 160,200円 170,700円

  短 大 卒 154,300円 154,300円 148,500円 148,500円 148,500円

（行政職一）   高     卒 143,300円 143,300円 138,800円 138,800円 138,800円

  扶     養 ○ ○ ○ ○ ○

  住     居 ○ ○ ○ ○ ○

  通     勤 ○ ○ ○ ○ ○

  特殊勤務 ○ ○ ○ ○ ○

  時間外勤務 ○ ○ ○ ○ ○

  休日勤務 ○ ○ ○ ○ ○

  宿 日 直 ○ ○ ○ ○ ○

  寒 冷 地 － － － － －

  単身赴任 － － － － －

  管 理 職 ○ ○ ○ ○ ○

  管理職員特別 ○ ○ ○ ○ ○

  期    末 ○ ○ ○ ○ ○

  勤    勉 ○ ○ ○ ○ ○

技能労務職
(行政職〈二〉)

手　当

現業職
(行政職〈二〉)

行政職〈二〉

初任給

給料表
   そ の 他 －

 
 
 
 
 



山口県央部１市４町合併協議会事務局 

（６）級別職務分類の比較及び職員数

表 区 分 山 口 市 小 郡 町 秋 穂 町 阿 知 須 町 徳 地 町

１級 定型的な業務を行う職務 定型的な業務を行う職務 定型的な業務を行う職務 定期的な業務を行う職務 定型的な業務を行う職務

２級
高度の知識又は経験を必要とする
業務を行う職務

高度の知識又は経験を必要
とする業務を行う職務

中度な知識又は経験を必要
とする業務を行う職務

相当高度な知識と経験を必
要とする業務を行う職務

相当高度の知識又は経験を
必要とする業務を行う職務

３級
特に高度の知識又は経験を必要と
する業務を行う職務

特に高度の知識又は経験を
必要とする業務を行う職務

相当高度の知識又は経験を
必要とする業務を行う職務

高度な知識と経験を必要と
する業務を行う職務

特に高度な知識又は経験を
必要とする業務を行う職務

４級
主任主事、主任技師の職務又はこ
れに準じた職務

主任主事並びに主任技師の
職務又はこれに相当する職
務

主任の職務又はこれに相当
する職務及び係長の職務

係長（保育所の主任保母を
含む。以下同じ。）、主任
及び極めて高度な知識と経
験を必要とする業務を行う
職務

主任の職務又はこれに相当
する職務及び係長の職務

５級
本庁、外局及び教育委員会の事務
部局の副主幹の職務又はこれに相
当する職務

係長並びに主任の職務又は
これに相当する職務

困難な業務を分掌する係の
長の職務又はこれに相当す
る主任の職務

困難な業務を行う係長及び
主任の職務

相当困難な業務を分掌する
係長の職務又はこれに相当
する主任の職務

６級

本庁、外局及び教育委員会の事務
部局の課長補佐並びに主幹、困難
な業務を行う副主幹の職務又はこ
れに相当する職務

主査並びに困難な業務を行
なう係長の職務又はこれに
相当する職務

特に困難な業務を分掌する
係長の職務又はこれに相当
する主査の職務
主幹、課長補佐及び課長の
職務

課長（局長、園長、所長、
室長を含む。以下同
じ。）、課長補佐及び主査
の職務

課長補佐、室長補佐、主査
又は困難な業務を分掌する
係長及び主任の職務

７級

本庁、外局及び教育委員会の事務
部局の困難な業務を行う課長補佐
並びに主幹の職務又はこれに相当
する職務

課長補佐並びに主幹の職務
又はこれに相当する職務

困難な課長の職務
困難な業務を行う課長及び
課長補佐の職務

課長、室長、主幹及び局長
の職務

８級
本庁、外局及び教育委員会の事務
部局の課長並びに副参事の職務又
はこれに相当する職務

部次長並びに課長の職務又
はこれに相当する職務

特に困難な課長の職務
特に困難な業務を行う課長
の職務

町長が特に必要と認める課
長等の職務

９級

本庁の部長及び部次長の職務又は
これに相当する職務
外局の局長、教育次長及び参事の
職務又はこれに相当する職務

部長の職務

行
　
政
　
職
　
（

一
）
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（７）「一般職の職員の身分の取扱い」に関する法令                          

 

◎地方公務員法 
（一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員） 
第３条 地方公務員の職は、一般職と特別職とに分ける。 
２ 一般職は、特別職に属する職以外の一切の職とする。 
３ 特別職は、左に掲げる職とする。 

   （１）就任について公選又は地方公共団体の議会の選挙、議決若しくは同意によること
を必要とする職 

   （１の２）地方開発事業団の理事長、理事及び監事の職 
   （１の３）地方公営企業の管理者及び企業団の企業長の職 
   （２）法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程に

より設けられた委員及び委員会（審議会その他これに準ずるものを含む。）の構成
員の職で臨時又は非常勤のもの 

   （３）臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ずる者の職 
   （４）地方公共団体の長、議会の議長その他地方公共団体の機関の長の秘書の職で条例

で指定するもの 
   （５）非常勤の消防団員及び水防団員の職 
 
（分限及び懲戒の基準） 
第２７条 すべての職員の分限及び懲戒については、公正でなければならない。 
２ 職員は、この法律で定める事由による場合でなければ、その意に反して、降任され、若
しくは免職されず、この法律又は条例で定める事由による場合でなければ、その意に反し
て、休職されず、又、条例で定める事 
由による場合でなければ、その意に反して降給されることがない。 

 
（降任、免職、休職等） 
第２８条 職員が、左の各号の１に該当する場合においては、その意に反して、これを降任し、
又は免職することができる。 

   （１）勤務実績が良くない場合 
   （２）心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 
   （３）前２号に規定する場合の外、その職に必要な適格性を欠く場合 
   （４）職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じた場合 
２・３・４《略》 

 
 
◎市町村の合併の特例に関する法律 

（職員の身分取扱い） 
第９条 合併関係市町村は、その協議により、市町村の合併の際現にその職に在る合併関係市

町村の一般職の職員が引き続き合併市町村の職員としての身分を保有するように措置し

なければならない。 
２ 合併市町村は、職員の任免、給与その他の身分取扱いに関しては、職員のすべてに通じ
て公正に処理しなければならない。 



 

 

協議第３２号 

 

 

合併協定項目１１ 

 

  

 特別職の職員の身分の取扱い 

 

 

    

 

 



１．常勤特別職等の状況 (平成16年4月1日現在）

現員数 現員数 現員数 現員数 現員数

自：H14. 5.13 自：H13. 6.18 自：H13. 2.18 自：H13. 3.18 自：H16. 1.24 自治法第１３９条

至：H18. 5.12 至：H17. 6.17 至：H17. 2.17 至：H17. 3.17 至：H20. 1.23 自治法令第1条の２

自：H14.11. 1 自：H13. 8.20 自：H15.12.17 自：H14. 7. 1 自：H14. 4. 1 自治法第１６１条

至：H18.10.31 至：H17. 8.19 至：H19.12.16 至：H18. 6.30 至：H18. 3.31

自：H14.11. 1 自：H13.10.11 自治法第１６８条

至：H18.10.31 至：H17.10.10

自：H12.10. 5 自：H12.10. 1 自：H12.10.13 自：H14.10. 1 自：H14.10. 1 地教法第１６条

至：H16.10. 4 至：H16. 9.30 至：H16.10.12 至：H18. 9.30 至：H18. 9.30 地教法令第１９条

自：H13. 4. 1 地公企法第７条の２

至：H17. 3.31

自：H16. 4. 1 自治法第１９５条

至：H20. 3.31

現員数の計 ６人 ４人 ３人 ３人 ３人 １９人

２．各行政委員会委員及び監査委員（地方自治法第１８０条の５）

(平成16年4月1日現在）

任期 任期 任期 任期 任期

委員長 １人 委員長 １人 委員長 １人 委員長 １人 委員長 １人 地教法第２条

委員 ４人 委員 ４人 委員 ４人 委員 ４人 委員 ４人 地教法令第１８条

(教育長５人)

委員長 １人 委員長 １人 委員長 １人 委員長 １人 委員長 １人 自治法第１８１条

委員 ３人 委員 ３人 委員 ３人 委員 ３人 委員 ３人 自治法令第４条

委員長 １人 地公法第７条

委員 ２人

識見委員 ２人 識見委員 １人 識見委員 １人 識見委員 １人 識見委員 １人 識見委員　６人 自治法第１９５条

(常勤　１人)

議員選出委員

５人

固定資産評価
審査委員会

委員 １５人 ３年 委員 ３人 ３年 委員 ３人 ３年 委員 ３人 ３年 委員 ３人 ３年 ２７人 地税法第４２３条

　　　※表内の(　　）は内書き

　　　※(法令名）･･･ 自治法（地方自治法）、自治法令（地方自治法施行令）、地教法（地方教育行政の組織及び運営に関する法律）

議員選出
委員

１人

４年 ４年
議員選出
委員

１人

４年
議員選出
委員

１人

監査委員 ４年 ４年

１人

　（常勤　　１人）

議員選出
委員

１人
議員選出
委員

２0人

公平委員会 ４年 地方公務員法第７条第４項の規定により、山口県市町村公平委員会に加入 ３人

４年

４年 ４年

４年選挙管理委員会 ４年 ４年 ４年

４年
２５人

教育委員会 ４年 ４年

(教育長　　１人) (教育長　　１人) (教育長　　１人) (教育長　　１人) (教育長　　１人)

現員数計 根拠法令
委員数 委員数 委員数 委員数 委員数

－

山口市 小郡町 秋穂町 徳地町 阿知須町

－ － －

－

－

－ １人－ － － －常勤の監査委員 １人 － －

－ － － １人

１人 １人 ５人

水道事業管理者 １人 － － － － －

教育長 １人 １人 １人

１人 １人 ５人

収入役 １人 １人 助役が兼掌 助役が兼掌 助役が兼掌 ２人

助　役 １人 １人 １人

徳地町 阿知須町
現員数計

市長・町長 １人 １人 １人 １人 １人 ５人

山口市 小郡町
根拠法令

任期 任期 任期 任期 任期

秋穂町
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３．特別職等の報酬等抜粋表 (平成16年4月1日現在）

区分 支給金額 区分 支給金額 区分 支給金額 区分 支給金額 区分 支給金額

月額 960,000円 月額 792,000円 月額 731,000円 月額 715,000円 月額 735,000円

月額 785,000円 月額 655,000円 月額 597,000円 月額 583,000円 月額 600,000円

月額 685,000円 月額 598,000円 － － －

月額 690,000円 月額 598,000円 月額 546,000円 月額 539,000円 月額 550,000円

月額 685,000円 － － － －

月額 500,000円 － － － －

議長 月額 540,000円 月額 303,000円 月額 272,000円 月額 265,000円 月額 280,000円

副議長 月額 465,000円 月額 241,000円 月額 215,000円 月額 215,000円 月額 223,000円

常任委員会 委員長 月額 445,000円 月額 230,000円 月額 210,000円 月額 203,000円 月額 212,000円

議会運営委員会 委員長 月額 445,000円 月額 230,000円 月額 210,000円 月額 203,000円 月額 212,000円

合併特別委員会 委員長 － － － 月額 203,000円 －

常任委員会 副委員長 月額 440,000円 － － － －

議会運営委員会 副委員長 月額 440,000円 － － － －

市(町)議会 議員 月額 435,000円 月額 220,000円 月額 200,000円 月額 194,000円 月額 207,000円

委員長 月額 105,600円 月額 32,400円 月額 24,000円 月額 25,500円 年額 288,000円

委員 月額 88,000円 月額 29,400円 月額 20,000円 月額 21,300円 年額 240,000円

会長 月額 51,800円 月額 15,200円 月額 22,000円 月額 25,500円 年額 246,000円

会長(職務)代理 月額 38,300円 － － － －

部会長 月額 37,300円 － － － －

部会委員 月額 32,100円 － － － －

小委員会委員長 － － － － －

委員 月額 29,000円 月額 14,300円 月額 18,000円 月額 21,300円 年額 204,000円

委員長 月額 52,800円 日額 8,400円 日額 11,000円 日額 7,900円 日額 10,000円

委員 月額 46,600円 日額 7,600円 日額 9,500円 日額 7,300円 日額 9,000円

補充員 日額 6,000円 日額 7,600円 日額 9,500円 － －

委員長 月額 38,300円

委員 月額 37,300円
識見を有する者
の中から選任さ
れた者

月額 247,500円 日額 14,800円 日額 14,000円 月額 30,500円 日額 14,500円

市議会議員の中
から選任された
者

月額 37,300円 日額 11,300円 日額 11,000円 月額 19,000円 日額 11,000円

委員長 － 日額 8,400円 － 日額 6,500円 －

委員 日額 6,700円 日額 7,600円 日額 9,000円 日額 6,100円 日額 8,500円

山口県市町村公平委員会

非常勤の監査委員

固定資産評価審査
委員会委員

農業委員会

選挙管理委員会

公平委員会

秋穂町 徳地町 阿知須町

常
勤
特
別
職

市長、町長

助役

区　分
山口市 小郡町

教育委員会

議
会

市（町）議会

行
政
委
員
会

収入役

教育長

水道事業管理者

監査委員
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『特別職の職員の身分の取扱い』に関する主な法令等（抜粋） 

◎地方公務員法 
（一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員） 
第３条 地方公務員の職は、一般職と特別職とに分ける。 
２ 一般職は、特別職に属する職以外の一切の職とする。 
３ 特別職は、左に掲げる職とする。 
 （１）就任について公選又は地方公共団体の議会の選挙、議決若しくは同意によることを

必要とする職 
 （１の２）地方開発事業団の理事長、理事及び監事の職 
 （１の３）地方公営企業の管理者及び企業団の企業長の職 
 （２）法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程によ

り設けられた委員及び委員会（審議会その他これに準ずるものを含む。）の構成員の職

で臨時又は非常勤のもの 
 （３）臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ずる者の職 
 （４）地方公共団体の長、議会の議長その他地方公共団体の機関の長の秘書の職で条例で

指定するもの 
 （５）非常勤の消防団員及び水防団員の職 
 
 
◎地方自治法 
（委員会及び委員の設置） 
第１８０条の５ 執行機関として法律の定めるところにより普通地方公共団体に置かなければ

ならない委員会及び委員は、左の通りである。 
（１）教育委員会 
（２）選挙管理委員会 
（３）人事委員会又は人事委員会を置かない普通地方公共団体にあっては公平委員会 
（４）監査委員 
２ 《略》 
３ 第１項に掲げるものの外、執行機関として法律の定めるところにより市町村に置かなければ

ならない委員会は、左の通りである。 
（１） 農業委員会 
（２） 固定資産評価審査委員会 
４～８ 《略》 
 
 

【市町村長】 
◎地方自治法 
（市町村長） 
第１３９条 《略》 
２ 市町村に市町村長を置く。 
（長の任期） 
第１４０条 普通地方公共団体の長の任期は、４年とする。 
２ 《略》 

◎公職選挙法 
（一般選挙、長の任期満了に因る選挙及び設置選挙） 
第３３条 １・２項《略》 
３ 市町村の設置に因る議会の議員の一般選挙及び長の選挙は、地方自治法第７条第６項（市町村の

設置の告示）の告示による当該市町村の設置の日から５０日以内に行う。 
４・５項 《略》 

◎地方自治法施行令 
（長の職務を暫定的に行う者） 
第１条の２ 普通地方公共団体の設置があった場合においては、従来当該普通地方公共団体の地域の

属していた関係地方公共団体の長たる者又は長であった者（地方自治法第１５２条又は第２５２条

の１７の８第１項の規定によりその職務を代理し若しくは行う者又はこれらの者であった者を含

む。）のうちからその協議により定めた者が、当該普通地方公共団体の長が選挙されるまでの間、

その職務を行う。 
２ 前項の場合において協議が調わないときは、都道府県の設置にあっては総務大臣、市町村の設置

にあっては都道府県知事は、同項に掲げる者のうちから当該普通地方公共団体の長の職を行うべき

者を定めなければならない。 
３ 第１項の場合において関係地方公共団体が１であるときは、関係地方公共団体の長たる者又は長

であった者が当該普通地方公共団体の長の職務を行う。 
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【助役】 
◎地方自治法 
（助役の設置） 
第１６１条 《略》 
２ 市町村に助役１人を置く。但し、条例でこれを置かないことができる。 
３ 副知事及び助役の定数は、条例でこれを増加することができる。 
（助役の選任） 
第１６２条 副知事及び助役は、普通地方公共団体の長が議会の同意を得てこれを選任する。 
（助役の任期） 
第１６３条 副知事及び助役の任期は、４年とする。但し、普通地方公共団体の長は、任期中においてもこれ

を解職することができる。 
 
 
 
【収入役】 
◎地方自治法 
（収入役・副収入役） 
第１６８条 《略》 
２ 市町村に収入役１人を置く。但し、町村は、条例で収入役を置かず町村長又は助役をしてその

事務を兼掌させることができる。 
３ 都道府県は条例で副出納長を、市町村は条例で副収入役を置くことができる。 
４ 副出納長及び副収入役の定数は、条例でこれを定める。 
５ 副出納長及び副収入役は、事務吏員の中から、普通地方公共団体の長がこれを命ずる。 
６ 《略》 
７ 第１４１条、第１４２条、第１５９条、第１６２条、第１６３条本文及び第１６４条の規定は、

出納長及び収入役にこれを準用する。 
８・９ 《略》 
 
 
 

【水道事業管理者】 
◎地方公営企業法 
（この法律の適用を受ける企業の範囲） 
第２条 この法律は、地方公共団体の経営する企業のうち次に掲げる事業（これらに附帯する事業

を含む。以下「地方公営企業」という。）に適用する。 
 （１）水道事業（簡易水道事業を除く。） 
 （２）工業用水道事業 
 （３）軌道事業 
 （４）自動車運送事業 
 （５）鉄道事業 
 （６）電気事業 
 （７）ガス事業 
２・３項 《略》 
（管理者の設置） 
第７条 地方公営企業を経営する地方公共団体に、地方公営企業の業務を執行させるため、第２条

第１項の事業ごとに管理者を置く。ただし、条例で定めるところにより、政令で定める地方公営

企業について管理者を置かず、又は２以上の事業を通じて管理者１人を置くことができる。《以

下略》 
（管理者の選任及び身分取扱い） 
第７条の２ 管理者は、地方公営企業の経営に関し識見を有する者のうちから、地方公共団体の長

が任命する。 
２・３ 《略》 
４ 管理者の任期は、４年とする。 
５ 管理者は、再任されることができる。 
６ 管理者は、常勤とする。 
７～１１ 《略》 
（管理者の地位及び権限） 
第８条 《第１項略》 
２ 第 7条ただし書の規定により管理者を置かない地方公共団体においては、管理者の権限は、当
該地方公共団体の長が行う。 

 
◎地方公営企業法施行令 

（管理者を置かないことができる企業） 
第８条の２ 法第７条ただし書に規定する政令で定める地方公営企業は、次に掲げる事業（普通地

方公共団体の設置があった場合において、当該普通地方公共団体の長が選挙されるまでの間に限

り、当該普通地方公共団体の経営する事業を除く。）以外の事業とする。 
  １～５ 《略》 
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【教育長、教育委員会】 

◎地方教育行政の組織及び運営に関する法律 
（設置） 
第２条 都道府県、市（特別区を含む。以下同じ。）町村及び第２３条に規定する事務の全部又

は一部を処理する地方公共団体の組合に教育委員会を置く。 
（組織） 
第３条 教育委員会は、５人の委員をもつて組織する。ただし、条例で定めるところにより、都

道府県若しくは地方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）

又は地方公共団体の組合のうち都道府県若しくは指定都市が加入するものの教育委員会にあ

っては６人の委員、町村又は地方公共団体の組合のうち町村のみが加入するもの（次条第３項

及び第７条第２項から第４項までにおいて単に「町村」という。）の教育委員会にあっては３

人の委員をもつて組織することができる。 
（任命） 
第４条 委員は、当該地方公共団体の長の被選挙権を有する者で、人格が高潔で、教育、学術及

び文化（以下単に「教育」という。）に関し識見を有するもののうちから、地方公共団体の長

が、議会の同意を得て、任命する。 
２・３・４ 《略》 
（任期） 
第５条 委員の任期は、４年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
２ 委員は、再任されることができる。 
（教育長） 
第１６条 教育委員会に、教育長を置く。 
２ 教育長は、第６条の規定にかかわらず、当該教育委員会の委員（委員長を除く。）である者

のうちから、教育委員会が任命する。 
３ 教育長は、委員として任期中在任するものとする。ただし、地方公務員法第２７条、第２８

条及び第２９条の規定の適用を妨げない。 
４ 教育長は、委員の職を辞し、失い、又は罷免された場合においては、当然に、その職を失う

ものとする。 
（教育長及び事務局職員の身分取扱） 
第２２条 教育長及び第１９条第１項及び第２項に規定する事務局の職員の任免、給与、懲戒、

服務その他の身分取扱いに関する事項は、この法律及び教育公務員特例法に特別の定があるも

のを除き、地方公務員法の定めるところによる。 
 
◎地方教育行政の組織及び運営に関する法律施行令 
（最初の委員の選任等） 
第１８条 市町村の設置があった場合においては、法第４条の規定にかかわらず、地方自治法施

行令第１条の２の規定による市町村の長の職務を行う者（以下「市町村長職務執行者」という。）

が、従来その地域の属していた市町村の教育委員会の委員であった者で当該新たに設置された

市町村の設置に伴い委員の職を失うこととなったもののうちから、当該市町村の教育委員会の 

 
委員を臨時に選任するものとし、当該市町村において選任することができる者の数が当該市町 
村の教育委員会の委員の定数に満たないときは、その不足する数の委員を当該市町村の長の被選挙

権を有する者のうちから選任するものとする。 
２ 前項の規定により選任された委員は、法第５条の規定にかかわらず、当該市町村の設置後最初に

行われる市町村の長の選挙後最初に招集される議会の会期の末日まで在任するものとする。 
３ 新たに設置された市町村において、第１項の規定により教育委員会の委員が選任された後最初に

招集すべき教育委員会の会議は、法第１３条第１項の規定にかかわらず、市町村職務執行者が招集

する。 
（最初の教育長の互選） 
第１９条 市町村の設置があった場合においては、法第１６条第２項の規定にかかわらず、最初に法

第４条の規定により教育委員会の委員が任命されるまでの間、前条第１項の規定により選任された

委員の互選により当該委員（法第１２条第１項の規定により委員長に選任された委員を除く。）の

うちから定めた者を教育長とするものとする。 
（最初に任命される委員の任期） 
第２０条 市町村の設置後最初に法第４条の規定により任命される教育委員会の委員の任期は、法第

５条の規定にかかわらず、その定数が５人の場合にあっては、２人は４年、１人は３年、１人は２

年、１人は１年とし、その定数が３人の場合にあっては、１人は４年、１人は３年、１人は２年と

する。この場合において、各委員の任期は、当該市町村の長が定める。 
 

◎教育公務員特例法 
（教育長の給与等） 
第１７条 教育長については、地方公務員法第２２条から第２５条まで（条件附任用及び臨時的任用

並びに職階制及び給与、勤務時間その他の勤務条件）の規定は、適用しない。 
２ 教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件については、他の一般職に属する地方公務員とは別個

に、当該地方公共団体の条例で定める。 
 
 
 

       合併       新市長選任後    
         最初の議会    

１市４町の委員 ←任期は議会会期 末→ ← 最初の任期 ※ →

定数５人×５市町＝２５人  定数５人 定数５人 
                               ※２人は４年、１人は３年 
                                １人は２年、１人は１年 
 
 
 

      

山口県央部１市４町合併協議会事務局 

１市４町の教育委員

会委員のうちから新

市の職務執行者が選

任する。

新市長が議会の

同意を得て任命。 



【選挙管理委員会】 

◎地方自治法 
（選挙管理委員会の設置及び組織） 
第１８１条 普通地方公共団体に選挙管理委員会を置く。 
２ 選挙管理委員会は、４人の選挙管理委員を以ってこれを組織する。 
（選挙管理委員及び補充員の選挙） 
第１８２条 選挙管理委員は、選挙権を有する者で、人格が高潔で、政治及び選挙に関し公正な識

見を有するもののうちから、普通地方公共団体の議会においてこれを選挙する。 
２ 議会は、前項の規定による選挙を行う場合においては、同時に、同項に規定する者のうちから

委員と同数の補充員を選挙しなければならない。補充員がすべてなくなったときも、また、同様

とする。 
３～８《略》 
（任期） 
第１８３条 選挙管理委員の任期は、４年とする。但し、後任者が就任する時まで在任する。 
２～４ 《略》 

◎地方自治法施行令 
（暫定的選挙管理委員） 
第４条 普通地方公共団体の設置があった場合においては、当該普通地方公共団体の選挙管理委員

は、議会において選挙されるまでの間、従来その地域の属していた地方公共団体の選挙管理委員

たる者又は選挙管理委員であった者の互選により定めた者をもつてこれに充てるものとする。た

だし、従来その地域の属していた地方公共団体の選挙管理委員たる者又は選挙管理委員であった

者の数が新たに設置された普通地方公共団体の選挙管理委員の定数を超えないときは、その者を

もつてこれに充て、なお不足があるとき、又は従来その地域の属していた地方公共団体の選挙管

理委員たる者若しくは選挙管理委員であった者がないときは、第１条の２の規定による当該普通

地方公共団体の長の職務を行う者において、従来その地域に属していた地方公共団体の選挙管理

委員の補充員たる者又は補充員であった者（これらの者がないときは、当該普通地方公共団体の

議会の議員及び長の選挙権を有する者）のうちから選任した者をもつてこれに充てるものとす

る。 
２ 前項の規定による互選を行うべき場所及び日時は、第 1条の２の規定による当該普通地方公共
団体の長の職務を行う者において、あらかじめ関係人にこれを通知しなければならない。 
              合併        最初の議会    

  
１市４町の委員  ← 任期４年 →  

定数４人×５市町＝２０人 定数４人 定数４人  
 
 
 
 

 

【人事委員会・公平委員会】 

◎地方自治法 

（その他委員会の職務権限等） 

第２０２条の２ 人事委員会は、別に法律の定めるところにより、人事行政に関する調査、研究、企

画、立案、勧告等を行い、職員の競争試験及び選考を実施し、並びに職員の勤務条件に関する措置

の要求及び職員に対する不利益処分を審査し、並びにこれについて必要な措置を講ずる。 

２ 公平委員会は、別に法律の定めるところにより、職員の勤務条件に関する措置の要求及び職員に

対する不利益処分を審査し、並びにこれについて必要な措置を講ずる。 

３～５ 《略》 

 

◎地方公務員法 

（人事委員会又は公平委員会の設置） 

第７条 都道府県及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市は、

条例で人事委員会を置くものとする。 

２ 前項の指定都市以外の市で人口（官報で公示された最近の国勢調査又はこれに準ずる人口調査の

結果による人口をいう。以下同じ。）１５万以上のもの及び特別区は、条例で人事委員会又は公平

委員会を置くものとする。 

３ 人口１５万未満の市、町、村及び地方公共団体の組合は、条例で公平委員会を置くものとする。

４ 公平委員会を置く地方公共団体は、議会の議決を経て定める規約により、公平委員会を置く他の

地方公共団体と共同して公平委員会を置き、又は他の地方公共団体の人事委員会に委託して第８条

第２項に規定する公平委員会の事務を処理させることができる。 

（人事委員会又は公平委員会の委員） 

第９条 人事委員会又は公平委員会は、３人の委員をもつて組織する。 

２ 委員は、人格が高潔で、地方自治の本旨及び民主的で能率的な事務の処理に理解があり、且つ、

人事行政に関し識見を有する者のうちから、議会の同意を得て、地方公共団体の長が選任する。 

３～９ 《略》 

１０ 委員の任期は、４年とする。但し、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

１１～１３ 《略》 
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【監査委員】 

◎地方自治法 
（監査委員の設置及び定数） 
第１９５条 普通地方公共団体に監査委員を置く。 
２ 監査委員の定数は、都道府県及び政令で定める市にあっては４人とし、その他の市にあっては

条例の定めるところにより３人又は２人とし、町村にあっては２人とする。 
（選任及び兼職の禁止） 
第１９６条 監査委員は、普通地方公共団体の長が、議会の同意を得て、人格が高潔で、普通地方

公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関し優れた識見を有する者（以下本款に

おいて「識見を有する者」という。）及び議員のうちから、これを選任する。この場合において、

議員のうちから選任する監査委員の数は、監査委員の定数が４人のときは２人又は１人、３人以

内のときは１人とするものとする。 
２・３ 《略》 
４ 識見を有する者のうちから選任される監査委員は、これを常勤とすることができる。 
５ 都道府県及び政令で定める市にあっては、識見を有する者のうちから選任される監査委員のう

ち少なくとも１人以上は、常勤としなければならない。 
（任期） 
第１９７条 監査委員の任期は、識見を有する者のうちから選任される者にあっては４年とし、議

員のうちから選任される者にあっては議員の任期による。ただし、後任者が選任されるまでの間

は、その職務を行うことを妨げない。 
 
◎地方自治法施行令 
（監査委員の定数４人の市） 
第１４０条の２ 地方自治法第１９５条第２項に規定する政令で定める市は、人口２５万以上の市

とする。 
（常勤監査委員選任の市） 
第１４０条の４ 地方自治法第１９６条第５項に規定する政令で定める市は、人口２５万以上の市

とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【固定資産評価審査委員会】 
◎地方税法 

（固定資産評価審査委員会の設置、選任等） 

第４２３条 固定資産税課税台帳に登録された価格に関する不服を審査決定するために、市町村

に、固定資産評価審査委員会を設置する。 

２ 固定資産評価審査委員会の委員の定数は３人以上とし、当該市町村の条例で定める。 

３ 固定資産評価審査委員会の委員は、当該市町村の住民、市町村税の納税義務がある者又は固定

資産の評価について学識経験を有する者のうちから、当該市町村の議会の同意を得て、市町村長

が選任する。 

４・５ 《略》 

６ 固定資産評価審査委員会の委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

７ 《略》 

８ 市町村の設置があった場合においては、当該市町村の長が選挙されるまでの間当該市町村の長

の職務を行う者は、当該市町村の長が選挙されるまでの間は、従来当該市町村の地域に属してい

た関係市町村の固定資産評価審査委員会の委員であった者のうちから選任したものをもつて当

該市町村の固定資産評価審査委員会の委員に充てることができる。 

９ 市町村の設置があった場合においては、当該市町村の設置後最初に招集される議会の同意を得

て固定資産評価審査委員会の委員が選任されるまでの間は、当該市町村の長は、従来当該市町村

の地域の属していた関係市町村の固定資産評価審査委員会の委員であった者のうちから選任し

たものをもつて当該市町村の固定資産評価審査委員会の委員に充てることができる。 

 
 
 
 
 
     合併                新市長選任後    

    新市長選任    最初の議会    

１市４町の委員   ← 任期３年 

→ 
２７人 定数3人

以上 
定数 3人
以上 

定数 3人以上 

                                  
 
 
 
 
 

 

山口県央部１市４町合併協議会事務局 

１市４町の固定資産

評価審査委員会委員

のうちから、新市の職

務執行者が選任する

ことができる。

新市長が議会の

同意を得て任命。

１市４町の固定資

産評価審査委員会

委員のうちから、新

市長が選任するこ

とができる。 



 

 

協議第３３号 

 

 

合併協定項目１５ 

 

 

  使用料、手数料等の取扱い 

 

 

 

 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （１） 
大 項 目 建設 中 項 目 道路・橋梁の状況 小 項 目 道路占用料 
事 業 名 道路占用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 土木・河川分科会 コ ー ド １０－０１－０６－０１ 

現                                 況 
 

道路占用料 

 

  

単 位 山口市 小郡町 秋穂町 徳地町 阿知須町

1,000円 770円 770円 770円 770円

1,600円 1,200円 770円 1,200円 1,200円

2,200円 1,600円 770円 1,600円 1,600円

930円 690円 690円 690円 690円

1,500円 1,100円 690円 1,100円 1,100円

2,100円 1,500円 690円 1,500円 1,500円

72円 53円 53円 53円 53円

10円 7円 ― 7円 7円

5円 4円 ― 4円 4円

1個につき1年 700円 520円 ― 520円 520円

占用面積1㎡に
つき1年

480円 360円 ― 360円 360円

1,400円 1,100円 1,100円 1,100円 1,100円

600円 450円 ― 450円 450円

表示面積1㎡に
つき1年

4,400円 1,100円 1,100円 1,100円 1,100円

占用面積1㎡に
つき1年

1,400円 1,100円 1,100円 1,100円 1,100円

48円 36円 36円 36円 36円

72円 53円 53円 53円 53円

95円 71円 71円 71円 71円

190円 140円 140円 140円 140円

480円 360円 360円 360円 360円

950円 710円 710円 710円 710円

1,400円 1,100円 1,100円 1,100円 1,100円

階数が1のもの
Aに0.003を乗
じて得た額

Aに0.003を乗
じて得た額

Aに0.003を乗
じて得た額

―
Aに0.003を乗
じて得た額

階数が2のもの
Aに0.005を乗
じて得た額

Aに0.005を乗
じて得た額

Aに0.005を乗
じて得た額

―
Aに0.005を乗
じて得た額

階数が3以上のもの
Aに0.006を乗
じて得た額

Aに0.006を乗
じて得た額

Aに0.006を乗
じて得た額

―
Aに0.006を乗
じて得た額

2,900円 710円 710円 ― 710円

1,500円 360円 360円 ― 360円

1,400円 1,100円 1,100円 ― 1,100円

占 用 物 件

道路法第32条
第1項第1号に
掲げる工作物

第一種電柱

第二種電柱

第一種電話柱

その他柱類

地下に設ける変圧器

広告塔

1個につき1年

第三種電話柱

共架電線その他上空に設ける線類
1ｍにつき1年

地下電線その他地下に設ける線類

1本につき1年

第三種電柱

第二種電話柱

外径が0.2ｍ以上0.4ｍ未満のもの

その他のもの

路上に設ける変圧器

郵便差出箱

変圧塔その他これに類するもの及び公衆電話所

外径が0.4ｍ以上1ｍ未満のもの

占用面積1㎡に
つき1年

外径が1ｍ以上のもの

地下に設ける通路

道路法第32条第1項第3号及び第4号に掲げる施設

道路法第32条
第1項第2号に
掲げる物件

外径が0.1ｍ未満のもの

1ｍにつき1年

外径が0.1ｍ以上0.15ｍ未満のもの

外径が0.15ｍ以上0.2ｍ未満のもの

その他のもの

道路法第32条
第1項第5号に
掲げる施設

地下街及び地下室

上空に設ける通路

 
                                                                                                    

 

 

 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （２） 
大 項 目 建設 中 項 目 道路・橋梁の状況 小   項   目 道路占用料 
事 業 名 道路占用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 土木・河川分科会 コ ー ド １０－０１－０６－０１ 

現               況 分                           析 
調    整    上    の    課    題 

  
市町間で道路占用料が異なっている。 

課    題    へ    の    対    応 
 
道路の占用料については、各市町とも道路法施行令に基づく占用料に 
準じて定めている。（山口県においても同様としている。）この道路法施 
行令では道路所在地（大都市、一般市、町村）によって占用料を異にし 
ているため、これに準じて定めている１市４町の占用料も異なっている。

 新市においても道路法施行令に準ずることとし、新市と同じ一般市の 
区分である山口市の例により調整することとする。 
 ただし、国道、県道の取扱いに準じ、経過措置を設けることとする。 
 
  経過措置：合併前の占用料に１.１を乗じた額と合併後の本来の 

額を比較し、低い額の方を占用料とする。２年目以 
降も同様（前年度の占用料に１.１を乗ずる。）とし、 
合併後の本来の占用料の額に達するまでの期間とす 
る。 

 
調     整     案 

 

単 位 山口市 小郡町 秋穂町 徳地町 阿知須町

占用面積1㎡につき1日 44円 11円 11円 11円 11円

占用面積1㎡につき1月 440円 110円 110円 110円 110円

一時的に設けるもの 表示面積1㎡につき1月 440円 110円 110円 110円 110円

その他のもの 表示面積1㎡につき1月 4,400円 1,100円 1,100円 1,100円 1,100円

1本につき1年 1,100円 850円 850円 850円 850円

祭礼、縁日等に際し、
一時的に設けるもの

1本につき1日 44円 11円 11円 11円 11円

その他のもの 1本につき1月 440円 110円 110円 110円 110円

祭礼,縁日等に際し、
一時的に設けるもの

その面積1㎡につき1日 44円 11円 11円 11円 11円

その他のもの その面積1㎡につき1日 440円 110円 110円 110円 110円

車道を横断するもの 4,400円 1,100円 1,100円 1,100円 1,100円

その他のもの 2,200円 540円 540円 540円 540円

440円 110円 110円 110円 110円

140円 110円 ― ― 110円

Ａ：近傍類似の土地の時価

標識

道路法第32
条第1項第6
号に掲げる
施設

占 用 物 件

その他のもの

祭礼,縁日等に際し、一時的に設けるもの

道路法施行
令(昭和27
年政令第
479号。こ
の表におい
て「令」と
いう。）第
7条第1号に
掲げる物件

看板(アーチであ
るものを除く。）

旗ざお

アーチ

幕（令第7条第2号
に掲げる工事用施
設であるものを除
く。）

占用面積1㎡につき1月
道路法施行令第7条第4号に掲げる仮設建築物及び同
条第5号に掲げる施設

1基につき1月

道路法施行令第7条第2号に掲げる工事用施設及び同
条第3号に掲げる工事用材料

 
 

 

【根拠法令等】 

 道路法 

道路法施行令 

 山口市道路占用料徴収条例 

 小郡町道路占用料徴収条例 

 秋穂町道路占用料徴収条例 

 徳地町道路占用料徴収条例 

  阿知須町道路占用料徴収条例 

 
 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 
       ただし、国道、県道の取扱いに準じ、経過措置を設けるこ 

ととする。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                      ）
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 建設 中 項 目 駐車場・駐輪場の状況 小 項 目 公営駐車場 

事 業 名 公営駐車場の設置状況及び使用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 都市計画分科会 コ ー ド １０－０２－０１－０１ 

現                 況 分                        析 

山  口  市 小郡町・秋穂町・徳地町・阿知須町 調    整    上    の    課    題 

 

 山口市のみ公営駐車場を設置しているが、特に問題はない。 

課    題    へ    の    対    応 

 

  使用料及び使用時間帯については、周辺の民間路上駐車場の状況等を 

考慮の上、決定しているため、特に問題はなく、現行のまま新市に引き 

継ぐこととする。 

 

  

調     整     案 

   

・名称        山口市中央駐車場 

  ・位置    山口市亀山町２－１ 

  ・延面積      ６，７２４㎡ 

  ・台数        ３５０台 

 ・駐車場使用料 

区 分 使 用 時 間 使 用 料 

午前7時～午後9時 
1時間まで   100円 
30分増までごと 50円 

一般料金 

午後9時～翌日午前7時 
1時間まで     50円 
1時間増までごと 50円 

全日 午前0時～午後12時 1か月     6,000円 

昼間 午前7時～午後7時 1か月     4,000円 
定
期
券 夜間 午後6時～翌日午前8時 1か月     3,000円 

上記により計算した額に100分の105を乗じて得た額。ただし、10円未満
の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

回数券 
10円 
50円 11枚つづり 
100円 

100円 
500円 
1,000円 

※ 午後９時から翌日の午前７時までは車の入出庫はできません。 
 
   ・名称        山口市中河原駐車場 

   ・位置    山口市中河原町４－１６ 

   ・延面積      ８４７㎡ 

   ・台数        ３０ 台 

・駐車場使用料 

区 分 使 用 時 間 使 用 料 

午前8時～午後7時 
30分まで    50円 
30分増までごと 50円 

一般料金 

午後7時～翌日午前8時 
1時間まで     50円 
1時間増までごと 50円 

全日 午前0時～午後12時 1か月     6,000円 

昼間 午前8時～午後7時 1か月     3,500円 
定
期
券 夜間 午後6時～翌日午前9時 1か月     3,000円 

上記により計算した額に100分の105を乗じて得た額。ただし、10円未満
の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

回数券 
10円 
50円 11枚つづり 
100円 

100円 
500円 
1,000円 

※ 午後７時から翌日の午前８時までは車の入出庫はできません。 

 

 【根拠法令等】 

  山口市駐車場条例、同施行規則 

 

 

該当なし 
 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 建設 中 項 目 公営住宅の状況 小 項 目 市町営住宅 

事 業 名 市町営住宅使用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 建築・住宅分科会 コ ー ド １０－０４－０１－０２ 

現                 況 分                        析 

調    整    上    の    課    題 

 

山口市、小郡町、徳地町のみ設置している。 

市町営住宅の使用料については、公営住宅法に基づく計算式により定 

められるため、原則として、各市町において差はない。しかしながら、 

合併すると立地係数（国が市町村単位で定める。）、利便性係数（各市町 

が利便性等を基に団地ごとに定める。）が変更となるため使用料に差が 

生ずることとなる。 

具体的には、新市の立地係数は現行の山口市と同様の０．８０となる 

と予想されることから、小郡町、徳地町においては使用料が上がること 

となる。 

また、利便性係数は新市全体のバランス等を考慮し、新たに調整する 

こととなると予想され、多少の増減が考えられる。 

 

 想定される増加金額（月額：利便性係数は反映していない。） 

現行立地係数    最 大        平 均 

山口市   ０．８０        ０円         ０円 

小郡町   ０．７５   約２，７００円    約  ７００円 

徳地町   ０．７０   約４，１００円    約２，１００円 
   

課    題    へ    の    対    応 

 

住民の急激な負担増を考慮し、市町営住宅の使用料の取り扱いについ 

ては、当分の間、現行どおりとする。 

  

調     整     案 

 

 市町営住宅の家賃（使用料）は、公営住宅法に基づく計算式により定められます。 

 

家賃計算式 

 

本来入居者の家賃 ＝ 家賃算定基礎 × 市町村立地係数 × 規模係数 × 経過年数係数 × 利便性係数 

 

  家賃の試算の例示 
     
例えば、下記の家族が市町営住宅の申込みをした場合、 

 

父（40才） 母（38才） 長男（10才） 長女（ 8才） 

200万円 150万円   

① ②   

 

350万円（①＋②） － 114万円（控除額38万円×3人） ＝ 236万円（控除後総所得金額） 

236万円 ÷ 12月 ＝ 196,667円（入居申込み資格有） 

 

この家族の家賃算定基礎額は61,400円となり、公営住宅法に基づく計算式により、各市町における家賃は下記の通りとなります。（利便性係数は同一とする。） 

 

建設年度 構造・間取り 専用面積 山 口 市 小 郡 町 秋 穂 町 徳 地 町 阿知須町 

Ｓ４５ 非木造・２ＤＫ 42.00㎡ １４，７００円 １３，７００円 な  し １２，８００円 な  し 

Ｈ １ 非木造・３ＤＫ 70.00㎡ ３３，０００円 ３０，９００円 な  し ２８，８００円 な  し 

 
※家賃については、入居者の収入、団地の立地条件、住宅の規模などに基づき、毎年その世帯の家賃が決まります。 

 

 

【根拠法令等】 

山口市営住宅条例、 山口市市営住宅条例施行規則、山口市営小集落改良住宅条例、山口市小集落改良住宅条例施行規則 

小郡町営住宅管理条例、小郡町営住宅管理条例施行規則、小郡町営小集落改良住宅条例、小郡町営小集落改良住宅条例施行規則 

徳地町営住宅管理条例、徳地町営住宅管理条例施行規則、徳地町営小集落改良住宅条例 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

 

 

 

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （１） 
大 項 目 建設 中 項 目 公営住宅の状況 小 項 目 市町営住宅 
事 業 名 特定公共賃貸住宅使用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 建築・住宅分科会 コ ー ド １０－０４－０１－０３ 

現                                 況 
山  口  市 秋  穂  町 徳  地  町 

 

平成13年4月1日現在 

建設年度 名称 構造 
１戸当り 

床面積 
戸数 
１戸当り家賃 

（月額） 

平成10年度 
佐山特定公共 

賃貸住宅(3LDK) 

耐火構造 

3階建 
78.49㎡ 12 71,900円 

 

佐山特定公共賃貸住宅 

家 賃 所 得 区 分 入居者負担額 

238,000円以下 ５７，０００円 

238,000円を超え  268,000円以下 ５９，５００円 

268,000円を超え  322,000円以下 ６２，０００円 

322,000円を超え  445,000円以下 ６４，５００円 

71,900円 

445,000円を超え  601,000円以下 ６７，０００円 

 

（入居資格） 

①自ら居住するために必要としていること。 

 （持ち家の有る方は原則として不可） 

②現に同居し、又は同居しようとする親族のある方。 

（事実上婚姻関係と同様の事情にある方、婚約者を含む。） 

③入居収入基準に該当する事 

申込者及び入居しようとする親族（婚約者を含む）の過去1年間における所得税

法によって算定した年間所得金額の合計から次に掲げる金額（注）を控除した額

を12で割った額が20万円以上60万1千円以下であることが必要です。 

 

（注）入居希望者全員の総所得額（所得税法によって計算した過去1年間の所得額） 

から次のア～カを差し引いたもの 

   ア 同居親族及び扶養親族1人について38万円 

   イ 老人扶養親族（70歳以上）1人について10万円 

   ウ 障害者1人について27万円（特別障害者は40万円） 

    エ 特定扶養親族（16歳以上23歳未満で総所得38万円以下）1人について

20万円 

   オ 老年者（65歳以上）1人について本人の所得からのみ50万円以内で 

   カ 寡婦・夫1人について本人の所得からのみ27万円以内で 

 

（敷金の納入） 

215,700円 

 

【根拠法令等】 

山口市営特定公共賃貸住宅条例 

山口市営特定公共賃貸住宅条例施行規則 

 

 

 

                              平成13年4月1日現在 

建設年度 名称 構造 
１戸当り 

床面積 
戸数
１戸当り家賃

（月額） 

平成8年度
さくら団地

(3LDK) 

中層耐火

２階建 

A ﾀｲﾌﾟ 82.21㎡

B ﾀｲﾌﾟ 82.78㎡
6 75,000円 

 

 さくら団地住宅 

家 賃 所 得 区 分 入居者負担額 

 322,000円以下 ６０，０００円 

  322,000円を超え  445,000円以下 ６４，０００円 75,000円

  445,000円を超え  601,000円以下 ６８，０００円 

 

（入居者の資格） 

①現に同居し、又は同居しようとする親族があること。ただし、次に掲げる者に

ついては、この限りではない。 

  イ 前条に該当する事情がある者 

    ロ 同居親族がない入居者の居住の用に供する特定公共賃貸住宅に入居しよう 

    とする者 

②規則で定める基準に該当する者であること。 

申込者及び入居しようとする親族（婚約者を含む）の過去1年間における所得税

法によって算定した年間所得金額の合計から次に掲げる金額（注）を控除した額

を12で割った額が20万円以上60万1千円以下であることが必要です。 

 

（注）入居希望者全員の総所得額（所得税法によって計算した過去1年間の所得額）

から次のア～カを差し引いたもの 

ア 同居親族及び扶養親族1人について38万円 

イ 老人扶養親族（70歳以上）1人について10万円 

ウ 障害者1人について27万円（特別障害者は40万円） 

エ 特定扶養親族（16歳以上23歳未満で総所得38万円以下）1人について 

20万円 

      オ 老年者（65歳以上）1人について本人の所得からのみ50万円以内で 

     カ 寡婦・夫1人について本人の所得からのみ27万円以内で 

 

③市町村税を完納している者であること。 

④自ら居住するため住宅を必要とする者 

 

（敷金の納入） 

225,000円 

 

 【根拠法令等】 

秋穂町特定公共賃貸住宅設置及び管理条例 

 

 

 

 

平成13年4月1日現在 

建設年度 名称 構造 
１戸当り

床面積 
戸数
１戸当り家賃

(月額) 

平成8年度 
伊賀地団地 

(3LDK) 
木造2階建 87.4㎡ ４ 65,000円 

平成9年度 〟 〟 〟 ２ 〟 

平成10年度 〟 〟 〟 ４ 〟 

 

 伊賀地団地住宅 

家 賃 所 得 区 分 入居者負担額 

  322,000円以下 ５０，０００円 

  322,000円を超え  445,000円以下 ５５，０００円 65,000円 

  445,000円を超え  601,000円以下 ６０，０００円 

 

（入居資格） 

①自ら居住するために必要としていること。 

  ②現に同居し、又は同居しようとする親族のある方。 

  ③入居収入基準に該当する事 

申込者及び入居しようとする親族の過去1年間における所得税法によって算定 

した年間所得金額の合計から次に掲げる金額（注）を控除した額を12で割った

額が20万円以上60万1千円以下であることが必要です。 

 

（注）入居希望者全員の総所得額（所得税法によって計算した過去1年間の所得 

  額）から次のア～カを差し引いたもの 

ア 同居親族及び扶養親族1人について38万円 

イ 老人扶養親族（70歳以上）1人について10万円 

ウ 障害者1人について27万円（特別障害者は40万円） 

エ 特定扶養親族（16歳以上23歳未満で総所得38万円以下）1人について 

20万円 

オ 老年者（65歳以上）1人について本人の所得からのみ50万円以内で 

カ 寡婦・夫1人について本人の所得からのみ27万円以内で 

 

（敷金の納入） 

195,000円 

 

 【根拠法令等】 

徳地町特定公共賃貸住宅管理条例 

徳地町特定公共賃貸住宅管理条例施行規則 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （２） 
大 項 目 建設 中 項 目 公営住宅の状況 小   項   目 市町営住宅 
事 業 名 特定公共賃貸住宅使用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 建築・住宅分科会 コ ー ド １０－０４－０１－０３ 

阿 知 須 町 小  郡  町 分                           析 
調    整    上    の    課    題 

   
特になし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
課    題    へ    の    対    応 

  
特定公共賃貸住宅の使用料は、市場家賃主義をとることが基本とされ 
ており、各市町とも不動産鑑定評価によって算出しており問題はない。 
したがって合併後も現行のとおりとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

調     整     案 

 

                         平成13年4月1日現在 

建設年度 名称 構造 
１戸当り 

床面積 
戸数 
１戸当り家賃 

（月額） 

平成９年度 
飛石特定公共 

賃貸住宅(3LDK) 

耐火構造 

３階建 
81.30㎡ １２ 76,000円 

 

 飛石特定公共賃貸住宅 

家 賃 所 得 区 分 入居者負担額 

 322,000円以下 ６０，０００円 

 322,000円を超え   445,000円以下 ６５，０００円 76,000円 

 445,000円を超え   601,000円以下 ７０，０００円 

 

（入居者の資格） 

特定公共賃貸住宅に入居することができる者は、次の各号の条件を具備する者で

なければならない。 

①現に同居し、又は同居しようとする親族があること。ただし、次に掲げる者に 

   ついては、この限りではない。 

イ 前条に該当する事情がある者 

    ロ 同居親族がない入居者の居住の用に供する特定公共賃貸住宅に入居しよう 

とする者 

②所得が町長の定める基準に該当する者であること。 

申込者及び入居しようとする親族（婚約者を含む）の過去1年間における所得税

法によって算定した年間所得金額の合計から次に掲げる金額（注）を控除した額

を12で割った額が20万円以上60万1千円以下であることが必要です。 

 

（注）入居希望者全員の総所得額（所得税法によって計算した過去1年間の所得額） 

から次のア～カを差し引いたもの 

ア 同居親族及び扶養親族1人について38万円 

イ 老人扶養親族（70歳以上）1人について10万円 

ウ 障害者1人について27万円（特別障害者は40万円） 

エ 特定扶養親族（16 歳以上23 歳未満で総所得38 万円以下）1人について

20万円 

オ 老年者（65歳以上）1人について本人の所得からのみ50万円以内で 

カ 寡婦・夫1人について本人の所得からのみ27万円以内で 

 

③市町村税を完納している者であること。 

④自ら居住するため住宅を必要とする者であること。 

 

（敷金の納入） 

 228,000円 

 

 【根拠法令等】 

阿知須町特定公共賃貸住宅条例 

 

   
該当なし 

 
（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（   ）２．市・町の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。  
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                      ）

 
 
 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 建設 中 項 目 河川の状況 小 項 目 河川占用料 

事 業 名 河川占用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 土木・河川分科会 コ ー ド １０－０５－０２－０１ 

現                 況 分                        析 

山  口  市 小郡町・秋穂町・徳地町・阿知須町 調    整    上    の    課    題 

  

  山口市は占用料を定めているが、他の市町は定めていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課    題    へ    の    対    応 

 

  河川の占用については国、県が管理している一級河川、二級河川にお 

いて占用料を徴収していることから、市町村が管理する準用河川におい 

ても占用料を徴収することとし、山口市の例により調整することとする。

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調     整     案 

 

山口市準用河川流水占用料等徴収条例
名 称 区 分 金 額

工業用その他に供する場合 許可水量毎秒１㍑につき

　　　　　年額　　5,000円

砂利又は砂れき １ｍ3につき　　　　 110円

砂 １ｍ3につき　　　　  90円

くり石又は玉石 １ｍ3につき　　　　 110円

土砂 １ｍ3につき　　　　  80円

転石 30ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ立方以下のもの

　　　１個につき　　 50円

30ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ立方を超え

45ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ立方以下のもの

　　　１個につき　　 80円

45ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ立方を超えるもの

　　　１個につき　　110円

１ｍ3につき　　　　  25円

河川産出物 竹木、あし、かや、埋もれ木 市長が時価を考慮して定める額

採　取　料 ささ、じゆん菜等

流水占用料

備考：採取する量が１ｍ3未満であるとき又は採取する量に１ｍ3未満の端数
があるときは、１ｍ3として計算するものとする。

埋立に伴う浚渫又は浚渫に伴う
埋立のために採取する土砂

土石採取料

 
 

名　称 単　　位 占用料

電柱(支線及び支柱を含む。) １本につき 453円

外径10㎜未満のもの １本につき 3円

外径10㎜以上のもの １本につき 5円

街路照明灯柱類 １本につき 345円

土　地 その他の柱又はさお類 １本につき 420円

占用料 広告塔 １基につき 4,800円

（年額）看板(そで看板を含む。) 420円

広告板 1,680円

地下埋設物 口径10㎝未満のもの 120円

口径10㎝以上のもの 140円

鉄道事業法（昭和61年法律第92号）による軌道 １㎡につき 125円

簡易軌条 １㎡につき 960円

囲い込み、板囲い、足場又は工事用材料置場 １㎡につき 360円

露店その他これに類するもの １㎡につき 1,200円

その他のもの

備考１

備考２ 　表示面積とは、看板又は広告板の表示部分の面積をいうものとする。

「接続地又は付近地の１㎡当たりの価格」とは、占用の許可の申請提出の日
において、地方税法第341条第10号に規定する土地補充税台帳に記載されてい
る土地課税台帳に記載されている価格の１㎡あたりの価格とする。

占 用 物 件 の 区 別

表示面積
１㎡につき

架空電線（ケーブル､ワイ
ヤー等を含む）

１年につき占用地の接続
地又は付近地の価格の100
分の9に相当する額

長さ
１ｍにつき

 

 

  該当なし 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

 

 

 

 

 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 建設 中 項 目 港湾の状況 小 項 目 市町の管理港湾 

事 業 名 港湾区域内占用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 土木・河川分科会 コ ー ド １０－０６－０３－０１ 

現                 況 分                        析 

山 口 市 ・ 秋 穂 町 小郡町・徳地町・阿知須町 調    整    上    の    課    題 

  

  山口市、秋穂町のみ占用料を定めているが、特に問題はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課    題    へ    の    対    応 

 

  該当なし 

 

  山口市、秋穂町においては港湾法に基づき市町村が管理すべき港湾等 

についてその占用料を定めているが、その額も同一であり、また山口県 

とも同額であることから現行のままとする。 

（小郡町、徳地町、阿知須町は町が管理すべき港湾を有していない。） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調     整     案 

 

 山口東港港湾区域内占用料等徴収条例 

 秋穂町港湾区域占用料等徴収条例 

 

名 称 区   分 金   額 

占用料 水域又は公共空地 

１平方メートル1年につき、接続地又

は付近地の1平方メートル当たりの価

格の100分の9に相当する額 

砂利または砂れき 1立方メートルにつき    110円 

砂 1立方メートルにつき     90円 

土砂 1立方メートルにつき     80円 

くり石又は玉石 1立方メートルにつき    110円 

30センチメー

トル立方以下

のもの 

1個につき          50円 

30センチメー

トル立方を超

え45センチメ

ートル立方以

下のもの 

1個につき          80円 転   石 

45センチメー

トル立方を超

えるもの 

1個につき         110円 

土砂 

採取料 

埋立てに伴うしゅんせつ又は

しゅんせつに伴う埋立てのた

めに採取する土砂等 

1立方メートルにつき     25円 

 

備考 

１ ｢接続地又は付近地の1平方メートル当たりの価格｣とは、占用の許可の申請 

書提出の日において、地方税法(昭和25年法律第226号)第341条第10号に 

規定する土地課税台帳又は同条第11号に規定する土地補充課税台帳に記載 

されている価格の1平方メートル当たりの価格とする。 

２ 料金の基礎となる面積等が1平方メートル又は1立方メートル未満の端数を 

   生じたときは、それぞれ1平方メートル又は１立方メートルとする。 

 ３ 占用期間が１年未満であるとき又はその期間に1年未満の端数があるときは 

   月割をもって計算し、なお１月未満の端数があるときは１月として計算する 

ものとする。ただし、占用期間が１月未満であるときは、日割をもって計算 

した額に100分の105を乗じて得た金額（１円未満の端数が生じたときは、 

これを切り捨てる。）とする。 

 ４ 土砂採取料の額は、この表に定める金額に100分の105を乗じて得た金額 

（１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。）とする。 

 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

 

 

 

 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （１） 
大 項 目 建設 中 項 目 法定外公共物 小 項 目 法定外公共物の管理 
事 業 名 法定外公共物占用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 土木・河川分科会 コ ー ド １０－０９－０１－０２ 

現                                 況 
 

 法定外公共物占用料 

  

単 位 山口市 小郡町 秋穂町 徳地町 阿知須町

1,000円 770円 ― ― ―

1,600円 1,200円 ― ― ―

2,200円 1,600円 ― ― ―

930円 690円 ― ― ―

1,500円 1,100円 ― ― ―

2,100円 1,500円 ― ― ―

72円 53円 ― ― ―

10円 7円 ― ― ―

5円 4円 ― ― ―

1個につき1年 700円 520円 ― ― ―

占用面積1㎡に
つき1年

480円 360円 ― ― ―

1,400円 1,100円 ― ― ―

600円 450円 ― ― ―

表示面積1㎡に
つき1年

4,400円 1,100円 ― ― ―

占用面積1㎡に
つき1年

1,400円 1,100円 ― ― ―

48円 36円 ― ― ―

72円 53円 ― ― ―

95円 71円 ― ― ―

190円 140円 ― ― ―

480円 360円 ― ― ―

950円 710円 ― ― ―

1,400円 1,100円 ― ― ―

階数が1のもの
Aに0.003を乗じ
て得た額

Aに0.003を乗じ
て得た額

― ― ―

階数が2のもの
Aに0.005を乗じ
て得た額

Aに0.005を乗じ
て得た額

― ― ―

階数が3以上のもの
Aに0.006を乗じ
て得た額

Aに0.006を乗じ
て得た額

― ― ―

2,900円 710円 ― ― ―

1,500円 360円 ― ― ―

1,400円 1,100円 ― ― ―その他のもの

法第32条第1
項第5号に掲
げる施設

地下街及び地下室

上空に設ける通路

外径が0.4ｍ以上1ｍ未満のもの

占用面積1㎡に
つき1年

外径が1ｍ以上のもの

地下に設ける通路

法第32条第1項第3号及び第4号に掲げる施設

法第32条第1
項第2号に掲
げる物件

外径が0.1ｍ未満のもの

1ｍにつき1年

外径が0.1ｍ以上0.15ｍ未満のもの

外径が0.15ｍ以上0.2ｍ未満のもの

外径が0.2ｍ以上0.4ｍ未満のもの

その他のもの

路上に設ける変圧器

郵便差出箱

変圧塔その他これに類するもの及び公衆電話所
1個につき1年

第三種電話柱

共架電線その他上空に設ける線類
1ｍにつき1年

地下電線その他地下に設ける線類

1本につき1年

第三種電柱

第二種電話柱

占 用 物 件

法第32条第1
項第1号に掲
げる工作物

第一種電柱

第二種電柱

第一種電話柱

その他柱類

地下に設ける変圧器

広告塔
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （２） 
大 項 目 建設 中 項 目 法定外公共物 小   項   目 法定外公共物の管理 
事 業 名 法定外公共物占用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 土木・河川分科会 コ ー ド １０－０９－０１－０２ 

現               況 分                           析 
調    整    上    の    課    題 

  
山口市、小郡町は条例で占用料を定めているが金額が異なる。 
他の３町は条例を定めていない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
課    題    へ    の    対    応 

 
法定外公共物の占用の態様は、道路占用、河川占用と同様であること 
から道路占用料、河川占用料に準じて金額を設定している山口市の例に 
より調整することとする。 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 

調     整     案 

 

単 位 山口市 小郡町 秋穂町 徳地町 阿知須町

占用面積1㎡につき1日 44円 ― ― ― ―

占用面積1㎡につき1月 440円 ― ― ― ―

一時的に設けるもの 表示面積1㎡につき1月 440円 ― ― ― ―

その他のもの 表示面積1㎡につき1月 4,400円 ― ― ― ―

1本につき1年 1,100円 ― ― ― ―

祭礼、縁日等に際し、
一時的に設けるもの

1本につき1日 44円 ― ― ― ―

その他のもの 1本につき1月 440円 ― ― ― ―

祭礼,縁日等に際し、
一時的に設けるもの

その面積1㎡につき1日 44円 ― ― ― ―

その他のもの その面積1㎡につき1日 440円 ― ― ― ―

車道を横断するもの 4,400円 ― ― ― ―

その他のもの 2,200円 ― ― ― ―

440円 ― ― ― ―

140円 ― ― ― ―

Ａ：近傍類似の土地の時価

占用面積1㎡につき1月
令第7条第4号に掲げる仮設建築物及び同条第5号に掲げる施
設

1基につき1月

令第7条第2号に掲げる工事用施設及び同条第3号に掲げる工
事用材料

標識

法第32条第1項第
6号に掲げる施設

占 用 物 件

その他のもの

祭礼,縁日等に際し、一時的に設けるもの

道路法施行令(昭
和27年政令第479
号。この表にお
いて「令」とい
う。）第7条第1
号に掲げる物件

看板(アーチである
ものを除く。）

旗ざお

アーチ

幕（令第7条第2号に
掲げる工事用施設で
あるものを除く。）

 

 

 

区 分 金 額 山口市 小郡町 秋穂町 徳地町 阿知須町

砂利又は砂れき １ｍ3につき 110円 ― ― ― ―

砂 １ｍ3につき  90円 ― ― ― ―

くり石又は玉石 １ｍ3につき 110円 ― ― ― ―

土砂 １ｍ3につき 80円 ― ― ― ―

転石 30ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ立方以下のもの１個につき 50円 ― ― ― ―

30ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ立方を超え

45ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ立方以下のもの１個につき 80円 ― ― ― ―

45ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ立方を超えるもの１個につき 110円 ― ― ― ―

１ｍ3につき 25円 ― ― ― ―

― ― ― ―

備考：採取する量が１ｍ3未満であるとき又は採取する量に１ｍ3未満の端数があるときは、１ｍ3として計算するものとする。

埋立に伴う浚渫又は浚渫に伴
う埋立のために採取する土砂

市長が時価を考
慮して定める額

竹木、あし、かや、埋もれ
木、ささ、じゆん菜等

 
 

 

【根拠法令等】 

 山口市法定外公共物管理条例 

 小郡町法定外公共物の管理に関する条例 

 

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                     ） 
 
 
 
 

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 都市計画 中 項 目 公園・緑化の状況 小 項 目 都市公園使用料 

事 業 名 施設使用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 都市計画分科会 コ ー ド １１－０３－０３－０１ 

現                 況 分                        析 

山  口  市 小郡町・秋穂町・徳地町・阿知須町 調    整    上    の    課    題 

 

  山口市のみ対象となる施設を有し、使用料を定めているが、特に問題 

はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

該当なし 

課    題    へ    の    対    応 

 

  特に問題はないため、現行のとおりとする。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

調     整     案 

 

公園使用料 

専用使用料 

 

金　　額

入場料その他これ
に類する料金を徴
収しないもの

１面につき　１時間まで150円
１時間増すまで毎に150円を加算する。

庭球場照明施設
１面につき　１時間まで200円
１時間増すまで毎に200円を加算する。

亀山公園
駐車場

大人
1日1ラウンド　1人につき300円
1ラウンド増すごとに200円を加算する。

小学生以下
1日1ラウンド　1人につき200円
1ラウンド増すごとに100円を加算する。

入場料その他これ
に類する料金を徴
収しないもの

１面につき　１時間まで150円
１時間増すまで毎に150円を加算する。

種　　別

備考
１　入場料その他これに類する料金を徴収する場合の使用料
は、所定の額の2倍とする。
２　上記により計算した額に100分の105を乗じて得た金額。
ただし、10円未満の端数が生じたときは、これを切り捨て
る。

亀山公園
庭球場

２時間まで     100円
30分増すまで毎に50円を加算する。

備考
１　パークゴルフ用具を使用する場合については、1人1式に
つき200円を加算する。
２　上記により計算した額に100分の105を乗じて得た金額。
ただし、10円未満の端数が生じたときは、これを切り捨て
る。

河原谷公園
パーク
ゴルフ場

備考
１　入場料その他これに類する料金を徴収する場合の使用料
は、所定の額の2倍とする。
２　上記により計算した額に100分の105を乗じて得た金額。
ただし、10円未満の端数が生じたときは、これを切り捨て
る。

河原谷公園
庭球場

 
 

 

【根拠法令等】 

山口市使用料，手数料徴収条例 

 

 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 都市計画 中 項 目 公園・緑化の状況 小 項 目 都市公園使用料 

事 業 名 施設使用料（行為の許可） 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 都市計画分科会 コ ー ド １１－０３－０３－０３ 

現                 況 分                        析 

山  口  市 秋穂町・徳地町・阿知須町 調    整    上    の    課    題 

 

山口市は時間単位で、小郡町は使用時間に関係なく１日単位での使用 

料としている。 

 

 

課    題    へ    の    対    応 

 

 

   1日　　1平方メートル
　　　　　3時間以内　　　　  　10円
　　　　　6時間以内　　　　  　20円
　　　　　6時間を超えるもの　　30円

備考
１　5平方メートル未満のものは5平方メートル
として計算する。
２　上記により計算した額に100分の105を乗じ
て得た金額。ただし、10円未満の端数が生じた
ときは、これを切り捨てる。

公園一時使用料

 
 

 【根拠法令等】 

  山口市使用料、手数料徴収条例 

 

小  郡  町 

 

  該当なし 

 

 

使用時間の長短に関わらず使用料が一律（１日分）であることは、公 

園の一部を独占的に占用させるという意味から問題であるため、時間単 

位としている山口市の例により調整することとする。 

  

 

 

 

 

 

 

 

調     整     案 

 

単 位 金 額

行商､募金その他のこれに類する
行為をすること｡

１㎡１日につき 10円

業として写真又は映画等を撮影
すること｡

１㎡１日につき 10円

興業を行うこと １㎡１日につき 10円

競技会、展示会､集会その他これ
らに類する催しのため都市公園
の全部又は一部を独占して使用
すること｡

１㎡１日につき 10円

 
 

【根拠法令等】 

小郡町都市公園条例 

小郡町使用料及び手数料徴収条例 

 

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 都市計画 中 項 目 公園・緑化の状況 小 項 目 都市公園使用料 

事 業 名 施設使用料（占用） 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 都市計画分科会 コ ー ド １１－０３－０３－０４ 

現                 況 分                        析 

調    整    上    の    課    題 

 

  市町により、占用料徴収の根拠が異なるため、占用料が異なっている。

  

 

 

 

課    題    へ    の    対    応 

 

  主たる占用物件が電気通信事業に係る設備等であることから、当該設 

備等の使用の対価の額の基準を定めた電気通信事業法及び同施行令を準 

用している山口市の例により調整することとする。 

 

 

 

 

 

調     整     案 

 

 

占　用　物　件　名 単位 期間 山口市 小郡町 秋穂町 徳地町 阿知須町

第１種電柱 1本 1年 1,500円 770円 ― ― 770円

第２種電柱 1本 1年 1,500円 1,200円 ― ― 1,200円

第３種電柱 1本 1年 1,500円 1,600円 ― ― 1,600円

第１種電話柱 1本 1年 1,500円 690円 ― ― 690円

第２種電話柱 1本 1年 1,500円 1,100円 ― ― 1,100円

第３種電話柱 1本 1年 1,500円 1,500円 ― ― 1,500円

その他のもの 1.7㎡ 1年 1,500円 1,100円 ― ― ※３　1,100円

共架電線その他上空に設ける線類 1m 1年 電柱に含む 7円 ― ― 7円

地下電線その他地下に設ける線類 1m 1年 ※１　1,500円 4円 ― ― 4円

変圧塔その他これらに類するもの 1個 1年 ※１　1,500円 1,100円 ― ― 1,100円

鉄塔その他これらに類するもの 1㎡ 1年 ※１　1,500円 1,100円 ― ― 1,100円

法第７条第２号に掲げるもの

外径0.1m未満 1m 1年 ※２ 36円 ― ― 36円

外径0.1m以上0.15m未満 1m 1年 ※２ 53円 ― ― 53円

外径0.15m以上0.2m未満 1m 1年 ※２ 71円 ― ― 71円

外径0.2m以上0.4m未満 1m 1年 ※２ 140円 ― ― 140円

外径0.4m以上1.0m未満 1m 1年 ※２ 360円 ― ― 360円

外径1.0m以上 1m 1年 ※２ 710円 ― ― 710円

法第７条第４号に掲げるもの　公衆電話所 1.7㎡ 1年 1,500円 1,100円 ― ― ※４　1,100円

　　　〃　　　　　　　　　　郵便差出箱 1個 1年 ※２ 450円 ― ― 450円

法第７条第６号に掲げるもの 1㎡ 1日 ※２ 10円 ― ― 11円

令第12条第7号または第8号に掲げるもの 1㎡ 1月 ※２ ― ― ― 110円

令第12条第9号に掲げるもの 1㎡ 1月 ※２ ― ― ― 110円

ﾊﾟｰｿﾅﾙ･ﾊﾝﾃﾞｨﾎﾝ･ｼｽﾃﾑ無線基地局 1基 1年 1,500円 ― ― ― ―

※３　　単位：1㎡
※４　　単位：1個

※１　　単位：1.7㎡
※２　　1㎡1月につき、土地の価格の1,000分の６を超えない額の範囲内で市長が定める額

 
 

【根拠法令等】 

 電気通信事業法 

電気通信事業法施行令 

山口市都市公園条例 

山口市使用料、手数料徴収条例 

小郡町都市公園条例 

小郡町使用料及び手数料徴収条例 

阿知須町公園緑地管理条例 

阿知須町使用料手数料条例 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （１） 
大 項 目 環境保全 中 項 目 斎場・火葬場の状況 小 項 目 管理運営等 
事 業 名 斎場・火葬場の使用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 環境部会 分 科 会 名 環境保全分科会 コ ー ド １７－０３－０１－０２ 
 現                                 況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 斎場・火葬場使用料 

  
市町名 山口市北部 山口市小鯖地区 山口市南部・小郡町・秋穂町 徳地町 阿知須町 

施設名 山口市斎場 防府市斎場 山口県中部環境施設組合浄明苑 徳地火葬場 宇部市火葬場 

種

別 
区分 単位 市内住民 市外住民 市内住民 市外住民 関係区域住民 関係区域外住民 町内住民 町外住民

関係区域 

住民 

関係区域外 

住民 

火 大人（12歳以上） １体につき 無料 30,000円 無料 
35,000円

*1 
無料 30,000円 1,300円 1,950円 

葬 小人（12歳未満） １体につき 無料 20,000円 無料 
25,000円

*1 
無料 20,000円 700円 1,050円 

施 死産児 １胎につき 無料 5,000円 無料 
12,000円

*1 
無料 5,000円 300円 450円 

設 産汚物又は人体の一部 １件につき 無料 3,000円 1,500円*1 3,000円*1 無料 3,000円 

3,000円 4,500円 

100円 150円 

1室につき 2時間 3,000円 6,000円 3,000円 3,000円 無料 無料 待 

合 

室 超過使用料 1時間あたり 1,000円 2,000円 1,500円 1,500円 － － 

葬 1回につき 3時間 20,000円 40,000円 30,000円 60,000円 20,000円 40,000円 

祭 超過使用料 1時間あたり 6,000円 12,000円 10,000円 20,000円 6,000円 12,000円 

場 通夜による使用 午後5時～翌日午前9時まで 10,000円 20,000円 20,000円 40,000円     

通 通夜に限る使用 午後5時～翌日午前9時まで 10,000円 20,000円 － － 10,000円 20,000円 

夜 
葬祭に使用 

1回につき 
3時間 20,000円 40,000円 － － 20,000円 40,000円 

室 超過使用料 1時間あたり 6,000円 12,000円 － － 6,000円 12,000円 

1回につき 2時間 － － 3,000円 3,000円 － － 
多 

目 

的 

室 超過使用料 1時間あたり － － 1,500円 1,500円 － － 

霊

安

室 
1体につき 24時間以内 3,000円 6,000円 3,000円 6,000円 3,000円 6,000円 

 

＊１ 午後10時から翌日の午前5時までの作業は、3割増し。 

 

 

 

 

 

 

                                                                                             山口県央部1市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （２） 
大 項 目 環境保全 中 項 目 斎場・火葬場の状況 小   項   目 管理運営等 
事 業 名 斎場・火葬場の使用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 環境部会 分 科 会 名 環境保全分科会 コ ー ド １７－０３－０１－０２ 
 調   整   上   の   課   題 課   題   へ   の   対   応 調     整     案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（１）斎場・火葬場を利用できるエリアが存在する。 
 
 
（２）市町において斎場･火葬場の利用料金が異なる。 
   また、山口市小鯖地区においては、建設当初の約束事等あり防府市斎

場についても使用可能であり、減免措置等により防府市民同様の料金

として取り扱われている。 
 
（３）各施設により定休日等が若干異なる。 
 
 
（４）阿知須町は、宇部市斎場を関係区域住民扱いで有料で使用している。 
 
 
 
（５）徳地火葬場においては、徳地町民であっても有料となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
（１）斎場・火葬場を利用できるエリアについては、現行のエリアを基本と

し、調整を行う。なお、付近住民の感情を考慮する必要がある。 
 
（２）斎場・火葬場の利用料金については、施設の程度（新旧）があること

から、当面現行の料金体制とする。 
 
 
 
（３）新市に以降後も当分の間現行どおりとし、使用者（エリア内住民等） 
  の検討を考慮し、随時調整する。 
 
（４）阿知須町については、新市で対応する場合は、利用エリアの見直しを

検討する必要がある。 
・阿知須町民の火葬施設の使用料については、無料の方向で検討する。 

 
（５）徳地町民の火葬施設の使用料については無料とし、徳地火葬場以外に

山口市斎場（山口市仁保）を利用できる方向で検討する。 
 
（６）エリア外住民については、市外扱いとし、有料とする。 
 
 
 
〔参考〕火葬施設の利用区域 

施設名 炉数
１4年度使用
・利用状況

利用できる区域

山口市斎場（山口市仁保） ５基 932件
山口市北部
(徳地町）

防府市斎場 ７基 64件 山口市小鯖地区　他

山口県中部環境施設組合 243件 山口市南部
斎場「浄明苑」 ４基 163件 小郡町

99件 秋穂町
（阿知須町）

徳地火葬場 １基  83件 徳地町

＊（　　）は、今後調整予定の区域。
＊汚物炉は対象外としている。
＊阿知須町は宇部市に業務委託している。14年度使用件数は、81件。

 

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
 
（   ）２．市・町の例により調整する。 
 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
 
（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

なお、徳地町民、阿知須町民の火葬施設の使用料について

は、無料で調整する。 
 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
 
（   ）７．その他（                   ） 
 

山口県央部1市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 環境保全 中 項 目 墓地・納骨堂の状況 小 項 目 管理運営等 
事 業 名 公営墓地の使用料 協 定 項 目 １５ 使用料・手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 環境部会 分 科 会 名 環境保全分科会 コ ー ド １７－０４－０１－０２ 
 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 
 
・ 秋穂町、徳地町には、公営墓地がない。 
・ 市町において、墓地・墓園の使用料金、墓地返還時の料金の返還割合

が異なる。 
・ 阿知須町のみ納骨堂がある。 
 
  ※ 墓園：公園付き墓地 

課   題   へ   の   対   応 
 
・ 墓地・墓園については、使用可能な地域を限定しない。ただし、阿知

須町の合同納骨塔については、現行どおりとし、当該地域住民について

のみ使用可とする。 
・ 墓地・墓園の使用料金については、建設当時の価格設定の経緯を踏ま

え、現状の価格とする。 
・ 墓地等返還に伴う還付金については、一番条件のよい小郡町の例にな

らう。 
・ 永代清掃料については、納入済みであることから、墓地等返還時には

還付しない。 
 

調      整      案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅰ （１）公営墓地の使用料 
区画の 区画の
種別 種別

山口市営 普　通   １㎡につき 小郡町営 300,000円
柊墓地 55,000円 円座墓園
山口市営 第１種   150,000円

山 ふしの第
一・

第２種 　180,000円 S63年度中に使
用許可した者

310,000円

第二墓地 第３種 250,000円 平成元年度以降に
使用許可した者

320,000円

第４種 500,000円 不整形地 区画ごと
不正形 個人墓地

不正形 納骨堂 保管料 200,000円

第２種

会議室及び研
修文化活動等

9時～17時まで
17時～22時まで

1,050円
1,570円

口 不正形 　 冠婚葬祭等 9時～17時まで
一昼夜

3,150円
5,250円

第３種

不正形
第４種

不正形
第５種

市 山口市営

柊第二霊園
山口市営
柊第三霊園

第１種
無料　ただし、増設の墓地については、工事費によ
   り20万円～30万円の負担（工事代金）5㎡～6㎡

市町名 市町名名　　称 使　用　料

   3.24㎡
   4.00㎡

 3.24㎡未満 面積に43,000円(1㎡につき)
を乗じて得た額

普　通    4.00㎡

山口市霊園 普　通 4.00㎡
  ～ 6.25㎡

普　通 4.00㎡
～ 5.00㎡

１㎡につき       65,000円

   6.25㎡

  16.00㎡

１㎡につき       55,000円

１㎡につき       55,000円

4.00㎡
～7.00㎡

面  積 使　用　料

資格：町内に在住する戸籍筆頭記載者に限る

＊ただし、阿知須町に住所を有する者及び町長の認め
た者については、保管料を要しない。

納骨堂管理事務所

名　　称 面  積

阿
知
須
町

16.00㎡以上
16.00㎡を超える面積に
20,000円(1㎡につき)を乗じ
て得た額に500,000円を加算
した額

 6.25㎡以上
16.00㎡未満

6.25㎡を超える面積に
23,000円(1㎡につき)を乗じ
て得た額に250,000円を加算

 3.24㎡以上

 

 4.00㎡未満

3.24㎡を超える面積に
35,000円(1㎡につき)を乗じ
て得た額に150,000円を加算
した額

 4.00㎡以上

 6.25㎡未満

4.00㎡を超える面積に
28,000円(1㎡につき)を乗じ
て得た額に180,000円を加算
した額

小
郡
町

整形地 3.78㎡

S62年度中に使
用許可した者

面積比率等により算定

（２）墓地返還に伴う使用料還付金 
返還額 山口市 小郡町

3年以内 全額 全額

3年～5年 2分の1
2分の1（3年を超
えるとき）

5年～ 4分の1 －  
Ⅱ （１）永代清掃料    
単位＼市町名 山口市 小郡町
1㎡あたり 5,000円×面積×1.05

1区画あたり
ふしの第一、第二墓地
10,000円×1.05

21,000円（内税）
 

（２）墓地返還に伴う清掃料還付金 
返還額 小郡町

9年以内
納付清掃料を10で除した数値に経過年数を乗
じて得た額を納付清掃料から控除した額

9年を超えるとき 還付しない  

 
（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。（墓地・墓園使用料、清掃料）

（ ◎ ）２. 小郡町の例により調整する。（墓地・墓園返還に伴う使用
料の返還割合） 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                     ）

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 教育・文化 中 項 目 学校教育の状況 小 項 目 幼稚園・小学校・中学校 

事 業 名 公立幼稚園の授業料・入園料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 学校教育分科会 コ ー ド １８－０１－０１－０２ 

現                 況 分                       析 

山  口  市 秋  穂  町 調 整 上 の 課 題 

 

・ 授業料の額が異なる。 

・ 減免や軽減措置等の内容の相違がある。 

課 題 へ の 対 応 

 

・ 授業料の統一化を図るにあたり、算出根拠を交付税の算出単価に基づき調

整する。 

・ 減免や軽減措置等の内容については、山口市の例により調整する。ただし、

秋穂町の授業料については、3年間で統一化していく。 

 

調 整 案 

 

公立幼稚園の授業料等 

 

〇入園料 無料 
   〇授業料（１ヶ月）            5,900円 
   〇その期の授業料を徴収しない場合 
        ・休園が１学期以上にわたるとき 
        ・伝染性の疾病等のため出席停止が１学期以上にわたるとき 
        ・傷い又は疾病その他の事由により欠席が1学期以上にわたるとき 
 
   〇授業料の軽減 
本市に居住し、山口市立幼稚園に在籍する幼児が次の各号の一に該当す
る者であるときは、その者に係る授業料を軽減する。 

 

生活保護法の規定による保護を受けてい
る世帯及び当該年度の納付すべき市民税
が非課税となる世帯

1人目　　　 年額　44,700円
2人目　　　 年額　47,400円
3人目以降　 年額　50,000円

当該年度に納付すべき市民税の所得割が
非課税となる世帯

1人目　　　 年額　41,000円
2人目　　　 年額　44,000円
3人目以降　 年額　47,000円

当該年度に納付すべき市民税の所得割課
税の額（世帯構成員中2人以上に所得があ
る場合については所得割課税額の合計額
とする。）が5,000円以下となる世帯

1人目　　　 年額　27,500円
2人目　　　 年額　31,900円
3人目以降　 年額　36,200円

当該年度に納付すべき市民税の所得割課
税の額（世帯構成員中2人以上に所得があ
る場合については所得割課税額の合計額
とする。）が5,000円を超え10,000円以下
となる世帯

1人目　　　 年額　11,700円
2人目　　　 年額　17,700円
3人目以降　 年額　23,600円

 
 

 【根拠法令等】 

・山口市立幼稚園授業料徴収条例 

 

 

 

 

公立幼稚園の授業料等 

 
〇入園料 無料 
○授業料（１ヶ月）      5,000円 
  ○授業料の徴収 
    ・当月分を毎月末までに徴収する。 
  ○授業料の減免等 
    ・欠席又は休園が３ヶ月以上にわたるとき。 
    ・伝染病のため出席停止が３ヶ月以上にわたるとき。 
 
   ○授業料の減免（幼児１人につき） 
１) 生活保護法の規定による保護を受けている世帯及び当該年度に
町民税の所得割りが非課税となる世帯。       ・・・ 授
業料の金額 
２）当該年度に納付すべき町民税の所得割課税の額（世帯構成員中２
人以上に所得がある場合については所得割課税の合計額とす
る。）が5,000円以下となる世帯。      ・・・ 授業料の
額の2分の1以内 
３）その他町長がとくに減免の必要があると認める特別な理由がある
と認めるとき。         
・・・授業料の額のうち必要と認める額 

 
   ○減免措置の申請 
１）授業料の減免措置を受けようとする保護者は、別に町長が指定す
る日までに秋穂町立幼稚園授業料減免措置申請書に当該年度の町
民税の課税（非課税）証明書又は町民税の納付通知書の写しを添え
て園長を経由して町長に提出するものとする。生活保護法の規定に
よる保護を受けている世帯にあっては、社会福祉事業法に規定する
福祉に関する事務所の長の発行する証明書を添付してこれに代え
ることができる。 
２）園長は、申請書を受けたときは、実情を調査のうえ、意見書を添
えてこれを町長に進達しなければならない。 
 
 
【根拠法令等】 
・秋穂町立幼稚園授業料徴収条例 
・       〃      施行規則 

 

 

 小郡町・阿知須町・徳地町  該当なし 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。〔ただし、秋穂町の授業料につ

いては、３年間で調整する。〕 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（               ） 

    山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書   
大 項 目 教育・文化 中 項 目 学校教育の状況 小 項 目 教育の推進 

事 業 名 教員住宅の貸付 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 教育総務分科会 コ ー ド １８－０１－０２－０３ 

現                 況 分                       析 

小  郡  町 徳  地  町 調 整 上 の 課 題 

 

・ 徳地町のみ教員住宅がある。 

課 題 へ の 対 応 

 

○目的 ： 小郡町立小・中学校及び他の公立学校に勤務する教職員に貸

し付けるものとする。 

学校に勤務しないようになったときは、その日から 30 日以内

に家屋の明渡しをしなければならない。 

教員住宅の賃貸料を別表のとおり定め、貸付許可のあった月分

から借受廃止届を提出した月分まで毎月その月分を徴収する。 

賃貸料は、月の途中から貸付を開始する場合又は貸付を廃止す

る場合、その月分については日割を持って計算する。 

  

【貸付料】

名　　称 位　　置 建設年度 戸数
貸 付 料
（月額）

小郡町小浜教
職員住宅

大字上郷2546－1 38年度 12戸 4,500円
 

  

【根拠法令等】 

・小郡町教職員住宅管理規則 

 

（平成16年7月1日廃止） 

 

・ 使用料については、施設の建設年次等を勘案され設定されているため、特

に調整の必要は無いと考えられるため、現行のまま新市に引継ぐ。 

・ 建物自体については、需要は減少傾向であるし、財政面、世情等を考慮す

ると他市町に新たに設置は難しいと思われるが、特殊事情（冬季積雪等）

があるため、廃止も難しい面がある。 

 

山口市・秋穂町･阿知須町 調 整 案 

 

 該当なし 

 

○目的  学校に勤務する教員に貸付けるものとする。 

・貸付期間は徳地町立学校教員在勤中に限る。 

・教員住宅の賃貸料を別表のとおり定め、貸付許可のあった月分から退

去届を提出した月分まで毎月その月分を徴収する。 

・賃貸料は、月の途中から貸付を開始する場合又は貸付を廃止する場合、

当該月の入居が15日以下の場合については日割を持って計算する。 

 

【貸付料】

名　　　称 位　　　置
建設
年度
住宅
番号
戸数
貸付料
(月額)

堀中教員住宅 大字堀1606-1 51 2-1AB 2 5,100円
八坂中教員住宅 大字船路884-1 51 3-1AB 2 5,100円

大字引谷636-2 43 3-3 1 5,600円
大字引谷636-2 43 3-4 1 5,600円
大字柚木1548 53 4-1 1 5,600円
大字柚木1598 48 4-2AB 2 5,100円
大字柚木719 63 4-3 1 9,200円
大字柚木96 44 4-6 1 5,600円
大字柚木96 52 4-7AB 2 5,100円
大字野谷301 50 4-8AB 2 6,100円
大字野谷291 47 4-9AB 2 6,100円
大字島地146-1 60 5-2 1 9,200円
大字島地146 60 5-3 1 9,200円
大字串426-5 63 6-2 1 9,200円
大字串426-5 44 6-1 1 5,100円

串中教員住宅

島地中教員住宅

引谷小教員住宅

柚野木小教員住宅

柚野小教員住宅

柚野中教員住宅

 
【根拠法令等】 

  ・徳地町立学校教員住宅使用貸付規程 

 

 

 

 

 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（             ） 

 

 山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （１） 
大 項 目 教育・文化 中 項 目 学校教育の状況 小 項 目 教育の推進 
事 業 名 学校開放（学校施設のスポーツ開放を含む。） 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 教育総務分科会 コ ー ド １８－０１－０２－０４（１８－０６－０２－０５） 

現                                 況 
山  口  市 小  郡  町 秋  穂  町 

 
〇使用料（スポーツ開放では、夜間照明利用料金以外は無料） 
          午前9時～午後1時  午後1時～午後5時  午後5時～午後10時 

    小中学校体育館       2,000円       2,000円          4,000円 

小中学校運動場   １時間まで         200円 
                       １時間増すまでごとに     200円を加算する。 
   屋外運動場照明施設使用料  １時間 1,400円 
  ※上記により計算した額に100分の105を乗じて得た金額。 
〇使用料の免除 
    （１）法律、命令の規程により取り扱うもの 
    （２）市長において特に公益上必要ありと認めたもの 
    （３）生活保護法による保護を受けるものその他特別の理由があると認

めるもの 
○目的：社会体育の普及並びに幼児及び児童の安全な遊び場の確保のた

めに、学校の施設を学校教育に支障のない範囲で児童・生徒その

他一般市民の利用に供する。 

○利用許可：学校施設の開放は、山口市内に在住、在勤又は在学する者

で 10 人以上の団体を構成し、かつ、当該団体の監督者とし

て成人が含まれる場合に限り許可するものとする。 
○開放の日時 

 

(運動場)

５月から10月まで 11月から４月まで
午前８時から 午前９時から
午後７時まで 午後５時まで

平 日 午後５時から
長 期 休 業 日 午後７時まで
(照明施設を設置した運動場)

３月から10月まで 11月から２月まで
午前８時から 午前９時から
午後10時まで 午後10時まで

平 日
長 期 休 業 日
(体育館)
開放する日

平 日
長 期 休 業 日

午後5時から午後10時まで

土・日曜日、祝日

開放する日
開　放　す　る　時　間

土・日曜日、祝日

午後5時から午後10時まで

午前9時から午後10時まで

開　放　す　る　時　間

開放する日
開　放　す　る　時　間

土・日曜日、祝日

 
 ○使用の制限 
    教育上支障のない限りにおいて１日を限度として使用を許可する。 

 
○学校開放施設連絡調整会議運営費補助金 
    20,000円×29校＝580,000円 

   

 
○使用料 

種  別 
午前8時30分
～正  午 

正 午～ 
午後5時 

午後5時～ 
午後10時 

小郡小学校体育館 1,000円 1,200円 1,500円 

上郷小学校体育館 1,000円 1,200円 1,500円 

小郡南小学校体育館 1,000円 1,200円 1,500円 

小郡中学校体育館 1,000円 1,500円 2,100円 

 

セミナーハウス使用料（小郡中学校内） 

種  別 
午前8時30分
～正 午 

正午～ 
午後5時

午後5時 
～午後10時

午後10時～ 
午前8時30分

 厨 房 500円 500円 500円  
研 修 室 500円 700円 800円  

 １ 800円 1,000円 1,200円 600円 
宿泊室 
 ２ 800円 1,000円 1,200円 600円 
 １ 200円 300円 300円 200円 

指導員室 
 ２ 200円 300円 300円 200円 
 １ 1回につき 4,000円 

浴室洗面 
２ 1回につき 4,000円 

 備考 冷暖房装置を使用する場合は、この表の金額に5割を加算した金
額とする 

 
  ○使用料の免除 
    町長において特に公益上必要ありと認めたもの 

○目的：小郡町における生涯学習の振興・普及のために、学校教育に支障

のない範囲で学校の施設を開放する。 

○利用の許可：学校施設の開放は、小郡町内に在住、在勤又は在学する者

で団体を構成し、かつ、当該団体の監督者として成人が含まれる場

合に限り許可するものとする。 

 

区分 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度

委託料等 421,500円 421,500円 421,500円 421,500円 421,500円

【開放事業費】

 
 

 

 

○使用料（スポーツ開放では、夜間照明利用料金以外は無料） 
 8:30～12:00 13:00～17:00 18:00～22:00 8:30～22:00
秋穂中体育館 2,060円 3,090円 6,690円 12,360円 
秋穂小体育館 1,540円 2,570円 5,150円 9,270円 
大海小体育館 1,540円 2,570円 5,150円 9,270円 
小学校会議室 200円 300円 510円 1,030円 
普通教室 200円 300円 510円 1,030円 
特別教室 410円 610円 1,030円 2,060円 

運動場       1回につき3,090円（4時間まで） 

            1時間増すごとに510円を加算 
屋外運動場照明施設 全灯使用  １時間につき 1,200円 

減灯使用  １時間につき  600円 

町外居住者の団体が使用する場合 倍額 

○使用料の減免 
     （１）法律、命令等の規定により取扱うもの 
   （２）公益上必要のあるもの 
   （３）官公費の援助を受けるもの 
   （４）町長において手数料納付の資力がないと認めたもの 
 
○目的：体育施設を地域住民に開放し、広くスポーツの振興を図る。 

○運営：学校教育に支障のない範囲内で実施する。 

円滑な運営をはかるため、秋穂町学校開放運営委員会を設置する。 

○利用許可：学校開放は、秋穂町内に在住又は勤務するもので団体を構

成し、かつ監督者を有し、教育委員会が適当と認めるものに限り

許可するものとする。 
 ○開放の日時 
   運動場 日曜・祝日 午前10時～午後7時まで（冬季午後6時まで）
       平日 小学校のみ午後5時～午後7時まで（冬季午後6時まで）
   体育館 日曜・祝日 午前10時～午後10時まで 
       平日 午後6時～午後10時まで 

   夜間照明 日没から午後10時まで（4月１日から10月31日まで） 

 
○学校体育施設開放事業運営委託 204,000円 

 

                                                                                        山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （２） 
大 項 目 教育・文化 中 項 目 学校教育の状況 小 項 目 教育の推進 
事 業 名 学校開放（学校施設のスポーツ開放を含む。） 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 教育総務分科会 コ ー ド １８－０１－０２－０４（１８－０６－０２－０５） 

現                 況 分                       析 
阿 知 須 町 徳  地  町 調 整 上 の 課 題 

 
・ 使用料に大きい相違がある。（ただし、スポーツ開放はほぼ統一されている。）

・ 開放施設、時間等利用形態が異なる。 
・ 開放に関する規則はあるが、条例はないところがある。 
・ 小郡町は、小郡中学校内へセミナーハウスという施設がある。 

課 題 へ の 対 応 
 
・ 使用料については、新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整

する。 
・ 開放時間・減免規定等については、使用料が連動していることなどから

条例とし、統一化していく必要があるが、現況からは住民には影響が少

ないと思われるため、様子を見て必要に応じて調整する。 
・ セミナーハウスについては小郡町独自のもの（スポーツ開放とは異な

る。）なので、現行のまま新市に引継ぐ。 

調 整 案 

 
○使用料：無料 

 

○スポーツ開放 

町内小学校、中学校の運動場、屋内運動場等を住民団体が行うスポ

ーツ及びレクリエーション活動の場として開放する。 

・目 的：社会体育の振興・普及のために、学校教育上支障のない限り、

学校の体育施設を開放する。 

・利 用：町内に在住、在勤又は在学するもので団体を構成し、当該団

体の監督者として成人が含まれる場合に限り許可するものと

する。 

・開放の日時 

 

施　設 開放する日 開放する時間

日曜・祝日・長期休業中  8：30～日没まで

土　　　曜  8：30～日没まで

平　　　日  放課後～日没まで

日曜・祝日・長期休業中  8：30～21：30

土　　　曜  8：30～21：30

平　　　日  18:00～21：30

屋外運動場

屋内運動場

 
 

 

○学校施設の開放（平成16年4月1日施行） 

   阿知須町立井関小学校の施設を開放する。 

・利 用：町内に在住、在勤する者で、成人が含まれる場合に限り許

可するものとする。 

・利用時間：午前8時～午後10時 

 

○開放事業費：該 当 な し 

 

 
○使用料 
   小中学校体育館、クラブハウス（堀中学校内） 
     8：00～17：00   １時間につき 100円 
    17：00～22：00   １時間につき  210円 
  ※スポーツ開放での使用の場合は、基本的に無料。 
○目的：町内学校体育施設を学校教育に支障のない範囲において、地域

住民のスポーツ活動に供するため学校体育施設を開放する。 

○開放の日時 

 

施　設 開放する日 開放する時間

日曜・祝日・長期休業中  9：00～19：00

土　　　曜 放課後～19:00

平　　　日 放課後～19:00

日曜・祝日・長期休業中  9：00～22：00

土　　　曜 13：00～22：00

平　　　日 17：00～22：00

堀　　中
野外運動場
夜間照明

４月～１０月  日　没～21：30

屋外運動場

屋内運動場

 
 

 
（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 〔セミナーハウス〕 
（   ）２．市・町の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（             ） 

                                                                                         山口県央部１市４町合併協議会事務局        



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （１） 
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会教育の状況 小 項 目 生涯学習 
事 業 名 公民館の使用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０３－０１－０４ 

現                                 況 
山  口  市 小  郡  町 秋  穂  町 

 

午　前 午　後 夜　間

種　　別 午前9時から 午後1時から 午後5時から

午後1時まで 午後5時まで 午後10時まで

1　白石公民館

　ア　第１講座室 2,000円 2,000円 4,000円

　イ　第２講座室 900円 900円 1,800円

　ウ　視聴覚室 2,000円 2,000円 4,000円

　エ　和室 900円 900円 1,800円

2　公民館

　(1)　会議室又は
       講座室

(420円) (420円) (850円)

900円 900円 1,800円

(710円) (710円) (1,420円)

1,500円 1,500円 3,000円

(710円) (710円) (1,420円)

1,500円 1,500円 3,000円

   公民館使用料

　　ア　100㎡未満

　　イ　100㎡以上

　(2)　調理実習室
 

備考 
１．冷暖房を使用の場合は、（ ）書きの金額を加算。（白石公民館も同様） 
２．上記には消費税額は含まない。 
 
使用料の免除 
○全額免除 

  ・市が主催又は共催する行事 
  ・社会教育団体、社会福祉団体、社会体育関係団体が使用するとき 
 ・自治会等が使用するとき 
・学校関係の活動 
・地域に対して公共性、公開性がある団体 
・市長が認めるもの 
・各課長の副申があるもの 
・国県で免除申請のあるもの 

 

 

  

公民館使用料

午　前 午　後 夜　間 時間外

種　　別 8時30分から 正午から 17時から １時間

正 午 ま で 17時まで 22時まで につき

実 習 室 400円 600円 700円

家 事 実 習 室 1,500円 1,800円 2,300円

視 聴 覚 教 室 1,500円 1,800円 2,300円

第 1 講 義 室 600円 700円 900円

第 2 講 義 室 1,400円 1,500円 2,100円

講 座 室 2,000円 2,500円 3,100円

談 話 室 300円 300円 400円

和 室 1,200円 1,500円 1,800円

講 堂 7,800円 9,400円 11,500円  
※冷暖房使用の場合は、4割を加算する。 

 
〇使用料の免除 

  社会教育団体、公務、教育上、公益上必要と認めたもの。 
 

 

 

一　公民館使用料

午　前 午　後 夜　間 全　日

種　　別 ８時30分から 13時から 18時から ８時30分から

正 午 ま で 17時まで 22時まで 22 時 ま で

講 堂 820円 1,230円 2,060円 4,120円

講 座 室 410円 610円 1,030円 2,060円

調 理 実 習 室 610円 920円 1,540円 3,090円

第 １ 会 議 室 410円 610円 1,030円 2,060円

第 ２ 会 議 室 200円 300円 510円 1,030円

第 １ 相 談 室 300円 460円 770円 1,540円

第 ２ 相 談 室 200円 300円 510円 1,030円

第 ３ 相 談 室 300円 460円 770円 1,540円

1回につき3,090円（4時間まで）1時間増す毎に
510円加算。
冷暖房使用の場合5割を加算する。

結 婚 式 場

 
  

 

 

二　大海分館使用料

午　前 午　後 夜　間 全　日
８：30～12：00 13：00～17：00 18：00～22：00 8：30～22：00

会 議 室 1,230円 1,850円 3,090円 6,180円

小 会 議 室 610円 920円 1,540円 3,090円

調 理 実 習 室 1,440円 2,160円 3,600円 7,210円

和 室 1,230円 1,850円 3,090円 6,180円

種　　別

 
 
  〇減免等：教育委員会の所管に属する教育機関及び法第１０条に規定す

る社会教育団体がその目的のための事業（会議を含む）を行
うために使用する場合は、その全額を免除する。町議会又は
町執行機関（付属機関を含む）が行政上又は公務のため使用
する場合は、その全額を免除する。町内の各種機関及び団体
が使用する場合において、その内容が教育上又は公益上必要
があると認めた場合は、全額を免除又はその一部を減額する
ことができる。その他教育委員会が社会教育の振興上または
公益上特に必要があると認めた場合は減免することができ
る。 
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （２） 
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会教育の状況 小   項   目 生涯学習 
事 業 名 公民館の使用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０３－０１－０４ 

現                      況 分        析 
阿 知 須 町 徳  地  町 調 整 上 の 課 題 

 
・ 使用料の区分が異なる。（部屋毎と部屋の面積で料金設定をしている点、

時間帯と１時間毎で料金設定をしている点など。） 
・ 使用料及び減免基準の対象者などがかなり異なる。 
・ 冷暖房料金などの加算料金の相違がある。 
・ 開館時間や休館日（土日であったり、月曜日であったり、年末年始以外は無

しであったりする。）の相違がある。 

課 題 へ の 対 応 
 
・ 使用料の区分や開館時間・休館日また減免の対象などの相違は、新市移行

後速やかに調整する。 
・ 使用料金の相違は、施設の規模やレベル、建設年次がかなり異なることも考

慮し、また、冷暖房料金などの加算料金についても、施設能力も影響するた

め、新市移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 
 
 
 
 
 
 

調 整 案 

 

 

公民館使用料

午　前 午　後 夜　間 時間外

種　　別 8時30分から 13時から 17時から １時間

12 時 ま で 17時まで 22時まで につき

講 座 室 1,260円 1,470円 2,200円

調理実習室 2,100円 2,520円 3,780円

研修室（和室） 1,260円 1,470円 2,200円

研修室 1,260円 1,470円 2,200円

視 聴 覚 教 室 1,570円 1,890円 2,830円

講座室（和室） 1,050円 1,260円 1,890円

大 会 議 室 3,150円 3,780円 5,670円

大 講 堂 8,400円 10,080円 13,860円  
※冷暖房使用の場合は、２割を加算する。 

 
〇使用料の免除 
①全額免除 
・社会教育団体がその目的のための事業を行うために使用するとき。 
・行政上又は公務のために使用するとき。 
②全額免除又はその一部を減額 
・町内の各種機関及び団体が使用する場合で、教育上、又は公益上必要が
あると認めた場合、又、その他教育委員会が社会教育振興上又は公益上
特に必要があると認めた場合 
・その他社会教育振興上又は公益上必要があると認めたときは減免するこ
とができる。 
 

 

 

公民館使用料

種　　別 ８時から 17時から

17時まで 22時まで

290円
610円
ｽﾄｰﾌﾞ1台に
つき100円

260円

120円

大 会 議 室
50㎡以上100㎡未
満

小 会 議 室
30 ㎡ 未 満

冷暖房料金

100円
ｽﾄｰﾌﾞ1台に
つき100円

210円
ｽﾄｰﾌﾞ1台に
つき100円

1時間につき

中 会 議 室
30㎡以上50㎡未満

100円

大 ホ ー ル

備考

１、営利、営業
等を目的とした
場合、当該使用
料の十分の十を
加算した額。
２、町外居住者
の場合は、当該
使用料の十分の
五を加算した
額。
３、特に許可を
受けた場合、使
用料を徴収しな
い。

210円 230円
150円
ｽﾄｰﾌﾞ1台に
つき100円

230円

260円

 
 
  〇減免等：教育委員会の所管に属する教育機関及び法第１０条に規定す

る社会教育団体がその目的のための事業（会議を含む）を行
うために使用する場合は、その全額を免除する。町議会又は
町執行機関（付属機関を含む）が行政上又は公務のため使用
する場合は、その全額を免除する。町内の各種機関及び団体
が使用する場合において、その内容が教育上又は公益上必要
があると認めた場合は、全額を免除又はその一部を減額する
ことができる。その他教育委員会が社会教育の振興上または
公益上特に必要があると認めた場合は減免することができ
る。 

 

  
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（   ）２．市・町の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 〔減免規定等〕 
（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

  〔使用料〕 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                ） 
 

                                                                                         山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会教育の状況 小 項 目 生涯学習 

事 業 名 山口ふれあい館の使用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０３－０１－１７ 

現                 況 分                       析 

山  口  市 調 整 上 の 課 題 

 

・ 山口市のみの施設であり、他市町には同様の施設が無い。 

・ 使用料や減免規定等については、他の社会教育施設との調整の必要があ

る。 

課 題 へ の 対 応 

 

・ 使用料については、他の社会教育施設との絡みもあるため、新市に移行後

も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

・ 減免規定等についても使用料と同様に他の社会教育施設との絡みを考慮

し、新市移行後、速やかに調整するものとする。 

調 整 案 

 

 

山口ふれあい館

(500円) (500円) (250円)

1,000円 1,000円 500円

茶室 1,000円 1,000円

(500円) (500円) (250円)

1,000円 1,000円 500円

多目的スタジオ

備　　考

楽　器

録音機器

備　　考

［軽食喫茶室使用料］

区　分 使　用　料

軽食喫茶室 月額　　　20,000円

備　　考

［施設使用料］

１時間につき　　　　　　　　　　　　　1,000円

備　考

自動販売施設を含む。

専
用
使
用

個
人
使
用

広間、浴室及び談話室
１人につき　100円
(すべて60歳以上の者で構成された30人以上の団体又は6
歳未満の者については、１人につき50円とする）

区　　　分
午前9時から
午後1時まで

上記により計算した額に100分の105を乗じて得た金額。ただし、10円未満の端
数が生じたときは、これを切り捨てる。

各楽器１時間につき　　　　　　　　　　　200円

上記により計算した額に100分の105を乗じて得た金額。ただし、10円未満の端
数が生じたときは、これを切り捨てる。

[機器使用料］

1.冷暖房を使用する場合は、上段（　）書きの金額を加算する。

2.上記により計算した額に100分の105を乗じて得た金額。ただし、10円未満の
端数が生じたときは、これを切り捨てる。

午後1時から
午後5時まで

午後5時から
午後7時まで

創作室

会議室

１時間につき　500円

 
 ○使用料の減免 

  市長は、特に必要があると認めたときは、使用料を減免することができる。 

 

 

 

 

 小郡町・秋穂町・阿知須町・徳地町  該当なし 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 〔減免規定等〕 

（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

                       〔使用料〕 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（              ） 

                                                                                        山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書（１） 
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会教育の状況 小 項 目 文化 
事 業 名 文化会館の使用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０３－０３－０２ 

現                                 況 分                        析 
山  口  市 秋  穂  町 徳  地  町 

 
 
大海総合センター使用料 

午前 午後 夜間 全日

8:30～12:00 13:00～17:00 18:00～22:00 8:30～22:00

ホール（控室含む） 8,240円 12,360円 20,600円 41,200円

種別

１．使用者が入場料又はこれに類する金銭を徴する場合は、使用料に次

の割合を乗じて得た額を加算する。 

イ． 入場料又は会費等が1,000円未満の場合 ３割

ロ． 入場料又は会費等が1,000円以上2,000円未満の場合 ５割

ハ． 入場料又は会費等が2,000円以上3,000円未満の場合 ８割

ニ． 入場料又は会費等が3,000円以上の場合 10割

２．冷暖房を使用する場合は、基本料金に５割を乗じた額を加算する。 
ホ ー ル 設 備 使 用 料

区 分 器 具 名 単 位 使 用 料

ワ イ ヤ レ ス マ イ ク 1 個 3 0 0 円

ダ イ ナ ミ ッ ク マ イ ク 1 個 3 0 0 円

Ｃ Ｄ プ レ イ ヤ ー 1 台 5 1 0 円

カ セ ッ ト デ ッ キ 1 台 5 1 0 円

ボ ー ダ ー ラ イ ト 1 列 2 0 0 円

サ ス ペ ン シ ョ ン ラ イ ト 4 台 4 1 0 円

ア ッ パ － ホ リ ゾ ン ト ラ イ ト 1 列 2 5 0 円

フ ロ ン ト サ イ ド ス ポ ッ ト ラ イ ト 4 台 4 5 0 円

音 響 設 備

照 明 設 備

○使用料の減免 

・ 行政上又は公務のために使用する場合及び社会教育団体がその目的の

ために使用する場合はその全額を免除する。 

・ 町内の団体等が使用する場合において、内容が教育上又は公益上必要が

あると認めた場合は、その全額を免除又はその一部を減額することがで

きる。 

・ その他町長が、特に必要と認めた場合。 

 

  
クリエイティブ・スペース赤れんが使用料

午 前 午 後 夜 間 昼 間 午後及び夜間 全 日

午前9時から
正午まで

午後1時から
午後5時まで

午後6時から
午後10まで

午前9時から
午後5時まで

午後1時から
午後10時まで

午前9時から
午後10時まで

ホール１（1階） 3,000円 4,000円 5,000円 6,000円 8,000円 10,000円

ホール２（2階） 3,000円 4,000円 5,000円 6,000円 8,000円 10,000円

外　庭 2,000円 3,000円 4,000円 5,000円 6,000円 8,000円

準　備　室 1,000円 1,000円 1,000円 2,000円 2,000円 3,000円

区　　分

 
○使用者が観覧料その他これに類する料金を徴収するときは、基本使用

料に100分の20を乗じて得た額を加算する。 

 
ク リ エ イ テ ィ ブ ・ ス ペ ー ス 赤 れ ん が 　 付 属 設 備 器 具 使 用 料

区 分 設 備 器 具 名 単 位 使 用 料 備 　 　 考

ホ ー ル Ⅰ 冷 房 設 備 １ 時 間 190円

ホ ー ル Ⅱ 冷 房 設 備 １ 時 間 190円

準 備 室 冷 房 設 備 １ 時 間 90円

ホ ー ル Ⅰ 暖 房 設 備 １ 時 間 230円

ホ ー ル Ⅱ 暖 房 設 備 １ 時 間 230円

準 備 室 暖 房 設 備 １ 時 間 90円

展 示 用 パ ネ ル １ 枚 50円

展 示 用 ス ポ ッ ト ラ イ ト １ 台 50円

ス テ ー ジ 用 平 台 １ 式 1,0 0 0円

拡 声 装 置 １ 式 1,0 0 0円 マ イ ク １ 本 付

ワ イ ヤ レ ス マ イ ク 装 置 １ 式 500円 移 動 用 （ マ イ ク １ 本 付 ）

テ ー プ レ コ ー ダ ー １ 台 500円

CDプ レ ー ヤ ー １ 台 500円

照 明 用 ス ポ ッ ト ラ イ ト １ 台 200円 50 0 w

照 明 用 ス ポ ッ ト ラ イ ト １ 台 100円 30 0 w

ピ ア ノ （ １ ） １ 台 3,0 0 0円 グ ラ ン ド

ピ ア ノ （ ２ ） １ 台 1,0 0 0円 ア プ ラ イ ト

チ ェ ン バ ロ １ 台 5,0 0 0円 ハ ー プ シ コ ー ド

持 込 み 電 気 器 具 １ kwｈ 90円

冷 房 設 備

そ の 他

暖 房 設 備

ギ ャ ラ リ ー 用
設 備 器 具

ホ ー ル 用
設 備 器 具

 
 
○使用料の減免 

（１）市が主催して行う行事又はこれに相当する共催行事  免除 

（２）市が後援して行う行事又はこれに相当する協賛行事  

使用料の５０％減額 

（３）前２号のほか特に必要と認められるもの        

市長が別に定める 

 
山口情報芸術センター 

○センター施設基本使用料 

○附属設備器具使用料 

○使用料の減免 

（１）市又は財団法人山口市文化振興財団が主催して行う事業に使用す 

る場合                      １００％ 

（２）市又は財団法人山口市文化振興財団が共催又は画後援して行う事業 

に使用する場合                   ５０％ 

（３）前２号のほか、市長が特に必要と認めるものに使用する場合     

３０％ 

 

 

 小郡町・阿知須町  該当なし 

 

徳地町文化ホール使用料(１時間につき）

平 日

土曜日・日曜日

平 日

土曜日・日曜日

１ この表の使用料の額は、時間を単位として定め、端数を生じたとき
は切り上げる。

５　入場料その他これに類するものの徴収の有無にかかわらず、物品の
販売を主として使用する場合の使用料の額は、当該使用料の額に、当該
使用料の額の十分の四十に相当する額を加算した額とする。

６　入場料を徴収しないで商業宣伝等（招待状の発行を含む）で使用す
る場合、当該使用料の額に、当該使用料の額の十分の五に相当する額を
加算した額とする。

７　町外居住者が使用する場合の使用料の額は、当該使用料の額に、当
該使用料の額の十分の十に相当する額を加算した額とする。

150円300円

100円

540円

250円 380円

300円

100円

150円 100円

150円

冷暖房使用料

1,500円
1,500円

1,800円

会 議 室 ３

リ ハ ー サ ル 室

別に教育委員会が定める額

450円
800円

200円

230円

450円

450円

300円

エントランス
ホール

1,000円

1,200円

300円

360円

ホ ー ル

9時から
午後5時まで

18時から
22時まで

４　入場料その他これに類するものを徴収して使用する場合、その最高
額が三千円以上の場合の使用料の額は、当該使用料の額に、当該使用料
の額の十分の二十に相当する額を加算した額とする。

３　入場料その他これに類するものを徴収して使用する場合、その最高
額が千円以上三千円未満の場合の使用料の額は、当該使用料の額に、当
該使用料の額の十分の十に相当する額を加算した額とする。

控 え 室

会 議 室 １

会 議 室 ２

２ 入場料その他これに類するものを徴収して使用する場合、その最高
額が千円未満の場合の使用料の額は、当該使用料の額に、当該使用料の
額の十分の五に相当する額を加算した額とする。

付 属 設 備 等

 
○使用料の減免 

（１）徳地町、徳地町教育委員会が主催する行事。   免除 

（２）町内の中学生以下が教育目的に使用する行事。   免除 
（３）その他町長が特に必要と認めたとき。       免除 
 
徳 地 町 文 化 ホ ー ル 付 属 設 備 等 使 用 料 （ １ 回 に つ き ）
区 分 品 　 　 名 単 位 使 用 料
演 台 １ 式 5 0 0 円
平 台 １ 枚 2 0 0 円
指 揮 者 台 １ 台 1 0 0 円
指 揮 者 用 譜 面 台 １ 台 1 0 0 円
音 響 反 射 板 １ 式 3 , 0 0 0 円
金 屏 風 １ 双 1 , 0 0 0 円
映 写 ス ク リ ー ン １ 式 1 , 0 0 0 円
ボ ー ダ ー ラ イ ト １ 列 1 , 0 0 0 円
調 光 室 照 明 機 器 １ 式 1 , 0 0 0 円
舞 台 袖 照 明 機 器 １ 式 1 , 0 0 0 円

舞
台
設
備

（表は一部省略、詳細は、行政現況調書参照） 

                                                                                         山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書（２）  
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会教育の状況 小 項 目 文化 
事 業 名 文化会館の使用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０３－０３－０２ 

現                                 況 分                        析 
調 整 上 の 課 題 課 題 へ の 対 応 調 整 案 

 
・入場料を徴収する場合の基準が市町でまちまちである。 
・会場使用料及び附属設備使用料が異なる。 
・減免規定に相違がある。 

 
・入場料及び会場使用料、また、附属設備使用料が異なる点については、施

設自体の規模等も違うため、新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時

調整する。 
・減免規定の相違については、新市移行後速やかに調整する。 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（   ）２．市・町の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 〔減免規定等〕 
（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 
                       〔使用料関係〕 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（              ） 

                                                                                         山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会教育の状況 小 項 目 文化 
事 業 名 市民館の使用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０３－０３－０５ 

現                 況 分                       析 
山  口  市 調 整 上 の 課 題 

 
・ 山口市のみの施設であり、他町には同様の施設が無い。 
・ 使用料や減免規定等については、他の社会教育施設との調整の必要があ

る。 

課 題 へ の 対 応 
 
・ 使用料については、他の社会教育施設との絡みもあるため、新市に移行後

も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

・ 減免規定等についても使用料と同様に他の社会教育施設との絡みを考慮

し、新市移行後、速やかに調整するものとする。 

調 整 案 

 

  

午前 午後 夜間 昼間 午後及び夜間 全日 備　　考

午前 9時から
正午まで

午後 1時から
午後 5時まで

午後 6時から
午後 10時まで

午前 9時から
午後 5時まで

午後 1時から
午後 10時まで

午前 9時から
午後 10時まで

平日 15,000円 26,000円 33,000円 36,000円 54,000円 63,000円

土曜日、日曜日
祝日、休日

18,000円 32,000円 39,000円 45,000円 63,000円 76,000円

平日 5,000円 9,000円 11,000円 12,000円 18,000円 21,000円

土曜日、日曜日
祝日、休日

6,000円 11,000円 12,000円 16,000円 22,000円 26,000円

8,000円 10,000円 12,000円 15,000円 17,000円 20,000円

3,000円 5,000円 6,000円 8,000円 10,000円 12,000円

1,200円 1,600円 2,000円 2,400円 3,000円 3,600円

200円 400円 400円 600円 800円 900円

200円 400円 400円 600円 800円 900円

200円 400円 400円 600円 800円 900円

400円 800円 800円 1,100円 1,500円 1,800円

200円 400円 400円 600円 800円 900円

200円 400円 400円 600円 800円 900円

区分

軽食喫茶室

使用区分　　　　　時間区分

小ホール控室（１階）

大ホールロビー

展示ホール

会議室

第一控室

小ホール

第二控室

第三控室

第四控室

山口市民会館ホール等基本使用料

月額　　 120,000円

使用料 備　　　　考

売店施設を含む

軽食喫茶室使用料

小ホール控室（２階）

控室、ロビー
を含む

控室を含む

大ホール

 
 

区分 設　備　器　具　名 単　位 使　用　料 備　　　　考 区分 設　備　器　具　名 単　位 使　用　料 備　　　　考
大ﾎｰﾙ冷房設備 1時間 10,000円 小ﾎｰﾙｴｺｰﾏｼﾝ 1台 500円
小ﾎｰﾙ冷房設備 1時間 3,500円 ﾚｺｰﾄﾞﾌﾟﾚｰﾔｰ 1台 800円
大ﾎｰﾙﾛﾋﾞｰ冷房設備 1時間 3,500円 ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰ 1台 1,000円
展示ﾎｰﾙ冷房設備（1）1時間 420円 10.0馬力 ｺﾝﾃﾞﾝｻｰﾏｲｸ 1個 700円
展示ﾎｰﾙ冷房設備（2）1時間 330円 7.5馬力 ﾍﾟﾛｼﾃｨﾏｲｸ 1個 600円
控室冷房設備 1時間 1,000円 ﾀﾞｲﾅﾐｯｸﾏｲｸ 1個 500円
会議室冷房設備 1時間 400円 ﾜｲﾔﾚｽﾏｲｸ 1個 500円
大ﾎｰﾙ暖房設備 1時間 9,000円 ﾏｲｸｽﾀﾝﾄﾞ 1本 100円
小ﾎｰﾙ暖房設備 1時間 3,000円 音響関係回路 1回路 200円 会館の設備を使用しない場合に限る

大ﾎｰﾙﾛﾋﾞｰ暖房設備 1時間 3,000円 地がすり 1枚 500円
展示ﾎｰﾙ暖房設備（1）1時間 380円 10.0馬力 緋毛せん（大） 1枚 300円
展示ﾎｰﾙ暖房設備（2）1時間 280円 7.5馬力 緋毛せん（小） 1枚 150円
控室暖房設備 1時間 1,000円 山台用座ぶとん 1枚 150円
会議室暖房設備 1時間 400円 上敷ござ 1枚 100円
舞台大ぜり 1基 2,000円 鳥　屋　口 1式 500円
舞台小ぜり 1基 1,000円 演　　台 1式 500円
音響反射板 1式 4,000円 指　揮　台 1台 200円

音
 
　
響
 
　
設
 
　
備

山口市民会館　付属設備器具使用料

冷
房
設
備

暖
房
設
備

 
（表を一部省略、詳細は、行政現況調書参照） 

・使用料の減免 

（１）市が主催する文化行事又は市民会館が国、県、やまぐち市民文化の会と共催で行う自主文化行事に使用するとき   100%以内減免 

（２）市が共催又は後援して行う文化行事に使用するとき                               50%以内減免 

（３）前２号のほか、文化の向上に資することを目的として行われる行事で、市長が特に必要と認めるものに使用するとき  

  30%以内減免 

小郡町・秋穂町・阿知須町・徳地町  該当なし 

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（   ）２．市・町の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 〔減免規定等〕 
（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 
                       〔使用料〕 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（              ） 

                                                                                         山口県央部１市４町合併協議会事務局        



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （１） 
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会教育の状況 小 項 目 文化 
事 業 名 博物館等の状況（利用料等の状況） 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０３－０３－０６ 

現                                 況 
山  口  市 小  郡  町 

 

【小郡町文化資料館】 

○観覧料 

資料館に展示した資料の観覧料は徴収しない。ただし、期間を設けて

催す特別の展示をしたときは、町長は、その実費相当額の範囲内にお

いて観覧料を徴収することができる。 

○使用の許可 

資料館の施設を使用しようとする者は、教育委員会の許可を受けなけ

ればならない。 

○観覧料の減免 

 観覧料は、特に必要があると認めるときは、これを減免することがで

きる。 

○開館時間：午前9時から午後４時３０分までとする。 

○管理 小郡町教育委員会 

秋  穂  町 

 

【中原中也記念館】 

（入館料） 

記念館に入館しようとする者は、下記に定める入館料を納付しなければ

ならない。 

  

個　　　人 団体（20人以上）

一　般 300円 一人につき　250円

大学生 200円 一人につき　150円

高校生

中学生

小学生

特別展示

備考　上記により計算した額に100分の105を乗じて得た額

　　　ただし、10円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

区　　分

常
設
展
示

1,000円以内で市長が別に定める額

150円 一人につき　100円

 
（入館料の減免） 

市長は、特に必要があると認めるときは、入館料を減額又は免除する

ことができる。 

（入館料の不還付） 

  既納の入館料は、還付しない。ただし、市長が相当の理由があると認め

るときは、その全部又は一部を還付することができる。 

（管理の委託） 

 山口市文化振興財団 

（開館時間） 

 ５月１日から１０月３１日までの期間   

午前９時から午後６時まで 

 前号に定める期間以外の期間       

午前９時から午後５時まで 

（休館日）  

月曜日（国民の祝日に関する法律に規定する休日にあたる時は、その翌

日以降の日であって、当該休日に最も近い休日ではない日）、月例整理日

（毎月最終火曜日。ただし、国民の祝日に関する法律に規定する休日に

あたる時は開館するものとする。）、１２月２９日から翌年の１月３日ま

での日 

 

 

【山口市歴史民俗資料館・鋳銭司郷土館】 

○観覧料：資料館に展示した資料の観覧者は、次に定める観覧料を納付し

なければならない。 

普通観覧料 団体観覧料（20人以上）

大人（高校生以上）1人につき 100円 80円

小人（小・中学生）1人につき 50円 30円
普通展示

1,000円の範囲内で市長が別に定める。

区　　　　　　　　　分

特　　　別　　　展　　　示

 

 備考 上記により計算した額に100分の105を乗じて得た金額。 

ただし、10円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

○観覧料の減免：特に必要があると認めるときは、これを減免す 

ることができる。 

○観覧料の還付：相当の理由があると認めたときは、その全部又は一部を

還付することができる。 

○開館時間：午前9時から午後5時まで。ただし、教育委員会が必要と認め

ときは延長又は短縮することができる。 

○休館日:次のとおり。ただし、教育委員会が特に必要と認めたときは、こ

れ変更し、又は臨時に休館することができる。 

     月曜日（当日が国民の祝日に関する法律に定める休日に当たると

きその翌日） 

     国民の祝日に関する法律に定める休日の翌日 

     1月1日から同月5日まで及び12月26日から同月31 

日まで 

○管理の委託：山口市公営施設管理公社  

【秋穂町歴史民俗資料館】 

○開館時間 

午前9時から午後4時30分までとし、土曜日は午前12時までとする。

但し、教育長が特に必要と認めた場合は開館し、又は開館時間を延長し、

若しくは短縮することができる。 

 

○休館日 

１．日曜日 

２．１２月２８日から翌年１月３日まで 

３．国民の祝日に関する法律に定める休日 

  ４．前各号に掲げる日のほか、教育長が特に必要とみとめる日 

 

○入館料  無料 

 

○管理 秋穂町教育委員会 

                                                                                         山口県央部１市４町合併協議会事務局 

 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （２） 
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会教育の状況 小   項   目 文化 
事 業 名 博物館等の状況（利用料等の状況） 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０３－０３－０６ 

現                               況 分 析 
阿 知 須 町 徳  地  町 調 整 上 の 課 題 

 
・ 利用料を徴収する場合の基準が市町でまちまちである。 
・ 減免基準が異なっている。 

課 題 へ の 対 応 
 
・ 施設自体が独特のものであるため、調整困難なため、利用料については、

現行のまま新市に引き継ぐ。 
・ 減免基準については、新市移行後速やかに調整する。 

調 整 案 

 
【阿知須町歴史民俗資料室】 

○観覧料 

   資料の観覧料は徴収しない。 

 

○観覧申し込み等 

 通常は、施錠されているので、平日の午前８時３０分から午後５時１５

分までに阿知須町教育委員会へ事前の申し込みが必要。   

○管理 阿知須町教育委員会 

   

※条例、規則等は特になし。 

 

【徳地町文化伝承館】 

○観覧料 

   伝承館に展示した資料の観覧料は徴収しない。 

２前項の規定にかかわらず、伝承館に特別の展示をしたときは、町長はそ

のつど一人につき、千円の範囲内で定める額の観覧料を徴収することが

できる。 

 

○開館日 

   伝承館は次の各号に掲げる日又は期間を除き、毎日開館する。 

１．１２月２９日から翌年１月３日まで 

２．水曜日ただし祝日の場合はその翌日とする。 

３．教育委員会は特に必要があるとみとめられるときは、休館日を開館

し、閉館日を休館することができる。 

 

○開館時間 

   午前９時３０分から午後５時までとする。ただし教育委員会は特に必

要があるとみとめられるときは、開館時間を延長し、又は短縮できる。

   

○管理 徳地町教育委員会 

 

 
（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。  〔利用料〕 
（   ）２．市・町の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 〔減免基準〕 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（        ） 
 

                                                                                         山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （１） 
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会体育の状況 小 項 目 体育施設 
事 業 名 体育施設の使用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０６－０１－０５ 

現                                 況 
山  口  市 

 

【やまぐちリフレッシュパーク】

１　施設基本使用料

午　前 午　後 夜　間
午前9時から
正午まで

午後1時から
午後5時まで

午後6時から
午後10時まで

メインアリーナ 4,950円 6,600円 6,600円 1,650円
サブアリーナ 750円 1,000円 1,000円 250円
メインアリーナ 19,800円 26,400円 26,400円 6,600円
サブアリーナ 3,000円 4,000円 4,000円 1,000円

150円 200円 200円 50円
600円 800円 800円 200円
150円 200円 200円 50円
600円 800円 800円 200円
750円 1,000円 1,000円 250円
3,000円 4,000円 4,000円 1,000円
750円 1,000円 1,000円 250円

スポーツのために使用する場合

使　　用　　区　　分

時　間　区　分

スポーツのために使用する場合
そ の 他 の 場 合

延長料
１時間
につき

総合体育館

競 技 場

多目的室

選手控室

観 客 席

スポーツのために使用す
る場合

そ の 他 の 場 合

スポーツのために使用する場合
そ の 他 の 場 合

そ の 他 の 場 合
グ ラ ウ ン ド （ ソ フ ト ボ ー ル １ 面 に つ き ）
テ ニ ス コ ー ト （ １ 面 に つ き １ 時 間 ） 150円 
 

 ※照明施設基本使用料、プール使用料、施設内営業使用料、附属設備使用料については省略。詳細は行政現況調書

を参照。 

 

○使用料の減免 ①免除する場合 

・市が主催して行う行事又はこれに相当する共催行事に使用するとき。 
・市内に設置された学校教育法第1条に規定する学校（大学及び高等専門学校を除く）並び

に社会福祉施設の学生、生徒、児童及び幼児により組織された団体が使用するとき。 

・市内に居住する生活保護法の適用を受けている者が使用するとき。 

         ②50％減額する場合 

・市内に設置された学校教育法第1条の大学及び高等専門学校が使用するとき。 

・市が後援して行う行事又はこれに相当する協賛行事に使用するとき。 

 

  

 

【山口市民南部運動広場】

１　施設基本使用料
使　　用　　区　　分 単　位 使用料の額

庭 球 場 （ １ 面 に つ き ） １時間 150円
球 技 場 １時間 250円

 

 

２　照明施設基本使用料
使　用　区　分 単　位 使用料の額

庭 球 場 （ １ 面 に つ き ） １時間 350円
球 技 場 １時間 1,900円

 
 

 

【山口市民柔剣道場】

１　施設使用料

午前5時から
午前9時まで

午前9時から
午後1時まで

午後1時から
午後5時まで

午後5時から
午後9時まで

専 用 使 用 1,500円 750円 750円 1,500円

種　　　別

金　　　　　　　　　　額

個 人 使 用
柔道場
剣道場 大人　50円

小人　20円
大人　25円
小人　10円

大人　25円
小人　10円

大人　50円
小人　20円

 
○使用料の減免 ①免除する場合 

・市が主催して行う行事又はこれに相当する共催行事に使用するとき。 
        ②50％減額する場合 

・市が後援して行う行事又はこれに相当する協賛行事に試用するとき。 

 

【山口市スポーツの森】

１　施設基本使用料

一 般
大学生・高等
専 門 学 校 生

高 校 生
以 下

１時間 西京スタジアム 1,000円 500円 500円 10,000円
１時間 第２球場 250円 120円 120円 5,000円
１時間 多目的広場（ソフトボール１面につき） 250円 120円 120円 5,000円
１時間 西京スタジアム 10,000円 5,000円 1,500円 50,000円
１時間 第２球場 2,500円 1,200円 360円 25,000円
１時間 多目的広場（ソフトボール１面につき） 2,500円 1,200円 360円 25,000円

入場料を徴収
し な い 場 合

入場料を徴収
す る 場 合

ア マ チ ュ ア ス ポ ー ツ
プロスポーツ
等

区　　分 単　位 種　　別

 
※夜間照明施設使用料、施設内営業使用料、附属設備使用料については省略。詳細は行政現況調書を参照。 

○使用料の減免 ①免除する場合 

・市が主催して行う行事又はこれに相当する共催行事に使用するとき。 

・社会教育関係団体が、入場料等を徴収しないで使用するとき。 

・市内に設置された学校教育法第1条に規定する学校並びに社会福祉施設の学生、生徒、児

童及び幼児により組織された団体が使用するとき。 

        ②50％減額する場合 

・山口市体育協会に加盟する団体が主催する行事に使用するとき。 

・市内に設置された学校教育法第1条の大学及び高等専門学校が使用するとき。 

         ③30％減額する場合 

・市が後援して行う行事又はこれに相当する協賛行事に使用するとき。 
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （２） 
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会体育の状況 小 項 目 体育施設 
事 業 名 体育施設の使用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０６－０１－０５ 

現                                 況 
小  郡  町 秋  穂  町 

 

【大海総合センター】 

区分 
単  

位 
8時30分から12時まで 13時から19時まで 

一部使用 1,030円 1,540円 
多目的運動場 

専用使用 2,060円 3,090円 

一部使用 1時間につき150円 
テニス場(1面) 

専用使用 1時間につき300円 

 

【屋外運動場照明施設】 

種別 区 分 使 用 料 

全灯使用 団 体 1時間につき1,200円 

滅灯使用 団 体 1時間につき 600円 

 
○使用料の減免 

  １町議会又は町執行機関(付属機関を含む)が行政上又は公務のために使用する場合は、その全額を免除する。

  ２教育委員会の所管に属する教育機関及び社会教育法第 10 条に規定する社会教育団体がその目的のための事

業を行なうために使用する場合は、その全額を免除する。 

  ３前各号に規定するもののほか町内の各種機関及び団体が使用する場合において、その内容が教育上又は公益

上必要があると認めた場合は、全額を免除又はその一部を減額することができる。 

４その他町長が、特別の事由があると認めた場合は、前項に準じて減免することができる。 
※秋穂町屋外照明施設は使用料の減免 なし 

 

阿 知 須 町 

  

 

【小郡町体育館】

スポーツ・レクリエーション
に使用する場合

催物で営利又は宣伝のために
使用する場合

催物で入場料を徴収又は物品の販
売等を目的に使用する場合

午前8時30分から正午まで 1,000円 6,300円 12,600円

正午から午後5時まで 1,500円 9,400円 18,900円

午後5時から午後10時まで 2,100円 12,600円 25,200円  
 

 

【小郡町文化体育館 】
体育館 軽スポーツ 場

午前 8時 30分 か ら 正午まで 12,100円 2,900円
正午から午後 5時 まで 18,900円 3,600円
午後 5時 から午後 10時 ま で 23,600円 4,600円  
 

【屋外運動場照明施設】 

午後7時から午後10時まで １時間につき1,000円 

 

 

【 小 郡 町 運 動 公 園 】

専 用 使 用 一 部 使 用 個 人 使 用 専 用 使 用 個 人 使 用
2時 間 以 内 400円 200円 10円 400円 20円
午 前 800円 400円 20円 800円 40円
午 後 1,0 0 0円 50 0円 30円 1,0 0 0円 60円

多 目 的 運 動 場 テ ニ ス 場 (1面 あ た り )

 
 

※屋内プール使用料、附属設備及び器具使用料については省略。詳細は行政現況調書を参照。 

 

○使用料の減免 

   ①全額を免除する場合 

    ・町が使用するとき。 

    ・町内社会教育関係団体がスポーツ及び社会教育振興上、入場料又はこれに類するものを徴収しないで使

用するとき。 

    ・町内の小・中学校、幼稚園の児童生徒及び幼児によって組織された団体が使用するとき。 

   ②5割以内を減額する場合 

    ・体育振興上必要と認めた者及び公益上有益と認めて町が使用者と共同して使用するとき。 

   ③3割以内を減額する場合 

    ・公益上有益と認めて町が後援して使用するとき。 

 

 

【阿知須町体育センター】 

区    分 単         位 金        額 

高校生以下 
８時３０分から１７時００分まで 

１７時００分から２２時００分まで 

１人１時間につき  ２１円 

１人１時間につき  ４２円 

大   人 
 ８時３０分から１７時００分まで 

１７時００分から２２時００分まで 

１人１時間につき  ４２円 

１人１時間につき  ８４円 

  

○使用料の減免 ①町等の関係団体が主催する行事に利用する場合は、その全額を免除する。 

        ②その他町長が必要と認めた場合は、全額を免除又はその一部を減額することができる。 
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （３） 
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会体育の状況 小   項   目 体育施設 
事 業 名 体育施設の使用料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０６－０１－０５ 

現                                 況 分        析 
徳  地  町 調 整 上 の 課 題 

 
・ １市４町で使用料、使用料区分、使用単位、使用時間等にかなり相違がある。

・ 施設内の器具等使用料の違い、また、有料・無料の違いがある。 
・ 減免制度については、各市町において相違がある。 
 
 

課 題 へ の 対 応 
 
・ 使用料、器具使用料等は施設（器具）の規模(仕様)や建設（購入）年度ま
た、建設(購入)費用等が違うため、新市に移行後も当分の間現行どおりとし、
随時調整する。 
・ 規則については、当面各市町毎に現状の規則で運用するが、減免制度につい

ては、負担の公平の原則に立ち、住民に不公平感を与えないよう新市移行後

速やかに調整する。 
 
 
 
 
 

調 整 案 

 

 

【徳地町体育施設】

１　専用使用料

１　入場料その他これに類す
る料金を徴収しない場合

２　入場料その他これに類する料金を徴収する場合

午前8時より
午後5時まで

　全面　１時間当り520円
　片面　１時間当り260円

午後5時より
午後10時まで

　全面　１時間当り840円
　片面　１時間当り420円

個人 　１時間当り　　100円

山村広場
午前6時から
日没まで

グランド
　全面  １時間当り420円
　半面  １時間当り210円
グランド
　全面  １時間当り420円
　半面  １時間当り210円
テニスコート１面
    　　１時間当り210円

堀中学校屋外運動
場夜間照明

日没から午後
9時30分まで

　30分につき　760円 同　　　　　上

町民体育館

①営利、宣伝等を目的の場合、当該使用料の10分の50。
②入場料を徴収する場合、営利、宣伝等を目的に最高入場
料に50を乗じた額を加算。
③これらに類するものは、500円の入場料を徴収したとみな
し、所定の使用料を徴収する。
④町外者が使用する場合は、当該使用料の額に10分の20を
乗じた額

長者ヶ原運動公園
午前6時から
日没まで

同　　　　　上

 
 

 

２　個人使用料 

区 分 使 用 料
高校生以下
その他の者

回数の時間帯は次の区分と
し、それぞれを１回とす
る。

町民体育館(機械器具)のみ個人使用　１時間

 
 

 

３　附属施設及び器具使用料

使 用 料附 属 施 設 及 び 器 具 名
放送設備

夜間照明

スコアボード

無償貸付
フロアーシート
キャンプテント

卓球台
レクリェーション用具

 
 

○使用料の減免 

  免除する場合 

町内の高校生以下が教育的な理由があると認めたとき及び社会教育法第２条による教育活動(自治会活動含む)は、免除するものとする。 

※学校の教育課程として行われる教育活動を除き、主として青少年や成人に対して行われる組織的な教育活動(体育・レクリエーションの活動を含

む。) 

 

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（   ）２．市・町の例により調整する。  
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。   〔減免規定等〕 
（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

〔使用料関係〕 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（             ） 
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書   
大 項 目 教育・文化 中 項 目 複合施設の状況 小 項 目  

事 業 名 複合施設 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０７－０１－０１ 

現                 況 分                       析 

山  口  市 調 整 上 の 課 題 

 

・ 山口市以外に同様の施設が無い。 
・ ホール部分、体育館部分、コミュニティー部分の各施設で構成された複合施

設であり、これと他団体にある単独施設との取扱いの問題がある。 

課 題 へ の 対 応 

 

・ 公民館のあるコミュニティー部分の使用料は、市町の単独公民館の調整方

針と併せて考え、新市移行後当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

・ ホール部分についても、市町の単独の文化会館の調整方針と併せて考え、

新市移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

・ 体育館部分については、市町の単独体育館の調整方針と併せて考え、減免

規定等は、新市移行後速やかに調整し、使用料については、当分の間現行

どおりとし、随時調整する。 

調 整 案 

 

【山口南総合センター】 

 

午　前 午　後 夜　間

種　　別 午前9時から 午後1時から 午後5時から

午後1時まで 午後5時まで 午後10時まで

名田島公民館

　(1)　会議室又は
       講座室

(420円) (420円) (850円)

900円 900円 1,800円

(710円) (710円) (1,420円)

1,500円 1,500円 3,000円

(710円) (710円) (1,420円)

1,500円 1,500円 3,000円

備考

1.冷暖房を使用する場合は、上段(　)書きの金額を加算する。

2.上記により計算した額に100分の105を乗じて得た額。

公民館使用料

　　ア　100㎡未満

　　イ　100㎡以上

　(2)　調理実習室

 
 

ホール等使用料 　　　(単位：円）

午前９時
から
正午まで

午後１時
から
午後５時
まで

午後６時
から
午後10時
まで

午前９時
から
午後５時
まで

午後１時
から
午後10時
まで

午前９時
から
午後10時
まで

平  日 9,000 16,000 20,000 22,000 32,000 38,000
土曜日
日曜日
休  日
11,000 19,000 23,000 27,000 37,000 45,000

大 300 400 600 700 1,000 1,300

小 180 240 360 420 600 780

600 800 1,200 1,400 2,000 2,600

1,500 2,000 3,000 3,500 5,000 6,500

1,500 2,000 3,000 3,500 5,000 6,500

付属設備等 別に教育委員会が定める額

控室

リハーサル室

ホワイエ

多目的ホール

　　使　　　　　　　　用　　　　　　　　料

備考

ホール

控室、
ホワイ
エを含
む

 

体育施設基本使用料 

（１）専用使用料 

午前 午後 夜間

９時から １時から ６時から

正午まで ５時まで １０時まで

750 1,000 1,000 300

2,100 2,800 4,200 1,260

300 400 600 180

運動広場

アリーナ

多目的ホール

入場料を徴収しないでレクリエーション及びアマチュアスポーツに使用するとき

延長料１時間
につき

 

 

 

 

 

（２）面使用料 

使用施設 使用単位 時　間　区　分 使用料

テニスコート １面 午前９時から日没までの１時間につき 150

午前９時から正午まで 500

午後１時から午後５時まで 600

午後６時から午後１０時まで 600

アリーナ
１面（アリーナ
全面の６分の１
とする。）

 
 

（３）個人使用料 
使用施設 時間区分 使用料

トレーニングルーム１回（４時間以内）１人１回につき　１００円  
 

（４）付属設備等使用料については別に教育委員会が定める。 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 〔減免規定関係〕 

（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

〔コミュニティ部分、ホール部分、体育館部分〕

（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（              ） 
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 福祉 中 項 目 高齢者福祉の状況 小 項 目 各施設の運営 

事 業 名 老人憩の家 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 高齢者・障害者福祉分科会 コ ー ド １９－０４－０３－０３ 

 現                 況 分                    析 

 山  口  市 小  郡  町 調   整   上   の   課   題 

・山口市の老人憩いの家は、浴場及び一部宿泊施設を備えた大規模な施設

で、利用料・使用料を徴収しているが、徳地町は無料である。 

・山口市、小郡町の高齢者生きがいセンターの使用料については、徴収の

例は少ない（減免又は無料）。 

・秋穂町、阿知須町には該当施設はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

  高齢者生きがいセンター 

（管内施設の状況） 

名 称 位 置
小郡町高齢者生きがいセンター
（さるびあ館）

小郡町大字下郷２９の６
 

  

 

 （使用料）※６０歳以上は、無料。 

8:30～12:00 12:00～17:00 17:00～22:00

さるびあ館 1,200円 1,500円 1,900円  
   冷暖房を使用する場合は300円を加算。 

徳  地  町 

 

・ 施設規模、施設の使用目的等が異なるため、利用料・使用料は現行

のまま新市に引き継ぐ。 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

老人憩の家 

（管内施設の状況） 

名 称 位 置
寿泉荘 山口市湯田温泉５丁目２－２１
嘉泉荘 山口市大字嘉川４３９－１
潮寿荘 山口市大字秋穂二島４３８－１
寿荘 山口市三和町３－３  
 

（利用料） 

30人未満 30人以上
寿泉荘
嘉泉荘
潮寿荘
寿荘

市住民

無料

100円 50円 300円

市外住民

 
 

（宿泊料） 

市住民 市外住民
  (200円)   (200円)
1,300円 1,800円

潮寿荘

 
 

（使用料） 

9:00～13:00 13:00～17:00 17:00～22:00
和室   (600円)   (600円) (1,200円)
大広間 1,200円 1,200円 2,400円

  (450円)   (450円)  (900円)
その他   900円   900円 1,800円  

 

 ※冷暖房を使用した場合は、（ ）書きを加算。 

  100分の105を乗じた金額とし、10円未満の端数は切り捨てる。 

 

高齢者生きがいセンター 

（管内施設の状況） 

名 称 位 置
吉敷高齢者生きがいセンター 山口市大字吉敷２２４２
佐山高齢者生きがいセンター 山口市大字佐山３８７５－２
名田島高齢者生きがいセンター 山口市大字名田島１５２９
小鯖高齢者生きがいセンター 山口市大字下小鯖６５４－６
嘉川高齢者生きがいセンター 山口市大字深溝４８－３
大内高齢者生きがいセンター 山口市大字大内矢田２３７
陶高齢者生きがいセンター 山口市大字陶５７１
平川高齢者生きがいセンター 山口市大字黒川８６６－１
秋穂ニ島高齢者生きがいセンター 山口市大字秋穂ニ島５５５１－１  
 

（使用料） 

9:00～13:00 13:00～17:00 17:00～22:00
   (420円）    (420円）   (850円)
  900円   900円 1,800円

集会室
 

 

 ※冷暖房を使用した場合は、（ ）書きを加算。 

  100分の105を乗じた金額とし、10円未満の端数は切り捨てる。 

 

老人のいこいの家等 

 

（管内施設の状況） 

名 称 位 置

串地区老人作業所 徳地町大字鯖河内１７０３番１
 

 

（使用料）無料 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. 市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                              山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 福祉 中 項 目 高齢者福祉の状況 小 項 目 各施設の運営 

事 業 名 老人福祉センター 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 高齢者・障害者福祉分科会 コ ー ド １９－０４－０３－０４ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

・施設により使用料が、相違する。 

課   題   へ   の   対   応 

 

・使用料を徴収する例は、少なく、減免対象が多数であり、現行のまま

新市に引き継ぐ。 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  老人福祉センターの状況 

名 称 位 置

山口市 老人福祉館 山口市大字下竪小路２５４

小郡町 老人福祉センター 小郡町大字下郷１４４０－１

秋穂町 老人福祉センター 秋穂町東６７１３番の４

阿知須町 該当施設なし

徳地町 老人福祉センター 徳地町大字島地２０９７－１番地  
 

（山口市使用料） 

9:00～13:00 13:00～17:00 17:00～22:00

 (600円)  (600円) (1,200円)

1,200円 1,200円 2,400円

  (450円)   (450円)  (900円)

  900円   900円 1,800円

冷暖房を使用する場合は、（　）書きを加算

上記により計算した額に100分の105を乗じた金額。10円未満の端数は、切り捨てる。

集会室

講座室、図書室、
娯楽室

 
 

（小郡町使用料） 

 ※町内に居住するおおむね６０歳以上の者、小郡町の福祉に関係する団体は、無料 

8:30～12:00 12:00～17:00 17:00～22:00

教養娯楽室 1,900円 2,500円 3,100円

機能回復訓練室   800円 1,000円 1,300円

集会室 2,900円 3,700円 4,700円

生活相談室

健康相談室

町民以外の者が使用する場合は、３割を加算

冷暖房を使用する期間中は、４割を加算

　700円 　800円 1,000円

 
 

（秋穂町使用料） 

 ※（使用料の減免）福祉関係団体等が使用するとき 

8:30～12:00 13:00～17:00 18:00～22:00 8:30～22:00

会議室   410円   610円 1,030円 2,060円

大集会室   820円 1,230円 2,060円 4,120円

冷暖房を使用する場合は、５割を加算  
 

（徳地町使用料） 

  ※（使用料の減免）町内に居住する６０歳以上の者、社会福祉団体が使用するときは免除。 

 

9:00～12:00 12:00～17:00 9:00～17:00

大集会室 1,000円 1,100円 2,000円

研修室 600円 700円 1,300円

図書室
教養娯楽室
健康相談室

300円 400円 600円

入浴料

冷暖房を使用する場合は、１時間につき200円を加算

１回につき100円

 
 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. 市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                    ）

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 福祉 中 項 目 児童福祉の状況 小 項 目 施設の状況 

事 業 名 児童館 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 児童・母子福祉分科会 コ ー ド １９－０５－０２－０４ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

使用料について、山口市の施設のみ、規定がある。 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

実務上、貸し館業務はなく、現行のまま新市に引き継ぐ。 

 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童館の状況 

 

   

名 称 位 置

山口市児童館 山口市下竪小路２５４

山口市三和児童館 山口市三和町３－３

小郡町 小郡町立上郷児童館 小郡町大字上郷２１５９

秋穂町 秋穂コミュニティセンター 秋穂町東６５２７番の２

阿知須町 該当施設なし

徳地町 該当施設なし

山口市

 
 

 

   （山口市使用料） 

9:00～13:00 13:00～17:00 17:00～22:00

 (750円)  (750円) (1,500円)

1,500円 1,500円 3,000円

 (450円)  (450円)   (900円)

  900円   900円 1,800円

冷暖房を使用する場合は、（　）書きを加算

上記により計算した額に100分の105を乗じた金額。10円未満の端数は、切り捨てる。

集会室

図書室

 
 

（山口市使用料，手数料徴収条例施行規則） 

 

 

小郡町、秋穂町  無料 

 

 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. 市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                           山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 住民活動 中 項 目 同和対策の状況 小 項 目 隣保館の状況 

事 業 名 隣保館の運営状況 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 人権推進分科会 コ ー ド ２３－０６－０３－０１ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

山口市のみに施設がある。 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

使用料（冷暖房費を含む）は、現行のまま新市に引き継ぐものとする。 

 

 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  山口市にある施設の名称及び位置 

   山口市山口隣保館  山口市三和町３番１号 

   山口市陶隣保館   山口市大字陶４７１３番地の１ 

 

   山口市隣保館使用料 

9:00～13:00 13:00～17:00 17:00～22:00
 420円（8:00～17:00）
 850円（17:00～22:00）

900円 900円集会室、料理講習室

浴室、シャワー室

種別
時　　　間

1,800円

100円

冷暖房
(使用時加算)

 
 

上記により計算した額に100分の105を乗じて得た額。ただし、10円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

開館時間（午前９時～午後１０時）外は、貸出をしない。 

 

【根拠法令等】山口市使用料、手数料徴収条例 

 

 

  

 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. 市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                   ） 

                                                                                           山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 農業・畜産業 小 項 目 農業・畜産業振興事業 

事 業 名 農業集落排水事業 協 定 項 目 15使用料、手数料等の取扱い  

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐02‐02‐02 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

分担金の算出根拠が異なるため、使用料で賄うべき管理経費の割合 

（公債費部分）が異なっている。 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

山口市において既に処理地区ごとの使用料体系となっているため、 

当分の間は現行どおりとする。 

施設の管理(使用料等)については、公共下水道・漁業集落排水と、 

一本化に向けた調整が必要である。 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
農業集落排水事業 
 
 

山口市 秋穂町 徳地町 

処理地域 

仁保下郷地区 名田島地区 仁保上・中郷地区 秋穂西地区 大海地区 島地地区 

処理面積 55ha 76.2ha 127.4ha 24ha 31ha 28ha 

処理人口 1,730人 2,760人 3,020人 1,260人 1,200人 1,380人 

供用開始(全部) 平成９年４月１日 平成12年 ４月１日 平成14年 4月1日 平成４年４月１日 平成７年９月１日 平成６年５月１２日 

分担金 
国庫補助対象事業費の2%、
国庫補助対象外事業費の 
50％   

同左 同左 20万円／戸 同左 
250,000円 
公共ます設置工事金額 
の１割負担 

基本料 1,480円/戸 1,700円/戸 1,520円/戸 1,600円/戸 同左 1,600円/戸 

一
般 

人数割 770 円/人 820 円/人 770円/人 550 円/人 同左 590円/人 

基本料 

   
従業員10人未満2,400円
従業員10人以上6,100円

同左 1,600円/営業所 
事
業
所 
人数割 

   

550円/人 同左 590円/換算人員 

使
用
料 

集会所 

   

3,000円/施設 同左 

 

 
 
  小郡町・阿知須町  該当なし 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 農業・畜産業 小 項 目 農業・畜産業振興事業 

事 業 名 農業関連施設 協 定 項 目 15使用料、手数料等の取扱い  

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐02‐02‐11 

 現                 況 分                   析 

調   整   上   の   課   題 

 

特になし 

課   題   へ   の   対   応 

 

特になし 

 

調      整      案 

 

山口市 

 

地域特産物販売促進センター 

 

山口市地域特産物販売促進センター （山口市大字仁保中郷１０３４） 

 施設の概要：本体1,128㎡（建物部分） 

       １階：756㎡ 食材供給施設・農産物直売施設、 

特産品加工施設×３、休憩情報コーナー、事務室 

       2階：372㎡ 研修室×２、展示コーナー 

       朝市広場：250㎡ 多目的デッキ：2,000㎡ 

              供用開始：平成12年10月７日 

       運営：有限会社｢仁保の郷｣（仁保自治会・ＪＡ山口中央・森林組 

合等の出資）へ委託。 

 

使用施設 単　位

展　　示　　室 １　日 2,000円

研　修　室　１ １時間 750円

研　修　室　２ １時間 500円

多目的デッキ １　日 １区画につき 2,000円

ﾊﾞｰﾍﾞｷｭｰ広場１ １　日 １区画につき 3,000円

ﾊﾞｰﾍﾞｷｭｰ広場２ １　日 2,000円

１㎡ 3時間以内 10円

6時間以内 20円

6時間を超えるもの 30円

施設基本使用料

使　　用　　料　　の　　額

多目的広場 １ 日

（5㎡未満のものは5㎡として計算する。）  
備考 
 １ 使用時間に1時間未満の端数が生じたときは、1時間として計算する。 
 ２ 上記により計算した額に100分の105を乗じて得た額。ただし、10円未 
満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 
 

区　　分 使　用　料 備　　　　考

食 材 供 給 施 設 月額　162,000円 じゅう器等設備機器及び倉庫含む

農産物直売施設 月額　120,000円 じゅう器等設備機器及び倉庫含む

特産物加工施設１ 月額　 53,000円 じゅう器等設備機器及び倉庫含む

特産物加工施設２ 月額　 49,000円 じゅう器等設備機器及び倉庫含む

特産物加工施設３ 月額　 32,000円 じゅう器等設備機器及び倉庫含む

朝　 市 　広 　場 月額 　22,500円 設備機器含む

食　材　供　給　施　設　等　使　用　料

 
 
備考 上記により計算した額に100分の105を乗じて得た額。ただし、10円未 
満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

 
 
【根拠法令等】山口市地域特産物販売促進センター条例 

山口市地域特産物販売促進センター条例施行規則 
 

 

秋穂町 

 

農林水産物加工施設 

 

秋穂町農林水産物加工施設（秋穂町東６７８５） 

施設面積：98㎡ 

使用料：無料（町長が必要と認めたときは、光熱水費を実費徴収） 

 

 

【根拠法令等】秋穂町農林水産物加工施設設置条例 

秋穂町農林水産物加工施設設置条例施行規則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小郡町・徳地町・阿知須町 

 

  該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 林 業 小 項 目 林業関連施設の状況 

事 業 名 森林ふれあいセンター 協 定 項 目 15使用料、手数料等の取扱い  

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐03‐04‐02 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

山口市のみの施設 

山口中央森林組合本所と合築している施設であるが、調整上の課題 

は特になし 

   

 

課   題   へ   の   対   応 

 

   特になし 

 

 

 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

森林ふれあいセンター 

（１）施設の位置 

  山口市大字大内長野字上山根1978番 

（２）内容 

森林ふれあいセンターの維持管理 

（山口森林ふれあいセンターは、林業構造改善事業により林業の振興と発展を図るため、山口中央森林組合の事務所と合築したもので、その維持管理） 

森林ふれあいセンター行事委託 

（山口森林ふれあいセンターで開催される森林ふれあいまつりや、 林業・木工教室等の行事委託） 

（３）事業費 ８，０９３千円 （内訳） 管理運営委託   ４，２００千円 

行事委託     ３，６００千円 

その他        ２９３千円 

（４）ふれあいセンター使用料 

 午前９時から 

午後１時まで 

午後１時から 

午後５時まで 

午後５時から 

午後９時まで 

研修室１ 
（1,000円） 

2,000円 

（1,000円） 

2,000円 

（1,500円） 

3,000円 

研修室２ 
（500円） 

1,000円 

（500円） 

1,000円 

（750円） 

1,500円 

研修室３ 
（500円） 

1,000円 

（500円） 

1,000円 

（750円） 

1,500円 

          冷暖房施設を使用する場合は、上段（ ）書きの使用料を加算 

      100分の105を乗じて得た額 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 水産業 小 項 目 水産業関連施設の状況 

事 業 名 漁港使用料 協 定 項 目 15使用料、手数料等の取扱い  

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐04‐03‐02 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

使用料について、区分及び金額が多少異なっている。 

占用料について、算定方法に相違がある。 

山口市・阿知須町：接続地又は付近地の１㎡当たりの価格より 

算定する 

 秋穂町：定額とする 

また、秋穂町のみプレジャーボートの漁港利用について使用料を徴収 

している。 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

使用料、占用料については、新市移行までに、算出根基となる漁港の 

維持、整備管理費を調査し一本化する。 

また、プレジャーボートの漁港利用についての使用料は、徴収の方向 

とするが、調査・調整期間を必要とするため、新市移行後に随時調整する。

 

 

 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漁港使用料 

 

 

小郡町・徳地町  該当なし 

金   額 
区      分 単 位 

山口市 秋穂町 阿知須町 

総トン数１ﾄﾝ未満の船舟    600円    600円 600円 

 

総トン数１ﾄﾝ以上５ﾄﾝ未満の船舟    750円 750円 750円  
  〃 ５ﾄﾝ以上10 ﾄﾝ未満 〃    900円    900円 900円  
  〃 10 ﾄﾝ以上20 ﾄﾝ未満 〃  1,050円 1,050円 1,050円 
    〃 20 ﾄﾝ以上30 ﾄﾝ未満 〃  1,350円  1,350円 

 

長

期

使

用 

    〃 30 ﾄﾝ以上50 ﾄﾝ未満 〃 

1年につき

 1,750円  1,750円  

総トン数10 ﾄﾝ未満の船舟     30円 30円     30円  
  〃   10 ﾄﾝ以上 20 ﾄﾝ未満の船舟     60円 
  〃   20 ﾄﾝ以上  30 ﾄﾝ未満 〃   90円 

 

   〃  30 ﾄﾝ以上  50 ﾄﾝ未満 〃   150円  
  〃   10 ﾄﾝ以上100 ﾄﾝ未満 〃  60円    

   〃 100 ﾄﾝ以上300 ﾄﾝ未満 〃  90円    
〃 300 ﾄﾝ以上500 ﾄﾝ未満 〃  150円    

外

郭

施

設

及

び

係

留

施

設 

短

期

使

用 

〃   10 ﾄﾝ以上 の船舟 

1日につき

60円    

総トン数5トン未満の船舟  

使 
 
 

用 
 
 

料 

岸壁、物揚 
場及び桟橋 総トン数5トン以上の船舟 

１月につき
    

漁業者が漁業を営むために 
利用する場合 

1円 1円(使用料として徴収) 野積場そ
の他の公
共用地 

短期 
使用 
その他の場合 

1 ㎡ 
1日につき

4円 
50円の範囲内で町長が定 
める額(使用料として徴収) 

漁業者が漁業を営むために利用する場合 
1 ㎡ 
1月につき

接続地又は附近地の 
1㎡当たりの価格の 
1000分の8に相当する額 

その他の場合 
1 ㎡ 
1月につき

接続地又は附近地の 
1㎡当たりの価格の 
1000分の60に相当する額

野積場、漁具干場その他公共用地 
1 ㎡ 
1年につき

接続地又は付近地の 
１㎡当りの価格の 
100分の9に相当する額 

占 
 
 
 
 

用 
 
 
 
 

料 

市の漁港施設の敷地 
（護岸、岸壁等を含む） 

１月につき  

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. （   ）市・町の例により調整する。 

（ ◎ ）３．新たに制度等を創設する。 

       ただし、プレジャーボートの漁港利用についての使用料 

の徴収については、新市に移行後も当分の間現行どおり 

とし、随時調整する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 水産業 小 項 目 水産業関連施設の状況 

事 業 名 漁港区域内の水域等における土砂採取料及び占用料 協 定 項 目 15使用料、手数料等の取扱い  

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐04‐03‐03 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

土砂採取料について、区分、金額等が多少異なる。 

課   題   へ   の   対   応 

 

山口市の例により調整する。 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
漁港区域内の水域等における土砂採取料及び占用料 
 
 

金   額  
名称 区 分 単 位 

山口市 秋穂町 阿知須町  

砂利又は砂れき 110円 110円 110円

砂 90円 90円 90円

土砂 80円 80円 80円

くり石又は玉石 

1立方 
メートル 
につき 

110円 110円 110円

30 ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ立方 
以下のもの 

50円 50円

30 ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ立方を 
超え45 ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ 
立方以下のもの 

80円 80円転石 

45 ｾﾝﾁﾒｰﾄﾙ立方 
を超えるもの 

1個につき 

110円 110円

埋立てに伴う浚渫又は 
浚渫に伴う埋立ての 
ために採取する土砂等 

1立方 
メートル 
につき 

25円 25円 25円

土

砂

採

取

料 

消費税相当額 100分の5を加える 含む 含む 

占 
 

用 
 

料 

 １平方メートル 
１年につき 

接続地又は付近地の１平方 
メートル当たりの価格の 
100分の9に相当する額 

同  左 同  左  

 
 
小郡町・徳地町  該当なし 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２. 山口市の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 水産業 小 項 目 水産業関連施設の状況 

事 業 名 海岸保全区域内占用料 協 定 項 目 15使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐04‐03‐04 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

占用料について区分が、土砂採取料について金額が多少異なる。 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

当該事務事業は、法定受託事務であり、海岸線及び海岸保全区域は 

県管理、市町管理に関係なく連たんしていることから、県の例により 

調整する。 

 

 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 海岸保全区域内占用料 

金   額  
名   称 区   分 単位 

山口市 秋穂町  
山口県 

海岸保全区域 
１平方メートル

１年につき 

接続地又は付近地の

１平方メートル当た

りの価格の100分の9

に相当する額 

同左  

接続地又は付近地の

１平方メートル当た

りの価格の100分の9

に相当する額の範囲

内で知事が定める額

外径0.4メートル未満       61円    

外径0.4メートル以上１

メートル未満 
     160円    布設管類 

外径１メートル以上 

１年１メートル

までごとに 

     310円    

電柱又は支柱及びこれに類するもの １年１本につき 410円    

占 用 料 

その他      

砂利又は砂れき 110円 110円  115 円 50 銭  

砂 90円 90円  94 円 50 銭  

土砂 80円 80円  84 円  

くり石又は玉石 

１立方メートル

につき 

110円 110円  115 円 50 銭  

30センチメートル立方

以下のもの 
50円 52 円 50 銭   52 円 50 銭  

30センチメートル立方

を超え45センチメート

ル立方以下のもの 

80円 84 円   84 円  転   石 

45センチメートル立方

を超えるもの 

１個につき 

110円 115 円 50 銭   115 円 50 銭  

埋立てに伴うしゅんせつ又はしゅんせつ

に伴う埋立てのために採取する土砂等 

１立方メートル

につき 
25円 25円  26 円 25 銭 

土石採取料 

消費税相当額 100分の5を加える 含む  含む 

 

 

  小郡町・徳地町・阿知須町  該当なし       

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（ ◎ ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 

海岸保全区域 

海水又は地盤の変動による被害から海岸を防護するために、防護すべき海岸に係る一定

の区域を海岸保全区域として指定することができる 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 商工業 小 項 目 商工関連施設 

事 業 名 山口ふるさと伝承総合センター 協 定 項 目 15使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 商工観光 コ ー ド 22‐06‐06‐01 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

  特になし 

課   題   へ   の   対   応 

 

特になし 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山口ふるさと伝承総合センター 

 

（１）施設の概要 

① 位  置 山口市下竪小路１２番地 

② 使用時間 午前９時から午後10時まで 

③ 休 館 日 月曜日・12月29日～１月５日・８月14日～16日 

 

（２）使用料＜抜粋＞ 

 

まなび館                     

使用区分 
午前９時から

午後１時まで 

午後１時から 

午後５時まで 

午後５時から

午後10時まで 

和室１ ８００円 ８００円 １，２００円 

和室２ ８００円 ８００円 １，２００円 

和室３ ４００円 ４００円 ６００円 

茶室 ６００円 ６００円 ９００円 

 

たくみ館                     

使用区分 
午前９時から

午後１時まで 

午後１時から 

午後５時まで 

午後５時から

午後10時まで 

研修室 ２，０００円 ２，０００円 ３，０００円 

創作室１ ２，０００円 ２，０００円 ３，０００円 

創作室２ １，０００円 １，０００円 １，５００円 

和室 １，０００円 １，０００円 １，５００円 

食品加工室 ２，０００円 ２，０００円 ３，０００円 

談話室 １，０００円 １，０００円 １，５００円 

 

みやび館                     

使用区分 
午前９時から

午後１時まで 

午後１時から 

午後５時まで 

午後５時から

午後10時まで 

北側和室 ７００円 ７００円 ９００円 

西側和室 １，０００円 １，０００円 １，２００円 

中央和室 ９００円 ９００円 １，１００円 

和室（小） ３００円 ３００円 ４００円 

茶室 ８００円 ８００円 １，０００円 

 

 

（３）管理運営 

（財）山口市公営施設管理公社 

 

（４）平成１６年度予算 

    ３７，０６９千円（（財）山口市公営施設管理公社委託） 

 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 
大 項 目 経 済 中 項 目 労働対策 小 項 目 勤労者施設等の状況 

事 業 名 勤労者関連施設 協 定 項 目 15使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 商工観光 コ ー ド 22‐08‐03‐01 

現                 況 分                   析  

山  口  市 小  郡  町 調   整   上   の   課   題 

 

施設の規模や同様の使用目的であるにもかかわらず、使用料の違いが 

ある。 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

小郡町勤労青少年ホーム 

（１）施設の概要 

①位 置       小郡町大字下郷1440番地の1 

②使用時間       午前8時30分から午後10時まで 

③休 館 日       毎週火曜日及び、12月29日～翌年1月4日まで 

（２）使用料 <抜粋> 

  

種　別
午前8時30分
から正午ま
で

　正午から
午後5時まで

午後5時から
午後10時ま
で

講　習　室 1,000円 1,200円 1,500円

料理実習室 1,800円 2,300円 2,900円

娯楽談話室 800円 1,000円 1,300円

軽運動室 1,900円 2,500円 3,100円

音楽室 700円 900円 1,100円  
（注）勤労青少年のホームの使用料は無料とする。 

・町民以外の者が使用する場合の使用料は、この表の金額に 3 割を加算

した金額とする。 

・冷暖房装置を使用する期間中は、使用料に4割を加算した金額(その額

に10円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた額) 

（３）管理：町 

   運営：小郡町教育委員会 

 

【根拠法令等】 

小郡町勤労青少年ホーム条例、小郡町勤労青少年ホーム条例施行規則 

小郡町勤労青少年ホーム運営委員会規則、小郡町使用料及び手数料徴収条例 

 

 

秋穂町・徳地町・阿知須町 

 

施設の建設年次が異なることや利用者によって使用料の区分が多岐に 

渡ることを考慮し、当面は現行どおりとするが、統一に向けて調整する 
 

調     整     案 

 

 山口勤労者総合福祉センター 

 （１）施設の概要 

①位 置       山口市湯田温泉五丁目5－22 

②使用時間       午前9時から午後10時まで 

③休 館 日       毎週月曜日、12月29日～1月3日 

 （２）使用料 <抜粋> 

 

会場種別
午前9時から
正午まで

午後1時から
午後5時まで

午後6時から
午後10時まで

全日

会議研修室 1,400円 1,900円 1,900円 4,700円

視聴覚室 1,400円 1,900円 1,900円 4,700円

多目的ホール 1,400円 1,900円 1,900円 4,700円

スタジオ１ 900円 1,400円
(900円)
(午後5時～
午後8時）

3,200円

 
 （３）管理運営 （財）山口市公営施設管理公社 

（４）平成１６年度予算 27,000千円 

 

 

山口市働く婦人の家 

（１）施設の概要 

① 位  置 山口市湯田温泉五丁目１－１ 

② 使用時間 午前９時から午後９時まで 

③ 休 館 日 月曜日・12月28日～１月５日・８月14日～16日 

（２）使用料＜抜粋＞                      

会場種別 
午前９時から

午後１時まで 

午後１時から 

午後５時まで 

午後５時から

午後９時まで 
備考 

研修室（洋室） 3,000円 4,000円 5,000円 
冷暖房使用

は５割増 

研修室（和室） 5,000円 6,000円 7,000円 〃 

茶室 2,000円 2,500円 3,000円 〃 

食生活実習室 5,000円 6,000円 7,000円 〃 

ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ室 200円 200円 200円 １人につき 

（３）管理運営 （財）山口県婦人教育文化会館 

（４）その他 

・男女労働者のための仕事と家庭の両立支援事業委託料 400千円 

   ・土地借り上げ料 756千円 

 
 該当なし 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. （   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 

 

 

 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 観 光 小 項 目 観光関連施設 

事 業 名 国民宿舎 協 定 項 目 15使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 商工観光 コ ー ド 22‐09‐03‐02 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

特になし 

課   題   へ   の   対   応 

 

 特になし 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民宿舎 

１ 施設の名称 

    秋穂町営国民宿舎 秋穂荘 

２ 施設の位置 

    吉敷郡秋穂町東７６８－１３ 

３ 施設の概要 

   （１）竣工年月日  昭和41年6月30日 

   （２）構   造  鉄筋コンクリート造２階 

   （３）総客室数       １７室 

   （４）収容人員       ８６人 

４ 管理 

    秋穂町国民宿舎秋穂荘運営協会 

５ 宿泊料（和室） 

    

夕食 朝食

大人 4,725円 2,310円 840円 7,875円

小学生 4,200円 2,310円 840円 7,350円

幼児 2,100円

合計

実費

利用者 宿泊料
食事料

 
（１）幼児（３歳以上の未就学者）については、独立して寝具を利用した場合に限り、小学校児童の宿泊料の５割に相当する額を宿泊料として徴収する。 

（２）客室へ配膳を行った場合は、その配膳した食事料の10％を加算する。 

（３）宿泊時間は、午後４時から翌朝午前10 時までとし、この時間以外の時間については、休憩料を(一般使用の場合)を適用する。ただし、翌朝午前

10後の時間については、超過時間として超過料金を加算する。 

（４）中学校生徒は、大人とする。 

６ 利用状況（平成14年度） 

宿 泊 者 数……………… 12,598人 

休 憩 者 数……………… 12,194人 

食堂利用者数……………… 37,476人 

風呂利用者数……………… 36,420人 

    

 

【根拠法令等】秋穂町休養施設設置条例、秋穂町使用料・手数料条例 

 

  

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 観 光 小 項 目 観光振興事業 

事 業 名 観光関連施設 協 定 項 目 15使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 商工観光 コ ー ド 22‐09‐03‐04 

 現                 況 分                    析 

 徳  地  町 山口市・小郡町・秋穂町・阿知須町 調   整   上   の   課   題 

 

  特になし 

課   題   へ   の   対   応 

 

新市へ引継いで引続き活用する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調      整      案 

 

重源の郷 

１ 施設の位置   徳地町大字深谷1137番地 

２ 施設の概要 

    ①開設年月日  平成10年4月25日 

    ②営業時間   夏季 9:30～17:00 

            冬季 9:30～16:30 

    ③定休日      毎週水曜日（祝･祭日の場合は営業） 

    ④入郷料    大人500円、子供300円 

            団体（20名以上）の場合は 

大人400円、子供200円 

    ⑤体験料    紙漉き 500円～  藍染 1,000円～ 

            織り  700円～  竹細工 500円～ 

            紙細工 500円～  木工 2,000円～ 

 

【根拠法令等】 

・重源の郷体験交流公園の設置及び管理に関する条例 

・重源の郷体験交流公園の設置及び管理に関する条例施行規則 

 

ふれあいパーク大原湖 

（１）位置   徳地町大字野谷605番地 

（２）使用料 <抜粋> 

期  間 

施設の名称 使 用 料 ４月１日

～ 

11月30日

12月１日 

～ 

３月31日 

ケビン 
午後3時から翌日 

の午前11時まで 
１棟 13,000円 6,500円 

オートキャンプ場 
午後1時から翌日 

の午前11時まで 
１サイト 5,500円 2,750円 

一般キャンプサイト 
午後1時から翌日 

の午前11時まで 
１サイト 2,000円 1,000円 

テント 1張1泊（5人用） 1,500円  

バーベキューセット 1式1回 1,000円  

カヌー1式 1式1時間 1,000円 

 

 

（３）管理  徳地町  

 

【根拠法令等】 

・大原湖キャンプ場設置及び管理運営に関する条例 

・大原湖キャンプ場管理運営規則 

 

 

 

 

 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（  ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

 

 

 

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 水産業 小 項 目 区画漁業権 

事 業 名  協 定 項 目 15使用料、手数料等の取扱い  

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐04‐05‐01 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

  徳地町のみの制度 

課   題   へ   の   対   応 

 

特になし 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       徳地町大原湖入漁料 

 

金   額 
 

町  内 町  外 

大人 ２００円 ３００円 

中学生以下 １００円 １００円 一 日 

団体（10名以上） １００円／人 １５０円／人 

年    間 １，０００円 ２，０００円 

 
 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（  ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 住民活動 中 項 目 コミュニティ活動の状況 小 項 目 コミュニティ活動 

事 業 名 コミュニティ施設の管理運営 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 住民部会 分 科 会 名 コミュニティ分科会 コ ー ド ２３－０８－０２－０３ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

関係施設の設置の有無、使用料の額、使用時間の区分、使用目的などに

相違がある。 

課   題   へ   の   対   応 

 

使用料については、建物の設置年月、施設の使用目的等が異なるため、

新市においても現行どおりとするが、使用時間の区分等の一元化可能なと

ころから随時調整する。 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山口市地域交流ステーション 山口市市民活動支援センター
桜畠二丁目4番1号 道場門前一丁目2番19号
平成13年4月 平成13年12月
宮野自治会 山口せわやきネットワーク

展示室・情報コーナー、会議
室（和室・洋室）、炊事場、
トイレ

情報・交流コーナー、ミニギャラ
リーコーナー、相談コーナー、印
刷機材コーナー、会議室

9時～13時
900円（冷暖房使用の場合

は、420円加算）
－

13時～17時
900円（冷暖房使用の場合

は、420円加算）
－

17時～22時
1,800円（冷暖房使用の場合

は、850円加算）
－

・上記使用料×1.05（10円未
満の端数は切り捨て）

コピー機　1枚10円

・一部使用の場合は、使用料免除

山口市地域交流ステーション
条例（Ｈ13条例第12号）

山口市市民活動支援センター規則
（H13規則第35号）

山口市地域交流ステーション
条例施行規則（Ｈ13規則第19
号）

小郡町ふれあいセンター 小郡町集会所 小郡町駅南集会所
下郷４４０－１ 下郷２２５３－１ 緑町２－５
昭和59年3月 昭和54年9月 昭和56年10月
小郡町 小郡町 小郡町

8時30分～正午 2,100円 3,100円
正午～17時 2,600円 4,200円
17時～22時 3,100円 5,200円

・飲食を行う場合は、3割を加算とした金額

秋穂町コミュニティセンター 秋穂町コミュニティ消防センター
東6527番地の2 東6031番地の1
平成2年4月 平成9年4月
秋穂町 秋穂町

8:30～18:00
510円／時間（冷暖房使用又は飲
食を伴う場合は、5割加算）

18:00～22:00
720円／時間（冷暖房使用又は飲
食を伴う場合は、5割加算）
地区主催の集会を行う場合には使
用料は免除

秋穂町コミュニティセンター
設置条例（H2.3.28条例第2
号）

秋穂町コミュニティ消防センター
設置及び管理条例（H8条例第7
号）

秋穂町コミュニティセンター
設置条例施行規則（H2.3.28
条例第3号）

秋穂町コミュニティ消防センター
管理運営等に関する規則（H8規則
第15号）

備考

根拠法令等

使用料

施設名
住所
設置年月
管理

管理

施設

備考

根拠法令等

無料

使用料

・営利又は宣伝を目的とする催物のために使用する場
合、2倍の金額

小郡町使用料及び手数料徴収条例

備考

根拠法令等

施設名
住所
設置年月
管理

山口市市町名

市町名

市町名

使用料

秋穂町

小郡町

施設名
住所
設置年月

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （１） 
大 項 目 税務 中 項 目 市町村税の状況 小 項 目 手数料 

事 業 名 各種証明手数料 協 定 項 目 15 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 財務部会 分 科 会 名 税務分科会 コ ー ド 07‐01‐03‐01 

 現                                 況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
税務関係手数料の比較（手数料条例、規則による比較） 
      

（ ３ ）そ の 他 証 明

阿 知 須 町

1件 　 10 0円

1年 度 を も っ て 1件 と す
る 。

1回 を も っ て 1件 と す る 。

1枚 　 10円

1件 に つ き 　 1, 3 0 0円

1通 に つ き 10 0円

1件 に つ き 　 1, 3 0 0円

1件 　 20 0円 1件 　 10 0円

秋 穂 町山 口 市

1件 　 20 0円

１年 度 1回 を も っ て 1件 とす
る 。図 面 の 閲 覧 は 実 施 して
い な い 。

小 郡 町内    容

Ⅰ 　 証 明 手 数 料

（ １ ）課 税 及 び 納 税 に
関 す る証 明

（２ ）資 産 に 関 す る証
明

1件 　 2 0 0円

1年 度 1税 目 1事 項 を も っ て
1件 とす る 。

1件 　 10 0円

Ⅳ 　 そ の 他 手 数 料

1件 に つ き 　 10 0円

実 施 し て い な い
Ⅲ 　 複 写 手 数 料
　 　 　 （ 分 限 図 ）

   住 宅 用 家 屋 証 明 手 数 料 1件 に つ き 　 1, 3 0 0円

3枚 ま で 　 10 0円

　 税 督 促 手 数 料 1通 に つ き 80円 1通 に つ き 70円 1通 に つ き 10 0円

1件 　 10 0円

1年 度  税 目 １ 事 項 を も っ
て １ 件 と す る 。

1年 度 を も っ て 1件 と す
る 。

土 地 ＝ １ 筆 1年 度
家 屋 ＝ １ 棟 1年 度
1筆 ま た は 1棟 増 す ご と に
50円 を 加 算 す る 。
償 却 資 産 ＝ 1件 １ 年 度

1件 　 20 0円

土 地 ＝ １ 筆 1年 度
家 屋 ＝ １ 棟 1年 度
1筆 ま た は 1棟 増 す ご と に
50円 を 加 算 す る 。
償 却 資 産 ＝ 1件 １ 年 度

土 地 ＝ 3筆 1年 度
家 屋 ＝ 3棟 1年 度
1筆 ま た は 1棟 増 す ご と に
30円 を 加 算 す る 。
償 却 資 産 ＝ 1件 １ 年 度

５筆 （棟 ）ご とに １件 とす る 。

1件 　 20 0円 1件 　 10 0円 1件 　 20 0円 1件 　 10 0円

Ⅱ 　 閲 覧 手 数 料 公 簿 、図 面 の 閲 覧

1件 　 20 0円 1件 　 10 0円 1件 　 20 0円 1件 　 10 0円

１回 を も っ て １件 とす る 。 1回 を も っ て  1件 と す る 。

1枚 増 す ご と に 30円 加 算
閲 覧 と セ ッ ト の 場 合 あ わ
せ て 10 0円 が 基 本 料 金

コ ピ ー

1枚 　 10円

コ ピ ー 　 10円
青 焼 　  1 0 0円

徳 地 町

1件 　 20 0円

1年 度 1税 目 1事 項 を も っ て
1件 と す る 。

1件 　 20 0円

1枚 に つ き
  Ｂ ４ 以 下  5 0  円
  Ａ ３ 以 上  1 0 0円

1件 に つ き 　 1, 3 0 0円

1通 に つ き 10 0円

土 地 ・ 家 屋 、 償 却 資 産 ご
と に 、 1年 度 を も っ て 1件
と す る 。

1件 　 20 0円

1件 　 20 0円

1回 を も っ て １  件 と す る
　 （ 図 面 は 無 料 ）

 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （２） 
大 項 目 税務 中 項 目 市町村税の状況 小 項 目 手数料 

事 業 名 各種証明手数料 協 定 項 目 15 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 財務部会 分 科 会 名 税務分科会 コ ー ド 07‐01‐03‐01 

 調   整   上   の   課   題 課   題   へ   の   対   応 調     整     案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅰ 証明手数料に関する課題 

(1) 課税、納税に関する証明 

1件の料金（小郡町、阿知須町100円、山口市、秋穂町、徳地町200円）

及び1件の取扱定義が市町間で異なっている。 

 
 
 

 
 
 
 

(2) 資産に関する証明（土地、家屋、償却資産） 

1件の料金（小郡町、阿知須町100円、山口市、秋穂町、徳地町200円）

及び1件の取扱定義が市町間で異なっている。 

 

 

 

 

 

 

(3) その他証明 

1件の料金（小郡町、阿知須町100円、山口市、秋穂町、徳地町200円）

が市町間で異なっている。 

 

 

 

Ⅱ 閲覧手数料に関する課題 

1件の料金（小郡町、阿知須町100円、山口市、秋穂町、徳地町200円）

及び1件の取扱定義が市町間で異なっている。 

 

 

 

 

Ⅲ 分限図複写手数料に関する課題 

分限図の管理方法及び料金が市町間でそれぞれ異なっている。 

 

 

 

 

 

Ⅳ その他手数料に関する問題点 

１件（通）の料金が市町間で異なっている。 

(1)  住宅用家屋証明手数料 
(2) 税督促手数料 

 

Ⅰ 証明手数料に関する対応策 

(1) 課税、納税に関する証明 

① １件の料金に関する対応策 

この証明については、住民負担の増額を避けることから、1件100円とする。

② １件の取扱定義に関する対応策 

所得・課税証明については、世帯全員、世帯員（個人）いずれの単位での申

請であっても、1年度1税目１事項をもって１件とする。 

納税証明については、1納税義務者1年度をもって1件とする。 

 

 

 

 

(2) 資産に関する証明（土地、家屋、償却資産） 

① １件の料金に関する対応策（土地、家屋） 

この証明については、住民負担の増額を避けることから、1件100円とする。

ただし、②の1件から５筆（棟）を増す毎に100円を加算する。 

② 1件の取扱定義に関する対応策 

   土地又は建物5筆（棟）までをもって1件とする。 

なお、償却資産については、1納税義務者1年度をもって1件とする。 

 

 

 

(3) その他証明 

住民負担の増額を避けることから、１件100円とする。 

 

 

 

 

Ⅱ 閲覧手数料に関するもの 

(1) 1件の料金に関する対応策 
住民負担の増額を避けることから、１件100円とする。 

(2) 1件の取扱定義に関する対応策 
  閲覧事務の合理化を図るため、固定資産課税台帳については１納税義務者１

年度1回をもって1件とし、その他の参考資料については1人1回をもって1

件とする。 

 

 Ⅲ 分限図複写手数料に関するもの 
  複写のコストを勘案して、証明を要するものについては1枚300円とし、閲覧に

伴う資料の写し（コピー）については1枚10円とする。 

   

 

 

 

Ⅳ その他手数料に関するもの 

  (1) 住宅用家屋証明手数料  証明の発行コストを勘案し、１件1,300円とする。

  (2) 税督促手数料  督促事務のコストを勘案し、１通100円とする。 

 

 

（ ）1. 現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ）2. （  ）の例により調整する。 

（○）3. 新たに制度等を創設する。 

（ ）4. 新市移行後、速やかに調整する。 

（ ）5. 新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（ ）6. 廃止の方向で検討する。 
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （１） 
大 項 目 住民活動 中 項 目 住民窓口の状況 小 項 目 住民窓口 
事 業 名 証明手数料などの状況 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 住民部会 分 科 会 名 住民窓口分科会 コ ー ド ２３－０３－０１－０４ 
 現                                 況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

１市４町の住民窓口における手数料比較表 

種　　別 区　　　　　　分 山 口 市 小 郡 町 秋 穂 町 阿 知 須 町 徳 地 町 調整案

印鑑に関する証明 １件　２００円 １件　１００円 １件　２００円 １件　２００円 １件　２００円 １件　１００円

身分に関する証明 １件　２００円 １件　１００円 １件　２００円 １件　２００円 １件　２００円 １件　１００円

その他の諸証明 １件　２００円 １件　１００円 １件　２００円 １件　２００円 １件　２００円 １件　１００円

外国人登録原票記載事項証明 １件　２００円 １件　１００円 １件　２００円 １件　２００円 １件　２００円 １件　１００円

Ⅱ閲覧・照合
手数料

住民基本台帳等の閲覧 １件　２００円 １件　１００円 １件　　　０円 １件　２００円 １件　２００円 １件　１００円

 住民票の写し
 ・住民票記載事項証明 １件　２００円 １件　１００円 １件　２００円 １件　２００円 １件　２００円　 １件 １００円

戸籍附票の写し ※１ ※２

印鑑登録証交付 １件　２００円 １件　　　０円 １件　２００円 １件　２００円 １件　２００円 １件　１００円

印鑑登録証の再交付 ― ― １件　３００円 １件　５００円 １件　３００円 １件　１００円

※１　ただし、住民票の写しは5人まで100円とし、5人を超えるときは1枚増すごとに10円加算（小郡町）

※２　ただし、住民票の写しは4人まで200円とし、5人以上は400円（徳地町）

　Ⅳ　戸籍法、その他手数料

種　　別 区　　　　　　分 山 口 市 小 郡 町 秋 穂 町 阿 知 須 町 徳 地 町 調整案

戸籍謄・抄本 １件　４５０円 同左 同左 同左 同左 １件　４５０円

除籍（改製原）謄・抄本 １件　７５０円 同左 同左 同左 同左 １件　７５０円

戸籍記載事項証明 １件　３５０円 同左 同左 同左 同左 １件　３５０円

除籍記載事項証明 １件　４５０円 同左 同左 同左 同左 １件　４５０円

その他
（道路運送車輌
法）

臨時運行許可申請 １件　７５０円 同左 同左 同左 同左 １件　７５０円

雇入契約の公認に関する
事務・船員手帳の訂正

－ － １件　４３０円 同左 － －

船員手帳の交付・書換 － －
１件

 １，９００円
同左 － －

根拠法令：手数料条例

Ⅰ証明手数料

Ⅲ交付手数料

戸籍手数料（戸籍
法による）

その他
（船員法）
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （２） 
大 項 目 住民活動 中 項 目 住民窓口の状況 小   項   目 住民窓口 
事 業 名 証明手数料などの状況 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 住民部会 分 科 会 名  コ ー ド ２３－０３－０１－０４ 
 調   整   上   の   課   題 課   題   へ   の   対   応 調     整     案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Ⅰ 証明手数料 
印鑑証明、身分証明、その他の諸証明、外国人登録済証明について、小

郡町は100円、その他の市町は200円である。 
 
 
 
Ⅱ 閲覧・照合手数料 
閲覧・照合手数料の住民基本台帳閲覧について、山口市、小郡町、阿知

須町が1名1件、徳地町は1簿冊1件としている。1件あたりの手数料は、
小郡町100円、秋穂町は無料で、その他の市町は200円である。 

 
 
 
Ⅲ 交付手数料 
（１） 交付手数料のうち住民票の写しは、小郡町が 100 円、その他の市町
は200円である。 

（２） 印鑑登録証の交付は、小郡町は無料で、その他の市町は 200 円であ
る。再交付は、秋穂町、徳地町は 300円、阿知須町は 500円、山口
市及び小郡町は新規登録の扱いとしている。 

 
Ⅰ 証明手数料、Ⅱ 閲覧・照合手数、Ⅲ 交付手数料 
 サービスは高く、負担は安くの観点から新たに制度等を創設するものとす

る。 
 
Ⅳ ・戸籍法、道路運送車輌法による手数料は、現行の手数料のまま新市に

引き継ぐこととする。（１市３町の例） 
・船員法による手数料は、実績件数も少ないため、廃止の方向で調整す

る。 

 
◆Ⅰ 証明手数料、Ⅱ 閲覧・照合手数料、Ⅲ 交付手数料 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（   ）２．市、町の例により調整する。 
（ ◎ ）３．新たに制度等を創設する。 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                     ）

 
◆Ⅳ 戸籍法、道路運送車輌法及び船員法による手数料 
（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
       ただし、船員法による手数料は廃止の方向で調整する。 
（   ）２．市、町の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                     ）
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 
大 項 目 都市計画 中 項 目 開発指導の状況 小 項 目 開発行為手数料 
事 業 名  協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 都市計画分科会 コ ー ド １１－０１－０５－０１ 

現                                 況 分                   析 
調   整   上   の   課   題 

 
 開発行為の許可については知事の権限に属する事務であるが、山口市 
は１ｈａ未満について県より事務の委任を受け、山口県と同額の手数料 
を定めている。 
小郡町は０．０５ｈａ以上０．１ｈａ未満の開発について都市計画法 
に基づかない任意の指導手数料を定めている。 
 

 

課   題   へ   の   対   応 
 
山口県と同額としている山口市の例により調整する。 
 なお、小郡町が任意で定めている指導手数料については廃止とする。 
 

調     整     案 

 

 開発行為手数料 

小 郡 町 秋穂町・徳地町・阿知須町

　　　0.1ha未満のとき 8,600円 
　　　0.1ha以上、0.3ha未満のとき 22,000円 
　　　0.3ha以上、0.6ha未満のとき 43,000円 
　　　0.6ha以上、1.0ha未満のとき 86,000円 

　　　0.1ha未満のとき 13,000円 
　　　0.1ha以上、0.3ha未満のとき 30,000円 
　　　0.3ha以上、0.6ha未満のとき 65,000円 
　　　0.6ha以上、1.0ha未満のとき 120,000円 

　　　0.1ha未満のとき 86,000円 
　　　0.1ha以上、0.3ha未満のとき 130,000円 
　　　0.3ha以上、0.6ha未満のとき 190,000円 
　　　0.6ha以上、1.0ha未満のとき 260,000円 

（ウ）その他の変更 10,000円 
予定建築物等以外の建
築等許可申請手数料 　　1件につき 26,000円 ― ―

1件につき、承認申請をする者が行おうとする開発行為が、
(ア)主として自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目
的で行うものである場合

1,700円 

(イ)主として住宅以外の建築物で自己の業務の用に供するものの
建築又は自己の業務の用に供する特定工作物の建設の用に供する
目的で行うものである場合

1,700円 

(ウ)その他のものである場合 17,000円
開発登録簿の写しの交
付手数料

用紙1枚につき 470円 ― ―

―

開発許可を受けた地位
の承継の承認申請手数
料

―

―

― ―

ア）イ）ウ）の
0.05～0.1ha未満の場合
4,200円

　変更許可申請１件につき、次に掲げる額を合算した額（ただし、その額が
870,000円を超えるときは、その手数料の額は870,000円とする。）

開発行為変更許可申請
手数料

（ア）開発行為に関する設計の変更（（イ）のみに該当する場合を除く。）につ
いては、開発区域の面積（（イ）に規定する変更を伴う場合にあっては変更前の
開発区域の面積、開発区域の縮小を伴う場合にあっては縮小後の開発区域の面
積）に応じ前号に規定する額に10分の1を乗じて得た額

（イ）新たな土地の開発区域への編入に係る都市計画法第30条第1項第1号から第
4号までに掲げる事項の変更については、新たに編入される開発区域の面積に応
じ前号に規定する額

山 口 市

(イ)主として住宅以外の建築物で自己の業務の用に供するものの建築又は自己の
業務の用に供する特定工作物の建設の用に供する目的で行う開発行為の場合、開
発区域の面積が

(ウ)ア及びイ以外の開発行為の場合、開発区域の面積が

開発行為許可申請手数
料
(1件につき)

(ア)主として自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行
為の場合、開発区域の面積が

 

【根拠法令等】 

 都市計画法   

 山口市使用料、手数料条例 

  

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。       

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 
大 項 目 都市計画 中 項 目 開発指導の状況 小 項 目 建築確認申請手数料 
事 業 名  協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 都市計画分科会 コ ー ド １１－０１－０６－０１ 

現                                 況 分                  析 
山  口  市 調   整   上   の   課   題 

 
建築基準法の定めにより、建築確認等に関する事務については建築主 
事が行うこととされており、これに伴う建築行政全般の事務については 
建築主事を置く県の知事、市町村の長が行うこととされている。 
県及び人口２５万人以上の市においては建築主事を置くこととされて 
おり、人口２５万人未満の市町村においては建築主事を置くことができ 
るとされている。 
山口市は平成１５年度より建築主事を設置し、県、人口２５万人以上 
の市と同様に建築行政全般の事務を行っている。（特定行政庁） 
他の４町は建築主事を設置しておらず、当該区域に係る建築確認等に 
 関する事務やこれに伴う建築行政全般の事務は県が行っている。 
 したがって、山口市以外は手数料条例を定めていない。 

課   題   へ   の   対   応 
 
山口市において既に平成１５年度から建築主事を設置し、関連する条例 
を定めていることから山口市の例により調整することとする。 
  なお、手数料の額については、山口県とも同額であり、現行のままと 
する。 
 

調     整     案 

 

 建築確認申請等手数料 

                                                           １件につき 

   

床 面 積 の 合 計 建築確認 中間検査
完了検査

（中間検査なし）
完了検査

（中間検査あり）

30㎡以下のもの 5,000円 9,000円 10,000円 9,000円

30㎡を超え、100㎡以下のもの 9,000円 11,000円 12,000円 11,000円

100㎡を超え、200㎡以下のもの 14,000円 15,000円 16,000円 15,000円

200㎡を超え、500㎡以下のもの 19,000円 20,000円 22,000円 21,000円

500㎡を超え、1,000㎡以下のもの 34,000円 33,000円 36,000円 35,000円

1,000㎡を超え、2,000㎡以下のもの 48,000円 45,000円 50,000円 47,000円

2,000㎡を超え、10,000㎡以下のもの 140,000円 100,000円 120,000円 110,000円

10,000㎡を超え、50,000㎡以下のもの 240,000円 160,000円 190,000円 180,000円

50,000㎡を超えるもの 460,000円 330,000円 380,000円 370,000円

工作物を築造する場合 8,000円 9,000円 9,000円 ―

上記工作物の計画を変更する場合 4,000円 ― ― ―

 

   

その他の手数料
1件につき、床面積の合計が
　　　100㎡以下のときは 16,000円 
　　　100㎡を超え500㎡以下のときは 60,000円 
　　　500㎡を超えるときは 120,000円 
建築物の数が2のときは　　1件につき 78,000円 

建築物の数が1のときは　　1件につき 78,000円 

建築物の数が1のときは　　1件につき 78,000円 

複数建築物の認定の取消し申請手数
料

総合的設計による１団地の住宅施設
の特例認定申請手数料

1件につき　 27,000円 

1件につき、6,400円に現に存する建築物の数に12,000円を乗じて得た額を加算した額

建築物の数が3以上のときは　1件につき 78,000円に２を超える建築物の数に28,000円を乗じて
得た額を加算した額

既存建築物を前提とした総合的設計
による建築物の特例認定申請手数料
(1件につき(既存建築物を除く))

建築物の数が2以上のときは　1件につき 78,000円に１を超える建築物の数に28,000円を乗じて
得た額を加算した額

仮設建築物建築許可申請手数料

総合的設計による１団地の建築物の
特例認定申請手数料（1件につき）

同一敷地内建築物以外の建築物の建
築認定申請手数料（同一敷地内建築
物を除く）

建築物の数が2以上のときは 1件につき78,000円に１を超える建築物の数に28,000円を乗じて得
た額を加算した額

 
  

【根拠法令等】 

建築基準法  

山口市使用料、手数料条例、同条例施行規則 

 

小 郡 町 ・ 秋 穂 町 ・ 徳 地 町 ・ 阿 知 須 町 

 

  該当なし 

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                     ） 
 
 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 都市計画 中 項 目 開発指導の状況 小 項 目 優良宅地・優良住宅手数料 

事 業 名  協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 都市計画分科会 コ ー ド １１－０１－０７－０１ 

現                 況 分                        析 

調    整    上    の    課    題 

 

優良宅地・優良住宅の認定については、 

宅地面積０．１ｈａ未満：市町村長の権限に属する事務 

宅地面積０．１ｈａ以上：知事の権限に属する事務 

となっているが、山口市は１ｈａ未満について県より事務委任を受け、 

手数料を定めている。（都市計画区域外は対象外であるため、徳地町は 

定めていない。） 

手数料の額については、１市３町とも概ね山口県使用料、手数料条例 

に準じている。 

 

 

課    題    へ    の    対    応 

 

  県及び県内各市においても同一額となっているため、市町村長の権限 

に属する宅地面積０．１ｈａ未満については現行のとおりとする。 

知事の権限に属する０．１ｈａ以上１ｈａ未満の事務について委任を 

受ける場合には、現行の山口市の例により調整することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調     整     案 

 

  

優良宅地・優良住宅手数料

優良宅地造成認定申請手数料　（１件につき）

山 口 市 小 郡 町 秋 穂 町 徳 地 町 阿 知 須 町

造成宅地面積が 0.1ha未満のとき 86,000円

0.1ha以上 0.3ha未満のとき 130,000円

0.3ha以上 0.6ha未満のとき 190,000円

0.6ha以上 1.0ha未満のとき 260,000円

優良住宅新築認定申請手数料　（１件につき）

山 口 市 小 郡 町 秋 穂 町 徳 地 町 阿 知 須 町

新築面積の床面積が 100㎡以下のとき 6,200円

100㎡を越え500㎡以下のとき 8,600円

500㎡を越え2,000㎡以下のとき 13,000円

2,000㎡を越え10,000㎡以下のとき 35,000円

10,000㎡を越え50,000㎡以下のとき

50,000㎡以上のとき

35,000円

43,000円

県が認定県が認定

58,000円

―

86,000円

―

43,000円

県が認定

6,200円

8,600円

13,000円

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

 

 

 

 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 保健医療 中 項 目 救急医療制度の状況 小 項 目 休日夜間診療 

事 業 名 休日夜間診療診断書等の交付手数料 協 定 項 目 １５ 使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 保健医療分科会 コ ー ド ２１－０２―０１－０１ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

・山口市のみの実施である。 

課   題   へ   の   対   応 

 

 ・診断書料については医師会、近隣の病院等医療機関との調整を図るも

のとする。 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

休日夜間急病診療所（山口市） 
   

医療機関が休診となる日曜・祝日及び夜間における地域住民の急病などに対応した医療を確保するための診療所である。 
 

所在地   山口市糸米２丁目６番６号   診療科目  内科（小児科）、外科、歯科 
 

診断書等の手数料 

区　分

１ 通 に つ き 1,000円

変 死 体 検 案 書 １ 通 に つ き 3,000円

上 記 以 外のもの １ 通 に つ き 2,000円

１ 通 に つ き 2,000円

証明書料 １ 通 に つ き 300円

診断書料

金　　　額

証 明 書

（２通目からは 1,000円）

種　　別

普　通　診　断　書

特別診断書

死　亡　診　断　書

 
    上記により計算した額の100分の105を乗じて得た金額。10円未満の端数は、切り捨てる。 
 
【根拠法令等】 
・山口市休日夜間急病診療所設置条例 
・山口市休日夜間急病診療所設置条例施行規則 

 

 

 

 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. 市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                           山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 環境保全 中 項 目 防疫・駆除の状況 小 項 目 狂犬病予防事業 
事 業 名 登録料、手数料等 協 定 項 目 １５ 使用料・手数料等の取扱い 
専 門 部 会 名 環境部会 分 科 会 名 環境保全分科会 コ ー ド １７－０５－０１－０１ 
 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 
 
狂犬病予防事業における諸費用はすでに１市４町で統一済みである。 

課   題   へ   の   対   応 
 
特になし。 
 
 

調      整      案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
狂犬病予防事業 

 Ⅰ 年1回犬の集合登録と予防注射の諸費用 
 

市町名 山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町 徳地町 

登録料 3,000円 同左 同左 同左 同左 

狂犬病予防注射済票交付手数料（法5条2項） 550円 同左 同左 同左 同左 

狂犬病予防注射済票再交付手数料（施行令3条） 340円 同左 同左 同左 同左 

犬の鑑札再交付手数料 1,600円 同左 同左 同左 同左 

集合注射時注射料金 2,400円 同左 同左 同左 同左 

 
 

 
 
 

 
Ⅱ 平成14年度実績 

 
 

市町名 山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町 徳地町 

犬の登録件数 8,067件 1,062件 782件 863件 787件 

犬の注射状況 6,827件 847件 451件 621件 674件 
 

 
（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（   ）２．市・町の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                     ） 

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 農業・畜産業 小 項 目 農業・畜産業振興事業 

事 業 名 鳥獣飼養登録(手数料) 協 定 項 目 15使用料、手数料等の取扱い  

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐03‐02‐05 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

県の委譲事務のため手数料の額が、各市町ともに同額（3,400円） 

となっている。 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

現行の条例を基に、鳥獣飼養許可（登録）に関する条例を整備する。 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鳥獣飼養登録票の交付手数料又は更新手数料若しくは再交付手数料 

 

 山口市 小郡町 秋穂町 徳地町 阿知須町 

交付手数料 3,400円 同左 同左 同左 同左 

更新手数料 3,400円 同左 同左 同左 同左 

再交付手数料 3,400円 同左 同左 同左 同左 
 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 地籍調査 小 項 目 地籍調査事業 

事 業 名  協 定 項 目 15使用料、手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐10‐01‐01 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

   地籍調査成果の交付及び、閲覧についての手数料等の相違 

課   題   へ   の   対   応 

 

 ・交付   

一筆座標値の交付手数料      一筆につき     ２００円 

  図根多角点座標値の交付手数料   一路線につき    ２００円 

  その他成果の交付手数料      一件につき     ２００円 

 

・閲覧はすべて無料   

 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地籍調査 

 

 

 山口市 小郡町 秋穂町 徳地町 阿知須町 

成果の交付 な し 未 定 実 施 未 施 

未実施（地籍図、 

座標等の閲覧や 

写しは可能） 

手数料 な し 未 定 一筆につき200円 ※注 な し 

交付範囲  未 定 
一筆図形ほか（多角・

各測点の座標を表示） 
  

 

 ※注 コピー代（複写機による公簿複写手数料）として、一枚につき50円（B４判以内、B４判を超えるものは一枚につき100円） 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（ ◎ ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 行政委員会 中 項 目 農業委員会 小 項 目 組織・事務内容 

事 業 名 現況確認証明手数料 協 定 項 目 15 使用料・手数料等の取扱い 

専 門 部 会 名 経済部会 分 科 会 名 農業委員会分科会 コ ー ド 27‐02‐02‐02 

現                 況 分                       析 

調    整    上   の    課    題 

 

現況確認証明事務については、手数料の金額について市・町間で相違 

がある。 

 

 

 

 

 

 

課    題    へ    の    対    応 

 

現況確認証明事務については、農業委員と事務局職員が現地調査を行 

って非農地の確認を行い、当該確認に基づく証明事務である。したがっ 

て、調査及び証明事務に応分の費用を伴うため、金額について山口市・ 

徳地町の例により手数料を徴収するものとする。 

  また、１件の定義については、山口市の例により｢１区画を形成する 

 １団地」とする。 

 

調     整     案 

 

  

 

     

　～現況比較～

区分 山口市 小郡町 秋穂町 徳地町 阿知須町

現況確認証明手数料 1件500円 1件300円 1件200円 1件500円 1件100円

 
 

       

現況確認証明事務：  非農地についての現況確認証明申請を受けて、申請地について他法令の規制の有無を確認した上で、申請地の現況を 

農業委員と事務局職員が調査し、非農地の確認・証明を行う事務。 

 

 

     

　～平成14年度決算額～
　　　単位：千円

区分 山口市 小郡町 秋穂町 徳地町 阿知須町

現況確認証明手数料 42 6 10 3 0

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                    ） 

                                                                                              山口県央部１市４町合併協議会事務局 



 

 

協議第３４号 

 

 

合併協定項目１７ 

 

 

  補助金、交付金等の取扱い 

 

 

 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 税務 中 項 目 市町村税の状況 小 項 目 税制の状況（対象、税率等） 

事 業 名 前納報償金制度 協 定 項 目 17 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 財務部会 分 科 会 名 税務分科会 コ ー ド 07－01－02－12 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

山口市は既に制度を廃止しているが、４町には引き続き本制度が存続

しており、この制度の廃止、存続を問題点とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

市町税収入の早期確保と、納税の促進効果を目的に設けられた制度で

あるが、社会情勢の変化による納税意識の定着とともに、報償金の交付

が市町税のうち普通徴収に限定されるなど不公平感があることなどか

ら、税に対する報償制度の縮減見直しが進められている。 

しかしながら、本制度の徴収率向上等の効果面や合併による激変緩和

も考慮し、経過措置として、実施時期（期限）や対象税目等を絞り込ん

だ上で、制度を継続する必要がある。 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山口市

報償金の端数処理の方法 10円未満は切り捨てる 同左

同左

平成14年度よ
り制度廃止

交　　付　　率 100分の0.5 100分の0.4

同左

区分 小郡町

同左

阿知須町

同左

同左

同左

前納報償制度

秋穂町

交付しないこととする額 10円未満 同左

前納報償金の交付限度額 10万円 同左

算定月数に1ヶ月未満の端数が
ある場合の処理方法

14日以下＝切り捨てる
15日以上＝1ヶ月とする

同左

100円未満

徳地町

同左

100分の0.9

同左

 
 

 

 

  

 

山口市

0

0

秋穂町

2,417

平成14年度実績 小郡町 阿知須町

4,215

交付件数（件） 4,712 1,934

交付金額（千円） 20,960 2,244

徳地町

2,673

5,299

 
    

  

※ 報償金の対象税目は、徳地町が個人市（町）民税及び固定資産税であり、小郡町、秋穂町及び阿知須町は固定資産税 

である。 

  

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．（   ）の例により調整する。 

（ ◎ ）３．新たに制度等を創設する。 

        合併年度及びこれに続く３年間に限り、旧４町の区域を

対象地区として、固定資産税のみを対象税目に交付率を

100分の0.5に統一して、制度を実施する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。       

（   ）７．その他（                     ） 

 

 

                                                                                            山口県央部1市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 税務 中 項 目 市町村税の状況 小 項 目 税制の状況（対象、税率等） 

事 業 名 たばこ販売組合補助金 協 定 項 目 17 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 財務部会 分 科 会 名 税務分科会 コ ー ド 07‐01‐02‐14 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

徳地町には、補助制度がない。 

 制度がある１市３町は、補助単価について、山口市は１店舗あたり1,800

円であるが、３町は１店舗あたり2,000円で相違がある。 

課   題   へ   の   対   応 

 

 補助制度がある１市３町は、平成１８年度から制度を廃止する方向であ

る。 

  

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

　制度についての比較

区分 山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町

算出根拠 1,800円×販売店舗数 2,000円×販売店舗数 同左 同左

平成14年度実績 山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町

交付金額（千円） 551 142 46 54
 

 

  

 

       ※徳地町については、平成14年度から制度を廃止している。 

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（ ◎ ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                            山口県央部1市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 
大 項 目 都市計画 中 項 目 開発の状況 小 項 目 狭隘道路拡幅整備事業 
事 業 名  協 定 項 目 １７ 補助金、交付金の取扱い 
専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 都市計画分科会 コ ー ド １１－０２－０５－０１ 

現                               況 分                        析 
山  口  市 小郡町・秋穂町・徳地町・阿知須町 調    整    上    の    課    題 

 

  本事業は、建築基準法（都市計画区域内にある建築物の敷地は、幅員 

４ｍ以上の道路に２ｍ以上接していなければならない。）に基づき、都市 

計画区域内の快適な住環境を確保し、災害時の安全性を高めるうえで重 

要な役割を担う生活道路の拡幅を行おうとするものであり、山口市のみ 

実施している。 

   

課    題    へ    の    対    応 
 
 新市においても安全で快適なまちづくりのため、建築基準法に定める 
道路幅員の確保を進めていく必要があることから、山口市の例により調 
整することとする。（都市計画区域外は対象としない。） 
  
 
  

調     整     案 

 

山口市みどりの生活通り推進事業 

補助金交付要綱 

（目的） 

生垣の普及促進を図ることにより、緑あふれる潤いのある生活環境を確保すると 

共に、狭あいな道路を拡幅することにより安全で快適なまちづくりを推進するこ 

とを目的とする。 

（補助金交付の対象） 

（１）道路に面する部分に延長が５ｍ以上の生垣を設置した場合 

（２）生垣を設置するために道路に面する部分にある門、塀等を撤去する工事を 

行う場合 

（３）建築基準法第42条第2項に規定する道路等の後退部分にある門、塀等を 

撤去する工事を行う場合 

（補助金額） 

（１）生垣の設置に係る補助金の額は、１ｍにつき3､500円を乗じた額とし、当 

該金額が50,000円を超える場合は、50,000円とする。 

（２）門、塀等の工作物を撤去する工事に係る補助金の額は、当該工事に係る費 

用の３分の１の額とし、当該金額が100,000円を超える場合は100,000円 

とする。 

 

狭あい道路拡幅整備要綱 

（目的） 

 狭あい道路に係る後退用地を確保し、道路として整備することにより狭あい道路 

の拡幅を促進し、安全で快適なまちづくりを推進することを目的とする。 

（寄附等による道路の整備） 

狭あい道路に接する後退用地及び隅切り部分の土地で境界査定が成立したものに 

ついて寄附を受け、道路として、整備するものとする。 

（後退用地等に係る事務及び費用負担） 

寄附等に設う後退用地等に係る測量、分筆及び登記に関する事務は市が行い、こ 

れらに要する費用は市が負担するものとする。 

 

山口市角地買い取り事業 

（制度の概要） 

 狭隘道路に接する敷地の土地所有者全員が、道路拡幅について合意した場合、そ 

の道路のみに接する拡幅部分の敷地は寄附により、また、角地の拡幅部分および 

隅切り部分は買い取りにより、幅員４ｍ以上の道路として整備するもの。 

（対象要件） 

 ・３以上の異なる地権者が所有する土地であること 

・狭隘道路のみに接する敷地の拡幅部分を市に寄附すること。 

（買い取り単価の基準） 

 固定資産税評価額及び地価公示額を基準とし、市長が別に定める。 

（事業に関わる事務及び費用負担） 

 この事業に伴う測量、分筆、登記等に関する事務及び道路の整備、並びに角地及 

び隅切り部分にある建築物及び工作物の撤去並びに敷地内への移転に要する費用 

は、市が負担するものとする。 

 

【根拠法令等】 

山口市みどりの生活通り推進事業（補助金交付要綱、狭あい道路拡幅整備要綱） 

山口市角地買い取り事業 

 

  該当なし 

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                      ）

 
 
 

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 都市計画 中 項 目 公園・緑化の状況 小 項 目 生け垣設置奨励補助事業 

事 業 名  協 定 項 目 １７ 補助金、交付金の取扱い 

専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 都市計画分科会 コ ー ド １１－０３－０５－０１ 

現                 況 分                        析 

山  口  市 小郡町・秋穂町・徳地町・阿知須町 調    整    上    の    課    題 

 

 本事業は、生け垣の普及促進を図ることにより緑あふれる潤いのある 

生活環境を確保するとともに、狭隘道路を拡幅することにより安全で快 

適なまちづくりを推進することを目的とし、都市計画区域内の生け垣の 

設置工事を行う者に対し、補助金を交付しようとするものであり、山口 

市のみ実施している。 

課    題    へ    の    対    応 

 

  緑あふれる潤いのある生活環境の確保と安全で快適なまちづくりを進 

めていく必要があることから、新市においても継続することとし、山口 

市の例により調整することとする。（都市計画区域外は対象としない。） 

 

調     整     案 

 

山口市みどりの生活通り推進事業 

 補助金交付要綱 

（目的） 

生垣の普及促進を図ることにより、緑あふれる潤いのある生活環境を確保すると 

共に、狭あいな道路を拡幅することにより安全で快適なまちづくりを推進するこ 

とを目的とする。 

（補助金交付の対象） 

（１）道路に面する部分に延長が５ｍ以上の生垣を設置した場合 

（２）生垣を設置するために道路に面する部分にある門、塀等を撤去する工事を 

行う場合 

（３）建築基準法第42条第2項に規定する道路等の後退部分にある門、塀等を 

撤去する工事を行う場合 

（生け垣の要件） 

補助金交付の対象となる生け垣は、次の要件を備えていなければならない。 

（１）原則として樹木は、支柱等に結束し、植栽後の高さは０．９ｍ以上及び植栽

間隔１ｍにつき３本以上とし、植栽後の生け垣は外部から眺望できること。 

（２）少なくとも５年間は活用できるものであること。 

（３）樹木の種類、植栽場所が適切であること。 

（４）交通、隣地等の障害とならないよう、維持管理を適切行うこと｡  

（補助金額） 

（１）生垣の設置に係る補助金の額は、１ｍにつき3､500円を乗じた額とし、当 

該金額が50,000円を超える場合は、50,000円とする。 

（２）門、塀等の工作物を撤去する工事に係る補助金の額は、当該工事に係る費 

用の３分の１の額とし、当該金額が100,000円を超える場合は100,000円 

とする。 

 

 【根拠法令等】 

  山口市みどりの生活通り推進事業（補助金交付要綱） 

 

  該当なし 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

 

 

 

 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 建設 中 項 目 開発の状況 小 項 目 緑化の推進 

事 業 名 都市緑化祭 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金の取扱い 

専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 都市計画分科会 コ ー ド １１－０３－０６－０３ 

現                 況 分                        析 

山  口  市 小郡町・秋穂町・徳地町・阿知須町 調    整    上    の    課    題 

 

  山口市のみ都市緑化月間に合わせ毎年１０月に実施している。 

  

課    題    へ    の    対    応 

 

  新市全体のイベントとして実施することとするが、規模の拡大に伴う 

内容の検討や関係団体との調整等が必要なことから、当分の間現行どお 

りとし、随時調整する。 

 

調     整     案 

 

目 的 

   ゆとりと潤いのある緑豊かな生活環境づくりのため、都市の骨格となる緑を 

系統的に整備するとともに市民の関係諸団体の積極的な参加と協力により総合 

的に都市緑化の推進を図る。このため、“都市に緑と公園を”をテーマに市民 

の理解と協力を得ることを目的に毎年、都市緑化祭を開催している。 

 

開催日  毎年１０月 

 

会 場  市内都市公園 

 

主 催  山口市（都市緑化祭実行委員会） 

 

後 援  山口県 

 山口市緑化推進協議会 

 

協 賛  山口市造園協会（造園業者１１社） 

 

内 容  式典、剪定実技講習、緑化相談、苗木の販売、モデル庭園 

 

補助金  都市緑化祭実行委員会補助金 600,000円（平成１４年度） 

       

 

 

 

  該当なし 

 

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

 

 

 

 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 都市計画 中 項 目 公園・緑化の状況 小 項 目 緑化の推進 

事 業 名 保存樹等補助金 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金の取扱い 

専 門 部 会 名 建設部会 分 科 会 名 都市計画分科会 コ ー ド １１－０３－０６－０４ 

現                 況 分                        析 

山  口  市 小郡町・秋穂町・徳地町・阿知須町 調    整    上    の    課    題 

 

 本事業は、良好な環境を保全することを目的とし、所有者の同意を得 

て保存樹又は保存樹林を指定し、指定保存樹等の保存のため必要に応じ 

補助金を交付しようとするものであり、山口市のみ実施している。 

課    題    へ    の    対    応 

 

  市民の健康で文化的な生活を確保するうえにおいて、良好な環境が極 

めて重要であることから、新市においても継続することとし、山口市の 

例により調整することとする。 

調     整     案 

  

良好な環境を保存するために、基準に該当する樹木等を保存樹又は保存樹林とし 

て指定し、枯損の防止、病害虫防除、その他保存にかかる経費を補助することで、 

指定保存樹等の保存を図る。 

 

保存樹・保存樹林指定一覧表 

（樹木の部） 

指定

番号 
樹種名 所在地 

Ｃ＝幹周（1.5ｍ高） 
Ｈ＝高さ    （ｍ） 指定年度 

１ クスノキ 大内御堀４１７７ Ｃ＝9.9  Ｈ＝17.6 平成２年度 

２ タブノキ 黒川２８２３   Ｃ＝3.9  Ｈ＝18.0 〃 

３ クロマツ 下小鯖１１７０ Ｃ＝3.1  Ｈ＝19.5 〃 

４ イチイガシ 宮野上２７６９ Ｃ＝3.4  Ｈ＝14.3 〃 

５ モッコク 陶２９５８ Ｃ＝2.0  Ｈ＝13.1 〃 

６ マキノキ 下小鯖１４１８ Ｃ＝2.0  Ｈ＝ 4.3 〃 

７ クスノキ 佐山１８２６ Ｃ＝3.5  Ｈ＝14.0 〃 

８ イチョウ 黒川１３８ Ｃ＝3.2   Ｈ＝19.2 〃 

９ ヤブツバキ 黒川３１４２ Ｃ＝2.1  Ｈ＝ 6.6 〃 

１０ イチョウ 黒川１３４２ Ｃ＝2.6  Ｈ＝21.3 〃 

１１ アカマツ 香山町７－１ Ｃ＝2.5  Ｈ＝17.7 平成９年度 

（樹林の部） 

指定

番号 
樹  種  名 所在地 

面積 

（㎡） 
指定年度 

１ エノキ・クスノキ・モチノキ・ 

スギ・モッコク・モミ 

大字矢原 １０，０００ 平成２年度 

 

 

【根拠法令等】 

 山口市の生活環境の保全に関する条例（抜粋）  

 （保存樹等の指定） 

   第７条 市長は、良好な環境を保全するために必要があると認めるときは、 

規則で定める基準に該当する樹木又は樹林の集団を、その所有者の 

同意を得て、保存樹又は保存樹林（以下「保存樹等」という。）と 

して指定することができる。 

    ２ 市長は、前項の規定による指定をしたときは、その所有者に対し、 

保存樹等の枯損の防止その他保存に関し、必要な助言又は援助をす 

ることができる。     

   

 保存樹等の指定に伴う補助金交付要綱（抜粋） 

 （補助金の交付対象） 

  市長は、保存樹等の保存に関し必要があると認めたときは、予算の範囲内に 

おいて、次により補助金を交付するものとする。 

（１）保存樹等の病虫害防除に要する経費の２分の１以内の額 

（２）保存樹等の保全に要する経費の２分の１以内の額 

   

 

  該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

 

 

 

 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 環境衛生 中 項 目 ごみ処理の状況 小 項 目 ごみ処理に関する施策 

事 業 名 ごみ収集場所整備費補助金 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 環境部会 分 科 会 名 環境衛生分科会 コ ー ド １６－０２－０４－０１ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

・ 阿知須町以外は補助金を出している。 

・ 阿知須町は、公共用地に町費で設置している。 

・ 補助金の補助率と上限額に相違がある。 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

・ 新市においては、全域において補助金を出す方向で調整する。 

・ 補助金の補助率及び上限額については、山口市の例により調整する。 

 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ごみ集積施設整備費補助金 

 

山口市 小郡町

町内会等 町内で設置する集積施設

ごみ集積施設整備事業 ごみ集積施設整備事業

施設容器及び
収納施設

資材費、人件
費及び町長が
必要と認める
経費の3分の1

分別収集施
設整備事業

2分の1以内

大型収納施設
施設設置に要
する経費の2
分の1

ゴミ集積箱
設置事業

3分の1以内

散乱防止用品　2万円 施設　50万円 分別収集施設整備事業 7万円

収納容器設置　4万円 ゴミ集積箱設置事業 4万円

収納施設建設　50万円

平成14年度
件数 71件 14件

分別収集施
設整備事業

5件
233千円

実績
補助金額 5,267千円 2,398千円 ゴミ集積箱設置事業

22件
391千円

徳地町

各自治会が設置するゴミ
集積箱・分別収集施設

①分別収集施設整備事業
②ゴミ集積箱設置事業

6件

280千円

秋穂町

町内で設置する集積施設

ごみ集積施設整備事業

　50万円上限額 タンク方式の使用材料購入
費　4万円

交付先

補助対象事業

補助金の額

経費の2分の1 経費の2分の1補助率

 

 

＊阿知須町は該当なし。 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 環境衛生 中 項 目 ごみ処理の状況 小 項 目 ごみ処理に関する施策 

事 業 名 家庭用生ごみ処理容器等購入補助金 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 環境部会 分 科 会 名 環境衛生分科会 コ ー ド １６－０２－０４－０３ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

・ 補助の対象品目と補助率及び補助限度額に相違がある。 

・ 小郡町は、県内販売店で購入したものが対象となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

・ ごみの減量のため、家庭用生ごみ処理容器の普及は必要であり、そのた

めには補助制度は有効である。 

・ 補助対象品目や補助率及び補助限度額については、山口市の例により調

整する。 

・ 購入場所のエリアの限定は、家庭用生ごみ処理容器の普及を主とするこ

とから無しとする。 

 

 

 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭用生ごみ処理容器等購入補助金 

（概要）家庭から排出される生ごみの減量化及び再資源化を推進するため、生ごみ自家処理容器を設置する者に対する補助金。 

 

山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町 徳地町

①市内住所を有する
者

①町内在住者
①ごみ減量化奨励事
業

①町内に住所を有しかつ
居住している者

①町内の一般家庭又
は事業所

②市内販売店で対象
品目を購入

②県内販売店で対象
品目を購入

②その他町長が特に
認めた事業

②対象品目を購入しかつ
適正に維持管理

②毎年度、一世帯又は一
事業所に対し一個を限度

③堆肥化された生ごみを
適正に処理できるもの

③町内販売店で対象
品目を購入

土を利用するｺﾝﾎﾟｽﾄ 生ごみ処理容器 ｺﾝﾎﾟｽﾀｰ 生ごみ減量容器 生ごみ減量容器
電動生ごみ処理機 電動生ごみ処理機 電動生ごみ処理機 電動生ごみ処理機 電動生ごみ処理機
EM菌を使用する処理
容器

ｷｯﾁﾝﾘｻｲｸﾗｰ

補助率 2分の1以内 2分の1 2分の1以内
1世帯2基まで。
3分の1以内

2分の1以内

電動以外：2,500円
（1世帯2個まで）

電動以外：2,500円
ｺﾝﾎﾟｽﾀｰ、ｷｯﾁﾝﾘｻｲｸ
ﾗｰ：2,000円
（環衛連斡旋に限

電動以外：6,600円
（1基）

電動以外：2,500円

電動：20,000円
（1世帯1基まで）

電動：20,000円
電動：10,000円
（市販物）

電動：10,000円（1基） 電動：20,000円

町長が認めた事業：
その都度

ｺﾝ：55基 ｺﾝ：12基 ｺﾝ：18基 ｺﾝ：8基 ｺﾝ：14基
電動：233基 電動：37基 電動：2基 電動：58基 電動：21基
EM：30基 ｷｯﾁﾝ：2基
4,781千円 402千円 60千円 591千円 238千円

補助金交
付対象者
及び対象
事業

補助対象
品目

限度額

平成14年
度実績

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 環境衛生 中 項 目 ごみ処理の状況 小 項 目 ごみ処理に関する施策 

事 業 名 資源ごみ回収事業報奨金 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 環境部会 分 科 会 名 環境衛生分科会 コ ー ド １６－０２－０４－０４ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

・報奨金の対象物と単価に相違がある。 

課   題   へ   の   対   応 

 

・資源ごみ回収事業は、新市においても継続する。 

・対象物及び報償金額は山口市の例により調整する。 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資源ごみ回収事業報奨金について 

 

  

山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町 徳地町

奨励金交付対象者 自治会・子ども会等
リサイクル事業
を実施した地区
及び団体

環衛連、婦人
会、子ども会、
ＰＴＡ、老人ク
ラブ等

婦人会、ＰＴ
Ａ、子ども会、
老人クラブ等

自治会、育友会、
ＰＴＡ、子ども
会、婦人会、老人
クラブ等

古紙類 古紙類 古紙類 古紙・雑誌 古紙類

古布類 繊維類 繊維類 繊維類 繊維類

対象物 金属類 金属類 金属類 鉄類 金属類

缶類 びん類 びん類 びん類 びん類

びん類 紙パック 紙パック 紙類

報奨金額 ５円（＊H14から） ８円 ５円 古紙・雑誌は10円 ５円

（１kgあたり） （H13までは6円） その他は５円 （雑誌は10円）
 

 

 

平成１４年度実績について 

 

  

回収量 山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町 徳地町

古紙類 2,624t 657t 1t 143t 174t

繊維類（古布） 46t 6t 0t 3t 1t

金属類 15t 27t 1t 3t 1t

缶類 83t 41t 11t 6t 2t

びん類 70t 5t 3t 3t 15t

合計 2,838t 736t 16t 158t 193t

補助実績 山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町 徳地町

団体数 196 40 20 3 5

補助金額 14,189千円 5,886千円 83千円 844千円 1,225千円
 

 

 

根拠法令等 

       山口市資源回収推進事業奨励金交付要綱 

小郡町リサイクル事業奨励金交付要綱 

秋穂町資源リサイクル事業報奨金交付要綱 

阿知須町資源再利用化事業奨励金交付要綱 

徳地町資源再利用化事業奨励金交付要綱 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 環境衛生 中 項 目 ごみ処理の状況 小 項 目 ごみ処理に関する施策 

事 業 名 資源ごみ回収事業奨励金 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 環境部会 分 科 会 名 環境衛生分科会 コ ー ド １６－０２－０４－０５ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

・営利を目的としない団体が回収した資源物を資源回収した業者に対して

奨励金を山口市、小郡町は交付しているが、秋穂町、阿知須町、徳地町

には制度がない。 

・対象品目と奨励金額に相違がある。 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

・資源ごみ回収事業の推進及び業者の育成においても存続が望ましい。 

・奨励金額は相場を考慮した金額とする必要があり、その都度調整する。 

・対象品目については、統一する方向で検討する。 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資源ごみ回収事業奨励金 

 

    

趣旨・目的

対象品目

雑誌 8円 搬入雑誌 5円
奨励金額 段ボール 9円 回収雑誌 8円
（１kgあたり） 新聞 2円 搬入鉄 4円

スチール缶 2円 回収鉄 6円
その他 1円 バイク 2,500円

登録業者数
平成１４年度実績 11,541千円 1,779千円

スチール缶 回収鉄
バイク

8業者 1業者

その他

搬入雑誌
回収雑誌
搬入鉄

山口市 小郡町
営利を目的としない団体が
回収した資源物を資源回収
した事業者に対して奨励金
を交付することにより、一
般廃棄物の減量及び資源化
の充実を図る。

地域及び公共団体が収集し
た資源物を資源回収する業
者に対して奨励金を交付す
ることにより、ごみの減
量、資源化の一層の充実を
図ることを目的とする。

雑誌
段ボール
新聞

 
 

           ＊秋穂町、阿知須町、徳地町には制度がない。 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 環境保全 中 項 目 環境保全関係団体の状況 小 項 目 環境保全関係団体等への助成等 

事 業 名 補助金 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金の取扱い 

専 門 部 会 名 環境部会 分 科 会 名 環境保全分科会 コ ー ド １７－０６－０２－０１ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

１．公衆浴場への補助金が、山口市と小郡町に補助金があり、１軒当たり

の補助額に相違がある。（公衆浴場数：山口市2軒、小郡町1軒） 

２．各市町における環境衛生推進協議会の体制・取り組み・補助額に大き

な差がある。 

 

課   題   へ   の   対   応 

  

１．公衆浴場に対する補助金は、新市移行後5年を目途に減額していく。 

２．市町独自の取り組み事業に係る補助金の取扱いについては、当面継続 

することとし、統廃合できるものについては、今後検討し進めていく。

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境保全関係団体等に対する補助金の状況（平成16年度予算額） 

 

 

（単位：円）

名目 山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町 徳地町
山口こどもエコクラブ補助金 27,000
公衆浴場組合運営費補助金 500,000
山口市環境を守る会補助金 923,000
山口食品衛生協会補助金 90,000 5,000
環境衛生推進協議会補助金 600,000
公衆浴場経営安定化対策事業補助金 520,000
割り箸回収エコ活動 50,000
環境衛生連合会補助金 2,090,000
阿知須町環境衛生組合連合会補助金 1,169,000
リサイクル活動連絡協議会補助金 45,000
徳地町環境衛生推進協議会補助金 180,000

 
 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 環境保全 中 項 目 その他環境保全対策 小 項 目 浄化槽等の普及 

事 業 名 合併処理浄化槽等の設置補助 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金の取扱い 

専 門 部 会 名 環境部会 分 科 会 名 環境保全分科会 コ ー ド １７－０７－０１－０１ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

○補助限度額に差がある。 

 

（１）一般地域において 

①国・県補助基準額を採用した地区（山口・阿知須） 

②国・県補助基準額に1割を加算した地区（秋穂） 

③国・県補助基準額に10万円を加算した地区（小郡） 

 

（２）公共下水道の整備される見込みのない地域に大幅な加算をした地区

(小郡)がある。 

 

（３）清流保全指定地域として、国・県補助基準額に 5 万円を加算した地

区がある。 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

１．公共下水道認可区域外・農業集落排水等処理区域外については、合併

処理浄化槽の設置に補助制度を設け、普及促進を図っているところで

あるが、各市町の補助基準額が過去の経緯・地域の特殊事情から決定

されており、公共下水道接続者との間に個人負担の差が生じている。 

  こうしたことから、個人負担額の削減により、不公平感の解消を図る。

 

２．一般地域の補助限度額は、山口市・阿知須町で適用の額（国・県補助

基準額）に一律５万円加算の額とする。 

 

３．小郡町については、当面、現行の補助額とし、５年以内に調整する。

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併処理浄化槽設置整備事業補助金 

 

        補助限度額 

 

山口市・阿知須町 秋穂町 徳地町

　

　　　地域

人槽区分

一般地域

将来に渡り公
共下水道の整
備される見込
みのない地域
（奥畑、前
畑、新町西の
一部）

左記以外の
地域

一般地域
佐波川清流保全
条例指定地域

5人槽 354,000円 888,000円 454,000円 389,000円 404,000円
6～7人槽 411,000円 1,026,000円 511,000円 452,000円 461,000円
8～10人層 519,000円 1,296,000円 619,000円 570,000円 569,000円

小郡町

 
 

 

 

 

 

平成14年度実績 

 

山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町 徳地町 １市４町計

設置件数（件） 452 4 33 40 80 609

補助金額（千円） 177,420 2,936 14,152 16,518 35,911 246,937

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（ ◎ ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                              山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書   
大 項 目 教育・文化 中 項 目 学校教育の状況 小 項 目 幼稚園・小学校・中学校 

事 業 名 私立幼稚園助成（就園奨励費補助） 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 学校教育分科会 コ ー ド １８－０１－０１－０７（０９） 

現                 況 分                       析 

山口市・小郡町・阿知須町・徳地町 調 整 上 の 課 題 

 

・ 秋穂町には、制度が無いため、町民が他市町の私立幼稚園へ入園しても補

助金の交付がない。 

課 題 へ の 対 応 

 

・ この制度は、新市全域において継続して実施する。 

 

調 整 案 

 

〇目的 

 私立幼稚園の設置者が保護者に対して授業料等の減免をする場合に補助金の交付を行う。 

〇補助の対象 

 私立幼稚園設置者が、当該幼稚園に在園する満3歳児以上の幼児の保護者に対し、入園料及び保育料を減免する場合 

補 助 限 度 年 額 

区     分 
1 人就園の場合及び同一

世帯から2人以上就園し

ている場合の最年長者

   （第1子） 

同一世帯から2人以上就

園している場合の次年

長者        

   （第2子） 

同一世帯から 3 人以上就

園している場合の左以外

の園児 

（第3子降） 

生活保護法の規定による保護を受けている世帯及び当該年度の納付すべ

き市町民税が非課税となる世帯 
137,700円 196,000円 253,000円

当該年度に納付すべき市町民税の所得割が非課税となる世帯 104,900円 176,000円 246,000円

当該年度に納付すべき市町民税の所得割課税の額（世帯構成員中 2 人以

上に所得がある場合については、所得割課税額の合計額とする。）が 8,8

00円以下となる世帯 

80,400円 161,000円 241,000円

当該年度に納付すべき市町民税の所得割課税の額（世帯構成員中 2 人以

上に所得がある場合については、所得割課税額の合計額とする。）が 8,8

00円を超え、102,100円以下となる世帯 

56,500円 147,000円 237,000円

 

 

秋穂町  該当なし 

 

 

【補助実績額】 

平成１４年度  私立幼稚

園数 対象園児数（人） 補助額（千円） 

山 口 市 １０園 １，０８０ ７２，０４３ 

小 郡 町 ２園 ３１２ １９，５４３ 

秋 穂 町 無し ０ ０ 

阿 知 須 町 １園 １０２ ７，０２１ 

徳 地 町 １園 ０ ０ 

合  計 １４園 １，４９４ ９８，６０７  

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２．秋穂町を除く１市３町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。  

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                   ） 

                                                                                        山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書   
大 項 目 教育・文化 中 項 目 学校教育の状況 小 項 目 幼稚園・小学校・中学校 

事 業 名 私立幼稚園助成（運営費補助） 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 教育総務分科会 コ ー ド １８－０１－０１－０８ 

現                 況 分                       析 

山  口  市 阿 知 須 町 調 整 上 の 課 題 

 

・ 算出根拠が、異なる。 

 

課 題 へ の 対 応 

 

私立幼稚園運営費助成 

 

○補助の対象   ： 山口市内私立幼稚園１０園 

○補助の対象事業 ： 幼児教育振興事業とする。 

○補助額：予算の範囲内 

  ・16年度予算  6,000千円 

  

運 営 費 補 助 実 績
補 助 額

平 成 1 0 年 度 5 , 9 9 9 千 円
平 成 1 1 年 度 5 , 9 9 9 千 円
平 成 1 2 年 度 6 , 0 0 0 千 円
平 成 1 3 年 度 6 , 0 0 0 千 円
平 成 1 4 年 度 6 , 0 0 0 千 円  

 【根拠法令等】 

 ・学校法人に対する助成に関する規則 

 

 

阿知須町私立幼稚園の助成 

 

○趣旨：町内の私立幼稚園の幼児教育振興を図るため、町が私立幼稚園の

運営費及び研修費の一部を助成することに関して必要な事項を

定めるものとする。 

○補助の対象：町内私立幼稚園 1園 

○補助額：予算の範囲内 

 ・16年度予算  338千円 

  

運 営 費 補 助 実 績
補 助 額

平 成 10年 度 33 8千 円
平 成 11年 度 33 8千 円
平 成 12年 度 33 8千 円
平 成 13年 度 33 8千 円
平 成 14年 度 33 8千 円  

 

 【根拠法令等】 

 ・阿知須町私立幼稚園の助成に関する要綱 

 

 

小  郡  町 秋  穂  町・徳  地  町 

 

・ 補助は継続するが、新市において、私学振興審議会等を設置し、補助のあ

り方を検討し、統一した制度へ速やかに調整する。 

 

調 整 案 

 

私立幼稚園振興費補助 

 

○趣旨：町内の私立幼稚園に就園している園児の幼児教育の振興を図る

ため、補助する。 

○補助の対象：町内私立幼稚園２園 

○補助の対象事業：幼児教育振興事業とする。 

○補助額：予算の範囲内 

 ・16年度予算  600千円 （300千円×２園） 

  

運 営 費 補 助 実 績
補 助 額

平 成 1 0年 度 6 0 0千 円
平 成 1 1年 度 6 0 0千 円
平 成 1 2年 度 6 0 0千 円
平 成 1 3年 度 6 0 0千 円
平 成 1 4年 度 6 0 0千 円  

 

 【根拠法令等】 

・交付要綱なし 

 

 

 

該当なし 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                ） 

山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書   
大 項 目 教育・文化 中 項 目 学校教育の状況 小 項 目 幼稚園・小学校・中学校 

事 業 名 私立幼稚園助成（施設整備費補助） 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 教育総務分科会 コ ー ド １８－０１－０１－１０ 

現                 況 分                       析 

山  口  市 阿 知 須 町 調 整 上 の 課 題 

 

・ 小郡町・秋穂町、徳地町には制度がない。 

・ 補助金の算出方法に相違がある。 

 

課 題 へ の 対 応 

 

○補助の対象 

 私立学校振興助成法により学校法人へ補助金を支出することができる。 

 
【 補 助 実 績 】

区 分 補 助 額 ( 千 円 ） 対 象 園 数

平 成 ９ 年 度 2 , 0 0 0 1 園

平 成 1 0 年 度 0 －

平 成 1 1 年 度 0 －

平 成 1 2 年 度 0 －

平 成 1 3 年 度 0 －

平 成 1 4 年 度 0 －  
 

【根拠法令等】 

 ・私立学校振興助成法 

 ・学校法人に対する助成に関する規則 

 
 

・ 補助は継続するが、新市において、私学振興審議会等を設置し、補助のあ

り方を検討し、統一した制度へ速やかに調整する。 

 

 

調 整 案 

 

小郡町・秋穂町・徳地町 該当なし 

 

 
○補助の対象等 
 町長は、国の要綱第３項に規定する事業（アスベスト対策工事を除く。）
を行う学校法人に対し、予算の範囲内で補助金を交付する。補助金の交
付対象となる経費は、国の要綱に定める補助金（以下「国庫補助金」と
いう。）の算定の基礎となった経費とする。 
 

 

区 分 補 助 額 ( 千 円 ） 対 象 園 数

平 成 1 0 年 度 0 0

平 成 1 1 年 度 2 , 0 0 0 1

平 成 1 2 年 度 2 , 0 0 0 1

平 成 1 3 年 度 1 , 3 9 7 1

平 成 1 4 年 度 0 0

 
 

【根拠法令等】 

 ・阿知須町私立幼稚園施設整備費補助金交付要綱 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                ） 

                                                                                        山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書   
大 項 目 教育・文化 中 項 目 学校教育の状況 小 項 目 幼稚園・小学校・中学校 

事 業 名 私立幼稚園助成（障害児教育費補助） 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 教育総務分科会 コ ー ド １８－０１－０１－１１ 

現                 況 分                       析 

調 整 上 の 課 題 

 

・ 私立幼稚園を対象とした県下で統一されている事業である。 

 

課 題 へ の 対 応 

 

特になし 

調 整 案 

 

〔私立幼稚園障害児教育補助金〕 

○趣旨 

  私立幼稚園における障害児教育の振興を図るため、財団法人山口県私立幼稚園協会が行う障害児教育費補助事業に対し、補助金を交付する。 

○補助の対象等 

  毎年度予算の範囲内において、協会が次の各号のいずれにも該当する補助事業を行うために要する経費について、その一部を協会に対し、補助金と

して交付する。 

 (1)障害児認定要領に定める障害児の在園する私立幼稚園に対し、協会が補助金を交付する事業 

 (2)県から市の補助金の額と同額以上の当該補助事業に係る補助金を受けて行う事業 

 

  

障　害　児　認　定　要　領

障害の種類 障 害 の 程 度

視 覚 障 害 身体障害者障害程度等級表の６級

聴 覚 障 害 身体障害者障害程度等級表の６級

肢体不自由 身体障害者障害程度等級表の７級

病弱・虚弱
先天的又は後天的な原因により身体諸機能の異常を示し、登園停止の必要を認める程度ではないが、長期の
生活規制を必要とするもの

知 的 障 害
日常生活に差し支えない程度に身辺の事柄を処理することはできるが、抽象的な思考が困難であるもの
（「知的障害判定基準」の４度）

言 語 障 害 発生又は発語が不完全で集団生活に差し支える程度の言語障害を示すもの

情 緒 障 害
知能には，はなはだしい欠陥は認められないが，性格の偏りが著しく，そのため環境への適応が困難である
もの

 
 

  

○算出根基

山 口 市 小 郡 町 秋 穂 町 阿 知 須 町 徳 地 町

障害者1人あたり 98,000円　 98,000円　私立幼稚園なし 98,000円　私立幼稚園休園中

○実績等

　11年度決算 0円　 96,000円　 0円　

　12年度決算 194,000円　 97,000円　 0円　

　13年度決算 98,000円　 98,000円　 98,000円　

　14年度決算 98,000円　 0円　 98,000円　

該当なし 該当なし

 
 

 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                   ） 

                                                                                        山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書   
大 項 目 教育・文化 中 項 目 学校教育の状況 小 項 目 幼稚園・小学校・中学校 

事 業 名 学校法人（私立高校）等への助成 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 教育総務分科会 コ ー ド １８－０１－０１－１２ 

現                 況 分                       析 

山  口  市 小  郡  町 調 整 上 の 課 題 

 

・ 算出根拠が、異なる。 

 

課 題 へ の 対 応 

 

 学校法人に対する助成に関する規則 

 

    〇学校法人が市に援助の申請をしようとするときは、申請書に次に掲げ

る書類をそえて市長に申請しなければならない。 

       （１）理由書 

       （２）助成を受けようとする事業その他の計画書 

    （３）国、県その他から助成を受け、又は受けようとする場合には、

その助成等の程度を記載した書類 

       （４）財産目録及び賃借対照表 

       （５）当該年度の収支予算書 

       （６）前年度の収支決算書 

       （７）生徒の在学数及び職員組織 

    （８）その他必要な書類 

 

  

○補助実績

野田学園高等学校 8年度～15年度 定額　3,000,000円

中村女子高等学校 8年度～15年度 定額　3,000,000円
 

 

    ○ 16年度予算額 6,000千円 

 

私学振興費補助金（交付要綱なし） 

    

  ○山口県鴻城高等学校 

     補助実績 

H元    30万円 

H２   50万円 

H３   70万円 

H４   90万円 

H５～  100万円 

    

○16年度予算額 １,000千円 

 

 

・ 補助は継続するが、新市において、私学振興審議会等を設置し、補助のあ

り方を検討し、統一した制度へ速やかに調整する。 

 

調 整 案 

 

秋穂町・阿知須町・徳地町 該当なし 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                   ） 

                                                                                        山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書   
大 項 目 教育・文化 中 項 目 学校教育の状況 小 項 目 教育の推進 

事 業 名 就学費の援助 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 学校教育分科会 コ ー ド １８－０１－０２－０６ 

現                 況 分                       析 

調 整 上 の 課 題 

 

・ 制度は１市４町で統一されたものであるが、各市町で、援助認定のための

算定根拠が異なる。 

 

課 題 へ の 対 応 

 

・ 新市の級地区分に基づき、山口市の例により調整し、算定根拠を統一し、

助成する。ただし、認定に前年度の収入額等必要であるため、合併年度の

翌年から実施するものとする。 

調 整 案 

 

【就学費援助】 

   〇目的    就学困難と認められる児童生徒の保護者に対して必要な援助を与える。 

   〇適用範囲  次に該当する児童生徒のうち、経済的理由によって就学困難と認められる者の保護者に適用する。 

    （１）該当の市及び町立小中学校に通学する児童生徒 

    （２）該当の市及び町に居住する小中学校の児童生徒 

   〇就学困難と認められる者 

    （１）生活保護法第６条第２項に定める要保護者と同一世帯にある児童生徒 

    （２）生活保護法第６条第２項に定める要保護者に準ずる程度に困窮している者と同一世帯にある児童生徒 

   〇生活保護法により援助が行われているものを除き、単給又は併給して行う。 

                                        

区   分 支 給 す る 額（年 額） 

学   校   別 小 学 校 中 学 校 

学 年 別 1 年 2～6年 1 年 2・3年 

学用品費・通学用品費・校外活動費 12,610円 14,780円 23,880円 26,050円 

新入学児童生徒学用品費等 19,900円 － 22,900円 － 

給  食  費 当該学校において学校給食費として徴収する実費 

学校病医療費 治療にかかった実費 

通学に要する交通費 交通機関の旅客運賃  

修学旅行費（鉄道賃・船賃・車馬賃・見学料・記念写

真代・医薬品代・旅行傷害保険料・宿泊料） 
実費として他の一般児童生徒が負担する額 

 

 

 

○平成14年度就学援助費実績額（実績額合計：２，３８６人 １６４，８４５千円） 

 

区 分 山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町 徳地町 

住宅扶助 １律４０，０００円 １律１４，１００円 １律８，０００円 １律８，０００円 － 算

定

根

拠 
認定基準 （※）×１．３ （※）×１．５ （※）×１．２ （※）×１．２ 注１ 

実績人数 １，９７３人 ３３１人 ３１人 ２４人 ２７人 

実績額（千円） １３６，２１０ ２２，６２２ ２，０５７ １，６７７ ２，２７９ 

注１：徳地町は、下記項目のいずれかに該当すれば認定。 

・町民税が非課税である。 

・児童扶養手当が支給されている。 

・生活保護の支給停止となっている。 

 

（※）・・・特殊教育就学奨励費の需要額測定に用いる保護基準 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                   ） 

                                                                                        山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書   
大 項 目 教育・文化 中 項 目 学校教育の状況 小 項 目 教育の推進 

事 業 名 遠距離児童・生徒通学費補助 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 学校教育分科会 コ ー ド １８－０１－０２－１０ 

現                 況 分                       析 

山  口  市 調 整 上 の 課 題 

 

【山口市通学奨励費補助金交付要綱】 

 

  〇目的：学校統合等による遠距離通学児童の通学費について、その一部又は全部を補助することにより、保護者負担の軽減を図り、もって義務教育の円

滑な運営に資することを目的とする。 

  〇補助金交付対象者 

         ・教育委員会が定める学校統合により廃止された校区から通学する児童の保護者 

 〇補助額 

学年始め、夏季、冬季及び学年末の休業日を除き、通学に要するバス定期券及び回数券の実費 
 

 

・ 山口市、小郡町及び徳地町にのみ補助制度がある。 

小  郡  町 課 題 へ の 対 応 

 

学校統合（薮台分校廃止）による奥畑地区からの児童．生徒の通学費を全額補助 

 

薮台～ 上郷小学校 

薮台～ 〃 中学校  

 

  

 

 

 

・ 学校統合時の約束事等あるため、補助額は、当分の間現行どおりとし、随

時調整し、統一化していく。 

徳  地  町 調 整 案 

 

【徳地町立小・中学校児童生徒通学援助費等に関する条例】 

 〇目的：学校統廃合及び通学区域の変更による遠距離通学児童生徒の通学費を補助する。 

 〇補助 

区 分 適        用 

バス定期券支給 旧野谷分校通学区域児童、旧遠内分校通学区域児童、旧岸見小学校通学区域児童、旧伊賀地小学校通学区域児童、旧御

所野小学校通学区域児童、柚野小学校通学区域児童及び野尻、樋の口部落の生徒に、バス運行区間の最寄りの停留所よ

り関係学校までとする 

スクールバス等通

学 

旧御所野小学校通学区域児童、旧岸見小学校通学区域児童、旧伊賀地小学校通学区域児童、旧柚野小学校通学区域児童、

旧三谷小学校通学区域児童、引谷小学校通学区域児童及び旧串中学校通学区域の生徒で教育委員会が認めたもの 

通学費補助 旧大月分校通学区域児童の通学に要する費用 
 

 

秋穂町・阿知須町  該当なし 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                   ） 

                                                                                        山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書   
大 項 目 教育・文化 中 項 目 学校教育の状況 小 項 目 教育の推進 

事 業 名 通学バスの運行補助 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 学校教育分科会 コ ー ド １８－０１－０２－１２ 

現                 況 分                       析 

小  郡  町 調 整 上 の 課 題 

 

・ 通常の運行路以外の所を運行してもらうための補助金で、小郡町のみ行わ

れている事業である。 

 

課 題 へ の 対 応 

 

・ 他市町には無い制度であるが、児童生徒の交通機関確保のため、廃止は出

来ないため、内容の見直しなどを含め、当分の間現行どおりとし、随時調

整する。 

調 整 案 

 

 

名　　　称 内　　　　　容 金額（千円）

小郡町 通学バス維持費補助金
分校の廃止により、奥畑・前畑地区の児童の通学のた
め、上郷小学校までのバス路線の新設によるバス運行費
用をバス会社へ補助する。

1,100

 
 

  

 

 

 山口市･秋穂町・阿知須町・徳地町  該当なし 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                   ） 

                                                                                        山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書   
大 項 目 教育・文化 中 項 目 学校教育の状況 小 項 目 教育の推進 

事 業 名 特殊学級就学奨励金の補助 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 学校教育分科会 コ ー ド １８－０１－０２－１６ 

現                 況 分                       析 

調 整 上 の 課 題 

 

・ 国の制度に基づき１市４町で実施されているが、山口市と徳地町のみ交通

費部分について単独で支給しているところに相違がある。 

課 題 へ の 対 応 

 

・ 補助は､現行どおり国の制度に基づいておこなうが、交通費については､

速やかに調整する。 

調 整 案 

 

補助の目的  

 特殊教育に在籍する児童・生徒及び通級による指導を受ける児童・生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、就学のため必要な経費について、そ

の負担能力の程度に応じ、その経費の一部を補助する。 

認定区分 

 特殊学級に在籍する児童・生徒の保護者に対し、保護者の属する世帯のその前年の収入額が需要額の 2.5 倍未満であるときは、奨励費を支給する。

ただし、「就学困難な児童生徒に係る就学奨励についての国の援助に関する法律」により、要保護者又は準要保護者と認定され、就学に係る経費を給付

されている児童・生徒の保護者については、奨励費のうち職場実習交通費のみ支給する。 

・収入額が需要額の2.5倍以上、3.5倍未満の世帯に属する特殊学級に在籍する児童・生徒の保護者には、奨励費のうち通学費、職場実習交通費及び交

流学習交通費を支給する。 

・収入額が需要額の3.5倍以上の世帯に属する特殊学級に在籍する児童・生徒の保護者には、奨励費のうち通学費のみ支給する。 

・通級による指導を受ける児童・生徒の保護者に対し、奨励費のうち通学費を支給する。 

    

【奨励費】

小　　学　　校 中　　学　　校

(年額)実費の1/2 (年額)実費の1/2

実費 実費

－ 実費

実費の1/2(上限10,300円 ) 実費の1/2(上限27,950円 )

第 1学年 6,305円 11,940円

その他 7,390円 13,025円

9,950円 11,450円

実費 実費

実費の1/2(上限1,735円 ) 実費の1/2(上限2,920円 )

交 流 学 習 交 通 費

校 外 活 動 費 ( 宿 泊 有 ）

職 場 実 習 交 通 費

修 学 旅 行 費

学用品・通学用品費・
校外活動費

新 入 学 児 童 生 徒 学 用 品 費 等

平成14年度　　　　　　　　　　　　　

区　　　　　　分

学 校 給 食 費

通 学 費

 
 

 

※交通費について 

【山口市】単市補助として、自家用車送迎している場合にガソリン代相当を支給している。 

【徳地町】ことばの教室通級に係る交通費補助 

       徳地町内小・中学校より通級している児童生徒について距離に応じて町の旅費規程による金額の１／２を補助する。 

 

 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。ただし、交通費については、

速やかに調整する。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。   

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                   ） 

                                                                                        山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （１） 
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会教育の状況 小 項 目 生涯学習 
事 業 名 社会教育団体等補助金 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０３－０１－１１ 

現                                 況 
 

   

社会教育団体等補助金

団　　体　　名 山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町 徳地町 調整案

（連合）婦人会 250千円 50千円 225千円 135千円 750千円 4．新市移行後、速やかに調整

婦人団体連絡協議会 100千円 5．当分の間現行どおりとし、随時調整

ユネスコ協会 81千円 5．当分の間現行どおりとし、随時調整

（連合）青年団 90千円 200千円 4．新市移行後、速やかに調整

子ども会育成連絡協議会 480千円 375千円 225千円 81千円 130千円 4．新市移行後、速やかに調整

ＰＴＡ連合会 459千円 54千円 432千円 150千円 4．新市移行後、速やかに調整

ＢＳ・ＧＳ・海洋少年団 64千円 110千円 90千円 4．新市移行後、速やかに調整

レクリエーションボランティア団体 108千円 5．当分の間現行どおりとし、随時調整

郷土芸能及び文化財保存団体 100千円 5．当分の間現行どおりとし、随時調整

青少年（健全）育成市民(町民）会議 378千円 162千円 150千円 100千円 4．新市移行後、速やかに調整

たくましい小郡の子育成協議会 650千円 5．当分の間現行どおりとし、随時調整

地区公民館活動補助金、公民館活動推進費補助金 397千円 500千円 4．新市移行後、速やかに調整

町民踊振興会補助金 300千円 5．当分の間現行どおりとし、随時調整

ふるさとづくり推進協議会補助金 150千円 5．当分の間現行どおりとし、随時調整

はたちの広場補助金 280千円 5．当分の間現行どおりとし、随時調整

文化祭実行委員会補助金 200千円 5．当分の間現行どおりとし、随時調整

読書グループ紫陽花 9千円 5．当分の間現行どおりとし、随時調整

生涯学習モデル地区指定補助金 240千円 5．当分の間現行どおりとし、随時調整

青空天国いこいの広場 1,550千円 5．当分の間現行どおりとし、随時調整

生涯学習支援事業 100千円 5．当分の間現行どおりとし、随時調整

子ども会スポーツ大会 80千円 5．当分の間現行どおりとし、随時調整

ふれあいキャンプ 100千円 5．当分の間現行どおりとし、随時調整

ふるさとおこし事業補助金 550千円 5．当分の間現行どおりとし、随時調整

とくぢ奈良こども交歓会補助金 1,000千円 5．当分の間現行どおりとし、随時調整

 
 

 

                                                                                         山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （２） 
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会教育の状況 小   項   目 生涯学習 
事 業 名 社会教育団体等補助金 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０３－０１－１１ 

調 整 上 の 課 題 課 題 へ の 対 応 調 整 案 
 
・ 各市町で共通の社会教育団体と各市町独自の社会教育団体があり、活動内

容等が異なる。 
 

 
・ １市４町で同一あるいは同種の団体に対する補助金については、できるだ

け早い機会に関係団体等の理解と協力を得て、統合の方向で調整する。 
・ 各市町独自の社会教育団体及び行事に対する補助金については､新市に移

行後も当分の間、現行どおりとし随時調整するものとする。ただし、その

必要性も考慮し、検討する。 

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
 
（   ）２．市・町の例により調整する。 
 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
 
（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 [１市４町で類似の団体] 
 
（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 [市

町独自の社会教育団体、行事] 
 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
 
（   ）７．その他（                  ） 
 

                                                                                         山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会教育の状況 小 項 目 文化 
事 業 名 文化芸術団体等の状況 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０３－０３－０９ 

現                                 況 分          析 
山  口  市 小  郡  町 調 整 上 の 課 題 

 

 

文化芸術団体への補助

平成12年度 平成13年度 平成14年度

文化協会 0円 300,000円 300,000円

 

 
・ 文化協会については、補助金の額が異なる。 
・ 市町によって独自の文化芸術団体が存在し、補助金の額も異なる。 

阿 知 須 町 課 題 へ の 対 応 

 

 

文化芸術団体への補助

平成12年度 平成13年度 平成14年度

山口文化協会 1,539,000円 1,500,000円 1,500,000円

やまぐち市民文化の会 300,000円 300,000円 300,000円

大内文化まちづくり協議会 450,000円 450,000円 450,000円

大内文化探訪会 － － －  
 

 
 
 

秋  穂  町 

 

文化芸術団体への補助

平成12年度 平成13年度 平成14年度

阿知須の文化を高める会 190,000円 190,000円 190,000円

 

 

・ 文化協会は、できるだけ早い機会に関係団体等の理解と協力を得て、統合

の方向で調整する。 

・ その他の文化芸術団体については、それぞれの設立の経緯、歴史等が異な

るため一本化を進めるのは困難がある。したがって、当分の間は現行どお

りとし、随時調整する。 

徳  地  町 調 整 案 

 

平成12年度 平成13年度 平成14年度

あいお文化倶楽部 2,250,000円 2,250,000円 2,250,000円

 
  

文化協会なし 

 

文化芸術団体への補助

平成12年度 平成13年度 平成14年度

文化協会 150,000円 150,000円 150,000円  

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（   ）２．市・町の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 ［文化協会］ 
（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 
                       ［その他の文化芸術団体］

（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                   ） 

                                                                                         山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会教育の状況 小 項 目 文化 
事 業 名 文化財に関する補助金等 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０３－０３－１８ 

現                                 況 分          析 
山  口  市 小  郡  町 調 整 上 の 課 題 

 

 

文化財に関する補助金

平成14年度

50,000円

20,000円

岩戸の舞保存会

大般若経  

 
・ 各市町に様々な補助があり、また、金額も異なっている。 

阿 知 須 町 課 題 へ の 対 応 

 

 

文 化 財 に 関 す る 補 助 金

平 成 1 4 年 度

山 口 鷺 流 狂 言 保 存 会 8 0 , 0 0 0 円

鷺 の 舞 保 存 会 1 5 , 0 0 0 円

陶 腰 輪 踊 保 存 会 1 5 , 0 0 0 円

小 鯖 代 神 楽 舞 保 存 会 1 5 , 0 0 0 円

山 口 の 文 化 財 を 守 る 会 3 6 , 0 0 0 円

須 川 山 固 め 神 事 保 存 会 1 5 , 0 0 0 円  

秋  穂  町 

 

文化財に関する補助金

平成14年度

引野2000年回道・貝塚管理 100,000円

領家遺跡公園管理 50,000円

玉川闘鶏踊り保存会 90,000円

小古郷代神楽 90,000円  

 

・ 各市町の事業及び補助金は、経緯や歴史などがそれぞれあり、当分の間現

行どおりとし、随時調整するものとする。 

 

徳  地  町 調 整 案 

 

文 化 財 に 関 す る 補 助 金

平 成 1 4年 度

福 楽 寺 の ソ テ ツ 5 , 0 0 0円

善 城 寺 の タ ブ ノ キ 5 , 0 0 0円

日 地 の 石 風 呂 1 8 , 0 0 0円

加 茂 の 石 風 呂 1 8 , 0 0 0円

十 二 の 舞 5 4 , 0 0 0円

善 光 寺 式 阿 弥 陀 三 尊 立 像 版 木 5 , 0 0 0円

太 刀 銘 了 戒 能 定 作 5 , 0 0 0円

大 村 益 次 郎 誕 生 地 碑 5 , 0 0 0円

大 村 益 次 郎 両 親 の 墓 5 , 0 0 0円

正 八 幡 宮 防 災 設 備 保 安 点 検 3 1 , 0 0 0円  
 

 

文化財に関する補助金

平成14年度 備　　考

人形浄瑠璃保存会補助金 70,000円 県補助金30,000円

月輪寺防災設備点検補助金 113,000円 県補助金38,000円

法光寺防災設備保守点検補助金 18,000円 県補助金18,000円

岸見の石風呂管理委託料 120,000円 月10,000円

岸見の石風呂防災設備保守委託料 30,450円

 

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（   ）２．市・町の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                   ） 

                                                                                         山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書   
大 項 目 教育・文化 中 項 目 人権教育の状況 小 項 目 推進事業 

事 業 名 企業職場人権学習連絡協議会運営費補助 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０４－０２－０３ 

現                 況 分                       析 

調 整 上 の 課 題 

 

・ 山口市にのみ関係団体がある。 

課 題 へ の 対 応 

 

・ その他の委託団体については、今までの経緯もあり当分の間現行どおりと

し、随時調整する。 

 

調 整 案 

 

 山 口 市 

○山口市企業職場人権学習連絡協議会 

・目 的：人権尊重の確保や自主的・計画的な啓発活動を推進する。 

・平成１４年度 補助額  ２７千円（決算額） 

    ただし、平成１５年度から上記の協議会運営費の一部補助は廃止している。 

 

○その他の団体への委託 

小・中学校ＰＴＡ         ３０４千円（８千円×３８校） 

     ＰＴＡ連合会           ３００千円（隔年。Ｈ１６は無し。） 

     連合婦人会            １００千円（   〃    ） 

    各地区人権教育学習推進協議会   ８００千円（５０千円×１６地区） 

 

 

 

 

 

小郡町・秋穂町・阿知須町・徳地町  該当なし 

  

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。  

（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                   ） 

                                                                                        山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書（１） 
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会体育の状況 小 項 目 スポーツの推進 
事 業 名 スポーツの推進団体 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０６－０２－０２ 

現                                       況 
山  口  市 小  郡  町 阿 知 須 町 

 

【団体補助】 

団体名 Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度

吉敷郡体育協会 150,000円 150,000円 150,000円

小郡町体育協会 1,000,000円 1,000,000円 1,000,000円

小郡武道協会 80,000円 80,000円 80,000円

小郡町ｽﾎﾟｰﾂ少年団 660,000円 660,000円 720,000円

小郡町ｹﾞｰﾄﾎﾞｰﾙ協会 70,000円 70,000円 70,000円

小郡万歩ｸﾗﾌﾞ 50,000円 50,000円 50,000円

中国山口駅伝 100,000円 100,000円 100,000円  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【団体補助（事務的補助含む。）】 

団体名 Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度

阿知須町体育協会 1,000,000円 250,000円 180,000円

阿知須町ｽﾎﾟｰﾂ少
年団本部

450,000円 450,000円 450,000円

吉敷郡体育協会 150,000円 150,000円 150,000円

中国山口駅伝競走
大会

100,000円 100,000円 100,000円

AJISU駅伝大会実
行委員会

730,000円 730,000円

世界少年野球大会
実行委員会

500,000円

合　計 1,700,000円 1,680,000円 2,110,000円

 
 
 
 

秋  穂  町 徳  地  町 

 

【団体補助】 

Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度

山口市体育指導委員協
議会研修費補助金

山口市体育指導委員
協議会

300,000円 300,000円 300,000円

山口市体育協会運営費
補助金

山口市体育協会 1,200,000円1,200,000円1,200,000円

山口市ｽﾎ゚ ﾂー少年団本
部運営費補助金

山口市ｽﾎ゚ ﾂー少年団本部 450,000円 450,000円 450,000円

山口県中体連山口支部
運営費補助金

山口県中体連山口支部 2,100,000円2,000,000円2,000,000円

山口県小体連山口支部
運営費補助金

山口県小体連山口支部 360,000円 370,000円 370,000円

鋳銭司蔵六ｺﾐｭﾆﾃｨｽﾎ゚ ｰ
ﾂｸﾗﾌ゙ 運営費補助金

鋳銭司蔵六ｺﾐｭﾆﾃｨｽ
ﾎ゚ ﾂーｸﾗﾌ゙

1,000,000円 700,000円 300,000円

佐山ｺﾐｭﾆﾃｨｽﾎ゚ ﾂーｸﾗﾌ゙
運営費補助金

佐山ｺﾐｭﾆﾃｨｽﾎ゚ ﾂーｸﾗﾌ゙ 1,000,000円 700,000円 300,000円

二島ｺﾐｭﾆﾃｨｽﾎ゚ ﾂーｸﾗﾌ゙
運営費補助金

二島ｺﾐｭﾆﾃｨｽﾎ゚ ﾂーｸﾗﾌ゙ 0円 0円1,000,000円

山口市民体育大会開催
補助金 山口市体育協会 900,000円 920,000円 920,000円

山口市駅伝競走大会開
催補助金 山口市体育協会 900,000円 900,000円1,100,000円

県高校定時制・通信制
体育大会開催補助金 山口県高体連 20,000円 20,000円 20,000円

山口県朝日駅伝選手派
遣費補助金

山口市陸上競技協会 500,000円 500,000円 500,000円

中国山口駅伝競走大会
開催補助金 中国新聞社 100,000円 100,000円 100,000円

山口ｸﾛｽｶﾝﾄﾘー 大会地元
開催補助金

山口市陸上競技協会 360,000円 360,000円 360,000円

全日本実業団ﾊー ﾌﾏﾗｿﾝ
大会運営費補助金

山口市陸上競技協会 450,000円 450,000円 450,000円

山口市大会（経常分）補助金

補助金名称 交付団体
補助金額

山口市関係団体補助金

 
 

 

 

【団体補助】 

団体名 Ｈ13 Ｈ14 Ｈ15

体育協会 846,000円 846,000円 916,000円

ｽﾎﾟ少本部 243,000円 324,000円 324,000円

浜村杯ﾛｰﾄﾞﾚｰｽ 2,520,000円 2,520,000円 2,520,000円

吉敷郡体育協会 150,000円 150,000円 150,000円

 

 

 

 

 

【団体補助】 

団体名 Ｈ13年度 Ｈ14年度 Ｈ15年度

徳地町体育協会 400,000円 400,000円 400,000円

徳地町ｽﾎﾟｰﾂ少年団 540,000円 540,000円 480,000円

佐波郡剣道連盟 100,000円 100,000円 100,000円

合　計 1,040,000円 1,040,000円 980,000円 
 

 

                                                                                          山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書（２） 
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会体育の状況 小 項 目 スポーツの推進 
事 業 名 スポーツの推進団体 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０６－０２－０２ 

分                                       析 
調 整 上 の 課 題 課 題 へ の 対 応 調 整 案 

 
・ 体育協会・スポーツ少年団は１市４町ともあるが、組織のあり方等に大き

な相違点がある。 
・ 補助金交付団体に相違がある。 
 

 

 

 

・体育協会は、各種目団体による話し合いなどで合併後の速やかな統合が望

まれる。しかしながら、あらゆる諸事情もからんでくるため、各種目団体

の動向を注視しつつ、種目団体、更には、体協の一本化を目指すが、当分

は現行どおりとし、随時調整しながら時間をかけて一本化を図る。 
・スポーツ少年団は、金額面だけで、基本的にはほぼ同一のものであるため、

統一化を速やかに調整していく。 
・小・中体連は、連盟ですべての行事を行っており、新市移行後の統合は可

能と考えられるため、速やかに調整していく。 
・コミュニティスポーツクラブは山口市独自のものであるため、また、その

他の各市町のみの補助についても独自のものであるため、現行のまま新市

に引き継ぐ。 

 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。  
［ｺﾐｭﾆﾃｨｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ、その他事業］

（   ）２．市・町の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。  

［スポ少、小・中体連］ 
（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

［体育協会］ 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                   ） 

                                                                                          山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （１） 
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会体育の状況 小 項 目 スポーツの推進 
事 業 名 全国大会出場賞賜金の交付 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０６－０２－０６ 

現                                 況 
山  口  市 小  郡  町 秋  穂  町 

 

【スポーツ大会出場補助金交付要領】 

○対象となるもの 

 山口市に居住する者、又は山口市を代表して出場する者、若しくは

山口市に所在するスポーツ団体とし、山口市を含む地域を範囲とした

予選又は選考を経て出場資格を得たもので、県外で開催される大会へ

出場するものとする。 

○対象となる大会 

 国、地方公共団体又はアマチュアスポーツ組織（国際又は日本の組

織）及びその加盟団体が主催するアマチュアスポーツ組織の競技種目

で行われる世界大会、国際大会及び全国大会とする。ただし、小学生、

中学生及びスポーツ少年団の大会は中国大会以上の規模で行われる

大会を含める。 

○補助金の額 

 

一　　般
１人　　5,000円
　ただし、団体（チーム）で出場する場合は、50,000円
を限度とする。

高校生 同上

小･中学生 同上

１．補助金交付対象人数は、団体（チーム）の場合、大会要綱で定められ
    た人数（監督･コーチを含む）を限度とする。
２．同一大会に個人と団体とに重複するものは個人とする。

 
 

 

【全国大会・広域ブロック大会等出場に対する補助金交付要綱】 

○対象者 

本町に住所を有する者、又は在校・在勤する者(小・中・高校の児

童、生徒及び教職員に限る)で、小郡町体育協会及び他のスポーツ

団体に所属する個人並びに団体。（文化団体においても準用して、

適用する。） 

○対象となる大会 

全国若しくは中国地区以上をを対象とする大会で、国又は地方公共団

体が主催若しくは共催する大会並びに小体連・中体連・高体連・日本

体育協会加盟団体が主催する大会で、教育委員会が対象と認めた大

会。 

○補助金の額 

 

補助金の額　

個　　人 団　　体
小･中学生 旅費(実費)、宿泊費(最小必要限度) 左と同額
スポーツ少年団 小学生の半額 左と同額
一般(高校生以上) 10,000円 100,000円  
１．団体(チーム)は、10人以上とする。 

２．小・中学生の旅費は、特別車輌料金を除く。 

３．宿泊費は、小郡町吏員その他旅費支給条例別表の一般職の宿泊料を限

度とする。 

４．引率者は、小・中学生及びスポーツ少年団の個人出場の場合は 1 人以

内とし、団体出場の場合は20人まで2人、20人を超えるときは3人

を限度とする。 

５．引率者に対する補助金の額は、小・中学生の額と同額とする。 

６．大会主催者、県、小、中、高体連等から補助金の交付、又は交通費、

宿泊費の負担がある場合は、その額を控除した額とする。 

７．同年度に 2 回以上の同一種目の大会に出場する場合の補助金の額は、

上表の10分の8以内の額とする。 

８．一般（高校生以上）で大会が県内で開催される場合は、個人３，００

０円、団体３０，０００円とする。 

 

 

【山口県外のスポーツ大会選手等派遣参加費一部支給基準要項】 

○対象となるもの 

 本町に居住している者又は所在する団体 

○対象となる大会 

 国民体育大会並びにこれに準ずる全国大会や西日本大会 

○補助金の額 

・国民体育大会・高校体育大会（総体・選手権等）に派遣される場合 

1人 20,000円  【ただし、団体（選手ほか監督、コーチ含む。）が５

名以上所属の場合は1団体90,000円が限度。】 

・上記以外の全国大会や西日本大会の個人競技に派遣される場合 

1人 20,000円 

・上記以外の全国大会や西日本大会の団体競技に本町所在の団体として、

また町外の団体であっても町民がその団体に所属し派遣される場合

1人 10,000円  【ただし、団体（選手ほか監督、コーチ含む。）が９

名以上所属の場合は1団体90,000円が限度。】 

・スポーツの普及や振興を目的とした大会、各種世界大会等への派遣につ

いてはその都度町長が定める額を支給する。 

・当該年度内において、１町民並びに１団体に対し、1回を限度とする 

・大会が県内開催の場合は支給しない。 

 

 

                                                                                         山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （２） 
大 項 目 教育・文化 中 項 目 社会体育の状況 小   項   目 スポーツの推進 
事 業 名 全国大会出場賞賜金の交付 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 
専 門 部 会 名 教育部会 分 科 会 名 社会教育分科会 コ ー ド １８－０６－０２－０６ 

現                         況 分        析 
阿 知 須 町 徳  地  町 調 整 上 の 課 題 

 
・ スポーツ団体に対しては、１市４町ともに、交付要綱・要領等はあるが、

内容に大きな相違がある。また、小郡町は、旅費も支給している。 
・ 芸術文化に対しては、小郡町・阿知須町のみに制度があり、また内容が

異なっている。 

課 題 へ の 対 応 
 
・ 全国大会等への出場お祝い金という趣旨に基づき旅費については、廃止す

る。 
・ 制度については、スポーツと芸術文化を一本化し、１市４町で統一した

制度を創設する。 
 
 
 
 
 
 

調 整 案 

 
【全国大会に出場する補助金交付要綱】 

○対象となるもの 

阿知須町の住民若しくは阿知須町に主たる事務所を有する団体又はこ

れらのもの以外でのもので、阿知須町に特に縁故がある者若しくは団

体で阿知須町が推進する「ゴーゴー山口県一運動」実践者として選奨

するに値する顕著な業績があったもの。 

○対象となる大会 

全国規模の大会とする。（文化事業含む。） 

○補助金の額 

  

補　　助　　金　　の　　額

一　　般 1人　10,000円

高校生 同上

小･中学生 同上  
 

 

【全国大会に出場する補助金交付要綱】 

○対象となるもの 

住所又は勤務先（学校を含む）を有する個人及び本町に所在する団体

で、本市を含む地域を対象として行う予選を経て県･市を代表として

出場資格を得たものとする。      

○対象となる大会 

全国を対象とする大会で、国又は地方公共団体が主催もしくは共催す

る大会並びに日本体育協会加盟団体,中体連及び高体連が主催する大

会とし、教育委員会が対象とすることを認めた大会とする。 

○補助金の額 

 

一般・高校生 中国大会　5,000円　全国大会　10,000円

小･中学生
中国大会　町職員旅費の３分の１
全国大会　町職員旅費の２分の１

１．補助金交付対象人数は、団体（チーム）の場合、大会要綱で
　定められた人数（監督･コーチを含む）を限度とする。
２．小･中学生の場合、大会主催者又は山口県等から補助金が交
　付されるときは、適用しないものとする。

 

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（   ）２．市・町の例により調整する。 
（ ◎ ）３．新たに制度等を創設する。 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                   ） 
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 福  祉 中 項 目 障害児（者）福祉の状況 小 項 目 施設の状況 

事 業 名 心身障害者福祉施設整備助成 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 高齢者・障害者福祉分科会 コ ー ド １９－０３－０２－０５ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

 ・山口市において、補助団体がある。 

課   題   へ   の   対   応 

 

・山口市の例により調整する。 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  心身障害者福祉施設整備助成 

山口市 

  （補助金の種類と額） 

   社会福祉施設整備及び施設整備費補助金 

   ・国庫負担（補助）基本額、公益補助基本額の８分の１ （身体障害者更生援護施設、知的障害者援護施設等） 

社会福祉施設整備借入金償還元金に係る補助金 

   （１）建設整備費から国庫補助金算定基準額を減じた額に４分の３を乗じた額を振興会等に対する償還元金の償還年数で除した額。 

   （２）社会福祉事業振興会の補助について建設整備費から振興会補助金を減じた額に２分の１を乗じた額を償還年数で除した額。 

   （３）社会福祉法人の単独事業については、償還元金の額に２分の１を乗じて得た額を償還年数で除した額。 

   社会福祉施設整備関係借入金利息等補助金 

   （１）社会福祉・医療事業団からの借入金の各年度ごとに、当該借入金の利息の定率を年２分として計算した額の範囲内とする。 

   （２）市長が特に必要と認めたときは、予算の範囲内で前項の額を超えて補助することができる。 

内　　　　訳 金　　額
山口秋穂園元利補助 428千円
ひらきの里利息補助 560千円

るりがくえん利息補助 296千円

鳴滝園利息補助 90千円

ふしの学園利息補助 325千円  （平成１４年度決算額） 

         【根拠法令等】・山口市社会福祉施設等施設整備費及び社会福祉施設等設備整備費補助金交付要綱 

・山口市社会福祉施設整備費関係借入金利息等補助金交付規則 

                ・社会福祉施設整備費借入金償還元金に係る補助金交付要綱 

 
    
 
   小郡町  （平成１４年度実績）単年度のみ 

 

      

内　　　　訳 金　　額
身体障害者療護施設整備費補助金（なでしこ園） 10,080千円
山口コロニー授産作業所改築工事補助金 304千円  

 
      【根拠法令等】なし 
 
 
徳地町  （平成１４年度実績）単年度のみ 
 

      

内　　　　訳 金　　額
山口コロニー授産作業所改築工事補助金 104千円  

 
      【根拠法令等】なし 
 
 
秋穂町・阿知須町    （平成１４年度）実績なし 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 

                                                                                              山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 福  祉 中 項 目 障害児（者）福祉の状況 小 項 目 その他の状況 

事 業 名 障害者関係団体への助成 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金の取扱い 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 高齢者・障害者福祉分科会 コ ー ド １９－０３－０８－０１ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

 ・各市町において、助成団体、助成額が相違する。 

課   題   へ   の   対   応 

 

・ 同一あるいは同種の補助金については、関係団体の理解と協力を得て 

統一の方向で調整する。 

・ スポーツ等への参加促進事業（19-03-04-02）とあわせて調整を行うもの

とする。 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     障害者関係団体への助成 

 

                                （平成１４年度実績） 

 

団　　体　　名 補助金額

市身体障害者団体連合会 50千円

市身体障害者団体連合会青年部 50千円

市身体障害者福祉更生会 100千円

市聴覚障害者福祉更生会 100千円

市盲人福祉会 100千円

市肢体不自由児・者父母の会 100千円

市腎臓病友の会 50千円

市手をつなぐ親の会 150千円

手話友の会 50千円

町身体障害者福祉更生会 300千円

町盲人会 50千円

町手をつなぐ親の会 100千円

町身障福祉更生会 60千円

つくしの会 60千円

精神障害者家族の会 60千円

障害者青年部えびの会 60千円

厚狭地域身障更生会連合会 40千円

厚狭地域手をつなぐ親の会 20千円

町身体障害者福祉更生会 250千円

町腎友会 10千円

山口市

徳地町

阿知須町

小郡町

秋穂町

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. 市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 福  祉 中 項 目 高齢者福祉の状況 小 項 目 施設整備 
事 業 名 施設整備補助金交付制度 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 
専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 高齢者・障害者福祉分科会 コ ー ド １９－０４－０２－０２ 

現                                 況 
山  口  市 小  郡  町 阿  知  須  町 

（補助の対象） 

 補助金の対象は、社会福祉事業法第2条に規定する社会福祉事業を行うための

施設で国庫補助金及び日本自転車振興会等の公益補助金を受けて行う施設整備

並びに町長が特に必要と認める施設整備とする。 

（補助金の種類と額） 

(1)社会福祉施設整備資金補助金（建物に限る） 

 国庫補助事業等の基準額に4分の1を乗じた額の2分の1以内の額とする。 

(2)社会福祉施設整備借入金利息補助金（遅延利息を除く） 

 社会福祉･医療事業団からの借入金の各年度ごとに支払った利息額に別表1に 

定めた率を乗じた額から県の利息補助額を控除した額の2分の1以内の額とす 

る。 

(3)社会福祉施設整備借入金償還元金補助金 

 県要綱と同様 

平成14年度決算額 

内　　　　訳 金　　額
特別養護老人ホーム白松苑ショートステイ整備借入金償還元金補助 31千円
特別養護老人ホーム白松苑施設整備借入金償還利子補助 244千円
特別養護老人ホーム白松苑ショートステイ整備借入金償還利子補助 58千円

合　　　　計 333千円

【根拠法令等】 

・社会福祉法人の助成に関する条例 

・阿知須町社会福祉法人の助成に関する規則 

秋  穂  町 

（1）社会福祉施設等施設整備及び設備整備費補助金 

 （趣旨） 

社会福祉法人に対する助成に関する条例第１条の規定による社会福祉法人に対

する補助金で、当該社会福祉法人が山口市の区域内に社会福祉施設等施設整備費及

び社会福祉施設等設備整備費の国庫負担に定める社会福祉施設等を国、県又は公益 

 法人の補助により整備する場合において、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象施設等） 

  予算の範囲内において、老人福祉施設、身体障害者更生援護施設、知的障害者援

護施設、児童福祉施設に補助率１／８の補助をすることができる。 

 

 (2) 社会福祉施設整備借入金にかかる補助金 

（補助の対象） 

補助金の対象は、社会福祉法第2条に規定する社会福祉事業を行うための施設で

市長の措置により入所、収容の委託がなされるもの、老人福祉法に言う軽費老人ホ

ーム、老人介護支援センターの施設整備とする。 

（補助金の種類と額） 

① 社会福祉施設整備費借入金償還元金補助金（建物に限る） 

・国庫補助事業については、建物整備費から国庫補助事業の基準額を減じた額に

４分の３を乗じて得た額を振興会等に対する償還元金の償還年数で除して得た

額とする。日本自転車振興会等補助事業については建物整備費から当該補助金を

減じて得た額に２分の１を乗じて得た額を償還年数で除して得た額とする。 

社会福祉法人の単独事業については借入金償還元金の額に２分の１を乗じて

得た額を償還年数で除して得た額とする。 

(2) 社会福祉施設整備借入金利息補助金（遅延利息を除く） 

 ・各年度ごとに、社会福祉･医療事業団からの当該借入金の利息の定率を年

２分として計算して得た額の範囲内の額とする。 
平成14年度決算額 

内　　　　訳 金　　額
社会福祉施設整備費償還元金分補助金 1,529千円
社会福祉施設整備費償還利息分補助金 3,666千円

合　　　　計 5,195千円  
【根拠法令等】 

・山口市社会福祉施設等施設整備費及び社会福祉施設等設備整備費補助金交付要綱 

・山口市社会福祉法人に対する助成に関する条例 

・山口市社会福祉施設整備費関係借入金利息等補助金交付規則 

・社会福祉施設整備費借入金償還元金に係る補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

社会福祉法人に対する助成に関する条例第１条の規定による社会福祉法人に対

する補助金で、当該社会福祉法人がその設置経営する社会福祉施設の整備を図るた

めに借り入れた借入金の償還元金に対する補助金の交付について、必要な事項を定

める。 

（定義） 

1 「社会福祉施設」とは、社会福祉事業法第 2 条に掲げる社会福祉事業を行うた

めの施設で、社会福祉法人が設置経営し、町長の措置により入所又は収容の委

託がなされるものをいう。 

2 「借入金」とは、社会福祉法人がその設置経営する社会福祉施設の整備に要す

る資金として社会福祉事業振興会又は山口県社会福祉協議会（以下｢振興会等｣

という。）から借り入れた借入金をいう。 

3 「日自振等補助金」とは、日本自転車振興会、日本小型自動車振興会、日本財

団及び中央競馬社会福祉財団からの補助金をいう。 

（補助金の額等）月額 

1  社会福祉法人に対する借入金償還元金に係る補助金の額は、各年度ごとに予算

の定めるところにより、次の算定方法により得た額の範囲内の額とする。 

（1）国庫補助事業については、建物整備費（国庫補助基準面積の 100 パーセン

ト以内の整備面積に対応する整備費とする。）から国庫補助金算定基準額を

減じた額に4分の3を乗じて得た額を振興会等に対する償還元金の償還年数

（以下「償還年数」という。）で除して得た額。 

（2）日自振等補助事業については、建物整備費から日自振等補助金を減じて得

た額に2分の1を乗じて得た額を償還年数で除して得た額。ただし、この前

が前号による算定方法により得た額を下回るときは、前号による算定方法に

より得た額とする。 

（3）社会福祉法人の単独事業については、借入金償還元金の額に2分の1 を乗

じて得た額を償還年数で除して得た額。 

2 前項により算出して得た補助金の額が、各年度ごとの社会福祉法人の借入金償

還額を上回るときは、当該償還元金の額を上限とする。 

平成14年度決算額 

内　　　　訳 金　　額
特別養護老人ホーム　小郡・山手一番館 711千円

合　　　　計 711千円  
【根拠法令等】 

・社会福祉法人に対する助成に関する条例 

・小郡町社会福祉施設整備借入金償還元金に係る補助金交付要綱 

 

 

  社会福祉事業法第５６条第１項の規定により、社会福祉法人に対し、予算の 

 範囲内で、補助金交付ができる。 

平成14年度決算額 

内　　　　訳 金　　額
大海保育園舎改築 2,000千円

合　　　　計 2,000千円  
【根拠法令等】 

 ・秋穂町社会福祉法人の助成に関する条例 

 

徳  地  町 調    整    上    の    課    題 調   整   案 
 
・施設整備費、施設整備費借入金に係る補助金交付制度のある市町とない市 
町がある。 

 
 

課    題    へ    の    対    応 

（補助の対象） 

社会福祉事業法第56条第1項の規定に基づく社会福祉法人の助成については、

別に定めるもののほか、条例の定めるところによる。 

（補助金の種類と額） 

町長は、必要があると認めるときは社会福祉法人に対し、予算の範囲内において

助成を行うことができる。 

平成14年度決算額 

内　　　　訳 金　　額
社会福祉法人佐波福祉会　老人福祉施設整備補助金 129,937千円

合　　　　計 129,937千円  
【根拠法令等】 

・徳地町社会福祉法人の助成に関する条例 

 
・山口市の交付制度により統一する。 

 

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                       ） 
 

                                                                                              山口県央部１市４町合併協議会事務局        



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 福  祉 中 項 目 高齢者福祉の状況 小 項 目 高齢者の就労・生きがい対策 

事 業 名 老人クラブ助成 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 高齢者・障害者福祉分科会 コ ー ド １９－０４－０７－０１ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

・小郡町、阿知須町は、老人クラブへの助成において、国の補助基準に上乗

せしている。また、単独の補助についても、それぞれの事情で助成内容が

相違する。 

課   題   へ   の   対   応 

 

 ・老人クラブに対するもの 

    3,880円×助成を行った老人クラブ活動月数 

 ・老人クラブ連合会に対するもの 

    人員割  194,000円＋72円×会員数 

    特別事業 194,000円 とする。 

 ・単独分の補助については、新市移行後老人クラブの統一の状況等を勘案 

  しながら調整する。 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 老人クラブ助成 

 

 

　補助分 （平成14年度実績）

山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町 徳地町

補助対象クラブ数 132クラブ 30クラブ 19クラブ 21クラブ 20クラブ

加入者数 7,145人 1,722人 1,209人 1,071人 1,181人

(1)老人クラブに対す
るもの

3,880円×助成を
行った老人クラブ
活動月数

4,800円×助成を
行った老人クラブ
活動月数

山口市と同じ
4,000円×助成を
行った老人クラブ
活動月数

山口市に同じ

老人クラブ補助金額 6,145,280円 1,728,000円 884,640円 1,008,000円 931,200円

(2)老人クラブ連合会
に対するもの

194,000円＋72円×
会員数＋194,000円
（特別事業活動
費）

同左
194,000円＋72円×
会員数

山口市と同じ 同左

老人クラブ連合会補助
金額

902,440円 514,000円 279,000円 465,000円 475,000円

　単独分

【平成16年度から】

・老人クラブ連合
会補助
　1団体　118千円

・市老人クラブ連
合会育成費補助
　1団体　　684千
・地区老人クラブ
連合会活動費補助
  16団体　 925千

該当なし
その他単独補助 該当なし

・会員数20名未満
のクラブに対して
20,000円を助成
　
　6団体　120千円

・町老人クラブ連合
会 運営費補助（人件
費）　480千円

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２.  山口市・徳地町の例により調整する。（国・県制度によるも

の）ただし、市町単独の助成によるものついては、新市移行

後、速やかに調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 

                                                                                              山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 福  祉 中 項 目 高齢者福祉の状況 小 項 目 その他の福祉事業 

事 業 名 福祉団体等助成の状況 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 高齢者・障害者福祉分科会 コ ー ド １９－０４－０９－０１ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

・同一団体への補助と市町独自の団体への補助がある。 

課   題   へ   の   対   応 

 

・同一あるいは同種の団体への補助金については、関係団体の理解と協力 

を得て統一の方向で調整する。独自の補助金については、目的を明確化し、

均衡を保つよう調整する。 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     福祉団体等への助成 

 

                                （平成１４年度実績） 

 

団　　体　　等 補助額

老人敬愛運動推進対策 785,000円

やまぐち介護者の会 100,000円

山口地区痴呆性老人を支える家族の会 110,000円

山口・吉南地区ケア連絡協議会 750,000円

中国地区老人福祉施設研修大会 0円

老人敬愛団体補助金 55,000円

山口・吉南地区ケア連絡協議会 150,000円

山口地区痴呆性老人を支える家族の会 7,000円

山口・吉南地区ケア連絡協議会 50,000円

阿知須町 山口・吉南地区ケア連絡協議会 50,000円

徳地町 該当なし

山口市

小郡町

秋穂町

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. 市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 

                                                                                              山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 福  祉 中 項 目 児童福祉の状況 小 項 目 各種事業 

事 業 名 母親クラブ育成費補助 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 児童・母子福祉分科会 コ ー ド １９－０５－０３－０７ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

補助の上限額が、山口市、徳地町は１８９，０００円、小郡町は 

１８５，０００円、秋穂町は１５０，０００円である。 

課   題   へ   の   対   応 

 

補助金の上限を山口市、徳地町の例により調整する。 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母親クラブ育成費補助 

                                                    （平成１４年度実績） 

 

山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町 徳地町

補助金の額

総事業費から寄付金
その他収入を控除し
た額、補助対象経費
の 実 支 出 額 又 は
189,000円のうち最
も低い額

総事業費から寄付金
その他収入を控除し
た額、補助対象経費
の 実 支 出 額 又 は
185,000円のうち最
も低い額

総事業費から寄付金
その他収入を控除し
た額、補助対象経費
の 実 支 出 額 又 は
150,000円のうち最
も低い額

山口市と同じ

対象クラブ 11クラブ 6クラブ 5クラブ 2クラブ

会員数 678人 268人 223人 227人

補助金額 2,079千円 1,110千円 750千円 378千円

該当なし

 
 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２. 山口市・徳地町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 

                                                                                           山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 福  祉 中 項 目 児童福祉の状況 小 項 目 各種事業 

事 業 名 民間保育所への施設整備費補助 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 児童・母子福祉分科会 コ ー ド １９－０５－０３－０９ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

１市２町で制度があるが、補助割合が相違する。阿知須町には、民間保 

育所がない。 

課   題   へ   の   対   応 

 

民間保育所の負担軽減を図るため、また今後も保育ニーズが高まることか

ら、保育所の整備が急務である。したがって建設補助は継続するものとし、

山口市の例により調整する。 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  民間保育所への施設整備費補助 

 

山口市 

 

補 助 等 の 内 訳 14年度決算額 備     考 

民間保育所建築費補助 50,292千円 

総事業費から国・県補助及び社会福祉・医療事業団借入

金を除いた法人負担分の１/2 程度 

（単年度予算措置） 

社会福祉施設整備費償還元金補助 7,986千円 
(目 的)借入金元金の一部を補助することにより、園の
経費負担を軽減し、経営の安定を図る。 
(算出根拠) 要綱による。    

社会福祉施設整備費償還利息補助 2,605千円 
(目 的)借入金利息の一部を補助することにより、園の
経費負担を軽減し、経営の安定を図る。 
(算出根拠) 規則による。     

        【根拠法令】・社会福祉施設整備借入金償還元金に係る補助金交付要綱 

・社会福祉施設整備関係借入金利息等補助金交付規則 

 

 

小郡町   制度なし 

 

秋穂町   定額補助〔平成１４年度 改修補助 5,406千円〕 

 

阿知須町  民間保育所なし 

 

徳地町   国庫補助事業費の基本額に８分の１を乗じた額を補助する。〔平成１４年度 実績なし〕 

      【根拠法令】・徳地町私立保育園施設整備費及び設備整備費補助金交付要綱 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２. 山口市の例により調整する。 

              ただし、５年を目途に見直しを行うものとする。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 

                                                                                           山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 福  祉 中 項 目 母（父）子福祉の状況 小 項 目 母子相談員 

事 業 名 母子寡婦福祉連合会補助 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 児童・母子福祉分科会 コ ー ド １９－０６－０６－０２ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

各市町に組織があるが、補助額が相違する。 

課   題   へ   の   対   応 

 

同一の補助金であり、関係団体の理解と協力を得て、組織を統一する 

方向で調整する。 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

母子寡婦福祉連合会補助
【14年度補助実績】

山口市 山口市母子寡婦福祉連合会補助金  70千円

小郡町 小郡町母子・寡婦福祉会活動費補助金 100千円

秋穂町 秋穂町母子寡婦福祉会補助  60千円

阿知須町 阿知須町母子寡婦福祉会活動費補助金  40千円

徳地町 徳地町母子寡婦福祉連合会補助金  200千円
 

 

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. 市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 

                                                                                          山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 福  祉 中 項 目 社会福祉団体の状況 小 項 目  

事 業 名 社会福祉団体への補助金 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 社会福祉（地域福祉）分科会 コ ー ド １９－０９－０１－０２ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

社会福祉団体が、多岐にわたっている。 

課   題   へ   の   対   応 

 

社会福祉団体については、新市移行後、速やかに統合整備されることが 

望ましいものであり、できるだけ早い時期に各団体の理解と協力のもと、 

補助金について統一していく。 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 社会福祉団体への補助金 

 

 

 〔平成14年度決算〕 （単位：千円）

補　助　金　の　名　称 補助金額 補　助　金　の　名　称 補助金額

人権擁護委員協議会

小郡町保護司会補助金 50

吉敷地区保護司会補助金 150

小郡町更生保護婦人会補助金 50

山口更生保護会補助金 50

遺族会
山口市連合遺族会活動費補助金
市内１６地区遺族援護事務費交付金

562 小郡町遺族会補助金 70

傷痍軍人会 山口市傷痍軍人会活動費補助金 0

原爆被爆者の会 山口市原爆被爆者協議会 230 山口小郡地区原爆被爆者の会補助金 50

山口ＢＢＳ会 27

「小さな親切」運動 24

補　助　金　の　名　称 補助金額 補　助　金　の　名　称 補助金額

人権擁護委員協議会 人権擁護委員協議会補助金 52

保護司会 保護司会活動費補助金 40 吉敷地区保護司会補助金 80

更生保護婦人会 社会を明るくする運動実施団体補助金 140

遺族会
追悼式補助金
遺族会補助金

333
72
阿知須町遺族会活動費補助金 70

傷痍軍人会

原爆被爆者の会

ボランティア団体 ふくしボランティア連合会助成金 60

補　助　金　の　名　称 補助金額

人権擁護委員協議会 人権擁護委員協議会補助金 37

保護司会 保護司会活動費補助金 300

更生保護婦人会

遺族会 徳地町連合遺族会活動費補助金 300

傷痍軍人会

原爆被爆者の会 原爆被爆者の会補助金 50

ボランティア団体

小　　　郡　　　町

補助団体の名称
秋　　　穂　　　町 阿　知　須　町

補助団体の名称
山　　　口　　　市

更生保護婦人会

保護司会 山口地区保護司会活動費助成金 33

ボランティア団体

補助団体の名称
徳　　　地　　　町

 
 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. 市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 

                                                                                           山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 保健医療 中 項 目 健康医療関係団体の状況 小 項 目  

事 業 名 病院群輪番制病院運営費補助 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 保健医療分科会 コ ー ド ２１－０４－０１－０１ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

・山口県救急医療施設運営費等補助金交付要綱による運営費補助であるが、

山口市・小郡町において、単独加算及びポケベル使用料に対する単独補助

を実施している。 

課   題   へ   の   対   応 

 

・現行のまま新市に引き継ぐ。ただし、単独補助については、今後検討し 

 調整する。 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病院群輪番制病院運営補助 

２次救急医療対策として、地域病院の開設者が行う病院群輪番制病院の運営事業に対する補助。 

 
山口市を幹事市として、山口市、小郡町、阿東町、美東町、秋芳町で事業を行っている。 

     病院群輪番制病院の運営病院  山口市赤十字病院、済生会山口総合病院、小郡第一総合病院 
補助金の限度額 

2. 対 象 経 費
次により算出された額の合計額
1. 　71,820円（ただし､これは山口県救急医療施設運営
費等補助金交付要綱に規定する病院群輪番制病院の基
準額に相当する額）に診療日数を乗じて得た額。

2．　71,820 円×1/6×土曜日診療日数

ｱ.

1. 基 準 額
　病院群輪番制病院の運営に必要な次
に掲げる経費
　給与費（常勤職員給与費､非常勤職
員給与費，法定福利費等）

　第1欄に定める基準額と第2欄に定める実支出額とを施設ごとに比較して少ない額とする。
  

 
     平成１４年度実績 山口市 32,640千円（単独加算を含む） ポケットベル使用料補助 1,483千円（単独補助） 
              小郡町  1,416千円（単独加算を含む） ポケットベル使用料補助   210千円（単独補助） 
 

防府市を幹事市として、防府市、徳地町、秋穂町で事業を行っている。 
     病院群輪番制病院の運営病院  三田尻病院、緑町三祐病院、松本外科病院、防府胃腸病院、桑陽病院 

補助金の限度額 
2. 対 象 経 費

1. 　73,320円（ただし､これは山口県救急医療施設運営
費等補助金交付要綱に規定する病院群輪番制病院の基
準額に相当する額）に診療日数を乗じて得た額。

上記と同じ

ｱ.

1. 基 準 額

上記と同じ
  

 
     平成１４年度実績 秋穂町   632千円 
              徳地町   665千円 

 
宇部市を幹事市として、宇部市、小野田市、美祢市、山陽町、楠町、阿知須町で事業を行っている。 

     病院群輪番制病院の運営病院  宇部興産中央病院、宇部協立病院、宇部記念病院、尾中病院、セントヒル病院、厚南セントヒル病院、小野田市立病院、 
小野田赤十字病院、山口労災病院、美祢市立病院、山陽中央総合病院、阿知須同仁病院、阿知須共立病院 

補助金の限度額 

2. 対 象 経 費
1. 73,320円に診療日数を乗じて得た額 上記と同じ

ｱ.

1. 基 準 額

上記と同じ
 

 
平成１４年度実績 阿知須町  1,156千円 

 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. 市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 

                                                                                          山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 農業・畜産業 小 項 目 農業・畜産業振興事業 

事 業 名 その他農業振興対策事業・国事業 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐02‐02‐06 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

特になし 

課   題   へ   の   対   応 

 

特になし 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 野菜価格安定対策事業（国・県、期限なし） 

（１）目的    国の指定野菜・特定野菜、県の認定野菜の価格と供給の安定を図る。（国・県事業） 

（２）補助（負担）対象   農業協同組合 

（３）補助額   補助対象事業費の１／３以内 

 

○ 農業経営体活性化事業（国、Ｈ１９年度まで） 【山口市、小郡町、秋穂町】 

（１）目的    基本構想の実現に向けた推進活動の実施 

認定農業者の育成 

（２）補助額   補助対象事業費の１／２ 

 

○ 中山間地域等直接支払事業（国、Ｈ１６年度まで） 【山口市、徳地町】 

（１）目的    中山間地域等における農業生産の維持及び多面的機能の確保 

（２）交付対象  集落協定締結農業者等 

（３）交付単価   

急傾斜（田 １／ ２０以上）21,000円（10aあたり） 

     緩傾斜（田 １／１００以上） 8,000円（10aあたり） 

 

○ 農業生産総合対策事業（国、期限なし） 【山口市】 

（１）目的    農業生産体制の整備、高度な産地体制の構築を推進するほか、土地利用型作物の技術・機械化による効率的生産を実証する。（国事業） 

（２）補助対象  農業協同組合 

（３）補助額   補助対象事業費の１／２以内 

 

○ 病害虫対策事業（国・市、Ｈ１６年度まで） 【山口市】 

（１）目的    スクミリンゴ貝による被害を防止し、稲作の経営安定を図る。 

（２）補助対象  スクミリンゴ貝防除対策協議会 

（３）補助率   国１０／２０、市３５／１００ 

 

○ 田んぼの学校（国、Ｈ１７年度まで） 【山口市】 

（１）目的    現地学習や体験活動等への支援 

（２）補助対象  仁保土地改良区 

 

 
  

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 農業・畜産業 小 項 目 農業・畜産業振興事業 

事 業 名 その他農業振興対策事業・県事業 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐02‐02‐07 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

今後の事業の実施については、米政策改革大綱等の国や県の方針を 

踏まえた新市の農業振興の方針に基づく必要がある。 

１市４町では３つの農協があり、事業の実施にあたり調整が必要に 

なる。 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

基本的に現在実施している事業を引き続き実施するが、新市の農業 

振興方針（作物や人材育成など）等に沿って事業の対象地域を検討す 

る。 

 

 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○就農円滑化対策事業（県、期限なし）【山口市、徳地町】 

（１）目的   研修及び研修施設整備の支援 

（２）補助対象 ①研修生支援   認定就農者で特定の要件を満たす者 

        ②指導農家支援  研修生を指導できる農業者 

        ③施設整備    認定就農者 

        ④機械器具整備  認定就農者又は就農後３年以内の新規就農者 

（３）補助額  ①研修生支援   研修生1人当たり月額15万円（親と同居の場合10万円）以内（延べ２年以内） 

        ②指導農家支援  研修生1人当たり月額6万円以内 

        ③施設整備    補助対象事業費の１／２以内 

        ④機械器具整備        〃 

 

○野菜認定産地整備近代化事業（県、期限なし）【山口市】 

（１）目的   市内市場への市内産野菜の供給率向上のため野菜認定産地等を育成（県事業） 

（２）補助対象 農業協同組合、営農集団、農業生産法人、特認団体 

（３）補助額  補助対象事業費の２／３以内 

 

○需要に対応できる地域水田農業再構築推進事業（県、未定）【山口市】 

（１）目的   水田農業の再構築に向けた体制づくり及び条件整備 

（２）補助対象 １ 水田農業再構築の推進    農協、全農山口県本部、農業会議 

        ２ 水田畑作物等生産条件整備  市町村、農協、農業公社、営農集団、特認団体 

（３）補助額  １ 水田農業再構築の推進    事業費の１／２以内 

        ２ 水田畑作物等生産条件整備  ①小規模土地基盤整備  事業費の１／２以内 

                        ②共同利用施設整備   事業費の１／２以内 

                         （集団営農用生産施設のうち施設園芸用施設は１／３以内） 

                        ③集団営農用機械整備  事業費の１／２以内 

 

○地産・地消対応型園芸産地育成事業（県、Ｈ１７年度まで）【山口市、徳地町】      ○新規就農者農地確保支援事業（県）【徳地町】 

（１）目的   園芸産地の生産体制整備の支援                     （１）目的   新規就農者の育成と農用地の有効利用を促進する。 

（２）補助対象 農協、営農集団、農業生産法人                     （２）補助対象 山口県農林開発公社 

（３）補助額  事業費の２／３                            （３）補助額  対象事業費の１／２以内 

 

○被害防止施設緊急整備事業（県、Ｈ１８年度まで）【山口市】           

（１）目的   生産意欲の確保及び農業経営の安定                

（２）補助対象 農協、生産組織、集落組織                            

（３）補助額  事業費の１／４以内                               

                                                

○野猿被害防止実証事業（県、Ｈ１７年度まで）【山口市】             

（１）目的   野猿による農作物の被害の防止                     

（２）補助対象 農協、生産組織、集落組織                            

（３）補助額  事業費の１／４以内                               

 

○農山村のひと・きらめき発信事業（県、期限なし）【阿知須町】 

（１）目的   女性・高齢者の地域資源を活用した加工品開発を支援 

（２）補助対象 農業を行う６０才以上の女性・高齢者団体  

（３）補助額  補助対象事業費の１／２ 

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （１） 
大 項 目 経 済 中 項 目 農業・畜産業 小 項 目 農業・畜産業振興事業 

事 業 名 その他農業振興対策事業・単独事業 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐02‐02‐08 

 現                                 況 

 山  口  市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 山口市認定農業者農地集積促進事業（市、未定） 

（１）目的   認定農業者への農地集積による経営安定 

        ＊山口市内の農用地で利用権設定促進事業による権利設定によ 

り特定の要件を満たす場合を対象 

（２）補助対象 認定農業者及び当該年度内に認定農業者の認定が確実に見込ま 

        れる者 

（３）補助額  面積、利用権設定期間により交付額算出 

 

○ 農業後継者育成事業助成措置（市、期限なし） 

（１）目的   吉山４Ｈクラブの活動にかかる経費 

（２）補助対象 吉山４Ｈクラブ、県外研修集団 

（３）補助額  ①年間活動費   会員数×10,000円 

        ②県外視察研修費 補助対象事業費の１／２以内 

 

○ 農村女性支援事業（市、期限なし） 

（１）目的   農村生活の向上を図り、男女共同参画社会の実現を図る。 

（２）補助対象 生活改善実行グループ 

（３）補助額  地区数×30,000円 

 

○ 優良農地確保促進事業（市、期限なし） 

（１）目的   農振農用地区域の管理（全体見直し、通常管理） 

        ・全体見直し、基礎調査 

        ・通常の除外・編入管理 

 

○ 山口南部地区活性化農構償還助成事業（市、Ｈ２２年度まで） 

（１）目的   低コスト生産システムの確立 

（２）補助対象 農業協同組合 

（３）補助額  国庫補助事業費の１／１０ 

 

○ しなやかアグリスト発掘育成事業（市、未定） 

（１）目的   多様な担い手の発掘・育成 

（２）補助対象 新規就農希望者、兼業農家で他産業に従事していない配偶者等 

 

○ 需要に対応できる地域水田農業再構築推進事業（市、未定） 

（１）目的   水田農業の再構築に向けた体制づくり及び条件整備 

（２）補助対象 農協、農業公社、営農集団、特認団体 

（３）補助額  ①小規模土地基盤整備  事業費の１／ ４以内 

        ②共同利用施設整備   事業費の１／１０以内 

        （集団営農用生産施設のうち施設園芸用施設は１／３以内） 

        ③集団営農用機械整備  事業費の１／１０以内 

 

○ アグリの夢サポート研修事業（市、Ｈ１６年度まで） 

（１）目的   集落営農組織などが、農業経営の改善・発展のために行う研修 

        会に係る経費の助成 

（２）補助対象 特定の要件を満たす集落営農組織等が開催する研修会の参加又 

        は開催に係る事業 

（３）補助額  事業費の２／３以内 

 

○ 山口市農業生産組織活性化促進事業（市、Ｈ１７年度まで） 

（１）目的   組織再編や強化を目指す農業生産組織等の機械・施設整備に係 

        る費用を助成し、農業生産組織の活性化を促進する。 

（２）補助対象 特定の要件を満たす組織再編や強化等を目指す農業生産組織等 

（３）補助額  事業費の３／１０以内～５／１０以内 

（限度額２００万円～４００万円） 

 

○ 山口市農業生産法人経営強化対策事業（市、Ｈ１６年度まで） 

（１）目的   農業経営の健全化と基盤強化を図ろうとする設立間もない農業 

        生産法人の農地集積に係る経費を助成し、農業経営の健全化と 

        基盤の強化を図る。 

（２）補助対象 特定の要件を満たす農業生産法人が、農地利用集積期間中に農 

        振農用地区域内の農地を、利用権設定等促進事業による賃借権、

        又は使用貸借の権利設定により３ｈａ以上借り入れた場合 

（３）補助額  10ａあたり2,000円～8,000円（交付限度額：500万円） 

        （特定の要件を満たす場合の加算あり） 

 

○ 認定農業者研修活動支援事業（市、未定） 

（１）目的   本市の農業の担い手となるべき農業経営者の育成などを図り、 

        認定農業者の農業経営改善のためのパソコン研修、視察研修な 

        どに対する支援 

（２）補助対象 山口市認定農業者の会 

（３）補助額  事業費の２／３以内 

 

○ 山口特産づくり事業（市、未定） 

（１）目的   特産物主要品目についての施設経費補助 

（２）補助対象 山口中央農協（予定） 

（３）補助額  事業費の１／３（予定） 

 

○ 競争力のある戦略作物産地づくり促進事業（市、未定） 

（１）目的   麦・大豆・野菜による新たな産地づくりの促進 

 

○ 売れる米・特産物販売対策事業（市、未定） 

（１）目的   独自の販売手法で有利販売を図る。 

（２）補助対象 山口中央農協 

（３）補助額  事業費の１／２ 

 

○ みのりとこころのネットワーク推進事業（市、未定） 

（１）目的   市民農園を実施する農家への補助、遊休農地解消 

（２）補助対象 農地提供者 

 

○ 被害防止施設緊急整備事業（市、Ｈ１８年度まで） 

（１）目的   生産意欲の確保及び農業経営の安定 

（２）補助対象 農協、生産組織、集落組織 

（３）補助額  事業費の３／４以内 

 

 

 

 

 

○ 野猪・猿被害対策事業費（市、未定） 

（１）目的   農業生産意欲の確保及び農業経営の安定 

（２）補助対象 山口中央農協 

 

○ 野猿被害防止実証事業（市、Ｈ１７年度まで） 

（１）目的   野猿による農作物の被害の防止 

（２）補助対象 農協、生産組織、集落組織 

（３）補助額  事業費の３／４以内 
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （２） 
大 項 目 経 済 中 項 目 農業・畜産業 小 項 目 農業・畜産業振興事業 

事 業 名 その他農業振興対策事業・単独事業 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐02‐02‐08 

 現                                 況 

 小  郡  町 秋  穂  町 徳  地  町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 野猪被害防止柵設置補助金（小郡町単独事業、終了年度なし） 

（１）内容 

野猪被害による農作物の減収に対応するため、新たに設置する野猪被害 

防止柵に係る経費を補助する。 

（２）補助対象  農業協同組合等 

（３）補助額 

２分の１以内（但し、補助対象経費の額が10,000円以上を対象として総事

業費の千円未満は切り捨てるものとする。またトタン 1ｍ当たりの単価は

300円又は購入実費額のいずれか低い額とする。） 

 

【根拠法令等】 

  小郡町野猪被害対策事業補助金交付要綱 

 

○ ジャンボタニシ防除対策事業補助金（町） 

（１）目的 
   生産力の発展及び農家経営の安定をはかるためジャンボタニシが他地域
へ拡散しないように防ぐ労務費を補助する。 

（２）補助対象  地区対策委員会 

（３）補助額   毎年度町長が定める額 

 

【根拠法令等】 

小郡町農業振興対策事業補助金交付要綱 

 

 

○ 菜の花の里づくり推進事業（事業実施期間：町長が定める期間） 

(1)目的    

町の花である「菜の花」の促進と不耕作地の解消・防止を図り、農村の景観

形成と水田の持つ多面的機能の発揮を図る。 

(2)補助対象 農業協同組合、農業関係団体、農業者 

(3)補助額  菜の花フェスタ等実施事業  毎年度町長が定める額 

    特認事業                毎年度町長が定める額 

 

【根拠法令等】 

「菜の花里づくり推進事業実施要領」 

「農業振興対策事業補助金交付要綱」 

 

○ 農業団体育成事業（事業実施期間：町長が定める期間） 

(1)目的 

農業振興と農村の発展を図るため、その推進力となる農業団体等の育成、強 

   化と活動促進に係る経費を補助する。 

(2)補助対象 

    女性農業者で組織する団体・中核農家及び農業後継者で組織する団体・生活 

改善組織・吉山４Ｈクラブ・農作業受託組織・その他町長が必要と認める団 

体等（農作業受託組織：事業期間３年間） 

(3)補助額 

毎年度町長が定める額 

 

【根拠法令等】 

「団体育成事業実施要領」 

「農業振興対策事業補助金交付要綱」 

 

○ 試験展示ほ場設置事業（毎年度委託契約） 

(1)目的 

    農業全般の発展と総合的安定を図るため農業関係展示ほ等の設置事業委託 

する。 

(2)委託対象 農業協同組 

(3)委託料    1ほ場10千円（毎年度予算の範囲内） 

 

【根拠法令等】 

「試験展示ほ場設置事業委託契約書」 

 

○ 野菜等生産拡大事業（平成15年度から平成16年度まで） 

(1)目的   野菜産地の形成と農家所得の向上を図る 

(2)補助対象 農業協同組合 

(3)補助額  毎年度町長が定める額 

 

【根拠法令等】 

「秋穂町野菜等生産拡大事業実施要領」 

「農業振興対策事業補助金交付要綱」 

 
○ 地域農業再編事業（町．未定） 

 (1)目的     集落等で話し合いを契機として新たな地域づくり活動の芽生えが

ある意欲の高い集落や組織等を重点的に支援する事業であり、その

活動等に係る経費を補助する。 

(2)補助対象 営農集団、集落組織等 

(3)補助率  7／10以内。ただし、特に公益性の高い事業主体については、町 

長が別に決定する。 

 

○ 土地利用型農業等活性化対策事業（町．未定） 

１ 水田畑作物生産条件整備 

・共同利用施設整備   ・集団営農用生産施設 

・集団営農用機械整備  ・その他町長が必要と認めるもの 

(1)目的   農業の生産体制を抜本的に強化することにより、本町農業の持

続的発展及び構造改善を図る。 

(2)補助対象 農業協同組合、農業公社、営農集団等 

(3)補助率  4／10以内。（施設園芸用施設の補助率は、1／2以内） 

ただし、県の補助事業の採択を受けたときは、当該補助要綱に

よる費用負担割合若しくは2／3以内とする。 

 

○ 有害鳥獣被害防止対策事業（町．未定） 

野猪被害防止対策事業 

(1)目的     水稲を作付けする水田を野猪の被害から防止する。 

(2)補助対象 水稲作農業者、集落組織、営農集団等 

(3)補助率  電気柵１件につき14,000円（定額） 

 

○ 奨励作物産地拡大対策事業（町．未定） 

種子・種苗供給事業 

(1)目的     事業主体が行う共販に供するために、自ら作付けするための

種子・種苗 （種苗100本以上）を購入する生産者に、安価に

販売したものに限り補助する。 

(2)補助対象 農業協同組合 

(3)補助率  1／2以内 

 

○ 特定野菜等生産振興事業（町．未定） 

(1)目的   新規作物並びに振興作物の産地化を目指すための種苗を購入する

ために必要な費用を補助する。 

(2)補助対象 集落組織、営農集団等 

(3)補助率  1／2以内。ただし、補助金の額100千円を限度とする。 
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （３） 
大 項 目 経 済 中 項 目 農業・畜産業 小 項 目 農業・畜産業振興事業 

事 業 名 その他農業振興対策事業・単独事業 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐02‐02‐08 

 現                 況 分                     析 

 阿 知 須 町 調   整   上   の   課   題 課   題   へ   の   対   応 

 

新市の農業振興の方針に沿って、事業を展開することとし、同様な 

事業について内容を精査し一本化する方向で調整する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○ 農業用使用済プラスチック適正処理（町） 

(1)目的   農業用使用済プラスチックの適正処理 

(2)補助対象  農業用使用済プラスチック 

(3)補助額  毎年度町長が定める額  予算30千円 

 

○ 生産組織育成事業補助金（町） 

(1)目的      各生産組合の育成強化 

(2)補助対象  肉牛生産育成組合、露地野菜生産組合、 

施設園芸組合、果樹生産組合 

(3)補助額    町予算額の範囲内  予算1,800千円 

 

○ 革新的モデル事業（町） 

(1)目的   不耕起乾田直播技術の確立 

(2)補助対象  不耕起乾田直播き栽培グループ活動費 

(3)補助額  毎年度町長が定める額  予算100千円 

 

○ 農業担い手育成強化奨励金交付事業（町） 

(1)目的   農業担い手育成確保と遊休農地の減少と農地の流動化の促進 

(2)補助対象 賃借権3年以上かつ借受面積の合計が70ａ以上の規模の者 

(3)補助額  町予算額の範囲内  予算1,350千円 

 

○ 農作業受託者組織強化育成事業（町） 

(1)目的   農作業受託作業を円滑に実施、あわせて農作業の技術向上を図り、 

農地の流動化の促進に寄与 

(2)補助対象 農作業受託活動 

(3)補助額  毎年度町長が定める額  予算100千円 

 

○ 珍野菜栽培研究事業（町） 

(1)目的   地産・地消にかかる少量他品目を確立するため 

(2)補助対象  珍野菜生産者 

(3)補助額    毎年度町長が定める額  予算200千円 

 

各市町とも独自の方針により事業を実施しているため、事業の実施分野

が異なっている。 

同様な事業においても、対象、補助率等が異なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. （   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                   ） 
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  

大 項 目 経 済 中 項 目 農業・畜産業 小 項 目 農業・畜産業振興事業 

事 業 名 生産調整事業(補助金) 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐02‐02‐09 

現                 況 分                     析 

調   整   上   の   課   題 

 

米政策改革大綱により、平成１６年度から２２年度にかけて生産調 

整制度の改革がされることになっており、制度変更への対応が必要に 

なる。 

米政策改革大綱では、農協を単位としたエリアで地域農業ビジョン 

を策定することとなっている。 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

生産調整については、基本的に国の定めた方針に従い実施すること 

となるため、制度が具体化した段階で市町間の調整が必要で有れば、 

調整を行うこととなる。 

 

調          整          案 

 
 
 山口市 
 
○ 活かそう水田保全（市、期限なし） 

（１）目的    自己保全管理田等における景観作物（ひまわり、コスモス、ケイトウ、菜の花等）の作付推進により環境保全を図る。 

（２）補助対象  事業実施農業者 

（３）補助額   10aあたり  単位未定 
 
○ 生産調整推進事業（国、未定） 
  （１）目的    水田農業ビジョンと一体的に、円滑に生産調整を推進する。 
  （２）補助対象  山口市 
 
 
 
 徳地町 
 
○ 奨励作物推進助成事業（町、未定） 
  （１）目的    町の奨励する作物への助成 
  （２）補助対象  集荷円滑化対策に拠出した農業者 
  （３）補助額   振興作物        10ａ当たり 8,000円 
          戦略的作物         〃   5,000円 
          集落ビジョン推進作物    〃   2,000円 
 
 
小郡町、秋穂町、阿知須町   該当なし 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

(ただし、生産調整の改革に併せて対応していくこととする。) 

（   ）２. （   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                      ）
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 農業・畜産業 小 項 目 農業・畜産業振興事業 

事 業 名 畜産振興事業 協 議 事 項 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐02‐02‐10 

現                 況 分                   析 

山  口  市 秋  穂  町 調   整   上   の   課   題 

 

○ 畜舎環境整備事業（町） 
（１）目的   防疫薬剤の配布による畜舎の環境整備を図る。 
（２）補助対象  秋穂町家畜防疫対策協議会 
（３）補助率    定額補助 

 

 

 

 

徳  地  町 

 

各市町で畜産の状況にかなりの相違が見られる。 

農協を補助対象とした事業もあり、３つの農協間において調整が必要 

になる。 

 

 

課   題   へ   の   対   応 

 
○ 優良後継牛確保放牧事業（市、未定） 
（１）目的 

酪農経営における乳用牛の体質向上のために、育成乳用牛の放牧を推進し、

酪農経営の向上を図る。 

（２）補助対象 

      生後７日齢以上の乳用雌牛であり、系統繁殖を目的とした牛を山口県育成 

牧場へ預託する経費。ただし、精液・受精料・診療費・予防注射・検査料 

及び搬出入に要する経費は除く。 

（３）補助率 

      １／１０以内 

 
○ 元気な子牛生産事業（市、未定） 
（１）目的 

   異常産予防注射経費を補助することにより予防接種率を上げ、優良後継牛 

及び肉用牛の生産を図る 

（２）補助対象 

   繁殖用雌牛に対する異常産予防注射 

（３）補助率 

  １回に対し１／２ 

 
○ うるおい蜜蜂ブンブン事業（市、未定） 
（１）目的 

   遊休農地等を活用し、菜の花の栽培を行い蜜源を確保することにより、 

安心安全の食糧確保や環境保全に寄与するとともに、元気なみつばちを 

園芸農家等へ供給する。併せて、養蜂経営の安定を図る。 

（２）補助対象 

   菜の花栽培ほ場の借地料、荒越し等委託料及びその他の必要経費 

（３）補助率 

   10アールあたり  10,000円以内 

 

小 郡 町 ・ 阿 知 須 町 

 

畜産の事業は、全て単独事業であるので、新市の振興方針に沿って事 

業を実施することとし、同様な事業について内容を精査し一本化する方 

向で調整する。 

 

 

調          整          案 

 

  該当なし 

 

○ 受精卵移植推進事業（町、未定） 

（１）目的   乳用牛への経済性の高い黒毛和種を受精卵移植することによっ 

て酪農経営の改善をしようとする農家への支援を目的とする。 

（２）補助対象 受精卵移植師により受精卵移植した場合の移植料。 

（３）補助率  定額補助 

 

○ 家畜防疫対策事業（町、未定） 

（１）目的   家畜伝染性疾病の多様化に対処し、地域の家畜防疫活動を推進し、

その発生を未然に防止することを目的とする。 

（２）補助対象 伝染性疾病の予防注射の実施に必要な経費 

（３）補助率  定額補助 

 

○ 徳地銘柄牛産子保留対策事業（町、未定） 

（１）目的      徳地銘柄牛の促進を図ることを目的とする。 

（２）補助対象  徳地銘柄牛確立対策事業により導入した繁殖雌牛の産子で、第 

４産目までの子牛であること。 

（３）補助額    定額補助 

 

○ 山口県畜産共進会出展事業（町、未定） 

（１）目的   改良増殖に資し、堅実な畜産業の進展を期することを目的とする。

（２）補助対象 山口県畜産共進会に出展する場合の輸送経費とする。 

（３）補助率  定額補助 

 

○ 肉牛預託事業利子補給補助金（町、未定） 

（１）目的   肉牛の肥育農家に対し、預託事業を推進し、農家経営の安定を 

図るとともに、所得の増大を図ることを目的とする 

（２）補助対象 預託牛 

（３）補助率  利息の１／２以内 

 

○ 徳地銘柄牛確立対策事業補助金（町、Ｈ19年度） 

（１）目的   肉質の斉一化を図るため、系統牛の増殖及び保留を促進し、も 

って優良肉用牛産地としての基盤、確立を図ることを目的とする 

（２）補助対象 黒毛和種優良繁殖雌牛導入事業により徳地銘柄牛管理委員会の 

審査をパスした雌牛 

（３）補助率  事業に要する経費の３／１０以内（上限２０万円） 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. （   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 農業・畜産業 小 項 目 農業・畜産業振興事業 

事 業 名 その他関係団体 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐02‐04‐03 

 現                 況 分                    析 

 山  口  市 小  郡  町 調   整   上   の   課   題 

平成16年度予算 

 

小郡町生活改善実行グループ……… 100千円 

小郡町下郷水利委員会……………… 255千円 

小郡町上郷水利委員会…………………60千円 

山口中央農業協同組合小郡支所…… 700千円 

農業後継者育成対策………………… 110千円 
 
 
 
 

 

各市町で補助金、交付金を交付している団体等が異なる。 

同様な団体への補助金、交付金等についても、金額等が異なってい 

る。 

 

 

徳  地  町 課   題   へ   の   対   応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成16年度予算 

 

山口中央農業協同組合……………………700千円 
 

 
 

 

 秋  穂  町 

平成16年度予算 

 

徳地酪農組合……………………………36千円 

徳地町肉牛生産組合……………………54千円 

生活改善実行グループ…………………45千円 

農家生活改善士…………………………22千円 

（社）徳地町農業公社…………… 6,347千円 
 
 
 
 

 

１市４町で同一あるいは同種の団体に対する補助金は、できるだけ 

早い時期に統合の方向で調整する。 

 

 

阿 知 須 町 調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成16年度予算 

 

有線放送振興対策事業………………………270千円 

土地改良区……………………………… 25,775千円 
 

平成16年度予算 

 

フレッシュミセスの会………………… 45千円 

生活改善グループ……………………… 45千円 

阿知須町農業システム研究会…………300千円 

農作業受託者組織………………………100千円 

生産組織育成事業……………………1,800千円 

吉敷郡阿知須土地改良区……………7,044千円 
 
 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （１） 
大 項 目 経 済 中 項 目 林 業 小 項 目 林業振興事業等 

事 業 名 有害鳥獣対策事業 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐03‐02‐03 

現                                 況 

山   口   市 小   郡   町 

 
有害鳥獣捕獲奨励事業 
（１）内容 
ノウサギ、サル、カラス、タヌキ及びイノシシ（以下「有害鳥獣」という。）
の捕獲の促進を図るための事業。 

（２）補助対象 
   有害鳥獣捕獲従事者（捕獲隊） 
（３）奨励金 

種   類 奨励金 市補助率 県補助率 
ノウサギ 200円 200×1/2 200×1/2 
サル 30,000円 17,000×10/10 13,000×10/10 
カラス 800円 400×1/2+400 400×1/2 
タヌキ 1,000円 1,000×1/2 1,000×1/2 
イノシシ(捕獲許可以外) 1,500円 1,500 0  
イノシシ(捕獲許可分) 6,000円 3,000×1/2+3,000 3,000×1/2 
 
有害鳥獣捕獲事業 
（１）内容 
   有害鳥獣による農作物等に対する被害を防止するため、有害鳥獣の捕獲に対
し協議体制を確立し、団体で計画的にしかも効果的に被害を防止するため捕
獲を目的として行う事業 

（２）補助対象 
   団体を構成する捕獲従事者 
（３）補助率                   

種   類 奨励金 
捕獲従事者一人当たり 800円 

 
イノシシ捕獲柵設置事業 
（１）目的 
   イノシシによる農作物等の被害を防止するため 
（２）補助対象 
   有害鳥獣捕獲従事者（捕獲隊） 
（３）対象事業 
   イノシシ捕獲柵の設置 
（４）補助率 

種   類 奨励金 市補助率 県補助率 
１柵当たり 157,500円 157,500×1/2 157,500×1/2 

（５）補助条件 
・木材を使用したもの：面積49.0㎡以上３年以上の使用に耐えるもの 
・鉄骨・金網を使用したもの：面積30.0㎡以上５年以上の使用に耐えるもの 
・上記の条件を満たす柵であれば、157,500円以下の柵についても購入費用を 

   市１/２、県１/２で補助する。なお、奨励金の限度を157,500円とする。 
 
イノシシ捕獲檻設置事業 
（１）目的 
   イノシシによる農作物等の被害を防止するため 
（２）補助対象 
   有害鳥獣捕獲従事者（捕獲隊） 
（３）対象事業 
   イノシシ捕獲檻の設置 
（４）補助率 

種   類 奨励金 市補助率 県補助率 
１檻当たり 80,000円 80,000×1/2 80,000×1/2 

（５）補助条件 

・Ｈ＝１ｍ、Ｗ＝１ｍ、Ｌ＝2.5ｍ程度 

・5年以上の使用に耐えるもの 

・上記の条件を満たす檻であれば、80,000円以下の檻についても購入費用を 

    市１/２、県１/２で補助する。なお、奨励金の限度を80,000円とする。 

 
シカ防護柵設置事業 
（１）目的：   シカによる農作物等の被害を防止するため 
（２）補助対象： 防護柵設置者 
（３）対象事業： シカ防護柵の設置 
（４）補助率 
   支給額 640円／ｍ  補助率 640×10/10 
 
シカ捕獲奨励事業 
（１）目的 
   シカの保護とシカによる農作物等の被害を防止するため。 
（２）補助対象 
   捕獲従事者（捕獲隊） 
（３）対象事業 
   シカを生け捕り捕獲し、一定の保護収容施設への搬送 
（４）補助率   
   12,000円／頭  市補助率 12,000円×1/3  県補助率 12,000円×2/3 
 
カラス・ドバト捕獲わな設置事業 
（１）目的 
   カラス・ドバトによる農作物等の被害を防止するため。 
（２）補助対象 
   捕獲従事者（捕獲隊） 
（３）対象事業 
   カラス・ドバト捕獲わなの設置 
（４）補助率 
   支給額  52,500円／わな 
市補助率 52,500円×1/2  県補助率 52,500円×1/2 

（５）補助条件 
      H=1m以上、W=1m以上、L=1.2m以上 ３年以上の使用に耐えるもの 

 

有害鳥獣駆除奨励事業 
  野兎、野猿、カラス及びタヌキ（以下「有害鳥獣」という。）の駆除の促進を
図るための事業。     

補  助  基  準  額 
有害鳥獣を適法に捕獲し、その確認資料を提出した者に対する奨励金

（１）野兎1羽当たり 200円   （２）野猿1頭当たり 30,000円 
（３）カラス1羽当たり 500円 （４）タヌキ1頭当たり1,000円 

 

野猪駆除事業 
  野猪による農作物等に対する被害を防止するため、有害鳥獣の駆除に対し協議
体制を確立し、団体で計画的にしかも効果的に被害を防止するため捕獲を目的
として行う事業及び野猪捕獲奨励事業 

補  助  基  準  額 
（１）団体を構成する駆除従事者に支給する経費 
   駆除従事者1人当たり・・・・・・・・・・・・・・800円 
（２）野猪を適法に捕獲し、その確認資料を提出したもの 
野猪1頭当たり（駆除許可による捕獲）・・・・・・4,000円

野猪捕獲柵設置事業 
 野猪による農作物等の被害を防止するため、 
 （１）木材を使用して製作した野猪捕獲柵（当該柵の設置基準については、原則
として、その面積は49.0平方メートル以上とし、使用する資材は3年以上
の使用に耐えるもの。ただし、地形等でやむを得ない場合に限り、その面
積を2割まで減少することができる。）を設置する事業。 

 （２）鉄骨、金網を使用して製作した野猪捕獲柵（当該柵の設置基準については、
原則として、その面積は30.0平方メートル以上とし、使用する資材は5年
以上の使用に耐えるもの。）を設置する事業。 

捕  獲  基  準  額  
柵を設置するのに要する経費  1柵当たり・・・157,500円  

カラス・ドバト捕獲わな設置事業 
  カラス・ドバトによる農作物等の被害を防止するため、カラス又はドバトの捕
獲わな（当該わなの設置基準については、原則として、高さ 1 メートル以上、
幅1メートル以上、長さ1.2メートル以上とし、使用する資材は3年以上の使
用に耐えるもの。）を設置する事業。 

補  助  基  準  額 

わなの設置に要する事業  1わな当たり・・・・・52,500円

シカ捕獲奨励事業 
シカの保護とシカによる農作物等の被害を防止するため、シカを生け捕りし、
一定の保護収容施設へ搬送する事業。 

補  助  基  準  額 
シカを捕獲し、搬送するのに要する経費 
 1頭当たり・・・・・・・・・・・・・・・・12,000円 

野猪捕獲檻設置事業 
（１）目的  野猪による農作物の被害を防止するため 
（２）基準 

補  助  基  準  額 
檻を設置するのに要する経費  1檻当たり・・・・80,000円

【根拠法令等】 小郡町有害鳥獣駆除奨励事業等に係る補助金交付要綱 
 
猟友会育成事業 
（１）目的    有害鳥獣駆除の促進を図る 
  （２）補助対象  小郡猟友会、有害鳥獣駆除対策協議会 
（３）補助金   60,000円、30,000円 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （２） 
大 項 目 経 済 中 項 目 林 業 小 項 目 林業振興事業等 

事 業 名 有害鳥獣対策事業 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐03‐02‐03 

現                                 況 分                   析 

秋  穂  町 徳  地  町 調   整   上   の   課   題 

 

各市町において、補助金の内容・金額が異なる。 

各市町において、猟友会事務局への助成が異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

課   題   へ   の   対   応 

 
有害鳥獣捕獲対策協議会育成事業 
  （１）目的    町内有害鳥獣被害発生予察、駆除計画の作成、協議会が 

編成する駆除隊の駆除従事者の経費 
（２）補助対象  秋穂町有害鳥獣捕獲対策協議会 
 （３）補助金   270,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

阿 知 須 町 

 

有害鳥獣駆除補助金については、下記により調整する。 

野猪：山口市 

野兎：徳地町 

野猿：山口市・小郡町 

カラス：山口市 

タヌキ：山口市・小郡町 

駆除従事者：山口市・小郡町・徳地町 

野猪捕獲柵設置：山口市・小郡町 

野猪捕獲檻設置：山口市・小郡町 

シカ保護柵設置：山口市 

シカ捕獲奨励：山口市・小郡町 

カラス・ドバト捕獲わな設置：山口市・小郡町 

 

猟友会等への助成については、新市に移行後も当分の間現行どおりと 

し、随時調整する。 

調     整     案 

 
有害鳥獣駆除補助金 
（１）目的       有害鳥獣（野猪・カラス）による農作物の被害を防止するため 
（２）補助対象    捕獲従事者（捕獲隊） 
（３）補助率   野猪  １頭につき3,000円 

カラス １羽につき  400円 
猟友会育成事業 
（１）目的    有害鳥獣捕獲の促進を図る 
（２）補助対象  阿知須町有害鳥獣捕獲隊 
（３）補助金   54,000円 

 

 

有害鳥獣駆除対策事業 
 野猪駆除事業 
    野猪による農林産物等の被害防止のための事業 

種 類 金額 町補助金 県補助金

 野猪１頭 (猟期外)  3,000円  1,500円  1,500円 

 野猪１頭 (猟期)  1,000円  1,000円  

 駆除従事者 (１人)   800円  400円  400円 

 
有害鳥獣駆除奨励事業 
野兎・野狸・野猿・カラスの駆除の促進を図るための事業 

種 類 金  額 町補助金 県補助金

 野兎 (１羽あたり)  1,000円   900円    100円 

 野狸 (１頭あたり)  1,000円    500円    500円 

 野猿 (１頭あたり)  27,000円  14,000円  13,000円 

 カラス (１羽あたり)    400円    200円    200円 

 
猟友会育成事業 
  （１）目的    有害鳥獣駆除の促進を図る 
  （２）補助対象  猟友会徳地支部 
（３）補助金   270,000円 
   
有害鳥獣駆除対策協議会育成事業 
  （１）目的    町内有害鳥獣被害発生予察、駆除計画の作成、協議会が 

編成する駆除隊（熊・猿）の駆除従事者の経費 
（２）補助対象  徳地町有害鳥獣駆除対策協議会 
（３）補助金   300,000円 
 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. （   ）市・町の例により調整する。 

（ ◎ ）３．新たに制度等を創設する。 

(ただし、猟友会等の助成については、新市に移行後も 

当分の間現行どおりとし、随時調整する) 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

 （   ）７．その他（              ） 

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （１） 
大 項 目 経 済 中 項 目 林 業 小 項 目 林業振興事業等 

事 業 名 その他林業振興事業(補助金) 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐03‐02‐04 

現                             況 分                   析 

山   口   市 小   郡   町 秋 穂 町 ・ 阿 知 須 町 
 
①作業道開設事業補助金 
（１）目的 
民有林野に造林事業を行うための作業道の開設に要する経費を補助する。 

（２）補助対象:森林組合、森林所有者等 
（３）補助率 
       国、県補助事業…事業費の4/10以内又は500円/mの少額の方を適用 
      補助がない場合…事業費の4/10以内又は800円/mの少額の方を適用 
 
②単独緊急間伐推進事業 
（１）目的 
    民有林野における間伐の実施について、その経費の一部を補助し間伐の推
進を図る。 

（２）対象:森林組合及び森林所有者 
（３）補助率:県が定める標準事業費の20% 
 
③松林保護樹林帯緊急造成事業 
（１）目的 
    保全松林周囲の保護樹林帯における樹種転換のため造林保育経費の補助 
（２）対象:森林組合及び森林所有者 
（３）補助率:県が定める標準事業費の20% 
 
④樹種転換促進事業 
（１）目的 
    松くい虫被害跡地復旧のための樹種転換に係る造林保育経費の補助 
（２）対象:森林組合及び森林所有者 
（３）補助率:県が定める標準事業費の10% 
 
⑤森林整備推進事業 
（１）目的 
    民有林野における拡大造林及び広葉樹による再造林に係る造林保育経費
の補助 

（２）対象:森林組合及び森林所有者 
（３）補助率:県が定める標準事業費の10% 
 
⑥市民手づくりの森設置事業 
（１）目的 
    各地区の住民団体等が市有林等の手入れ（植栽等）を行うことについて、
苗木や資材料の購入にかかる経費を補助 

（２）対象:自治会、住民グループ等 
（３）補助率:１００％（25万円を限度） 
 
⑦森林整備地域活動支援事業 
（１）目的 
    森林施業に不可欠な地域活動を支援し適時適切な森林施業の確保を図る 
（２）対象:森林施業計画の認定を受けた森林所有者等 
（３）補助率 
森林施業の実施に不可欠な地域活動の実施について１ｈａ当たり１万円の
交付金を交付する。 

     平成16年度 １０協定 積算基礎森林 １，７５０ｈａ予定 
     事業費 １７，５００千円 

（財源内訳） 
       国・県交付金 １３，１２５千円 
       一般財源    ４，３７５千円 
 

⑧特用林産物生産団地化促進事業 
（１）目的 
山口市内には２地区に菌床による椎茸生産団体があり、それらの団体を
強化し、特用林産物生産の振興を図るため、生産団体が導入する生産設
備に対して補助をする。 

（２）対象:椎茸生産団体 
（３）補助率:事業費１２０万円を超える事業に対して、８０万円を補助する。 
                    （県費４０万円、市費４０万円） 

 
⑨間伐材搬出促進対策事業補助金 
（１）目的 
        この要綱は、間伐材の搬出促進により、間伐材の有効利用及び間伐材製

品の需要拡大を推進し、間伐意欲の向上を図り、もって地域林業の振興
に資することを目的とする。 

（２）補助対象 
       森林組合等 
（３）補助率 
       間伐材1本当たり300円 
  
 【根拠法令等】 小郡町間伐材搬出促進対策事業補助金交付要綱 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
該当なし 

 

                                                      山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （２） 
大 項 目 経 済 中 項 目 林 業 小 項 目 林業振興事業等 

事 業 名 その他林業振興事業(補助金) 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐03‐02‐04 

現                             況 分                   析 

徳   地   町 調   整   上   の   課   題 

 
秋穂町、阿知須町は該当なし 
各市町の補助制度の種類及び採択基準、補助単価、補助率、算出方法 
等に差異がある 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

 新市移行後、課題等を検討しながら新たに制度等を創設するが、それま 

での間は現行どおりとする。 

調      整      案 

 
①基幹作業道開設事業補助金 
（１）目的：林業経営の改善及び造林事業の推進のため、作業道の開設に要す

る経費を補助する 
（２）補助対象：森林組合、森林所有者、林業経営者 
（３）補助率 
森林施業面積がおおむね1ha以上、開設延長が50ｍ以上、幅員が1.5
ｍ以上、勾配が20％以下のもので補助金が事業費全体の90％以下 

         幅員1.5m～2.4ｍ １ｍあたり 300円 
2.5ｍ～2.9ｍ １ｍあたり 400円 

              3.0ｍ以上    １ｍあたり 500円 
 
②間伐対策促進事業 
（１）目的：民有林における間伐実施について、経費の一部を補助し、間伐の
推進を図る 

（２）補助対象：森林組合 
（３）補助率：県が定める標準事業費の10％以内 
 
④松くい虫被害地造林事業 
（１）目的 
松くい虫被害跡地復旧のための樹種転換にかかる造林事業の実施につ
いて、経費の一部を補助する 

（２）補助対象：森林組合 
（３）補助率：県が定める標準事業費の10％以内 
 
⑤クヌギ造林推進事業 
（１）目的 
徳用林産物の生産振興を図るため、クヌギ造林事業の実施について、経
費の一部を補助する 

（２）補助対象： 森林組合 
（３）補助率：県が定める標準事業費の10％以内 
 
⑤再造林促進事業 
（１）目的 
間伐後の町土の保全、森林資源及び機能を高度に発揮させるため、再造
林事業の実施において、経費の一部を補助する。 

（２）補助対象：森林組合 
（３）補助率 
１．国･県補助対象事業 
・受託施業 
総事業費の9/10から国県補助金を除いた額以内 
・個人施業 
県標準事業費の1/20以内 
２．国・県補助対象外事業 
・個人施業 
県標準事業費の4/10以内 
 

 
 

 
⑦森林整備地域活動支援交付金 
（１）目的 
適切な森林整備の推進を図るため、計画的かつ一体的な森林施業の実施に 
不可欠な地域活動を行う経費を交付する。 

（２）補助対象 
森林所有者・森林組合・生産森林組合・森林整備法人・森林法施行令第 
１１条第７項に規定する団体 

（３）補助率 
積算基礎森林１ｈａ当たり１０，０００円 

 
⑧特用林産物生産団地化促進事業  
（１） 目的 
    特用林産物の生産団地を育成するため、特用林産物の生産を目的とする 
生産施設等の整備に要する経費を補助する。 

（２） 補助対象：特用林産物の生産を目的とする協業体 
（３） 補助率：県が定める標準事業費の２/３以内 
 
⑩作業道補修事業補助金 
（１）目的 
林業経営の安定と作業の効率化を図るため、風水害で被災した作業道の 
補修に要する経費を補助する 

（２）補助対象：森林所有者、林業経営者 
（３）補助率 
路線延長50ｍ以上、幅員２ｍ以上、適切に維持管理されている作業道で 
補助金が事業費全体の90％以下 

        補助単価     １ｍあたり300円 
補助限度額    100,000円(333ｍ以上) 

     補助最低限度額    6,000円 
 
⑪分収造林整備事業 
（１） 目的 
    分収造林地の整備を推進するため造林事業に要する経費を補助する。 
（２） 補助対象:分収造林組合 
（３） 補助率:県が定める標準事業費の10％以内 
 
⑫ユリノキ造林推進事業 
（１）目的 
森林資源の充実と、町土の保全、自然環境の保全等の機能を高度に発揮さ 
せる造林事業の推進を図るため、ユリノキ造林事業の実施について、経費 
の一部を補助する 

（２）補助対象：森林組合 
（３）補助率：事業費の50％以内 
 
⑬林業構造改善対策事業 
（１）目的 
   林業構造の改善を図るため実施する林業構造改善対策事業に要する経費の 
一部を補助する。 

（２）補助対象：森林組合 
（３）補助率 
   国、県の採択を受けたものは、６/１０以内 
   機械及びその附帯施設にあっては５/１０以内（機械は消費税を含まない）  
 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. （  ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。  

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 

 

 

 

                                                      山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 林 業 小 項 目 林業関係団体 

事 業 名 その他関係団体 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐03‐03‐02 

 現                 況 分                    析 

 山  口  市 小  郡  町 調   整   上   の   課   題 

 

平成16年度予算 

 

小郡緑化推進協議会…………………………30千円 

 

 

 

   各市町において関係団体に相違がある 

徳  地  町 課   題   へ   の   対   応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成16年度予算 

 

森林組合指導事業（林業グループ育成他）… 100千円 

 

 

 秋  穂  町 

 

平成16年度予算 

 

徳地町緑化推進協議会……………………… 340千円 

緑の少年隊………………………………………81千円 

 

 

 

同一あるいは同種の団体に対する補助金は、できるだけ早い時期に統 

合の方向で調整する。 

 

 

阿 知 須 町 調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 該当なし 

 

平成16年度予算 

 

緑の少年団…………………………………… 45千円 

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 水産業 小 項 目 水産業振興事業 

事 業 名 種苗放流養殖事業 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐04‐02‐01 

 現                 況 分                    析 

 山  口  市 小  郡  町 調   整   上   の   課   題 

 

１ 町補助事業 

（１）事業の概要（平成14年度実績） 

アユ…………………………………  272,400尾 

アマゴ………………………………    8,800尾 

カニ…………………………………   24,000尾 

ウナギ………………………………    2.9㎏ 

（２）補助金（平成14年度実績） 

50千円 

 

 

 

漁業協同組合が事業主体で実施する事業に対する補助事業であり、 

各市町における過去からの水産業振興策（補助率等）に相違がある。 

 

徳  地  町 課   題   へ   の   対   応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 市補助事業 

（１）事業の概要（平成14年度実績） 

ア サ リ     ………………………… 2,000,000個  

アユ…………………………………  272,400尾 

アマゴ………………………………    8,500尾 

カニ…………………………………   24,000尾 

ウナギ………………………………    1.8㎏ 

（２）補助金（平成14年度実績） 

1,150千円 

 

 

 秋  穂  町 

 

１ 町補助事業 

（１）事業の概要（平成14年度実績） 

アユ…………………………………  600,000尾 

ヤマメ………………………………   30,000尾 

ウナギ………………………………     1.4㎏ 

モズクガン…………………………  30,000尾 

（２）補助金（平成14年度実績） 

300千円 

 

 

 

漁獲高の向上と水産資源の確保から、当該事業の継続は必要と考え 

る。 

新市移行後は、水産業振興策の調整と併せて一体化を行うこととす 

る。ただし、内水面と外海を区別した対応となる。 

 

阿 知 須 町 調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 町補助事業 

（１）事業の概要（平成14年度実績） 

ア サ リ…………………………… 1,140kg 

車 エ ビ…………………………  500,000尾 

ア ワ ビ     …………………………… 20,000個 

（２）補助金（平成14年度実績） 

812千円 

 

 

 

１ 町補助事業 

（１）事業の概要（平成14年度実績） 

    車 え び…………………………… 800,000尾 

       ア サ リ     ……………………………   2,700kg 

       アサリ(研究)…………………………  1,000kg 

（２）補助金（平成14年度実績） 

1,080千円 

 

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 水産業 小 項 目 水産業振興事業 

事 業 名 水産業振興事業 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 農林水産 コ ー ド 22‐04‐02‐06 

 現                 況 分                    析 

 山  口  市 小  郡  町 調   整   上   の   課   題 

 

  該当なし 
 

各市町における水産業振興策に地域的な相違がある。 

管内の各漁業協同組合の漁業推進策を踏まえた新市における水産業 

振興策の調整が必要である 

徳  地  町 課   題   へ   の   対   応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

間伐材魚礁設置事業（Ｈ１５～Ｈ１７） 

 県補助３０％ 事業主体：市 

 目的／内容  

  漁場生産基盤の整備促進、また林業の活性化を目的とした、間伐材利用の 

魚礁を設置する。 

  

 

 秋  穂  町 

 

  該当なし 

 

事業の目的等を精査し水産業振興策の調整や漁協合併への対応を検 

討する必要があり、新市移行後に調整する方針とした。 

 

 

阿 知 須 町 調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

秋穂地区魚食普及推進協議会補助（単独） 

 目的／団体運営補助 

 補助率／定額（63千円） 

 

団体育成事業 

（１）事業の概要（平成14年度実績） 

  婦人部青壮年部育成事業 

（２）事業費（平成14年度実績） 

450千円（補助金額） 

 

水産振興対策事業(単独)  

  目的/内容：魚消費促進事業 

  補助対象：阿知須漁協 

  補助金額：９０千円 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

 

 

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 
大 項 目 経 済 中 項 目 商工業 小 項 目 商工業振興事業 

事 業 名 商店街支援事業 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 商工観光 コ ー ド 22‐06‐03‐03 

現                              況  

山   口   市 小   郡   町 分                   析 

調   整   上   の   課   題 

 

山口市はソフト事業とハード事業、小郡町はソフト事業のみを対象とし 

ており、補助率も異なっている。また、山口市は中心市街地活性化基本計 

画及びＴＭＯ構想を策定しているが、小郡町は未策定である。 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

小郡地区空き店舗対策事業 

  ○目的 

    小郡中心商店街を再生させる足掛かりとして、駅北口に位置する中心 

   商店街を活性化し、賑わいを創出することを目的に本事業を実施する。 

  ○対象場所 

    大正通り商店街を含む駅北口前商業区域 

  ○補助対象事業 

①ミニ・チャレンジショップ事業 

  中心商店街の空洞化、衰退を阻止するため商店街の空き店舗を活 

 用して、近い将来起業を目指す者を対象としたチャレンジショップ 

事業を実施。１６年度は、対象を３店舗とする。 

    ②イベント事業 

      空き店舗を利用してイベント事業を行い、商店街活性化、集客を 

     図る。 

○補助率 

 ①について家賃補助１０万円を限度とし８ヶ月間、また店舗修繕費補 

助として５０万円を限度として補助する。 

    ②について１５０万円。 

 

 

秋穂町・徳地町・阿知須町 

 

新市における中心市街地の位置づけや上位計画等を踏まえ、事業の統一 

（新たな制度の創設）に努めることとするが、それまでの間は現行どおり 

とし、随時調整する。 

 

 

調          整          案 

 
  商工振興事業補助金 
     １ 目的 
             本市の商工業の振興を図るため、次の各団体が実施する事業に要 
      する経費について、予算の範囲内で補助金を交付することに関し必 
      要な事項を定めるものとする。 
     ２ 補助対象団体 
         （１）山口商工会議所 
         （２）事業協同組合（中小企業等協同組合法第３条に定めるもの）、 
        商店街振興組合（商店街組合振興法第２条第１項に定める 
        もの） 
         （３）山口市商店街連合会 
         （４）タウンマネージメント機関（ＴＭＯ） 
         （５）このほか、市長が適当と認めるもの 
     ３ 補助金の交付の対象となる事業 
       （１）中心市街地活性化対策事業 
         （２）人材育成セミナー支援事業 
     （３）商店街イベント事業 
     （４）空き店舗対策に係る事業 
     (５) ＴＭＯ自立支援事業 
     （６）前各号に定めるもののほか、市長が適当と認めるもの。 
   ４ 補助率 
     （１）３の（１）の事業については、中心活性化法に基づく市の基本 
         計画、又はＴＭＯが作成する事業計画に位置づけられた事業、 
               若しくは位置づけられると見込まれる事業についての補助率は 
               １５％とし、その他の事業の補助率は、１０％とする。 
     （２）３の（２）及び（３）の事業については、事業費の概ね２分の 
         １以内を限度として補助する。 

     （３）３の（４）の事業については、事業費の概ね３分の２以内を限 
        度として補助する。 
     (４) ３の（５）の事業については､事業費の概ね３分の２以内を限度 

として補助する｡ 
     （５）前各号に定めるほか特別なものは、市長が別に定める。 

   

  ・個性ある商店街創造イベント事業 

    若手商店主らの行うソフト事業を支援   ２，６６７千円（１６年度） 

  ・空店舗対策事業（チャレンジショップ事業） ２，０００千円（１６年度） 

  ・イベント振興事業             １，２００千円（１６年度） 

  ・駐車誘導システム運営費 

    中心市街地の駐車場を来街者に誘導・案内することにより、良好なアク 

   セスを確保するとともに、中心部の渋滞緩和、路上駐車の防止に努める。 

・ 加入駐車場：１１カ所 

・ 誘導表示板： ５カ所 

・ 個別誘導板：１７カ所 

   経費負担 

・ ホストコンピューターに係るもの    ：県警 

・ 県の駐車場に関する保守、運営経費   ：県 

・ 市及び民間駐車場に関する保守、運営経費：市と民間 

 

  該当なし 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. （   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 商工業 小 項 目 商工業振興事業 

事 業 名 補助金(起業化向け) 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 商工観光 コ ー ド 22‐06‐03‐08 

 現                 況 分                    析 

 山   口   市 調   整   上   の   課   題 

 

山口市のみの制度 

新市へ引き継いだときのエリアの設定。 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

新しい雇用の創出のため、起業化支援補助金を現行のまま新市へ引 

き継ぎ、新市全域を対象とする 

情報関連産業等起業化オフィス事業については、補助対象地域が限 

定されているので、新市の土地利用計画が決まった時点で検討する。 

 

 

 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

起業化支援補助金  

目的 

新規創業時やその後の販路拡大等における経済的負担を軽減することにより、

起業化の促進による産業の振興及び雇用の促進を図る。 

 

補助金の対象 

 次の要件のいずれにも該当する者。 

１ 山口市に事業所がある者 

２ 創業から規定の年数を超えていない者 

３ 次の各号のいずれかに該当する者 

・ 事業の内容が起業化支援補助金交付要綱に定める業種のいずれかに該当

する者 

・ 中小企業の創造的事業活動の促進に関する臨時措置法に定める研究開発

等事業計画の県知事認定を取得した者 

・ その他市長が特に必要と認めた者 

 

交付を申請するためには事前に指定を受ける必要がある。 

専門家の判断を要する場合は、起業化支援補助金交付審議会を開催する。 

 

補助費目 

・ 事業所開設費補助 （創業後１年未満） 

補助率２分の１、上限１００万円、１事業所１回限り 

・ 販売促進費補助 （創業後５年未満） 

１回につき上限２０万円、１事業所年１回 

・ 通信費補助 （創業後５年未満） 

１か月につき上限５千円、１事業所につき最長３年間 

・ 出資受入支援費補助 （創業後１０年未満） 

上限２０万円、１事業所１回限り 

 

平成１４年度実績  ２，７９２，０００円 

平成１６年度予算  ４，６２０，０００円 

 

 

【根拠法令等】 

・ 起業化支援補助金交付要綱 

・ 起業化支援補助金交付審議会設置要綱 

 

 

 

 

 

情報関連産業等起業化オフィス事業 

補助金の名称 

情報オフィス家賃補助金 

 

目的 

情報関連産業等を営む者が、やまぐち情報文化都市基本計画に掲げる「情 

報・業務・文化ゾーン」に事業所を借りる際の家賃の負担を軽減すること 

により、当該地区への新産業の集積を図る。 

 

補助金の対象 

次の要件のいずれにも該当する者。 

１ やまぐち情報文化都市基本計画に定める「情報・業務・文化ゾーン」 

  に賃貸により事業所を設置する者 

２ 事業の内容が、情報オフィス家賃補助金交付要綱に定める情報関連産 

業等に該当する事業者 

３ その他市長が特に必要と認めた者 

 

交付を申請するためには事前に指定を受ける必要がある。 

 

制度の実施時期 

平成１５年４月１日施行 

 

平成１６年度予算  ２，４００，０００円 

 

【根拠法令等】 

情報オフィス家賃補助金交付要綱 

 

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２. 山口市の例により調整する。 

(ただし、情報関連産業等起業化オフィス事業については、 

補助対象地域が限定されているので、新市の土地利用計画 

が決まった時点で検討する) 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 商工業 小 項 目 商工業振興事業 

事 業 名 地場産業活性化推進事業 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 商工観光 コ ー ド 22‐06‐03‐10 

 現                 況 分                    析 

 山   口   市 調   整   上   の   課   題 

 

山口市のみの制度 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

①、②は、大内文化にかかるものであるため、補助対象が地域、業種 

限定のためこのまま新市へ引き継ぐ。 

③特産品開発等支援事業については、新市全域を対象とする方向で検 

討する。 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①大内文化特定地域地場産業活性化イベント開催事業 

（１）目的    伝統産業を中心とした地場産業の振興を促すイベントを、「山口ふるさと伝承総合センター」で開催し、市内地場産業の活性化及び 

センターにおける地場産業の拠点性を高める。 

（２）概要    上記センター他、市物産事業者連絡協議会や大内塗漆器振興組合等で組織した実行委員会が主催。例年、同地区の「アートふる山口」 

と同時開催。大内塗、山口萩焼を中心に、ものづくりをテーマにした関連製品の展示・実演・即売。 

（３）予算     １，２００千円（１５年度:実行委員会へ） 

 

②匠のまち創造支援事業補助金 

（１）目的    大内文化特定地域内における伝統産業の事業活動の活発化、新規出店を促すために、伝統産業の分野で同地域に新規出店や事業設備 

         の整備を行うために、必要な費用を一部補助し、同地域内における地場産業の活性化を図る。 

（２）補助対象  山口における伝統産業の分野で、大内文化特定地域内において、新規出店や事業設備の整備を行う伝統産業等の事業者 

（３）予算       ３，０００千円（１６年度） 

 

③特産品開発等支援事業 

（１）目的   「山口らしさ」あふれる特産品・新製品の開発等に要する経費の支援。特産品の開発、異業種交流の機会提供、販路拡大等を促進する。 

（２）概要   「山口市物産事業者連絡協議会」の会員を対象に上記目的にあった経費の支援を行う。 

（３）予算    ２，０００千円（１６年度:市物産事業者連絡協議会へ） 

 

 

 

 

 

 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

(ただし、特産品開発等支援事業は、新市全域を対象と 

する方向で検討する) 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 商工業 小 項 目 その他関係団体 

事 業 名 その他関係団体 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 商工観光 コ ー ド 22‐06‐05‐04 

 現                 況 分                    析 

 山  口  市 小  郡  町 調   整   上   の   課   題 

 
平成16年度予算 
 

山口商工会議所…………………………8,469千円 

 

   

 

補助金、負担金の内容について、調整が必要。 

 

徳  地  町 課   題   へ   の   対   応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
平成16年度予算 
 

山口商工会議所………………………… 11,500千円 
山口市魚食普及推進協議会………………… 45千円 
山口萩焼作家協会…………………………… 90千円 
大内塗漆器振興協同組合……………………360千円 
秋穂二島地区（砕石権等制限補償金）…1,600千円 
ファッションデザインコンテスト支援事業…1,000千円 

 

 

 秋  穂  町 

 
平成16年度予算 
 

徳地町特産品振興対策委員会……………450千円 

徳地町商工会……………………………7,220千円 

 

   

 

１市４町で同一あるいは同種の団体に対する補助金は、できるだけ 

早い時期に統合の方向で調整する。 

 

 

 

 

阿 知 須 町 調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
平成16年度予算 
 

秋穂町商工会…………………………7,000千円 

 

 

 
平成16年度予算 
 

阿知須町商工会……………………… 10,050千円 

阿知須まちづくり財団……………… 23,820千円 

 

 

   

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                           山口県央部１市３町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 労働対策 小 項 目 勤労者福祉対策事業 

事 業 名 退職金掛金補助事業 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 商工観光 コ ー ド 22‐08‐02‐02 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

小郡町、秋穂町、徳地町は特定退職金共済制度を補助対象にしていな 

い。 

特定退職金共済制度の中で県中小企業団体中央会も対象にするか。 

（山口市は対象としている） 

 

課   題   へ   の   対   応 

 

特定退職金共済制度の内、商工会議所、商工会、県中小企業団体中 

央会扱いの退職金掛金についても補助対象とする方向で調整。 

 

 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業退職金共済掛金補助金 

（１）適用制度 

①中小企業退職金共済制度 

②特定退職金共済制度（小郡町、秋穂町、徳地町はなし） 

（２）補助の対象 

①中小企業退職金共済法第２条第１項に規定する中小企業者 

②市内において引き続き１年以上同一事業を営んでいること 

③市税を完納していること 

④共済掛金を納付していること 

（３）補助金の額（従業員一人あたり） 

   月額500円 

（４）交付期間 

   １年間 

 

   

平成14年度　補助実績

山 口 市 579,000円

小 郡 町 457,000円

秋 穂 町 151,000円

徳 地 町 8,500円

阿 知 須 町 124,000円

 
 

 【根拠法令等】 

 ・各市町中小企業退職金共済掛金補助金交付要綱 

 

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２. 山口市の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 

中小企業退職金共済 

中小・零細企業においては単独で退職金制度をもつことが困難であるため、中小企業者の相互扶助と国の援助により設

けられた、中小企業で働く従業員のための退職金制度 

  特定退職金共済 

 個人事業主又は法人が、特定退職金共済団体(商工会議所、商工会など)と退職金共済契約を締結し特定退職金団体から

従業員に直接退職金等の給付を行う制度 

  両者の違い 

   特定退職金共済は従業員数等の加入制限がない 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 労働対策 小 項 目 労働関係団体 

事 業 名 その他関係団体 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 商工観光 コ ー ド 22‐08‐04‐02 

 現                 況 分                    析 

 山  口  市 小  郡  町 調   整   上   の   課   題 

 

平成16年度予算 

 

共同福祉施設運営費（旧山口勤労者会館運営費）補助金 

500千円 

労働文化行事費補助金……………………1,200千円 

小郡町シルバー人材センター……………4,500千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

労働団体運営費補助要綱をどう統一化するか。 

阿知須町に職業能力開発支援給付金交付事業については調整の必要 

がある。 

 

 

徳  地  町 課   題   へ   の   対   応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成16年度予算 

 

(社)山口市シルバー人材センター……13,000千円 

地区労働者福祉協議会………………………50千円 

労働団体運営費………………………… 1,200千円 

 

 

 

 

 

 

 秋  穂  町 

 

平成16年度予算 

 

徳地町シルバー人材センター……………1,620千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

阿知須町の職業能力開発支援給付金交付事業は他市町ではないが、 

現在の雇用環境の中では有意義な制度であるので、新たな制度として、 

全市を対象とする方向で検討する。 

労働団体への補助金は、労働団体の合併等の動きを見ながら、調整に 

努める。 

 

 

 

阿 知 須 町 調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

該当なし 

 

平成16年度予算 

 

阿知須町シルバー人材センター…………1,600千円 

職業能力開発支援給付金交付事業………1,000千円 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

(ただし、職業能力開発支援給付金交付事業については、 

新たに制度を創設し、新市全域を対象とする方向で検討 

する。) 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 観 光 小 項 目 観光振興事業 

事 業 名 まつり・イベント事業 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 商工観光 コ ー ド 22‐09‐02‐01 

 現                 況 分                    析 

 山  口  市 小  郡  町 調   整   上   の   課   題 

 

平成16年度予算 

 

ふしの夏まつり…………………… 5,000千円 

七夕まつり…………………………  500千円 

 

 

 

 

 

まつり・イベント数の差異、補助金額の差異がある 

まつり・イベントには、それぞれに地域性、あるいは、歴史的・文 

化的な背景があるため統一が困難 

徳  地  町 課   題   へ   の   対   応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成16年度予算 

 

山口市ふるさとまつり………………7,973千円 

（山口祇園祭、山口七夕ちょうちんまつり） 

湯の町文化祭…………………………3,500千円 

湯田温泉白狐まつり…………………1,900千円 

周防大橋花火大会・南部地区ふれあいまつり 

2,300千円 

ほたる観賞の夕べ……………………1,369千円 

山口天神祭………………………………500千円 

 

 

 

 秋  穂  町 

 

平成16年度予算 

 

徳地フェスティバル……………… 2,000千円 

花火大会…………………………… 2,000千円 

農林業まつり………………………  300千円 

 

 

 

 

 

まつり・イベントは歴史的背景、文化的背景があるため当分の間現 

行どおりとする。 

経済的効果を考え、まつり・イベントの日程調整をする必要がある。 

 

 

阿 知 須 町 調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成16年度予算 

 

あいお祭り…………………………1,800千円 

 

 

  

平成16年度予算 

 

あじすふれあいまつり…………… 2,000千円 

十七夜祭･･････････････････････  1,300千円 

あじす港まつり････････････････ 2,000千円 

夜桜ライトアップ･･････････････   450千円 

 

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（ ◎ ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 経 済 中 項 目 観 光 小 項 目 観光振興事業 

事 業 名 その他関係団体(補助金等) 協 定 項 目 17補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 経 済 分 科 会 名 商工観光 コ ー ド 22‐09‐04‐02 

 現                 況 分                    析 

 山  口  市 徳  地  町 調   整   上   の   課   題 

 

  市町によって内容が異なる。 

課   題   へ   の   対   応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成16年度予算 

(財)山口観光コンベンション協会…… 34,200千円 

湯田温泉配給協同組合………………… 41,798千円 

湯田温泉旅館協同組合……………………2,420千円 

山口市観光ボランティアガイドの会………600千円 

大内文化のまちづくり推進協議会………2,500千円 

湯田温泉足湯設置管理団体（３団体計）…267千円 

山口・萩歴史ウォーク実行委員会………3,000千円 

 

 

 

平成16年度予算 
 

徳地町観光協会……………………………500千円 

 

 

 

 

 秋  穂  町 小 郡 町 ・ 阿 知 須 町 

 

同一あるいは同種の団体に対する補助金は、できるだけ早い時期に 

統合の方向で調整する。 

 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成16年度予算 
 

秋穂町観光協会……………………………900千円 

 

 

 

 

 

  該当なし 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２.（   ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 住民活動 中 項 目 交通安全対策の状況 小 項 目 交通安全推進団体の育成 
事 業 名 補助金・交付金 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 
専 門 部 会 名 住民部会 分 科 会 名 住民生活分科会 コ ー ド ２３－０７－０１－０１ 
 現                                 況 分            析 

調   整   上   の   課   題 

 
・交付先、補助メニュー及び補助金額が自治体毎に異なる。 
・自治体によっては設置していない団体、交付していない団体がある。 
 

課   題   へ   の   対   応 

 
・補助金、交付金について、同一団体へのものについては統合する。なお、

現在交付している補助金等は基本的に現行の額で継続する。 
・類似団体に対し、補助金を交付している自治体としていない自治体があ

るが、現在交付している団体には当面交付を続けることとし、交付して

いない団体については、新市移行後交付を検討する。 
 

調     整     案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

平成14年度実績 
（単位：円） 

補助金･交付金等 支　払　先　団　体 山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町 徳地町

山口交通指導員協議会運営費補助金 山口交通安全協会 383,000

山口市幼稚園保育園交通安全協議会補助金
山口市幼稚園保育園交
通安全協議会

38,000

山口市交通安全母の会補助金 山口市交通安全母の会 54,000

山口市反射鏡設置補助金 各申請団体 848,262

山口市交通安全対策協議会補助金 山口市交通安全対策協議会 1,000,000

山口交通安全協会補助金 山口交通安全協会 600,000

防府交通事故等相談所運営委員会補助金
防府交通事故等相談所
運営委員会

100,000 200,000

小郡交通安全協会交通指導員補助金 小郡交通安全協会 574,000 574,000 246,000 246,000

小郡交通安全協会補助金 小郡交通安全協会 450,000 450,000 180,000 180,000

小郡交通安全協会秋穂支部補助金 小郡交通安全協会秋穂支部 90,000

吉敷郡幼稚園・保育園(所)交通安全指導主任連絡
協議会助成金

吉敷郡幼稚園・保育園
(所)交通安全指導主任
連絡協議会

22,860 8,000

防府交通安全協会補助金 防府交通安全協会 750,000
防府徳地交通協助員会補助金 防府徳地交通協助員会 50,000
防府地区安全運転管理者協議会補助金 防府地区安全運転管理

者協議会
50,000

 

 

   山口市交通安全対策費 
山口市反射鏡設置補助金交付要綱  

（趣旨）国・県・市道以外の交通安全上危険な箇所に反射鏡を設置、または既存の反射鏡を修復する団体に対し補助金を交付し、交通事故の防止を図る。 

（補助の対象） 国・県・市の機関が、直接設置できない場所に反射鏡を設置する（町内会等地域）団体、または既存の反射鏡を破損、老朽化等のため修復する団体。 

（補助率）対象経費の50％以内。新設については50,000円、修復については25,000円を最高限度額とする。市長が特に必要と認めた場合は、市長が定めた率。 

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（   ）２．市・町の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                     ） 
 

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 住民活動 中 項 目 交通安全対策の状況 小 項 目 その他各種交通安全施策 

事 業 名 チャイルドシート助成事業 協 定 項 目 １７ 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 住民部会 分 科 会 名 住民生活分科会 コ ー ド ２３－０７－０３－０１ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

・小郡町及び秋穂町には制度があるが、山口市、阿知須町、徳地町には制

度がない。 

課   題   へ   の   対   応 

 

・子どもの交通事故防止等の観点から、新市移行後、制度を全市的に拡大

する方向で調整する。 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

チャイルドシート助成事業について 

 

    チャイルドシート助成事業 

     

小郡町 秋穂町

助成対象 6歳未満の乳幼児の保護者（小郡町在住） ６歳未満の乳幼児の保護者

○町内に住所を有していること

○前年分の町税を完納していること

購入金額 5,000円未満　　全額
購入金額の１／２（限度額１万円、千円未満
の端数切捨て）

購入金額 5,000円以上　　5,000円 　　　　＊　乳幼児１人につき１台限り

　　　＊　乳幼児１人につき１台

平成14年度実績 ７１９，５３０円（150件） １０１，０００円（11件）

根拠規定 秋穂町チャイルドシート購入費補助金交付要綱

助成要件

助成金額

 
 

  ＊山口市、阿知須町、徳地町は、該当なし。 

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２．（    ）市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ）

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 建設 中 項 目 定住促進対策 小 項 目 定住促進条例 

事 業 名  協 定 項 目 17 補助金、交付金等の取扱い 

専 門 部 会 名 企画部会 分 科 会 名 企画調整分科会 コ ー ド 10-10-01-01 

現                 況 分                        析 

秋  穂  町 調    整    上    の    課    題 

 

 １．平成１４年６月制定された条例に基づく秋穂町のみの制度である。 

  

 ２．平成１９年３月までの時限条例である。 

 

 

  

課    題    へ    の    対    応 

 

秋穂町のみの制度であるが平成１９年３月までの時限条例であり、期間

内は現行制度をそのまま適用する。  

 

 

 

 

  

 

調     整     案 

 

秋穂町定住促進条例(抜粋) 

 

（目的） 

 人口増加及び定住の促進を図り、自立し活力ある町づくりを創造し、生き生き 

とした町づくりに寄与することを目的とする。 

 

（対象者及び支給額） 

１．賃貸用住宅建設費補助金 

    ①対象者 

町内に賃貸用住宅を建設しようとする者（国、県その他公共団体から補 

助を受け、又は受ける見込みの者を除く。）に対して支給する。 

    ②支給額 

     当該賃貸用住宅（家屋に限る。）の延べ面積から共用部分の面積を差し引 

いた面積に１㎡あたり10,000円を乗じて得た額（1,000円未満切捨て）とし、 

最高限度額は、5,000,000円とする。 

２．賃貸用住宅新築報奨金 

  ①対象者 

   町内に賃貸用住宅を建設した者に対して支給する。 

  ②支給額 

   当該賃貸用住宅の家屋に係る固定資産税標準額に百分の1.4を乗じて得た 

額の２分の１の額（1,000円未満切捨て）とし、支給期間は当該賃貸用住宅 

に固定資産税が課せられることとなった年度から３年間とする。 

 

（有効期限） 

   平成19年３月31日限りその効力を失う。ただし、その時までに支給の申請が 

行われた奨励金等の支給については、その時以後もなおその効力を有する。 

 

【根拠法令等】 

秋穂町定住促進条例 

秋穂町定住促進条例施行規則 

 

（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

       平成 19 年３月 31 日までの間、旧秋穂町区域を対象に制度

を存続させる。 

（   ）２.市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。      
（   ）７．その他（                       ）

                                                                                            山口県央部1市４町合併協議会事務局 



 

 

協議第３５号 

 

 

合併協定項目１８ 

 

 

  町名・字名の取扱い 

 

 

 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 都市計画 中 項 目 町名・住居表示の状況 小 項 目 町・字名の状況 
事 業 名  協 定 項 目 １８ 町名・字名の取扱い 
専 門 部 会 名 住民部会 分 科 会 名 住民窓口分科会 コ ー ド １１－０４－０１－０１ 
 現                                 況 分             析 

調   整   上   の   課   題 
 
・大字名・町名について、同一の名称がある。 
  黄金町   （山口市・小郡町） 
  緑町    （山口市・小郡町） 
・秋穂町及び阿知須町には、同一又は類似する大字名・町名は該当がない。
 

課   題   へ   の   対   応 
 
大字名・町名の変更は、住民登録、登記、郵便など住民生活に重大な

影響を及ぼすことから、新市発足時において支障のないよう調整しなけ

ればならない。 
  したがって、同一名称については、区別ができるよう調整が必要であ

る｡ 
  実施にあたっては、住民意向の集約や議会の議決、事前の届出、その

他事務処理等相応の期間を要することを考慮しなければならない。 

調     整     案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【山口市】 【小郡町】

ｱｲｵﾌﾀｼﾞﾏ 大字　秋穂二島 ｻｲﾜｲﾁｮｳ 幸町 ﾅﾀｼﾞﾏ 大字　名田島 ｵｵｴﾏﾁ 大江町

ｱｵｲ1 葵一丁目 ｻｸﾗﾊﾞﾀｹ1 桜畠一丁目 ﾆｼｷﾁｮｳ 錦町 ｶﾐｺﾞｳ 大字　上郷

ｱｵｲ2 葵二丁目 ｻｸﾗﾊﾞﾀｹ2 桜畠二丁目 ﾆﾎｶﾐｺﾞｳ 大字　仁保上郷 ｺｶﾞﾈﾏﾁ 黄金町

ｱｶﾂﾞﾏﾁｮｳ 赤妻町 ｻｸﾗﾊﾞﾀｹ3 桜畠三丁目 ﾆﾎｼﾓｺﾞｳ 大字　仁保下郷 ｼﾓｺﾞｳ 大字　下郷

ｱｻｸﾗﾁｮｳ 朝倉町 ｻｸﾗﾊﾞﾀｹ4 桜畠四丁目 ﾆﾎﾅｶｺﾞｳ 大字　仁保中郷 ﾀｶｻｺﾞﾏﾁ 高砂町

ｱｻﾀ 大字　朝田 ｻﾔﾏ 大字　佐山 ﾉﾀﾞ 大字　野田 ﾊﾅｿﾞﾉﾏﾁ 花園町

ｱｻﾋﾄﾞｵﾘ1 旭通り一丁目 ｻﾝﾉﾐﾔ1 三の宮一丁目 ﾋｶﾞｼﾔﾏ1 東山一丁目 ﾋﾗｻﾏﾁ 平砂町

ｱｻﾋﾄﾞｵﾘ2 旭通り二丁目 ｻﾝﾉﾐﾔ2 三の宮二丁目 ﾋｶﾞｼﾔﾏ2 東山二丁目 ﾌﾅｸﾗﾏﾁ 船倉町

ｲｼｶﾞﾝﾉﾝﾁｮｳ 石観音町 ｻﾝﾜﾁｮｳ 三和町 ﾋﾗｲ 大字　平井 ﾏｴﾀﾞﾏﾁ 前田町

ｲｽﾞﾐﾁｮｳ 泉町 ｼﾊﾞｻｷﾁｮｳ 芝崎町 ﾌｶﾐｿﾞ 大字　深溝 ﾏﾅ 大字　真名

ｲﾄﾖﾈ1 糸米一丁目 ｼﾓｲﾁﾁｮｳ 下市町 ﾌﾙｸﾏ1 古熊一丁目 ﾐﾄﾞﾘﾏﾁ 緑町

ｲﾄﾖﾈ2 糸米二丁目 ｼﾓｳﾉﾚｲ 大字　下宇野令 ﾌﾙｸﾏ2 古熊二丁目 ﾐﾕｷﾏﾁ 御幸町

ｲﾏｲﾁｮｳ 今井町 ｼﾓｵｻﾊﾞ 大字　下小鯖 ﾌﾙｸﾏ3 古熊三丁目 ﾜｶｸｻﾏﾁ 若草町

ｳｼﾛｶﾞﾜﾗ 大字　後河原 ｼﾓﾀﾃｺｳｼﾞ 大字　下竪小路 ﾎﾂﾞﾐﾁｮｳ 穂積町

ｴｷﾄﾞｵﾘ1 駅通り一丁目 ｼｮｶﾞﾝｼｮｳｼﾞ 大字　諸願小路 ﾎﾝﾏﾁ1 本町一丁目 【秋穂町】

ｴｷﾄﾞｵﾘ2 駅通り二丁目 ｼﾗｲｼ1 白石一丁目 ﾎﾝﾏﾁ2 本町二丁目 ﾆｼ 西

ｴｻﾞｷ 大字　江崎 ｼﾗｲｼ2 白石二丁目 ﾏｴﾏﾁ 前町 ﾋｶﾞｼ 東

ｴﾝｾｲｼﾞ 大字　円政寺 ｼﾗｲｼ3 白石三丁目 ﾏﾂﾐﾁｮｳ 松美町

ｴﾝｾｲｼﾞﾁｮｳ 円政寺町 ｼﾝﾊﾞﾊﾞ 大字　新馬場 ﾐｽﾞﾉｳｴﾁｮｳ 水の上町 【徳地町】

ｵｵｲﾁﾁｮｳ 大市町 ｽｴ 大字　陶 ﾐﾄﾞﾘﾁｮｳ 緑町 ｲｶｼﾞ 大字　伊賀地

ｵｵｳﾁﾅｶﾞﾉ 大字　大内長野 ｽｾﾞﾝｼﾞ 大字　鋳銭司 ﾐﾔｼﾞﾏﾁｮｳ 宮島町 ｵｺﾞｿ 大字　小古祖

ｵｵｳﾁﾐﾎﾘ 大字　大内御堀 ｽﾌﾁｮｳ 周布町 ﾐﾔﾉｶﾐ 大字　宮野上 ｶﾐﾑﾗ 大字　上村

ｵｵｳﾁﾔﾀ 大字　大内矢田 ｾﾝﾄｳｼｮｳｼﾞ 大字　銭湯小路 ﾐﾔﾉｼﾓ 大字　宮野下 ｷｼﾐ 大字　岸見

ｵｵﾃﾏﾁ 大手町 ｾﾝﾄﾁｮｳ 泉都町 ﾓﾄﾏﾁ 元町 ｸｼ 大字　串

ｵｵﾄﾞﾉｵｵｼﾞ 大字　大殿大路 ｿｳﾀﾞﾕｳﾁｮｳ 惣太夫町 ﾔﾊﾞﾗ 大字　矢原 ｻﾊﾞｺﾞｳﾁ 大字　鯖河内

ｵｷﾞﾁｮｳ 荻町 ﾀｶﾗﾁｮｳ 宝町 ﾔﾊﾞﾗﾁｮｳ 矢原町 ｼﾏｼﾞ 大字　島地

ｵﾘﾓﾄ1 折本一丁目 ﾀｷﾏﾁ 滝町 ﾔﾜﾀﾉﾊﾞﾊﾞ 大字　八幡馬場 ﾉﾀﾆ 大字　野谷

ｵﾘﾓﾄ2 折本二丁目 ﾁｭｳｵｳ1 中央一丁目 ﾕﾀﾞｵﾝｾﾝ1 湯田温泉一丁目 ﾋｸﾀﾆ 大字　引谷

ｶｶﾞﾜ 大字　嘉川 ﾁｭｳｵｳ2 中央二丁目 ﾕﾀﾞｵﾝｾﾝ2 湯田温泉二丁目 ﾌｼﾞｷ 大字　藤木

ｶｽｶﾞﾁｮｳ 春日町 ﾁｭｳｵｳ3 中央三丁目 ﾕﾀﾞｵﾝｾﾝ3 湯田温泉三丁目 ﾌｶﾀﾞﾆ 大字　深谷

ｶﾅｺｿﾁｮｳ 金古曽町 ﾁｭｳｵｳ4 中央四丁目 ﾕﾀﾞｵﾝｾﾝ4 湯田温泉四丁目 ﾌﾅｼﾞ 大字　船路

ｶﾐｳﾉﾚｲ 大字　上宇野令 ﾁｭｳｵｳ5 中央五丁目 ﾕﾀﾞｵﾝｾﾝ5 湯田温泉五丁目 ﾎﾘ 大字　堀

ｶﾐｵｻﾊﾞ 大字　上小鯖 ﾃﾝｹﾞ1 天花一丁目 ﾕﾀﾞｵﾝｾﾝ6 湯田温泉六丁目 ﾐﾀﾆ 大字　三谷

ｶﾐﾀﾃｺｳｼﾞ 大字　上竪小路 ﾃﾝｹﾞ2 天花二丁目 ﾖｼｷ 大字　吉敷 ﾔｻｶ 大字　八坂

ｶﾐﾃﾝｹﾞﾏﾁ 上天花町 ﾃﾝｹﾞ3 天花三丁目 ﾖｼﾀﾞ 大字　吉田 ﾔﾏﾊﾀ 大字　山畑

ｶﾒﾔﾏﾁｮｳ 亀山町 ﾄﾞｳｼﾞｮｳﾓﾝｾﾞﾝ1 道場門前一丁目 ﾜｶﾐﾔﾁｮｳ 若宮町 ﾕﾉｷ 大字　柚木

ｶﾝﾀﾞﾁｮｳ 神田町 ﾄﾞｳｼﾞｮｳﾓﾝｾﾞﾝ2 道場門前二丁目 ﾜﾆｲｼﾁｮｳ 鰐石町

ｷﾏﾁ 木町 ﾄﾞｳｿﾁｮｳ 道祖町 ＊阿知須町は該当なし。

ｸｽﾉｷﾁｮｳ 楠木町 ﾄﾞｳﾉﾏｴﾁｮｳ 堂の前町

ｸﾎﾞｼｮｳｼﾞ 大字　久保小路 ﾄﾐﾀﾊﾞﾗﾁｮｳ 富田原町

ｸﾏﾉﾁｮｳ 熊野町 ﾅｶｲﾁﾁｮｳ 中市町

ｸﾛｶﾜ 大字　黒川 ﾅｶｵ 大字　中尾

ｺｳｻﾞﾝﾁｮｳ 香山町 ﾅｶｶﾞﾜﾗ 大字　中河原

ｺｶﾞﾈﾁｮｳ 黄金町 ﾅｶｶﾞﾜﾗﾁｮｳ 中河原町

ｺﾒﾔﾁｮｳ 米屋町 ﾅｶｿﾞﾉﾁｮｳ 中園町

 

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（   ）２．市・町の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（ ◎ ）７．その他（１市４町の区域内の町・字の区域及び名称は、原

則として現行のとおりとする。ただし、同一の町・字名に

ついては、当該地域住民の意向を尊重し、調整するものと

する。なお、現在の町名・字名に旧市町名を加えることに

ついては、地域の実情及び住民の意見を踏まえ、旧市町名

を残す方向で調整するものとする。） 
 

                                                                                            山口県央部１市４町合併協議会事務局 



 

 

協議第３６号 

 

 

合併協定項目２０ 

 

 

  国民健康保険事業の取扱い 

 

 



事務事業一元化調整案総括表

平成１４年度末現在

山 口 市 小 郡 町 秋 穂 町 阿知須町 徳 地 町 調 整 案

２２，１４４世帯 ３，５７１世帯 １，６１５世帯 １，５９３世帯 ２，０２３世帯

３９．３５％ ４０．４６％ ５６．２１％ ５１．４９％ ６２．９４％

３８，５２７人 ６，３７４人 ２，９６５人 ２，７８０人 ３，７２５人

２７．７７％ ２８．３０％ ３６．６９％ ３１．３５％ ４４．０９％

同　左

保　　険　　料 保険料

三　　方　　式 三方式

医療分 　８．１％ 　８．０％ 　８．１％ 　８．５％ 　８．２％

保 介護分 　０．９％ 　０．８％ 　１．２％ 　１．０％ 　１．２％

険 医療分 な　　　　　し ３５．０％ ６１．０％ ４５．０％ ３５．０％

料 介護分 な　　　　　し 　１．３％ １０．０％ 　４．０％ 　３．０％

医療分 ２６，９００円 １４，５００円 １８，３００円 １７，４００円 １７，０００円

介護分 　４，８００円 　３，０００円 　４，５００円 　３，８００円 　４，５００円

率 医療分 ２６，６００円 １６，５００円 １９，４００円 １９，８００円 １８，５００円

介護分 　３，６００円 　３，８００円 　３，９００円 　４，５００円 　３，４００円

５４：４６ ７２：２８ ５９：４１ ６６：３４ ５７：４３ 平準化

１０期 ９期 １０期 １０期 ８期 １０期

同　左

７割、５割、２割 ７割、５割、２割

同　左

４０，０００円 ４０，０００円 ５０，０００円

被保険者 被保険者 被保険者 被保険者

９００円／回 ６００円／回 １，０００円／回

被保険者(35歳以上
70歳未満）８０％

１００％(注１) １００％(注２)
被保険者(75歳未満)
９０％

被保険者(35歳以上
70歳未満）９０％

被保険者
９０％

なし なし
被保険者(75歳未満)
９０％

注１：節目年齢（40歳、45歳、50歳、55歳、60歳）のみ対象。

注２：健康診断において、老人保健事業として実施しており、国民健康保険被保険者に限り個人負担相当分を国民健康保険特別会計で負担している。

限　　　度　　　額

出産育児一時金

葬　　祭　　費

納　　　　　　　期

保険料（税）の軽減割合

任意給付

被 保 険 者 の 属 す る 世 帯 の 世 帯 主

世　　　帯　　　数

被　保　険　者　数

納 入（税）義 務 者

きゅう術のみ

はり、きゅう併用

区　　　　分

応
　
　
益

加　　　入　　　率

加　　　入　　　率

賦 　課 　方　 式

賦 　課 　形 　態

世 帯 別
平等割額

賦課割合（応能対応益）

四　　方　　式

８００円／回

３００，０００円

３０，０００円

なし

医療分：５３０，０００円、介護分：７０，０００円（平成15年度からは８０，０００円）

８００円／回 ５００円／回

６割、４割

なし

人　間
ドック
（補助率） なし

応
　
　
能

所得割額

資産割額

被保険者
均等割額

（税）

保　　険　　税

はり、
きゅう
施術費
（助成額）

４００円／回

なし

被保険者(20歳以上
70歳未満)９０％

外　　　来

歯　　　科

脳

被保険者
９０％

対　　象　　者

はり術のみ



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （１） 
大 項 目 社会保障 中 項 目 国民健康保険の状況 小 項 目 賦課の状況 
事 業 名 保険料（税）賦課割合、保険料（税）率 協 定 項 目 ２０ 国民健康保険事業の取扱い 
専 門 部 会 名 住民部会 分 科 会 名 国保年金分科会 コ ー ド ２０－０１－０３－０１ 
 現                                 況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
平成14年度国保世帯数・被保険者数（平成15年3月31日現在） 

全 市 国 保 加 入 世 帯 加 入 率 全 市 国 保 加 入 者 加 入 率
山口市 56,205世帯 22,114世帯 39.35% 138,746人 38,527人 27.77%
小郡町 8,826世帯 3,571世帯 40.46% 22,524人 6,374人 28.30%
秋穂町 2,873世帯 1,615世帯 56.21% 8,082人 2,965人 36.69%
阿知須町 3,094世帯 1,593世帯 51.49% 8,868人 2,780人 31.35%
徳地町 3,214世帯 2,023世帯 62.94% 8,449人 3,725人 44.09%

人 口世 帯 数

「国民健康保険事業年報」 
 
平成14年度国民健康保険料（税）賦課割合、保険料(率) 

所 得 割 資 産 割 均 等 割 平 等 割 所 得 割 資 産 割 均 等 割 平 等 割
医療分 55.23% ― 28.20% 16.57% 8.1% ― 26,900円 26,600円 10回 530千円
介護分 52.26% ― 30.04% 17.70% 0.9% ― 4,800円 3,600円 10回 70千円
医療分 59.78% 16.64% 13.78% 9.80% 8.0% 35.0% 14,500円 16,500円 9回 530千円
介護分 61.77% 3.35% 17.58% 17.30% 0.8% 1.3% 3,000円 3,800円 9回 70千円
医療分 46.88% 14.70% 24.15% 14.26% 8.1% 61.0% 18,300円 19,400円 10回 530千円
介護分 51.08% 11.97% 22.51% 14.44% 1.2% 10.0% 4,500円 3,900円 10回 70千円
医療分 54.38% 15.76% 17.67% 12.19% 8.5% 45.0% 17,400円 19,800円 10回 530千円
介護分 43.81% 5.85% 25.98% 24.36% 1.0% 4.0% 3,800円 4,500円 10回 70千円
医療分 54.76% 12.08% 21.28% 11.88% 8.2% 35.0% 17,000円 18,500円 8回 530千円
介護分 58.26% 3.54% 24.18% 14.02% 1.2% 3.0% 4,500円 3,400円 8回 70千円

山口市

徳地町

備 考納 期 数 限 度 額
賦 課 割 合 保 険 料 （ 税 ） 率

小郡町

秋穂町

阿知須町

平成12年度から平
準化を実施

 
 
平成14年度一世帯・一人当たりの保険料（税）〔現年分〕 

調 定 額 上 昇 率 調 定 額 上 昇 率 収 納 額 上 昇 率
一 般 140,065 98.01% 83,250 97.91% 76,672 99.54%
退 職 226,725 98.62% 101,713 96.67% 98,517 93.02%
計 150,241 97.95% 86,017 97.66% 79,982 98.46%
一 般 156,616 100.30% 85,051 99.36% 77,433 99.51%
退 職 158,669 95.64% 101,940 94.23% 99,901 95.03%
計 157,023 99.36% 87,971 98.44% 81,317 98.71%
一 般 117,918 96.54% 65,665 96.42% 61,350 95.88%
退 職 140,990 97.46% 93,667 97.71% 92,144 96.81%
計 121,808 96.69% 69,734 96.60% 65,825 95.99%

一 般 141,768 102.51% 85,960 100.79% 84,051 101.25%

退 職 147,700 99.21% 95,511 97.95% 99,598 104.94%
計 143,101 101.67% 88,002 100.01% 87,375 102.08%
一 般 111,248 99.97% 59,770 99.23% 57,128 98.66%
退 職 128,986 100.19% 76,836 99.10% 76,068 99.49%
計 113,186 99.54% 61,470 99.25% 59,128 98.84%

徳地町

一人当たり保険料 (税 )

山口市

区 分

阿知須町

秋穂町

小郡町

一世帯当たり保険料 (税 )
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事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （２） 
大 項 目 社会保障 中 項 目 国民健康保険の状況 小   項   目 賦課の状況 
事 業 名 保険料（税）賦課割合、保険料（税）率 協 定 項 目 ２０ 国民健康保険事業の取扱い 
専 門 部 会 名 住民部会 分 科 会 名 国保年金分科会 コ ー ド ２０－０１－０３－０１ 
 調   整   上   の   課   題 課   題   へ   の   対   応 調     整     案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Ⅰ 賦課形態の相違 
 ・山口市は「保険料」を採用しており、小郡町及び秋穂町、阿知須町並び

に徳地町は、「保険税」を採用している。 
 
Ⅱ 賦課方式の相違 
・山口市は三方式であり、小郡町及び秋穂町、阿知須町並びに徳地町は、

四方式である。 
 
Ⅲ 賦課割合の相違 
 ・山口市は、応能と応益の割合を５０：５０に近い範囲内で賦課割合を定

めており（平準化）、軽減制度は、7割、5割、2割の軽減割合としてい
る。 
 ・小郡町、秋穂町、阿知須町、徳地町は、応能と応益の割合が５０：５０

に近い範囲内ではない賦課割合を定めており（平準化未実施）、軽減制度

は、6割、4割の軽減割合としている。 
 
Ⅳ 保険料の相違 
  賦課方式、賦課割合が異なることから、１市４町それぞれ保険料が異な

る。 
 
 
Ⅴ 納期の相違 
 ・山口市、秋穂町、阿知須町は10回 
 ・小郡町は、9回 
 ・徳地町は、８回 

 
Ⅰ 賦課形態の相違 
・料を採用する。（山口市の例） 

 
 
Ⅱ 賦課方式の相違 
  ・三方式を採用する。（山口市の例） 
 
 
Ⅲ 賦課割合の相違 
・平準化を実施し、保険料軽減制度の軽減割合を７割、５割、２割とする。

（山口市の例） 
  

 
 
 
 
Ⅳ 保険料の相違 
  具体的な料率については、医療費の動向により調整を図ることとすると

ともに、保険料については、急激な激変の緩和を図るよう、調整する。 
 
 
Ⅴ 納期の相違 
・納期は10回とする。（山口市・秋穂町・阿知須町の例） 

 
 

 
Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 賦課形態・賦課方式・賦課割合 

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（ ◎ ）２．山口市の例により調整する。 
       ただし、合併年度の翌年度から実施する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                     ）
 
 
 
 
 
 
Ⅳ 保険料 
 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（   ）２．市・町の例により調整する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（ ◎ ）７．その他（急激な負担増に配慮し、激変の緩和を図るよう、

調整を行う。ただし、合併年度の翌年度から実施する。） 
 
Ⅴ 納期 

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
（ ◎ ）２．山口市・秋穂町・阿知須町の例により調整する。 
       ただし、合併年度の翌年度から実施する。 
（   ）３．新たに制度等を創設する。 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

（   ）６．廃止の方向で検討する。 
（   ）７．その他（                     ）

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 社会保障 中 項 目 国民健康保険の状況 小 項 目 給付の状況 
事 業 名 任意給付の内容・状況 協 定 項 目 ２０ 国民健康保険事業の取扱い 
専 門 部 会 名 住民部会 分 科 会 名 国保年金分科会 コ ー ド ２０－０１－０５－０３ 
 現                      況 調 整 上 の 課 題 

 
Ⅰ 出産育児一時金 
  ・１市３町とも300,000円で同額である。 
Ⅱ 葬祭費 
  ・山口市・小郡町 40,000円 
  ・秋穂町・阿知須町・徳地町 30,000円 
  となっており、ばらつきがある。 
 

課 題 へ の 対 応 
 
Ⅰ 出産育児一時金は、同額のため現行のまま新市に引き継ぐものとす

る。 
Ⅱ 葬祭費は、一律５０，０００円とする。 

調 整 案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

         

任意給付の状況 （単位：円）

区 分
年 度 件 数 1件当たり支給額 給 付 額 件 数 1件当たり支給額 給 付 額

10 99件 300,000 29,700,000 695件 40,000 27,800,000 57,500,000
11 137件 300,000 41,100,000 720件 40,000 28,800,000 69,900,000
12 148件 300,000 44,400,000 703件 40,000 28,120,000 72,520,000
13 128件 300,000 38,400,000 717件 40,000 28,680,000 67,080,000
14 157件 300,000 47,100,000 748件 40,000 29,920,000 77,020,000

10 21件 300,000 6,300,000 82件 40,000 3,280,000 9,580,000
11 24件 300,000 7,200,000 113件 40,000 4,520,000 11,720,000
12 28件 300,000 8,400,000 108件 40,000 4,320,000 12,720,000
13 26件 300,000 7,800,000 100件 40,000 4,000,000 11,800,000
14 31件 300,000 9,300,000 122件 40,000 4,880,000 14,180,000

10 2件 300,000 600,000 61件 30,000 1,830,000 2,430,000
11 6件 300,000 1,800,000 58件 30,000 1,740,000 3,540,000
12 8件 300,000 2,400,000 57件 30,000 1,710,000 4,110,000
13 6件 300,000 1,800,000 71件 30,000 2,130,000 3,930,000
14 5件 300,000 1,500,000 70件 30,000 2,100,000 3,600,000

10 2件 300,000 600,000 61件 30,000 1,830,000 2,430,000
11 3件 300,000 900,000 63件 30,000 1,890,000 2,790,000
12 4件 300,000 1,200,000 62件 30,000 1,860,000 3,060,000
13 6件 300,000 1,800,000 52件 30,000 1,560,000 3,360,000
14 3件 300,000 900,000 62件 30,000 1,860,000 2,760,000

10 9件 300,000 2,700,000 82件 30,000 2,460,000 5,160,000
11 5件 300,000 1,500,000 78件 30,000 2,340,000 3,840,000
12 7件 300,000 2,100,000 94件 30,000 2,820,000 4,920,000
13 4件 300,000 1,200,000 64件 30,000 1,920,000 3,120,000
14 4件 300,000 1,200,000 75件 30,000 2,250,000 3,450,000

合 計 給付額
出 産 育 児 一 時 金 葬 祭 費

山 口 市

徳 地 町

阿知須町

小 郡 町

秋 穂 町

 

 
（ ◎ ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。（出産育児一時金） 
 
（   ）２．市、町の例により調整する。 
        
（ ◎ ）３．新たに制度等を創設する。（葬祭費） 

ただし、合併年度の翌年度から実施する。 
 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
 
（   ）７．その他（                     ）

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （１） 
大 項 目 社会保障 中 項 目 国民健康保険の状況 小 項 目 保健事業の状況 
事 業 名 はり・きゅう施術費支給状況 協 定 項 目 ２０ 国民健康保険事業の取扱い 
専 門 部 会 名 住民部会 分 科 会 名 国保年金分科会 コ ー ド ２０－０１－０６－０１ 
 現                                 況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

         

はり・きゅう施術費支給状況

区 分
年 度 は り きゅう はり、きゅう併用 計 は り きゅう はり、きゅう併用 制 限 回 数

10 32,284人 1,547件 7,145件 850円／回 10回／月
11 33,586人 2,062件 7,966件 900円／回 10回／月
12 35,024人 2,152件 6,617件 900円／回 10回／月
13 36,566人 3,139件 8,108件 900円／回 10回／月
14 38,252人 3,805件 8,566件 900円／回 10回／月

10
11
12
13
14

10 2,519人 12件 493件 600円／回 10回／月
11 2,604人 10件 391件 600円／回 10回／月
12 2,688人 32件 292件 600円／回 10回／月
13 2,828人 13件 319件 600円／回 10回／月
14 2,942人 7件 379件 600円／回 10回／月

10 2,415人 159件 10回／月
11 2,492人 197件 10回／月
12 2,517人 234件 10回／月
13 2,661人 432件 10回／月
14 2,716人 436件 10回／月

10
11
12
13
14

徳 地 町 なし

施 術 件 数 施 術 費 負 担 分

山 口 市

被保険者数

5,598件
5,904件
4,465件
4,969件
4,761件 800円／回

阿 知 須 町

小 郡 町

秋 穂 町
306件
372件

159件
197件
234件

436件
432件

750円／回
800円／回
800円／回
800円／回

なし

400円／件
400円／件
400円／件

400円／件
400円／件

500円／回
500円／回

481件
381件
260件

500円／回
500円／回
500円／回

 

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書 （２） 
大 項 目 社会保障 中 項 目 国民健康保険の状況 小   項   目 保健事業の状況 
事 業 名 はり・きゅう施術費支給状況 協 定 項 目 ２０ 国民健康保険事業の取扱い 
専 門 部 会 名 住民部会 分 科 会 名 国保年金分科会 コ ー ド ２０－０１－０６－０１ 
 調   整   上   の   課   題 課   題   へ   の   対   応 調     整     案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Ⅰ 対象者 
  ・山口市、秋穂町、阿知須町については、国民健康保険全被保険者とし

ており、年齢制限はない。 
   
Ⅱ 施術費 
  ・市町間で施術費負担が異なる。 
   

 
Ⅰ 対象者 
・国民健康保険全被保険者とする。 

 
 
 
Ⅱ 施術費 
・はりのみ、きゅうのみであれば、それぞれ 800 円、併用すれば、1,000
円とする。 

 
 

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
 
（   ）２．市・町の例により調整する。 
 
（ ◎ ）３．新たに制度等を創設する。 
       ただし、合併年度の翌年度から実施する。 
 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
 
（   ）７．その他（                     ）

 

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 社会保障 中 項 目 国民健康保険の状況 小 項 目 保健事業の状況 
事 業 名 人間ドックの利用状況 協 定 項 目 ２０ 国民健康保険事業の取扱い 
専 門 部 会 名 住民部会 分 科 会 名 国保年金分科会 コ ー ド ２０－０１－０６－０２ 
 現                                 況 分            析 

調   整   上   の   課   題 
 
Ⅰ 外来ドック（人間ドック） 
  ・対象者、基準額、補助率、検査項目等にばらつきがある。 
・節目検診を阿知須町のみが実施している。 
・徳地町は、老人保健法対象事業として行っている健康診査の一部負

担金について、国保被保険者に限り国保特別会計から全額補助をし

ており、他の１市3町が行っている国保の人間ドックの実施方法と
は異なる。 

 
Ⅱ 歯科ドック 
  ・山口市、小郡町、秋穂町で実施している。 
 
Ⅲ 脳ドック 
  ・山口市のみで実施している。 

課   題   へ   の   対   応 
 
Ⅰ 外来ドック（人間ドック） 
・対象者は７５歳未満の国保被保険者とし、補助率は９０％とする。

  （ただし、７５歳以上は、老人保健法対象事業で対応する。） 
 
Ⅱ 歯科ドック 
・対象者は、国保全被保険者とし、補助率は９０％とする。 

 
Ⅲ 脳ドック 
・対象者は、７５歳未満の国保被保険者とし、補助率は９０％とする。

 

調     整     案 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
人間ドック等利用状況

区 分
年 度 件 数 基準額 補助率 保険者負担金 件 数 基準額 補助率 保険者負担金 件 数 基準額 補助率 保険者負担金

10 609件 約47,000円 90% 22,481,306円 18件 3,500円 90% 56,700円 310件 31,500円 90% 9,059,400円
11 536件 約47,000円 90% 20,273,119円 16件 3,500円 90% 50,400円 245件 31,500円 90% 7,355,250円
12 597件 約47,000円 90% 22,399,295円 12件 3,500円 90% 37,800円 318件 31,500円 90% 9,402,750円
13 678件 約47,000円 90% 26,117,807円 19件 3,500円 90% 59,850円 374件 31,500円 90% 11,166,750円

14 823件 約47,000円 90% 31,721,191円 16件 3,500円 90% 50,400円 458件 31,500円 90% 13,481,580円
注１．外来人間ドックの基準額は、検査項目が選択制及び総合病院と診療所により一律でない。

10 83件 43,720円 90% 3,271,860円 1件 3,500円 90% 3,150円
11 100件 43,720円 90% 3,897,660円 0件 0円
12 85件 43,720円 90% 3,382,800円 1件 3,500円 90% 3,150円
13 87件 43,720円 90% 3,483,640円 1件 3,500円 90% 3,150円
14 93件 43,720円 90% 3,579,680円 0件 0円

10 48件 37,000円 80% 1,420,800円 1件 3,500円 90% 3,150円
11 44件 37,000円 80% 1,302,400円 1件 3,500円 90% 3,150円
12 50件 37,000円 80% 1,480,000円 5件 3,500円 90% 15,750円
13 49件 37,000円 80% 1,450,400円 1件 3,500円 90% 3,150円
14 57件 37,000円 80% 1,687,200円 3件 3,500円 90% 9,450円

10 14件 37,000円 100% 518,000円
11 29件 37,000円 100% 1,073,000円
12 18件 37,000円 100% 666,000円
13 34件 37,000円 100% 1,258,000円
14 24件 37,000円 100% 888,000円

注1.節目ドック（40､45､50､55､60歳）

10 37件 注１ 100% 216,000円
11 42件 注１ 100% 243,200円
12 40件 注１ 100% 237,500円
13 43件 注１ 100% 269,000円
14 44件 注１ 100% 304,300円

注1.老人保健事業として実施されている日帰り人間ドック（40、45、50、55、60、65歳）について、国保被保険者に限り個人負担金を国保特別会計が全額負担
    している。

注2.日帰り人間ドックのほか、胃がん、肺がん、大腸がん、子宮がん、乳がん、肝炎検診の個人負担金を国保特別会計が全額負担している。
    （14年度５５８，１００円）

徳 地 町

脳 ド ッ ク歯 科外 来

山 口 市

阿知須町

小 郡 町

秋 穂 町

 

 
（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 
 
（   ）２．市・町の例により調整する。 
 
（ ◎ ）３．新たに制度等を創設する。 
       ただし、合併年度の翌年度から実施する。 
 
（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 
 
（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。

 
（   ）６．廃止の方向で検討する。 
 
（   ）７．その他（                     ）
 

                                                                                             山口県央部１市４町合併協議会事務局 



 

 

協議第３７号 

 

 

合併協定項目２１ 

 

 

  介護保険事業の取扱い 

 

 

 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 福  祉 中 項 目 高齢者福祉の状況 小 項 目 介護サービス適正実施事業 

事 業 名 その他の適正実施事業（介護相談員派遣事業） 協 定 項 目 ２２ 各種事務事業の取扱い （５）高齢者福祉事業 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 介護保険分科会 コ ー ド １９－０４－０６－０３ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

 ・山口市のみ実施している。 

課   題   へ   の   対   応 

 

 ・介護相談員派遣事業の必要性があり、新市に拡大する方向で調整する。 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護相談員派遣事業  

 

山口市 
（目的） 

介護サービスの提供の場に介護相談員を派遣することにより、介護利用者の不安、不満や疑問にきめこまやかに対応するとともに、利用者と介護サービス提供事業者
の橋渡しを行うことにより、サービスの質的な向上を図ることを目的とする。 

 

（実施主体） 

  実施主体は山口市とし、事業の実施については山口市社会福祉協議会に委託。 

 

（対象となるサービス） 

介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護療養型医療施設・短期入所生活介護・短期入所療養介護・通所介護・通所リハビリテーションのサービスを対象とする。 

 

（事業内容） 

  介護相談員は、提供者のサービス事業所を訪問、次の業務を行う。 
（１） 利用者や家族の話を聞き、相談にのる。 
（２） サービスの現状把握に努める。 
（３） 提供者の管理者や従事者に相談内容を報告し、意見交換をする。 
（４） 利用者に自分の連絡先を周知する。 
（５） その他、目的を遂行する上で必要と認められる業務。 

 

（事業実績） 

  平成14年度   相談員 2名 

 派遣日数 87日  派遣法人 20箇所  実相談者数 646人 

 

（事業費） 

  平成14年度決算 6,443千円 

 

【根拠法令等】 

 ・山口市介護相談員派遣事業実施要綱 

 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２. 山口市の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 

                                                                                           山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 社会保障 中 項 目 介護保険の状況 小 項 目 介護保険料の賦課・徴収 

事 業 名 介護保険料の算定基準 協 定 項 目 ２１ 介護保険事業の取扱い 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 介護保険分科会 コ ー ド ２０－０５－０３－０１ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

 ・第１号被保険者保険料に相違がある。（３，６３６円～４，６１３円）。 

課   題   へ   の   対   応 

 

 ・第１号被保険者保険料については、平成１７年度までは現行の保険料とし、

平成１８年度からの介護保険事業計画に基づき、適正な保険料を算定し、

統一する。（平成１６年度に国の制度改正が行われることから、その動向に

配慮する。） 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  第1号被保険者（65歳以上の方）の保険料(基準額)の算定 （平成15年度から17年度） 

             （各市町介護保険事業計画より） 

  

山口市 小郡町 秋穂町 阿知須町 徳地町 １市４町

居 宅 サ ー ビ ス 89.6億円 10.4億円 4.4億円 5.5億円 7.7億円 109.9億円

施 設 サ ー ビ ス 142.4億円 19.8億円 14.4億円 14.7億円 17.6億円 191.3億円

そ の 他 12.1億円 1.3億円 0.7億円 0.6億円 1.2億円 14.7億円

218.2億円 28.2億円 17.3億円 18.7億円 23.7億円 282.4億円

0.2億円 0.03億円 0.02億円 0.02億円 0.02億円 0.3億円

0.8億円 0.2億円 0.04億円 0.2億円 － 1.2億円

9.0年間 9.0年間 9.0年間 9.0年間 － 36.0億円

219.2億円 28.4億円 17.4億円 18.9億円 23.7億円 283.9億円

43.6億円 5.6億円 3.5億円 3.7億円 4.7億円 56.4億円

0.9543 0.9927 0.9 0.9665 0.87

1.0265 1.057 0.96 1.0293 0.92

(S)調整交付金交付割合 5.35% 3.8％ 6.94% 4.83% 7.60%

11.7億円 1.1億円 1.2億円 0.9億円 1.8億円 14.9億円

27.3億円 3.5億円 2.1億円 2.3億円 3.0億円 35.2億円

27.3億円 3.5億円 2.1億円 2.3億円 3.0億円 35.2億円

69.8億円 9.0億円 5.6億円 6.0億円 7.6億円 90.4億円

－ － － － －

－ － － － －

39.5億円 5.7億円 2.9億円 3.6億円 3.7億円 51.7億円

8.4万人 1.2万人 0.6万人 0.7万人 0.9万人 10.9万人

47,281円 43,764円 43,629円 55,356円 44,260円

3,941円 3,647円 3,636円 4,613円 3,688円

(H)所得水準補正係数

(D)財政安定化基金償還金

(N)保健福祉事業費

(E)全体の経費　   (B)＋(C)+(D)

平成15年度から平
成17年度までの介
護サービス総費用

(B)標準給付見込額　

(C)財政安定化基金拠出金(B）×0.1％

(M)市町村特別給付額

(D')財政安定化基金償還期間

(Q)年間保険料の基準額　 (O)÷(P)

(P)所得階層補正後被保険者数
　　　　　　　　　(3年間の延べ人数)

(R)月額保険料　　　     (Q)÷12

(F)国庫負担金　　      (B）×20％

(G)後期高齢者補正係数

(L)介護給付費交付金
(第2号被保険者分)　     (B）×32％

(O)1号被保険者負担分
　(E)-(F)-(I)-(J)-(K)-(L)+(M)+(N)

(I)調整交付金　　　  　(B）×(S)％

(J)県負担金　　　　  　(B）×12.5％

(K)市町負担分　　　  　(B）×12.5％

 
 

  【用語について】 

   標準給付費 … 介護サービス費用に被保険者自己負担部分や施設食費を除いた割合（実効給付率）を乗じて,実際に必要となる事業費を算出する。 

   財政安定化基金 … 介護保険財政安定のための基金 

   後期高齢者補正 … 75歳以上の高齢者が多いことによる事業費増が保険料の上昇を招かないように補正する。 

   所得水準補正 … 国の調整交付金と第1号被保険者の負担割合を調整 

   所得階層補正後被保険者数 … 第1号被保険者の保険料は､所得により基準額×0.5～基準額×1.5の額を支払うことになるので､所得階層ごとの人数に 

負担割合をかけた総数 

 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. 市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（平成１８年度から保険料を統一する。） 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 

                                                                                           山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 社会保障 中 項 目 介護保険の状況 小 項 目 介護保険料の賦課・徴収 

事 業 名 介護保険料の賦課及び徴収方法 協 定 項 目 ２１ 介護保険事業の取扱い 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 介護保険分科会 コ ー ド ２０－０５－０３－０２ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

 ・保険料の段階区分、保険料率、境界所得に相違がある。 

 

 ・法に基づく保険料減免について、減免割合が相違する。山口市は、独自 

の減免を実施。 

 

 ・普通徴収の納期、納期数に相違がある。 

課   題   へ   の   対   応 

 

 ・国の制度改正が行われることから、その動向を見ながら段階区分、保険料

  率、基準所得について保険料の統一時（平成１８年）に併せて一本化する。

 

 ・法に基づく減免は実施し、減免割合については国保との整合性に配慮する。

  独自の減免制度については、新市移行後調整する。 

 

 ・普通徴収の納期については、国民健康保険の納期と同一とする。（合併年度

の翌年度から統一する） 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ○保険料                                                 平成１６年６月１日現在 

段階 所得状況
保険料
率
段階 所得状況

保険料
率
段階 所得状況

保険料
率
段階 所得状況

保険料
率
段階 所得状況

保険料
率

第
１
段
階

生活保護の受
給者、老齢福
祉年金受給者
で市町村民税
世帯非課税

基準額
×0.46
9

第
１
段
階

同左
基準額
×0.4

第
１
段
階

同左
基準額
×0.5

第
１
段
階

第
１
段
階

第
２
段
階

世帯全員が市
町村民税非課
税

基準額
×0.73
9

第
２
段
階

同左
基準額
×0.72

第
２
段
階

同左
基準額
×0.75

第
２
段
階

第
２
段
階

第
３
段
階

本人が市町村
民税非課税

基準額
×1.0

第
３
段
階

同左
基準額
×1.0

第
３
段
階

同左
基準額
×1.0

第
３
段
階

第
３
段
階

第
４
段
階

本人が市町村
民税課税者で
あって合計所
得金額200万円
未満の者

基準額
×1.25

第
４
段
階

同左
基準額
×1.25

第
４
段
階

同左
基準額
×1.25

第
４
段
階

第
４
段
階

第
５
段
階

本人が市町村
民税課税者で
あって合計所
得金額200万円
以上700万円未
満の者

基準額
×1.5

第
５
段
階

本人が市町村
民税課税者で
あって合計所
得金額200万円
以上500万円未
満の者

基準額
×1.5

第
５
段
階

本人が市町
村民税課税
者であって
合計所得金
額200万円以
上の者

基準額
×1.5

第
５
段
階

第
５
段
階

第
６
段
階

本人が市町村
税 課 税 者 で
あって合計所
得金額700万円
以上の者

基準額
×1.75

第
６
段
階

本人が市町村
税 課 税 者 で
あって合計所
得金額500万円
以上の者

基準額
×1.75

徳　　地　　町

徳　　地　　町

同左

同左

同左 同左

 ○減免措置

法に基づいた減免と独自
の減免実施

法に基づいた減免実施

山　　口　　市 小　　郡　　町 秋　　穂　　町 阿　知　須　町

阿　知　須　町山　　口　　市 小　　郡　　町 秋　　穂　　町

同左

 
※山口市：保険料徴収段階が第２段階でありかつ生活困窮者に対しては、第１段階保険料へ軽減 

○普通徴収について 

山　　口　　市 小　　郡　　町 秋　　穂　　町 阿　知　須　町 徳　　地　　町

第1期 6月16日～6月30日まで 7月1日～7月31日まで 6月1日～6月30日まで 7月1日～7月31日まで

第2期 7月16日～7月31日まで 8月1日～8月31日まで 7月1日～7月31日まで 8月1日～8月31日まで

第3期 8月16日～8月31日まで 9月1日～9月30日まで 8月1日～8月31日まで 9月1日～9月30日まで

第4期 9月16日～9月30日まで 10月1日～10月31日まで 9月1日～9月30日まで 10月1日～10月31日まで

第5期 10月16日～10月31日まで 11月1日～11月30日まで 10月1日～10月31日まで 11月1日～11月30日まで

第6期 11月16日～11月30日まで 12月1日～12月25日まで 11月1日～11月30日まで 12月1日～12月30日まで

第7期 12月16日～12月28日まで 1月1日～1月31日まで 12月1日～12月28日まで 1月1日～1月31日まで

第8期 1月16日～1月31日まで 2月1日～2月末日まで 1月1日～1月31日まで 2月1日～2月末日まで

第9期 2月16日～2月末日まで 3月1日～3月31まで 2月1日～2月末日まで

第10期 3月16日～3月31日まで 3月1日～3月31日まで

同左

 
     ※山口市１０円未満の端数は１期でまとめて徴収 小郡町、秋穂町、阿知須町、徳地町、１００円未満の端数は１期でまとめて徴収 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（   ）２. 市・町の例により調整する。 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（ ◎ ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（段階区分、保険料率及び基準所得については平成１８年度か

ら、納期については合併年度の翌年度から統一する。） 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 

                                                                                          山口県央部１市４町合併協議会事務局 



事 務 一 元 化 現 況・分 析 調 書  
大 項 目 社会保障 中 項 目 介護保険の状況 小 項 目 低所得者対策 

事 業 名 サービス利用における低所得者対策 協 定 項 目 ２１ 介護保険事業の取扱い 

専 門 部 会 名 福祉部会 分 科 会 名 介護保険分科会 コ ー ド ２０－０５－０５－０１ 

 現                 況 分                    析 

調   整   上   の   課   題 

 

 ［国制度］ 

 ・１市４町実施で相違なし。 

 

 ［市町独自の制度］ 

・山口市、秋穂町が、高額介護サービス費貸付事業、山口市が高額介護サー

ビス費受領委任払を実施。 

・小郡町は、介護保険利用者負担軽減事業として、７割助成を実施している。

課   題   へ   の   対   応 

 

［市町独自の制度］ 

 ・高額サービス費貸付事業、高額介護サービス費受領委任払については、 

  国の制度改正の動向を見ながら山口市の例により調整する。 

 

 ・小郡町の介護保険利用者負担軽減事業については、低所得対策として見 

直しが検討される予定であり、当分の間現行どおりとし、随時調整する。

 

 

調      整      案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国の特別対策による低所得者対策‥‥‥‥‥１市４町 実施 

 

１． 訪問介護利用料の軽減対策 

   ２．社会福祉法人等サービス利用者負担額減免費用助成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 市町独自の低所得者対策 

 

 山口市  高額介護サービス費貸付事業‥‥‥社協との契約による 

利用者はサービス提供事業者へ高額介護（支援）サービス費該当金額以外を支払い、社会福祉協議会が事業者へ立替え払いを行う。後日、高額 

介護（支援）サービス費該当金額を社会福祉協議会へ受領委任として支給する。 

      高額介護サービス費受領委任払‥‥‥次の要件を満たす高額介護サービス費の受領の権限を施設に委任できる。 

      ・介護保険施設の入所者 ・高額サービス費に相当する自己負担金の支払いが困難であるもの ・同一世帯に要介護者がいない者 

     【根拠法令等】・山口市介護保険高額介護サービス費受領委任払実施要綱 

 

 小郡町  介護保険利用者負担軽減事業 

       （助成の範囲） 

１．訪問介護     利用者負担額のうち７０％を助成する。（生計中心者前年度所得税非課税世帯は１００％） 

        ２．訪問入浴介護   利用者負担額のうち７０％を助成する。（生計中心者前年度所得税非課税世帯は１００％） 

        ３．訪問看護     利用者負担額のうち７０％を助成する。 

        ４．訪問リハビリ   利用者負担額のうち７０％を助成する。 

        ５．通所介護     利用者負担額のうち７０％を助成する。 

        ６．通所リハビリ   利用者負担額のうち７０％を助成する。 

     【根拠法令等】・小郡町介護保険利用者負担軽減事業要綱 

 

 秋穂町  高額介護サービス費貸付金 

     【根拠法令等】・秋穂町高額介護サービス費貸付要綱 

 

 阿知須町・徳地町  該当なし 

 

（   ）１．現行のまま新市に引き継ぐ。 

（ ◎ ）２. 山口市の例により調整する。 

（ただし、介護保険利用者負担軽減事業については、当分の間 

現行どおりとし、随時調整する。） 

（   ）３．新たに制度等を創設する。 

（   ）４．新市移行後、速やかに調整する。 

（   ）５．新市に移行後も当分の間現行どおりとし、随時調整する。 

（   ）６．廃止の方向で検討する。 

（   ）７．その他（                     ） 

                                                                                         山口県央部１市４町合併協議会事務局 

【訪問介護利用料の軽減対策】   
１．趣旨 介護保険の導入に伴い、旧ホームヘルプ利用者の負担の激変を緩和する目的で、低所得の利用者負担について特別の措置を実施。 
  ２．制度内容 
  1）施行時のホームヘルプサービス利用者に対する経過措置 
   ①対象者要件 ・施行前1年の間にホームヘルパーの派遣実績があること。・生計中心者が所得税非課税（生活保護受給世帯を含む）であること。 
   ②利用者負担割合 ・10％を６％（平成17年度以降は未定） 
  2）障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置 
   ①対象要件 

Ａ：若年の頃から障害者施策のホームヘルプ利用者で、65歳になって介護保険適用者となり、施行前１年の間にヘルパーの派遣実績があること。（法施行時において、
高齢者施策又は障害者施策によるホームヘルプを利用していた65歳以上の障害者のうち、65歳以前の障害を原因として手帳の交付を受けているものを含む。） 

    Ｂ：介護保険特定疾病により、要介護・要支援の状態となった40歳から64歳までの者。  （Ａ、Ｂについては、いずれかに該当する者が対象となる。） 
     ・生計中心者が所得税非課税（生活保護受給世帯を含む。）であること。 
   ②利用者負担割合  ３％（平成17年度以降は未定） 
【社会福祉法人による利用者負担の減免】 
   社会福祉法人が行うサービスを利用している場合は、利用料の減免の対象となることがあります。 
   ①対象となるサービス ・介護老人福祉施設における施設サービス ・通所介護（デイサービス）・短期入所生活介護（ショートステイ）・訪問介護（ホームヘルプサービス）
   ②減免の対象者 市町村民税世帯非課税者であって特に生計が困難である人（生活保護受給者は除く）。例えば、 
     ・市町村民税世帯非課税者である老齢福祉年金受給者     ・利用者負担が減免されなければ生活保護受給者となってしまう人 
     ・その他、市町村民税世帯非課税者であって上記に準ずると市長が認めた人など 
    減免割合    利用者負担の1／2 




